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「ともにつくる 最幸のまち かわさき」 

をめざして 

 

 

 

 本市は、誰もが安心して暮らせる地域のつながり・しくみをつくる取組である、

地域包括ケアシステムの構築に向け、「行政をはじめ、事業者、町内会・自治会な

どの地縁組織、地域・ボランティア団体、住民などの各主体が、それぞれの役割

に応じた具体的な行動を行えるようにする」という目標を掲げ、理解度・認知度

向上と意識の醸成に継続して取り組みながら、市民の皆さまとともに地域課題の

共有・解決に向けた取組を推進しています。 

 全国平均と比べると、川崎は比較的市民の平均年齢が若い都市ですが、「団塊の

世代」が 75 歳以上高齢者（後期高齢者）となる 2025 年には、高齢化率が 21.9％

に達する見込みで、さらに「団塊ジュニア世代」が 65 歳以上高齢者（前期高齢

者）となる 2040 年には高齢者人口がピークを迎えるなど、本市においても本格

的な超高齢社会が到来します。 

 「第８期かわさきいきいき長寿プラン」は、2021 年度から 2023 年度までの 3

か年の高齢者施策の総合計画です。超高齢社会の到来に備え、課題やニーズを整

理した上で、元気に生きがいを持っていただく取組や、要支援認定者等の自立支

援や重度化防止、要介護度の改善・維持の取組、認知症施策推進大綱を踏まえた

取組の強化など、介護が必要になっても可能な限り、住み慣れた川崎で暮らして

いただくための仕組みづくりや介護サービス基盤の整備など様々な施策に取り

組んでまいります。 

 今後も、超高齢社会において将来を見据えて乗り越えなければならない課題に

対応するとともに、新型コロナウイルス感染症の流行により、新たな生活様式が

提唱されるなど、私たちの暮らしは一変しましたが、気を緩めることなく市民の

皆さまと全市一丸となって、「最幸のまち かわさき」の実現をめざして取り組ん

でまいりますので、より一層のご理解とご協力をいただきますようお願い申し上

げます。 

令和３年３月 

川崎市長   

  

市長挨拶差替予定 
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１ 計画の趣旨・名称 

市町村は、老人福祉法第 20 条の８に基づく老人福祉計画及び介護保険法第 117

条に基づく介護保険事業計画を一体的に策定することが義務付けられています。 

本市は、「川崎市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」をこれに位置付け、「川

崎らしい都市型の地域居住の実現」をめざし、地域の実情に合わせた地域包括ケアシ

ステムを構築するための総合的な計画としています（地域包括ケアシステムの詳細に

ついては、第３章を参照）。 

「高齢者保健福祉計画」は、介護保険制度とそれ以外のサービスの組み合わせ、健

康・いきがいづくりなどの高齢者福祉事業の見込量や目標を定め、高齢者全体の地域

における福祉水準の向上をめざす計画です。 

「介護保険事業計画」は、介護保険給付サービスの見込量とその確保策、制度の円

滑な実施に向けた取組内容、保険料などを定める計画です。 

また、本市では、市民や事業者などの方々に、「川崎市高齢者保健福祉計画・介護保

険事業計画」に親しみを持って、幅広く知っていただくため、この計画の名称を「か

わさきいきいき長寿プラン」としており、今後も継続して使用していきます。 

 

【本計画の主な記載事項】 

 

  

 
 

（高齢者保健福祉計画部分） 

●第９期計画期間に確保すべき高齢者福祉事業の量の見込み及び目標 

●高齢者に対する医療等以外の保健事業の目標 

●高齢者施策全般の方向性 

●2040 年を見据えた施策の方向性 

 

（介護保険事業計画部分） 

●日常生活圏域の設定 

●介護給付等対象サービス及び地域支援事業に要する費用の額及び見込量 

●高齢者の自立支援・重度化防止に向けた自立支援等施策及びその目標に関する事項 

●地域包括ケアシステム構築のため重点的に取り組むことが必要な事項 

●介護給付等対象サービス及び地域支援事業の円滑な提供を図るための事業等に関す

る事項 

●介護給付等に要する費用の適正化に関する事項 

●費用の負担（介護保険料等）に関する事項 

 

※本計画内では、高齢者を 65 歳以上としています。 

川崎市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 
（かわさきいきいき長寿プラン） 
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２ 計画の期間 

この計画は、平成 12（2000）年度から策定しており、今回は第９期となります。

第９期の計画期間は、令和６（2024）～令和８（2026）年度の３年間です。 

この計画は３年ごとに見直しを行うこととされていますので、第８期計画を見直し、

今回新たに策定したものです。 

また、第９期計画期間だけではなく、高齢化が一段と進む令和 22（2040）年★ま

でのサービスの充実の方向性を定めるなど、中長期的な視点に立って計画を策定して

います。 

 

 

【計画の期間】 

年度 

（和暦） 

（西暦） 

平成 27
2015 

28 
2016 

29 
2017 

30 
2018 

令和元 
2019 

２ 
2020 

３ 
2021 

４ 
2022 

５ 
2023 

６ 
2024 

７ 
2025 

８ 
2026 

９ 
2027 

10 
2028 

11 
2029 

22 
2040 

 

 

  

２０４０年 

令和 22（2040）年には、いわゆる「団塊ジュニア世代」が 65 歳以上高齢者（前期高齢

者）となり、総人口・現役世代が減少する中で、高齢者人口がピークを迎えるとともに、

介護ニーズの高い 85歳以上人口が急速に増加することが見込まれています。 

本市においても、これらを見据えた計画的な取組が求められます。 

2025 年までの見通し 

団塊世代が 

75 歳以上に 

≪いきいき長寿プラン≫ 

≪地域包括ケアシステム推進ビジョン≫ 

団塊ジュニア世代

が 65 歳以上に 

2040 年までの見通し 

システム進化期 

実態調査

実態調査

見直し

見直し 

第９期 

第 10期 

第８期 第７期 第６期 

システム進化期 システム構築期 土台づくり 

 第１段階   第２段階   第３段階 
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３ 計画の位置付け 

この計画は、本市の総合計画のもとに位置付けられ、急速に進む高齢化の中にあっ

ても、健康づくりや介護予防を充実することなどで、健康寿命を延伸するとともに、

誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けられる仕組みをつくり、

いきいきと暮らせるよう策定したものです。 

本市では、関連する個別計画の上位概念となる「川崎市地域包括ケアシステム推進

ビジョン」を平成 26（2014）年度に策定し、基本的な考え方や課題を共有しながら

地域包括ケアシステムの構築や推進に向けた土台づくりと具体的な行動を進めてきま

した。また、社会福祉法の改正による「地域共生社会」の実現に向けて、「川崎市地域

福祉計画」を福祉関連計画の上位計画として、地域包括ケアシステムを推進していく

こととしました。 

さらに、「かわさきノーマライゼーションプラン」や「かわさき健康づくり・食育プ

ラン」「かわさき保健医療プラン」「川崎市高齢者居住安定確保計画」など関連計画と

の横断的連携を図るとともに、国において健康・医療・介護の総合的なデータヘルス

改革が進められていることを踏まえ、質の高い保健医療サービスを効率的に受けられ

る環境の整備に向けて、連携して必要な取組を進めます。 
 

【かわさきいきいき長寿プランと他の計画の関係】 

 

川崎市総合計画 

他
の
関
連
計
画
等 

か
わ
さ
き
保
健
医
療
プ
ラ
ン 

か
わ
さ
き
健
康
づ
く
り
・
食
育
プ
ラ
ン 

か
わ
さ
き
教
育
プ
ラ
ン 

川
崎
市
住
宅
基
本
計
画 

（
川
崎
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・ 

 

介
護
保
険
事
業
計
画
） 

か
わ
さ
き
い
き
い
き
長
寿
プ
ラ
ン 

か
わ
さ
き
ノ
ー
マ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン 

川
崎
市
子
ど
も
・
若
者
の
未
来
応
援
プ
ラ
ン 

川
崎
市
高
齢
者
居
住
安
定
確
保
計
画 

 

川
崎
市
・
各
区
地
域
福
祉
計
画 

川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン 

関 連 計 画 



第１章 計画策定の趣旨と位置付け 

かわさきいきいき長寿プラン 6 

 
 
 
 
 
 
 

第
１
章 

 
 

計
画
策
定
の
趣
旨
と
位
置
付
け 

４ 計画への意見の反映 

（１）川崎市介護保険運営協議会等・高齢者保健福祉計画策定推進委員会 

計画の策定に当たっては、既存の「川崎市介護保険運営協議会・地域包括支援セ

ンター運営協議会」と、令和５（2023）年度に設置した「川崎市高齢者保健福祉

計画策定推進委員会」の合同会議において検討を進めてきました。合同会議の委員

は、学識経験者、被保険者（市民公募）、地域団体、事業団体、保健・医療・福祉関

係団体の代表者など幅広い関係者で構成しています。 

また、専門的な議論や行政課題の解決に向けた協議を行うため、分科会や部会を

設置し、検討を進めてきました。分科会や部会の委員には、合同会議の委員のほか、

地域包括支援センター職員や行政職員も必要に応じて参加しています。 
 

【計画策定の検討体制】 

 

【合同会議と分科会・部会等の位置付け】 

 

 

○高齢者保健福祉計画・介護 

保険事業計画案について協議 

（高齢者保健福祉全般を討議） 

川崎市高齢者保健福祉計画 

策定推進委員会 

 
 

介
護
保
険
事
業
計
画 

 
 

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画 

川崎市介護保険運営協議会・ 

地域包括支援センター運営 

協議会 

 

○介護保険の運営、介護保険事業

に係る高齢者保健福祉施策に

ついて調査審議 

（保険料算定に関わる議題を討議） 

○地域包括支援センターの運営 

合同会議 

第９期かわさき 

いきいき長寿プラン 

一体的に策定 

【いきがい・健康づくり・介護予防等の推進】（分科会） 

【地域のネットワークづくりの推進】（分科会） 

【高齢者福祉サービスのあり方検討】（部会） 

【認知症施策等の充実】（分科会） 

【川崎市在宅療養推進協議会】（※１） 

【高齢者の多様な居住環境の実現】（部会）（※２） 

川崎市介護保険運営協議会等・高齢者保健福祉計画策定推進委員会（合同会議） 

※１ 既存の機関で、同協議会での検討内容を計画に反映。 

※２ まちづくり局主管の住宅政策審議会での意見を一部反映。 
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（２）令和４年度川崎市高齢者実態調査の概要 

本市の高齢者の生活実態及び本市で介護保険事業を展開する事業者の実態などを

把握し、地域における高齢者施策の総合的な推進を図るための基礎資料を得ること

や、介護保険料の改定を目的として、令和４（2022）年度に実施し、「川崎市高齢

者実態調査報告書」として、とりまとめました（主な調査結果については、第２章

を参照）。 

【令和４年度川崎市高齢者実態調査の概要】 

調査対象者 
発送数 

（通） 

有効回収数 

（通） 

有効回収率 

（％） 

高
齢
者 

(

65
歳
以
上) 

① 一般高齢者（自立の方） 23,000 14,894 64.8 

② 要介護・要支援認定者（③を除く） 9,000 4,938 54.9 

③ 特別養護老人ホーム入居希望者 1,000 480 48.0 

介
護
保
険 

事
業
者 

④ 居宅介護支援事業者 367 202 55.0 

⑤ 居宅介護サービス事業者 1,208 404 33.4 

⑥ 介護保険施設等 331 120 36.3 

⑦ 介護労働者 9,530 2,805 29.4 

計 44,436 23,843 53.7 

※⑤居宅介護支援事業者、居宅療養管理指導事業者、福祉用具貸与事業者、訪問看護ステーション以外の訪問看
護事業者は除きます。⑥認知症対応型共同生活介護（グループホーム）、特定施設入居者生活介護を含みます。 

※①②③は標本調査、④⑤⑥は全数調査を実施、⑦は④⑤⑥宛てに各５部を送付して実施しています。 

 

（３）市民説明会、パブリックコメント 

市民から幅広くご意見をいただくため、令和５（2023）年 11 月に「第９期か

わさきいきいき長寿プラン（案）」を作成し、区役所・支所や情報プラザ、市ホーム

ページなどで広く公表するとともに、説明会を行いました。 

また、令和５（2023）年 12 月から翌年１月にかけて、パブリックコメント（市

民意見）を行いました。 

 

【市民説明会実施状況】 

日 程 令和６（2024）年１月 14日 

場 所 中原区役所 

参 加 者 数 ●名 
※説明会は、市・区地域福祉計画、ノーマライゼーションプランとの合同説明会で実施しました。 

【パブリックコメント結果】 

募 集 期 間 令和５（2023）年 12 月１日～令和６（2024）年１月 22日 

意見提出通数 ●通 

意 見 総 数 ●件 
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５ これまでの計画の進捗状況と課題 

 

 第１期計画（平成 12（2000）～平成 14（2002）年度）での取組 

介護保険制度の円滑な実施と、介護保険サービスを補完する市独自の高齢者福祉

サービスの実施をめざす。 

 

 

 

 第２期計画（平成 15（2003）～平成 17（2005）年度）での取組 

身近な地域における高齢者の健康・いきがい・支え合いの実現に向けた、健康で

安心できる地域づくりをめざす。 

 

 

 

Ⅰ．介護保険を中核とした 24 時間 365 日型介護支援システムづくり 

・介護保険の円滑な実施 

・市独自の介護保険対象外サービスの取組 

Ⅱ．生涯現役大作戦の推進 

・地域を単位とした健康で自立した高齢者に対する積極的な社会参加、健康づくり、

予防・リハビリなどの取組 

 

○特別養護老人ホームの入居希望者の増加への対応  

○認知症高齢者への対応 

○介護予防の更なる充実  

○市独自の在宅サービス体系の整理 

 

Ⅰ．多様なサービス基盤整備の促進 Ⅳ．元気高齢者のパワーアップの具体的な推進 

Ⅱ．在宅サービスのより一層の充実 Ⅴ．地域市民が主役となった取組 

Ⅲ．介護予防の推進 

 

 

 

○高齢者虐待や認知症高齢者等の権利擁護に向けた対応  

○介護予防の更なる充実と健康づくり 

○地域に密着した介護基盤によるサービス提供 

○元気高齢者対策の更なる充実 

具体的な取組 

「第２期計画」への課題 

具体的な取組 

「第３期計画」への課題 
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 第３期計画（平成 18（2006）～平成 20（2008）年度）での取組 

介護保険制度を中核とした利用者本位のケアシステムの充実と、地域における支

え合いの仕組みづくりと定着をめざす。 

 

 

 

 第４期計画（平成 21（2009）～平成 23（2011）年度）での取組 

すべての高齢者が“あんしん”して生活できるような施策展開をめざす。 

 

 

 

 

Ⅰ．利用者本位の福祉サービスの提供 Ⅳ．新しい住まい方の構築 

Ⅱ．介護予防の更なる推進 Ⅴ．新しい福祉文化の創造 

Ⅲ．権利擁護の取組の推進  

 

○特別養護老人ホームの入居希望者への対応  

○地域のネットワークの充実 

○地域の実情に応じた介護予防の取組の推進  

○介護人材の確保 

○認知症高齢者の在宅生活の支援の充実  

○高齢者のいきがい・健康づくりに向けた取組の推進 

 

Ⅰ．地域居住の実現 Ⅳ．認知症高齢者等の生活支援 

Ⅱ．地域ケア体制の充実 Ⅴ．いきがい・健康づくりの取組の推進 

Ⅲ．利用者本位の福祉サービスの提供  

 

○介護予防・健康・いきがいづくり、元気高齢者施策等の推進 

○高齢者の孤立化への対応、見守りをはじめとした地域ネットワークの構築 

○介護、福祉人材の確保と定着  

○制度改正に伴う新たな介護サービスの推進 

○認知症高齢者の増加への対応  

○高齢者の多様な住まい方の構築 

具体的な取組 

具体的な取組 

「第４期計画」への課題 

「第５期計画」への課題 
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 第５期計画（平成 24（2012）～平成 26（2014）年度）での取組 

地域包括ケアシステム構築を見据えた新たな視点での取組を開始し、可能な限り

地域で暮らし続けられる地域居住の実現をめざす。 

 

 

 

 第６期計画（平成 27（2015）～平成 29（2017）年度）での取組 

地域包括ケアシステムの構築を進め、「川崎らしい都市型の地域居住の実現」をめ

ざす。 

 

 

  

 

Ⅰ．いきがい・介護予防施策等の推進 Ⅳ．認知症高齢者施策の充実 

Ⅱ．地域ケア体制の推進 Ⅴ．高齢者の多様な住まい方の構築 

Ⅲ．利用者本位の福祉サービスの提供  

 

○制度改正に伴う新たな総合事業の推進 ○認知症高齢者の増加への対応 

○高齢者の孤立化への対応 ○介護サービス基盤等の整備 

○要介護・要支援認定者の増加への対応 ○介護人材の確保と定着   など 

 

Ⅰ．いきがい・介護予防施策等の推進 Ⅳ．認知症高齢者施策の充実 

Ⅱ．地域のネットワークづくりの強化 Ⅴ．高齢者の多様な居住環境の実現 

Ⅲ．利用者本位のサービスの提供  

 

○社会参加型の介護予防の推進 ○見守り体制の構築 

○医療・介護人材の確保と定着 ○要介護度等の改善・維持 

○認知症高齢者の早期発見・早期対応 ○高齢者の権利擁護 

○介護サービス基盤等の整備 ○高齢障害者への対応 

具体的な取組 

「第６期計画」への主な課題 

具体的な取組 

「第７期計画」への主な課題 
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 第７期計画（平成 30（2018）～令和２（2020）年度）での取組 

地域包括ケアシステムのシステム構築期に入り、更なる推進とともに、「川崎らし

い都市型の地域居住の実現」をめざす。 

 

 

 

  

 

Ⅰ．いきがい・介護予防施策等の推進 Ⅳ．医療介護連携・認知症高齢者施策等の推進 

Ⅱ．地域のネットワークづくりの強化 Ⅴ．高齢者の多様な居住環境の実現 

Ⅲ．利用者本位のサービスの提供  

 

○自立支援・重度化防止          ○高齢者の権利擁護 

○介護予防・地域づくりの推進       ○認知症高齢者の早期発見・早期対応 

○要介護度等の改善・維持         ○介護サービス基盤等の整備 

○医療・介護人材の確保と定着 

 

具体的な取組 

「第８期計画」への主な課題 
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 第８期計画（令和３（2021）～令和５（2023）年度）での取組 

団塊の世代が 75 歳以上となり地域包括システムの進化期を迎える令和７

（2025）年を見据えた取組を推進し、「川崎らしい都市型の地域居住の実現」をめ

ざす。 

Ⅰ．いきがい・介護予防施策等の推進 

 ・健康づくりと介護予防を一体的に進め高齢者のセルフケア意識向上に取り組みました。 

・シニア向けパソコン、スマホ講座については、高齢者がＩＴに慣れ親しむ機会をより広

げるために実施数を増やしました。  

・「高齢者外出支援乗車事業」について、令和４（2022）年 10 月に従来の紙製の券か

ら、交通系ＩＣカードへと制度変更を行い、利用実態の把握と持続可能な制度構築に向

けた検討を行うための仕組みを構築しました。  等 

Ⅱ．地域のネットワークづくりの強化 

 ・民生委員児童委員の協力のもと、高齢者生活状況調査を実施し、ひとり暮らし等高齢者

の見守りの充実を図りました。 

・地域包括支援センターの職員体制については、新任職員の定着状況の改善等により、３

職種の配置基準の目標値を達成しました。  等 

Ⅲ．利用者本位のサービスの提供 

 ・かわさき健幸福寿プロジェクトは、オンライン申請を導入するとともに、広報について、

特設サイトによる新たな広報媒体の設置や、事業の年間応援サポーターとして著名人が

就任し、市民及び介護サービス事業所等に広く事業広報を行うことで、事業の改善を図

りました。 

・介護人材の確保支援は、令和４（2022）年度から介護職員への家賃支援をはじめ、職

員を研修に送り出すことが困難な事業所に代替職員の派遣、初任者研修及び実務者研修

の受講料の全額補助、看護師不足に対応するため一部の医療行為を介護職員が可能にな

る研修の定員拡充などに取り組みました。  等 

Ⅳ．医療介護連携・認知症施策等の推進 

 ・医療と介護の連携を推進するため、在宅療養推進協議会を開催し、多職種連携や予防的

アプローチ等の検討を行いました。 

・認知症予防の観点から、イベント形式による軽度認知障害（ＭＣＩ）スクリーニング検

査を各区で実施しました。 

・認知症疾患医療センターを市内４か所体制とし、地域の認知症医療体制及び連携体制の

更なる強化に取り組みました。  等 

Ⅴ．高齢者の多様な居住環境の実現 

 ・自宅での生活が困難な高齢者のため、特別養護老人ホームの定員を新規整備 380 床分

増やしました。また、減床分に対する定員数の確保として、ショートステイ 47 床分を

本入所へ転換を行いました。 

・住まい探しが難しいなどの困りごとを抱える住宅確保要配慮者（高齢者・障害者・外国

人等）に対して、不動産店と連携して物件紹介を行う体制の構築等、住まい探しの困り

ごとをサポートする「住まいの相談窓口」の充実を図りました。  等 

 
  

「第９期計画」への主な課題は、第４章を参照 
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 第８期計画（令和３（2021）～令和５（2023）年度）の主な取組状況 

第８期計画期間における主な取組状況や進捗は、次のとおりです。 

【①介護予防の取組として、地域の活動に参加する人の割合】 【②地域包括支援センターの認知度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【③かわさき健幸福寿プロジェクトの参加事業所数】 【④主な地域密着型サービスの延べ利用者数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【⑤介護人材の不足感】 【⑥認知症サポーター養成者数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【⑦在宅チーム医療を担う人材育成研修の受講者数】 【⑧特別養護老人ホームの整備数】 

 

 

 

 

 

 

  

4,901床
5,208床

2,000床

3,000床

4,000床

5,000床

6,000床

256事業所
301事業所

0

100

200

300

400

（事業所）

19,912人 21,491人

0人

5,000人

10,000人

15,000人

20,000人

25,000人

43.8%

8.7%

1,007人
1,305人

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人

75.8% 79.8%

令和元（2019）年度 令和４（2022）年度 

※累計値。健康福祉局調べ 

※市内事業所が従業員の「不足感」ありと回答した割合。高齢者実態調査 

※累計値。健康福祉局調べ 

11.0%

令和元（2019）年度 令和４（2022）年度 令和元（2019）年度 令和４（2022）年度 

44.4%

※高齢者実態調査 ※高齢者実態調査 

令和２（2020）年度 令和４（2022）年度 

※累計値。健康福祉局調べ ※累計値。健康福祉局調べ 

70,024人
77,267人

0人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

※累計値。健康福祉局調べ 

令和２（2020）年度 令和４（2022）年度 

令和２（2020）年度 令和４（2022）年度 

令和２（2020）年度 令和４（2022）年度 

令和２（2020）年度 令和４（2022）年度 

（57か所） 
（58か所） 
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６ 計画の実施状況の評価・見直し 

本市においては、学識経験者、被保険者（市民公募）、地域団体、事業団体、保健・

医療・福祉関係団体の代表者等の委員で構成される「川崎市介護保険運営協議会」を

平成 12（2000）年度に設置し、介護保険事業計画に基づく介護保険事業の実施状

況や高齢者保健福祉施策について、分析・評価を行うとともに、課題の検討・協議を

行ってきました。 

国の第７期計画の基本指針において、市町村介護保険事業計画に新たに「目標の達

成状況の点検、調査及び評価等並びに公表」の項目が定められ、県からも取組の達成

状況を評価するため、目標を数値化するべきとの考え方が示されました。 

指標の設定については、川崎市総合計画と一体的に推進する必要があることから、

同計画の成果指標と整合が図れるよう、目標値を設定しました。 

また、成果指標に関する評価については、総合計画の進捗状況の評価に基づき、介

護保険運営協議会において、介護保険事業計画の進捗状況の観点からも評価を行いま

す。 
 

【かわさきいきいき長寿プランの進行管理、評価のイメージ】 

 
市民等 

 

実行（Ｄｏ） 高
齢
者
実
態
調
査
の
実
施 

内部評価 

・事業実施結果の確認 

・目標や成果指標の進捗状況の把握 

 （施策の効果） 

改善（Ａｃｔｉｏｎ） 

・施策推進に向けた目標や成果指標設置 

・施策の方向性と内容の設定 

・目標や成果指標の見直し 

・施策の方向性と内容について 

・目標や成果指標の達成に 

 向けた事務事業の執行 
反映 

評価（Ｃｈｅｃｋ） 

外部評価 

市ＨＰ 

広報等 

県知事 

報告 

協議 

報告 

点検 

計画（Ｐｌａｎ） 

介護保険運営協議会 

 

公表 

報告 
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１ 川崎市の高齢者の状況 

本市は、令和５（2023）年 10 月１日時点で高齢者人口が約 33 万人となり、約

５人に１人がひとり暮らし高齢者で、約 13 世帯に１世帯が高齢者夫婦世帯です。 

また、要介護・要支援認定者（第１号被保険者）は６万人を超え、本市の全高齢者

の約 18.7％を占めるとともに、約 7.1 万人には、認知症があると推計しています。 

 

【本市の高齢者の現状】 

 

 
※この表は、本市の全体的な高齢者の現状をイメージしていただくためのものであり、表中の数値は概算です。 

※②「要介護・要支援認定者」の数は令和５年 10 月１日時点で、第１号被保険者（65 歳以上）の方をいいます。 

※③「ひとり暮らし高齢者」、④「高齢者夫婦世帯」の数は、令和２年国勢調査の結果です。「高齢者夫婦世帯」と
は、少なくともいずれかが 65 歳以上の夫婦のみの世帯をいいます。 

※⑤「認知症」の方の数は令和７年の推計です。また、国の研究事業における認知症有病率に基づく推計であり、
軽度認知障害（ＭＣＩ）は含まれません。  

① 

 

 

 

② 

 

 

 

③ 

 

 

 

④ 

 

 

 

⑤ 

市の人口の約５人に１人が高齢者 

市の高齢者の約 5 人に１人がひとり暮らし 

（高齢者夫婦世帯 5.9 万世帯／一般世帯 74.6 万世帯） 

市内の約 13 世帯のうち 1 世帯が高齢者夫婦世帯 

市の高齢者の約５人に１人が認知症（推計） 

（認知症高齢者 7.1 万人／高齢者 33.8 万人） 

（要介護・要支援認定者 6.1 万人／高齢者 32.7 万人） 

（ひとり暮らし高齢者 6.6 万人／高齢者 30.1 万人） 

市の高齢者の約５人に１人が要介護等認定者 

（高齢者 32.7 万人／人口 156.5 万人） 
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２ 高齢者人口の推移 

（１）市全体の高齢化の状況 

本市の高齢者人口は年々増加を続け、今後、高齢化率が 21％を超え、超高齢社会
★の到来が予想されます。 

令和３（2021）年度には後期高齢者の数が前期高齢者の数を１万人以上上回っ

ており、後期高齢者数は、第９期計画の最終年度の令和８（2026）年度中に約 20

万人、令和 22（2040）年度には高齢化率が 28％を超える推計となっています。 

 

【本市の高齢者人口の推移】 

 

 

各年 10 月１日、人口単位：人 

  第８期計画期間 第９期計画期間  

  
令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

令和６ 

(2024)年度 

令和７ 

(2025)年度 

令和８ 

(2026)年度 

令和 22  

(2040)年度 

総人口 1,540,340 1,540,890 1,564,560 1,573,326 1,582,175 1,586,778 1,592,318 

高齢者人口 314,197 315,728 327,208 332,439 337,702 344,104 450,300 

 65～74歳 151,945 146,740 142,948 140,182 137,427 140,478 212,353 

 75歳以上 162,252 168,988 184,260 192,257 200,275 203,626 237,947 

高齢化率 20.4％ 20.5％ 20.9％ 21.1％ 21.3％ 21.7％ 28.3％ 

 （全国） 28.9％ 29.0％ 29.2％ 29.4％ 29.6％ 29.8％ 34.8％ 

※令和３、４年度の人口は、「川崎市年齢別人口」による数字、令和５年度以降の人口は、本市総務企画局が令和４
年２月に公表した「川崎市総合計画第３期実施計画の策定に向けた将来人口推計について」をもとに推計を行っ
ています。 

※全国の高齢化率は、令和３、４年度は「人口推計」（総務省）の確定値、令和５年度以降は、「日本の将来推計人
口（令和５年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）から引用しています。 

※65～74 歳を前期高齢者、75 歳以上を後期高齢者といいます。  

151,945 146,740 142,948 140,182 137,427 140,478 
212,353 

162,252 168,988 184,260 192,257 200,275 203,626 

237,947 314,197 315,728 327,208 332,439 337,702 344,104

450,30020.4 20.5 20.9 21.1 21.3 21.7

28.328.9 29.0 29.2 29.4 29.6 29.8

34.8

20%

25%

30%

35%

0人

100,000人

200,000人

300,000人

400,000人

500,000人

600,000人

令和３

(2021)年度

令和４

(2022)年度

令和５

(2023)年度

令和６

(2024)年度

令和７

(2025)年度

令和８

(2026)年度

75歳以上

65～74歳

高齢化率

（本市）

高齢化率

（全国）

推計値実績値

全 国 

川崎市 

超 高 齢 社 会 

超 高 齢 社 会 高 齢 社 会 

令和 22 
(2040)年度 
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（２）行政区別にみた高齢化の状況 

【令和４（2022）年 10 月】 

  川崎区、幸区、宮前区、麻生区で高齢化率が 21％以上となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和 22（2040）年（推計）】 

  宮前区、麻生区の高齢化率が 10 ポイント以上上昇する見込みです。 

 

 
 

【令和 22（2040）年の高齢化の進捗状況（推計）】                  人口単位：人 

  全市 川崎区 幸 区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 

高齢者人口 450,300 63,795 46,676 62,989 69,075 81,727 62,605 63,433 

 対令和４年差 ＋134,572 ＋11,846 ＋9,287 ＋21,789 ＋23,816 ＋30,927 ＋18,038 ＋18,869 

高齢化率 28.3% 28.4% 25.3% 22.3% 27.9% 33.6% 27.7% 34.7% 

 対令和４年差 ＋7.8
ポイ

ント ＋5.8
ポイ

ント ＋3.5
ポイ

ント ＋6.7
ポイ

ント ＋8.6
ポイ

ント ＋12.0
ポイ

ント ＋7.8
ポイ

ント ＋10.1
ポイ

ント 

※端数処理により合計値は内訳と必ずしも一致しません。 

 

超高齢社会 

世界保健機構（ＷＨＯ）や国連の定義では、高齢化率（総人口のうち 65歳以上の高齢

者が占める割合）が７％を超えた社会は「高齢化社会」、14％を超えた社会は「高齢社会」、

21％を超えた社会は「超高齢社会」とされています。 

【高齢化率】 

30.0％以上～35.0％未満 ０区    ２区 

27.0％以上～30.0％未満 ０区    ３区 

23.0％以上～27.0％未満 １区    １区 

21.0％以上～23.0％未満 ３区    １区 

14.0％以上～21.0％未満 ３区    ０区 

（令和４年）→（令和 22年） 

麻生区 
63,433 人 
（34.7％） 

多摩区 
62,605 人 
（27.7％） 

宮前区 
81,727 人 
（33.6％） 

高津区 
69,075 人 
（27.9％） 

中原区 
62,989 人 
（22.3％） 

川崎区 
63,795 人 
（28.4％） 

幸区 
46,676 人 
（25.3％） 

※地図上の数値について 

 上段：高齢者人口 

 下段：高齢化率 

麻生区 
44,564 人 
（24.6％） 

多摩区 
44,567 人 
（19.9％） 

宮前区 
50,800 人 
（21.6％） 

高津区 
45,259 人 
（19.3％） 中原区 

41,200 人 
（15.6％） 

幸区 
37,389 人 
（21.8％） 川崎区 

51,949 人 
（22.6％） 
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３ 高齢者を取り巻く状況 

（１）要介護・要支援認定者の状況 

本市の要介護・要支援認定者数は年々増加を続け、令和５（2023）年 10 月１

日時点では、約 6.3 万人となっています。また、市の高齢者の約５人に 1 人が要介

護・要支援認定を受けています。 

第９期計画の最終年度の令和８（2026）年度中には、要介護・要支援認定者数

は 6.8 万人を超え、さらに、令和 22（2040）年度には 8.8 万人を超える推計と

なっています。 
 

【本市の要介護・要支援認定者数の推移】                各年 10 月１日、単位：人 

  第８期計画期間 第９期計画期間  

  
令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

令和６ 

(2024)年度 

令和７ 

(2025)年度 

令和８ 

(2026)年度 

令和 22  

(2040)年度 

要支援１ 8,036 7,969 7,946 8,087 8,298 8,525 10,324 

要支援２ 7,754 7,707 7,979 8,124 8,337 8,569 10,565 

要介護１ 13,623 14,086 13,782 14,067 14,480 14,939 19,062 

要介護２ 10,446 10,475 10,957 11,191 11,528 11,909 15,545 

要介護３ 8,052 8,369 8,383 8,575 8,857 9,176 12,322 

要介護４ 7,868 8,261 8,100 8,295 8,578 8,896 12,180 

要介護５ 5,399 5,498 5,617 5,740 5,924 6,130 8,212 

第２号被保険者 

（再掲） 
1,517 1,616 1,591 1,595 1,608 1,602 1,424 

合 計 61,178 62,365 62,764 64,079 66,002 68,144 88,210 

※要介護・要支援認定者数には、40 歳以上 64 歳以下の医療保険加入の方（第２号被保険者）を含みます。 

※令和６年度以降は、本市健康福祉局の自然体推計です。 

 
【介護予防効果を見込んだ目標値】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

高齢者（第１号被保険者）の
要介護・要支援認定の割合 

19.83％ 
（令和５（2023）年度） 

22.09％以下 
（令和７（2025）年度） 

健康福祉局調べ 

※第１号被保険者とは、65 歳以上の本市の介護保険の被保険者です。住所地特例等により 65 歳以上人口とは数
値が異なります。  

61,178 62,365 62,764 64,079 66,002 68,144

88,210
19.52 19.79 19.83 20.12 20.53 20.84 

20.80 

18%

20%

22%

24%

0人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

令和３

(2021)年度

令和４

(2022)年度

令和５

(2023)年度

令和６

(2024)年度

令和７

(2025)年度

令和８

(2026)年度

令和22

(2040)年度

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

第１号

被保険者

認定率

実績値 推計値

35.2％ 

39.4％ 

25.4％ 

35.5％ 

39.4％ 

25.1％ 
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【介護が必要になった主な原因（本市）】 

  介護・介助が必要になった主な原因として、「高齢による衰弱」「骨折・転倒」の割合が

約２割となっており、次いで「認知症」となっています。 

 

※令和４年度高齢者実態調査（要介護・要支援認定者） 

 

【介護が必要になった主な原因（参考：全国値）】 

 
※厚生労働省「国民生活基礎調査」（令和４年）をもとに作成 

21.7 

21.4 

18.4 

12.8 

11.0 

10.2 

8.4 

6.9 

6.8 

5.9 

5.4 

3.5 

2.8 

1.3 

17.3 

7.3 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

高齢による衰弱

骨折・転倒

認知症

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

心臓病

糖尿病

関節の病気（リウマチ等）

がん（悪性新生物）

脊椎損傷

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

視覚・聴覚障害

パーキンソン病

腎疾患（透析）

不明

その他

無回答
n=4,938

16.6 

16.1 

13.9 

13.2 

10.2 

5.1 

3.5 

2.9 

2.7 

2.2 

2.0 

1.1 

1.3 

7.1 

2.1 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

認知症

脳血管疾患（脳卒中）

骨折・転倒

高齢による衰弱

関節疾患

心疾患（心臓病）

パーキンソン病

糖尿病

悪性新生物（がん）

脊髄損傷

呼吸器疾患

視覚・聴覚障害

わからない

その他

不詳 n=5,499
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  65～84 歳の男性について、「脳卒中」「糖尿病」の割合が高く、70 歳代では「がん」

の割合も高くなっています。また、65～74 歳の女性について「関節の病気」「がん」の

割合が高く、80 歳以上では「骨折・転倒」の割合が高くなっています。 

  要支援１・２では「関節の病気」、要介護１～３では「認知症」、要介護３～５では「脳

卒中」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
人
） 

高
齢
に
よ
る
衰
弱 

骨
折
・
転
倒 

認
知
症 

脳
卒
中
（
脳
出
血
・ 

心
臓
病 

糖
尿
病 

関
節
の
病
気 

（
リ
ウ
マ
チ
等
） 

が
ん 

（
悪
性
新
生
物
） 

脊
椎
損
傷 

呼
吸
器
の
病
気 

（
肺
気
腫
・
肺
炎
等
） 

視
覚
・
聴
覚
障
害 

パ
ー
キ
ン
ソ
ン
病 

腎
疾
患
（
透
析
） 

全  体 4,938 21.7 21.4 18.4 12.8 11.0 10.2 8.4 6.9 6.8 5.9 5.4 3.5 2.8 

男 

性 

65～69 歳 91 2.6 17.9 6.1 27.5 11.6 23.1 4.4 4.8 8.1 6.6 1.2 5.0 4.4 

70～74 歳 200 6.1 11.8 11.0 28.9 12.4 11.6 1.2 13.8 7.6 4.6 2.2 7.0 7.8 

75～79 歳 321 8.7 10.3 18.3 25.1 10.8 16.8 6.9 13.0 4.7 9.2 3.1 4.5 4.5 

80～84 歳 402 17.3 14.8 18.2 23.1 15.8 14.6 4.1 9.5 6.5 9.6 6.0 5.6 3.2 

85～89 歳 475 29.1 11.7 26.6 16.6 18.9 12.2 5.5 7.5 10.7 11.2 7.7 3.8 5.9 

90 歳以上 280 38.2 15.7 14.4 9.6 13.5 8.6 3.2 9.6 4.4 8.0 9.1 1.3 1.3 

女 

性 

65～69 歳 55 1.1 14.5 13.8 12.2 6.1 10.6 11.8 13.2 3.0 3.9 4.7 8.4 4.1 

70～74 歳 205 8.3 18.1 9.8 16.0 5.6 12.1 14.7 10.7 7.8 3.5 1.5 5.3 2.9 

75～79 歳 440 9.8 18.0 17.8 13.9 8.4 11.4 10.7 7.0 7.2 5.2 3.0 5.9 2.5 

80～84 歳 790 17.7 26.7 16.1 9.8 7.8 8.0 11.3 5.1 7.9 4.7 5.4 3.3 2.5 

85～89 歳 935 25.0 29.9 18.2 5.5 10.0 7.6 10.9 3.8 6.3 4.4 6.4 2.6 1.8 

90 歳以上 744 38.0 28.5 24.5 5.4 10.4 7.0 7.6 4.1 4.9 2.8 6.1 0.5 0.5 

要
介
護
度 

要支援１ 993 22.6 17.5 4.1 6.1 11.1 9.1 10.2 5.1 7.2 5.9 4.5 1.7 1.2 

要支援２ 948 20.6 23.0 1.8 9.6 12.1 9.3 11.4 7.3 9.9 4.9 6.7 2.1 4.1 

要介護１ 1,313 22.8 19.1 29.1 12.0 9.6 10.4 8.5 5.6 5.7 5.3 5.8 2.4 2.3 

要介護２ 832 22.2 25.1 28.5 14.5 12.0 12.0 5.6 8.8 6.7 5.3 5.5 4.7 4.2 

要介護３ 408 21.3 22.3 30.1 22.2 10.7 11.2 4.9 10.6 4.6 7.1 4.2 7.7 3.1 

要介護４ 273 18.6 30.7 22.8 21.2 12.3 9.6 6.9 8.7 4.0 10.6 6.3 7.6 2.2 

要介護５ 171 18.5 18.1 27.0 30.7 10.0 10.7 3.9 5.1 5.5 8.2 2.3 7.9 2.1 

家
族
構
成 

一人暮らし高齢者 1,479 22.3 24.2 10.9 7.6 11.0 11.0 8.4 6.3 8.0 5.9 4.7 2.4 2.5 

夫婦世帯 1,483 16.0 17.8 20.9 16.2 11.4 10.7 8.6 8.7 7.8 6.6 5.2 4.5 4.1 

子や孫などと同居 1,625 27.0 22.9 23.6 14.5 11.0 10.0 8.1 6.6 5.2 5.3 6.3 4.0 2.1 

その他の世帯 228 24.0 20.5 20.6 13.1 10.2 6.4 8.2 5.0 4.1 4.9 6.6 1.6 2.8 

居
住
区 

川崎区 1,023 22.6 23.4 18.3 12.4 11.1 12.1 7.0 7.8 7.7 5.3 5.5 2.5 3.3 

幸区 765 21.3 21.1 19.4 13.8 10.2 10.3 9.5 7.6 6.9 5.8 3.8 3.9 3.4 

中原区 575 23.4 25.5 19.7 12.7 13.3 12.0 7.5 7.2 4.1 5.0 4.5 3.3 1.9 

高津区 429 18.9 19.4 17.9 13.8 13.4 8.6 10.2 3.2 8.2 7.6 5.1 5.2 2.1 

宮前区 831 21.4 17.8 20.1 14.5 9.6 9.7 8.0 6.8 7.9 6.7 6.1 3.1 2.8 

多摩区 588 21.9 20.6 17.1 11.7 10.2 9.7 8.8 7.7 6.4 5.5 5.4 3.8 3.2 

麻生区 727 22.4 21.9 16.6 10.6 9.6 8.7 8.2 8.1 5.4 5.2 7.3 3.2 2.6 

※「不明」「その他」「無回答」は掲載を省略         

※令和４年度高齢者実態調査（要介護・要支援認定者） 
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【年齢別の要介護・要支援認定率】 

  80 歳以上になると、要介護・要支援認定を受ける割合が大きく上昇しています。 

 
※全国値は介護保険事業状況報告（暫定）令和５年３月分により算出した概数、川崎市は令和５年４月１日現在 

 

【今後の本市の要介護・要支援者の意向】 

問 あなたは、今後、どのようにしたいですか（単一回答）。 

  今後『自宅で暮らしたい』とする人の割合は増加傾向となっており、約 65％となって

います。 

 

 
※令和４年度高齢者実態調査（要介護・要支援認定者） 

 

2.7%

5.6%

11.5%

25.0%

46.7%

72.2%

3.0%

6.3%

13.0%

27.4%

50.4%

75.3%

0% 20% 40% 60% 80%

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

全国

川崎市

31.1 

34.3 

2.6 

5.7 

2.2 

0.9 

2.6 

11.9 

8.7 

0% 20% 40% 60%

主に家族の介護を

受けながら、自宅

主に介護サービスを

利用して、自宅

少人数で生活できる

介護付きホーム

特別養護老人ホーム

などの介護施設

民間の介護付き

有料老人ホーム

病院に入院したい

その他

わからない

無回答 n=4,938

『自宅で暮らしたい』 

65.4％ 

『自宅以外』 
11.4％ 

29.4 

34.3 

2.7 

6.6 

2.2 

1.3 

2.7 

12.0 

8.8 
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その他

わからない

無回答 n=5,357

『自宅で暮らしたい』 

63.7％ 

『自宅以外』 

12.8％ 

令和４年度 令和元年度 
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（２）認知症高齢者数の推移 

本市の認知症高齢者数は、令和７（2025）年に７万人を超え、市の高齢者の約

５人に１人が認知症であると推計しています。今後増加を続け、令和 12（2030）

年には約 8.6 万人、令和 22（2040）年には約 10.5 万人まで増加すると想定し

ています。 
 

【本市の認知症高齢者数の推移】 

 
※「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金特別

研究事業 九州大学二宮教授）から作成しています。 

※この推計は、令和２年国勢調査をベースに、本市総務企画局が令和４年２月に公表した「川崎市総合計画第３
期実施計画の策定に向けた将来人口推計について」に、認知症有病率を乗じて算出したものです。認知症有病
率に軽度認知障害（ＭＣＩ）は含まれません。 

 

（３）平均寿命と健康寿命 

本市の平均寿命と健康寿命の差を性別にみると、男性 9.15 年、女性が 13.17 年

となっており、全国の男性（8.73 年）、女性（12.06）と比べると、日常生活に制

限のある不健康な期間が長いことがわかります。 

健康寿命は、個々の生活習慣から社会・経済の環境まで様々な要因が複雑に影響

していることから、長期的に数値の推移傾向をみていく必要があります。 
 

【本市の平均寿命と健康寿命の差】 

 
出典：平均寿命 厚生労働省市区町村別生命表／健康寿命 厚生労働科学研究大都市の健康寿命 

 

【全国の平均寿命と健康寿命の差】 

 
出典：平均寿命 厚生労働省完全生命表／健康寿命 健康日本２１（第二次）最終評価報告書 

1,637 1,655 2,102 2,621 2,958 
4,054 3,522 3,557 4,530 5,638 

7,131 8,597 7,465 7,537 9,591 
11,930 14,598 17,580 15,247 15,385 

29,406 
42,483 

55,349 
68,330 

71,386 
54,158 

70,855 

86,053 
98,264 

104,958 
17.4 

21.0 
23.3 24.0 23.3 

16%
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20%
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24%
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高齢者人口に

占める割合

81.70
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75.03

65年 70年 75年 80年 85年 90年

男性

女性

平均寿命（令和２年）

健康寿命（令和元年）

81.41

87.45

72.68

75.38

65年 70年 75年 80年 85年 90年

男性

女性

平均寿命（令和元年）

健康寿命（令和元年）

9.15 年 

13.17 年 

8.73 年 

12.06 年 
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（４）高齢者世帯の状況 

【本市の一般世帯に占める高齢者のいる世帯の割合】 

  一般世帯のうち、高齢者のいる世帯は約３割となっています。 

 
※令和２年国勢調査 

【本市の高齢者の世帯員のいる一般世帯の家族類型別割合】 

  川崎区は「単独世帯」の割合が高く、麻生区は「夫婦のみの世帯」の割合が高くなって

います。  

※令和２年国勢調査、「男親と子」「非親族を含む世帯」の値は省略しています。 

 

【本市のひとり暮らし高齢者数の推移】 

  令和２（2020）年時点では、市の高齢者の約５人に１人がひとり暮らしとなっていま

す（全国値は 19.0％、約５人に１人）。 

 
※国勢調査 

高齢者夫婦世帯

59,278世帯
高齢単身世帯

66,075世帯

その他

73,946世帯

それ以外の

一般世帯

546,689世帯

7.9％
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9.9％

73.3％
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（５）高齢障害者数の推移 

令和５（2023）年の時点で、本市の身体障害児・者の約 68％は高齢者となって

います。 

 

【本市の身体障害児・者数（身体障害者手帳所持者数）の推移】 

 
※各年４月１日時点、健康福祉局障害福祉課調べ 

 

【本市の知的障害児・者数（療育手帳所持者数）の推移】 

 
※知的障害は、判定のみ受けて療育手帳を所持していない方も含みます。 

※各年４月１日時点、健康福祉局障害福祉課調べ 

 

【本市の精神障害児・者数（精神障害者保健福祉手帳所持者数）の推移】 

 
※各年４月１日時点、健康福祉局総合リハビリテーション推進センター調べ 

786 920 907 880 875 11,318 11,084 11,237 11,124 11,051 
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（６）在宅医療等の必要量の状況 

本市の令和７（2025）年の在宅医療★等の必要量は 21,730 人分で、平成 25

（2013）年と比較して、7,908 人分の増加が見込まれています。 

【令和７（2025）年の本市の在宅療養者の状況（神奈川県地域医療構想）】 単位：人 

区分 
平成 25 年 

（2013）Ａ 
令和７年 

（2025）Ｂ 
差引 

[Ｂ－Ａ] 
増加率 
[Ｂ／Ａ] 

川崎北部 
在宅医療等 8,014 13,599 5,585 169.7％ 

(再掲)訪問診療分 6,359 9,705 3,346 152.6％ 

川崎南部 
在宅医療等 5,808 8,131 2,323 140.0％ 

(再掲)訪問診療分 4,319 5,766 1,447 133.5％ 

川崎市 
全域 

在宅医療等 13,822 21,730 7,908 157.2％ 

(再掲)訪問診療分 10,678 15,471 4,793 144.9％ 
※平成 25 年の在宅医療等の患者数は、次の①～④の患者数の合計です。①療養病床の入院患者数のうち、医療

区分１の患者数の 70%の患者数、②平成 25 年に在宅患者訪問診療料を算定している患者数、③平成 25 年
の介護老人保健施設の施設サービス受給者数、④一般病床の入院患者のうち、医療資源投入量が 175 点未満
の患者数。 

※「在宅医療等」は、居宅、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設など、
病院・診療所以外の療養を営む場所で受ける医療をいいます。 

※「訪問診療分」の患者数は、②の患者数を指します。 

 

（７）死亡場所別の死亡割合の推移 

本市の「病院・診療所」での死亡割合は減少し、「自宅」及び「介護老人保健施設・

老人ホーム」での死亡割合は増加傾向にあります。 

【本市の死亡場所別死亡割合の推移】 

 

※厚生労働省「人口動態調査」 
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.
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在宅医療 

高齢になっても、病気になっても、障害があっても住み慣れた地域で自分らしい生活を

続けられるよう、入院医療や外来医療、介護・福祉サービスと相互に補完しながら、患者

の日常生活を支える医療のことをいいます。 
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４ 川崎市における高齢者の意識と実態 

令和４（2022）年度川崎市高齢者実態調査（以下、「高齢者実態調査」という。）に

おける、本市の高齢者の日常生活や社会参加、いきがいなどについての意識や実態に

関する結果は、次のとおりです（調査概要については、第１章を参照）。 
※図表中の「ｎ」は各設問に該当する回答者の総数であり、回答率（％）の母数を表しています。また、年度の記

載がない図表は令和４年度の調査結果です。 

 

（１）外出頻度 

【一般高齢者調査】 

問 あなたは、１週間のうちどのくらい外出していますか（単一回答）。 

  半数以上の人が「ほぼ毎日」外出しています。 

 

 

（上問で「外出する」と答えた方） 

問 主な外出先（外出理由）はどれですか（複数回答）。 

  外出先として「趣味のサークルや教室」の割合が、前回調査から減少し、約２割となっ

ています。 

 

 

50.5

52.5

50.8

29.8

29.3

29.7

13.8

12.1

13.0

3.2

2.9

3.1

2.7

3.2

3.3

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度 n=14,894

令和元年度 n=15,903

平成28年度 n=16,600

ほぼ毎日 週３～４日 週１～２日 ほとんど

外出しない

無回答

83.1 

42.7 

36.3 

29.9 

26.6 

18.3 

8.6 

6.9 

7.1 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

買い物

散歩

通院

運動（ウォーキング

や体操など）

仕事

趣味のサークルや教室

友人宅

ボランティアなど

地域の活動

その他

無回答
n=14,023 .

81.3 

39.0 

37.8 

30.8 

27.7 

24.7 

11.7 

9.1 

10.1 

2.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=14,931

令和４年度 令和元年度 
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（２）就労状況 

【一般高齢者調査】 

問 あなたは現在、収入がともなう仕事をしていますか（単一回答）。 

  約３割の人が収入がともなう仕事をしています。 

 

問 あなたは、今後収入がともなう仕事をしたい（続けたい）と思いますか（単一回答）。 

  男性は 84 歳まで、女性は 74 歳まで『仕事をしたい』と思う人の割合が３割を上回っ

ています。 

※『仕事をしたい』＝「仕事をしたい（続けたい）」＋「都合のつくときのみ仕事をしたい（続けたい）」 

31.3

31.8

29.6

65.8

65.9

68.5

2.9

2.2

1.9

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度 n=14,894

令和元年度 n=15,903

平成28年度 n=16,600

している していない 無回答

51.3 

36.4 

26.3 

13.7 

12.3 

7.9 

36.3 

25.2 

14.6 

10.0 

3.9 

4.1 

22.7

22.2

22.3

17.3

11.0

8.3

25.2

19.9

14.8

11.4

6.5

6.6

23.7

37.4

46.3

61.1

65.2

72.5

35.6

49.1

61.5

66.7

70.2

61.3

2.4

4.0

5.0

7.9

11.6

11.4

2.8

5.9

9.0

11.9

19.4

28.0

0% 25% 50% 75% 100%

65～69歳 n=1,722

70～74歳 n=2,117

75～79歳 n=1,679

80～84歳 n=1,045

85～89歳 n=426

90歳以上 n=104

65～69歳 n=1,745

70～74歳 n=2,300

75～79歳 n=1,799

80～84歳 n=1,269

85～89歳 n=544

90歳以上 n=139

仕事をしたい

（続けたい）

都合のつくとき

のみ仕事をしたい

（続けたい）

仕事をしたくない 無回答

『仕事をしたい』 

男 
 

性 
 

女 
 

性 
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（３）生活のはりや楽しみ 

【一般高齢者調査／要介護・要支援認定者調査】 

問 あなたは、現在の生活に「はり」や「楽しみ」を感じていますか（単一回答）。 

  生活に「はり」や「楽しみ」を『感じている』人は一般高齢者で５割弱、要介護・要支

援認定者で２割を超えています。 

※『感じている』＝「とても感じる」＋「まあ感じる」 

 

  一般高齢者では、仕事をしている人ほど、生活にはりや楽しみを『感じている』割合が

高く、要介護・要支援認定者では、要介護度が高いほど、生活にはりや楽しみを『感じ

ている』割合が低くなっています。 

 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
人
） 

と
て
も
感
じ
る 

ま
あ
感
じ
る 

普
通 

あ
ま
り
感
じ
な
い 

ま
っ
た
く 

感
じ
な
い 

『
感
じ
て
い
る
』 

『
感
じ
て
い
な
い
』 

一般高齢者 14,894 13.0 34.2 38.9 9.3 1.6 47.2 10.9 

就
労 

仕事をしている 4,629 21.0 42.0 30.4 5.6 0.8 63.0 6.4 

仕事をしていない 9,824 9.7 31.8 44.3 11.4 2.1 41.5 13.5 
          

要介護・要支援認定者 4,938 5.6 19.1 43.4 21.9 5.5 24.7 27.4 

要
介
護
度 

要支援１ 993 7.4 20.6 51.3 15.7 2.1 28.0 17.8 

要支援２ 948 6.5 22.5 46.8 17.0 3.2 29.0 20.2 

要介護１ 1,313 5.2 18.8 41.7 24.9 5.0 24.0 29.9 

要介護２ 832 4.8 17.2 37.8 25.1 8.5 22.0 33.6 

要介護３ 408 4.6 20.5 38.2 25.6 7.7 25.1 33.3 

要介護４ 273 4.0 11.9 43.2 29.0 9.0 15.9 38.0 

要介護５ 171 3.2 11.3 31.1 26.4 18.1 14.5 44.5 

※「無回答」は掲載を省略 

※『感じている』＝「とても感じる」＋「まあ感じる」 

『感じていない』＝「あまり感じない」＋「まったく感じない」 

  

13.0

5.6

34.2

19.1

38.9

43.4

9.3

21.9

1.6

5.5

2.9

4.4

0% 25% 50% 75% 100%

一般高齢者 n=14,894

要介護・要支援認定者

n=4,938

とても

感じる

まあ感じる 普通 あまり

感じない

まったく

感じない

無回答

『感じている』 

47.2％ 

24.7％ 
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（４）住まいで使いにくいところ 

【一般高齢者調査／要介護・要支援認定者調査】 

問 現在の住まいで使いにくいところはありますか（複数回答）。 

  『使いにくいところがある』人は、一般高齢者で約３割、要介護・要支援認定者で約５

割となっています。 

 

※『使いにくいところがある』＝100％-「特にない」-「無回答」 

 

  要介護・要支援認定者のうち、要介護３・４の人について「浴そう・浴室」や「玄関」

「トイレ」を使いにくいと感じる割合が高くなっています。 

単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
人
） 

浴
そ
う
・
浴
室 

階
段 

玄
関 

ト
イ
レ 

台
所 

洗
面
所 

居
室 

廊
下 

『
使
い
に
く
い 

と
こ
ろ
が
あ
る
』 

要介護・要支援認定者 4,938 28.3 24.4 14.0 12.3 8.2 6.8 5.5 3.6 52.8 

要
介
護
度 

要支援１ 993 19.8 24.4 10.3 7.6 6.2 3.6 3.8 1.7 47.9 

要支援２ 948 23.8 27.4 11.7 7.9 9.6 3.7 4.8 3.1 52.0 

要介護１ 1,313 28.4 24.4 12.2 10.5 7.6 6.2 5.0 3.3 50.1 

要介護２ 832 31.7 23.3 14.4 12.3 7.2 6.9 6.3 4.4 55.0 

要介護３ 408 40.0 24.5 23.3 24.6 10.7 12.9 8.5 5.2 63.7 

要介護４ 273 46.7 20.8 23.9 28.8 12.9 18.0 9.1 7.2 63.0 

要介護５ 171 27.7 18.4 21.4 23.0 7.0 12.9 6.4 5.6 53.5 

※「その他」「特にない」「無回答」は掲載を省略  

10.3 

12.2 

4.8 

4.8 

5.3 

3.7 

2.8 

1.3 

2.5 

69.2 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80%

浴そう・浴室

階段

玄関

トイレ

台所

洗面所

居室

廊下

その他

特にない

無回答

一般高齢者 n=14,894

28.3 

24.4 

14.0 

12.3 

8.2 

6.8 

5.5 

3.6 

4.4 

43.4 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80%

要介護・要支援認定者 n=4,938

『使いにくい 

ところがある』 

52.8％ 

『使いにくい 

ところがある』 

28.2％ 
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（５）今後の暮らし方 

【一般高齢者調査／要介護・要支援認定者調査（再掲）】 

問 あなたは、介護が必要になった場合、どのようにしたいですか／今後、どのようにした

いですか（単一回答）。 

  『自宅』での暮らしを希望する人は、一般高齢者で５割超、要介護・要支援認定者で６

割超となっています。 

 

 
  要介護・要支援認定者のうち、「子や孫などと同居」している人について、今後『自宅で

暮らしたい』人の割合が７割を超えています。 

単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
人
） 

主
に
家
族
の
介
護
を
受
け
な
が
ら
、 

自
宅
で
暮
ら
し
た
い 

主
に
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
て
、 

自
宅
で
暮
ら
し
た
い 

少
人
数
で
生
活
で
き
る
介
護
付
き 

ホ
ー
ム
（
住
宅
）
で
暮
ら
し
た
い 

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
な
ど
の 

介
護
施
設
に
入
り
た
い 

民
間
の
介
護
付
き 

有
料
老
人
ホ
ー
ム
に
入
り
た
い 

病
院
に
入
院
し
た
い 

『
自
宅
』 

『
自
宅
以
外
』 

要介護・要支援認定者 4,938 31.1 34.3 2.6 5.7 2.2 0.9 65.4 11.4 

家
族
構
成 

ひとり暮らし高齢者 1,479 14.0 43.1 3.7 6.3 3.4 1.4 57.1 14.8 

夫婦世帯 1,483 36.1 32.8 2.1 5.8 2.3 0.7 68.9 10.9 

子や孫などと同居 1,625 43.8 29.8 1.8 5.2 1.0 0.5 73.6 8.5 

その他の世帯 228 22.6 25.6 2.2 6.1 4.3 1.2 48.2 13.8 

※「その他」「わからない」「無回答」は掲載を省略 

※『自宅』＝「主に家族の介護を受けながら、自宅で暮らしたい」＋「主に介護サービスを利用して、自宅
で暮らしたい」 

※『自宅以外』＝「少人数で生活できる介護付きホームで暮らしたい」＋「特別養護老人ホームなどの介護
施設に入りたい」＋「民間の介護付き有料老人ホームに入りたい」＋「病院に入院したい」 

 
  

14.8 

41.9 

4.9 

9.0 

5.8 

1.9 

0.9 

13.7 

7.1 

0% 20% 40% 60%

主に家族の介護を受けながら、自宅

主に介護サービスを利用して、自宅

少人数で生活できる介護付きホーム

特別養護老人ホームなどの介護施設

民間の介護付き有料老人ホーム

病院に入院したい

その他

わからない

無回答

一般高齢者 n=14,894

31.1 

34.3 

2.6 

5.7 

2.2 

0.9 

2.6 

11.9 

8.7 

0% 20% 40% 60%

要介護・要支援認定者 n=4,938

『自宅』 

56.7％ 

『自宅以外』 

21.6％ 

『自宅』 

65.4％ 

『自宅以外』 
11.4％ 
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【要介護・要支援認定者調査】 

問 現時点での、施設への入所・入居の検討状況について、ご回答ください（単一回答）。 

  要介護・要支援認定者のうち、施設への入所・入居を検討している（「すでに申し込み」

を含む）割合は、要介護３以上で高くなっています。 

 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数

（
人
） 

入
所
・
入
居
は 

検
討
し
て
い
な
い 

入
所
・
入
居
を 

検
討
し
て
い
る 

す
で
に
入
所
・ 

入
居
申
し
込
み 

を
し
て
い
る 

要介護・要支援認定者 4,938 68.6 16.7 4.2 

男 

性 

65～69 歳 91 62.6 9.7 16.2 

70～74 歳 200 78.4 7.7 4.8 

75～79 歳 321 73.1 14.3 4.0 

80～84 歳 402 73.3 13.0 4.4 

85～89 歳 475 65.0 19.6 3.8 

90 歳以上 280 61.2 17.9 5.7 

女 

性 

65～69 歳 55 75.4 9.9 4.4 

70～74 歳 205 75.2 12.1 5.1 

75～79 歳 440 72.0 15.4 1.7 

80～84 歳 790 66.5 18.3 3.0 

85～89 歳 935 66.4 18.3 3.5 

90 歳以上 744 67.7 19.9 5.8 

家
族
構
成 

ひとり暮らし高齢者 1,479 62.5 19.4 5.5 

夫婦世帯 1,483 70.8 17.1 2.3 

子や孫などと同居 1,625 75.2 15.1 2.5 

要
介
護
度 

要支援１ 993 70.0 15.5 0.9 

要支援２ 948 70.7 13.5 1.0 

要介護１ 1,313 70.2 18.0 2.7 

要介護２ 832 66.2 19.3 6.5 

要介護３ 408 62.6 20.8 9.1 

要介護４ 273 66.8 14.8 13.3 

要介護５ 171 64.6 13.0 15.6 

※「その他の世帯」「無回答」は掲載を省略 
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（６）在宅サービスの利用状況 

【要介護・要支援認定者調査】 

問 在宅サービスの利用全体についての満足度をご回答ください（単一回答）。 

  要介護・要支援認定者のうち、「在宅サービスは、現在まったく利用していない」人が約

３割となっています。 

 

  在宅サービスを利用している人のうち、在宅サービス全体として『満足している』人の

割合は前回調査から増加し、約５割となっています。 

※『満足している』＝「とても満足」＋「やや満足」 

※「利用していない」「無回答」を除く回答者数のうち、満足度の割合 

 

問 （上問で「在宅サービスは、現在まったく利用していない」と答えた方） 

   その理由についてご回答ください（複数回答）。 

  在宅サービスを利用していない理由は、「自分で生活できるから」が約５割、「家族が介

護してくれるから」が４割を超えています。 

 
※上位 10 項目を掲載  

46.3

46.3

32.0

37.9

21.6

15.8

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度 n=4,938

令和元年度 n=5,357

満足度回答あり 在宅サービスは、現在まったく利用していない 無回答

21.8

18.8

28.5

27.9

46.2

47.3

2.8

5.4

0.6

0.6

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度 n=2,318

令和元年度 n=2,482

とても満足 やや満足 普通 やや不満 とても不満

50.1 

46.1 

8.9 

6.6 

4.9 

4.7 

3.9 

3.2 

3.0 

2.9 

0% 20% 40% 60%

自分で生活できるから

家族が介護してくれるから

他人を家に入れたくないから

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを利用するため

希望するサービスがないから

利用料が高いから

要介護認定を受けたばかりだから

病院に入院しているから

有料老人ホームに入居しているから

サービス利用のための手続がわからなかったから n=1,551

 

『満足している』 

50.3% 
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（７）地域包括ケアシステムの理解度 

【一般高齢者調査】 

問 川崎市では、超高齢社会の到来を見据えて、「地域包括ケアシステム」の構築を進めて

います。あなたの「地域包括ケアシステム」の理解度や行動について、あてはまるもの

について、ご回答ください（単一回答）。 

  地域包括ケアシステムの『認知度』が約６割、『理解度』が約１割となっています。『認

知度』、『理解度』ともに前回調査よりやや下がりました。 

 

 
  他区と比較して「麻生区」は地域包括ケアシステムの『理解度』や『認知度』がやや高

くなっています。 
 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
人
） 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

の
こ
と
や
、
そ
の
た
め
に

自
分
が
何
を
す
れ
ば
よ
い

か
を
知
っ
て
い
て
、
具
体

的
に
行
動
し
て
い
る 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

の
こ
と
や
、
そ
の
た
め
に

自
分
が
何
を
す
れ
ば
よ
い

か
は
知
っ
て
い
る
が
、
具

体
的
に
行
動
し
て
い
な
い 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

の
内
容
は
お
お
む
ね
知
っ

て
い
る
が
、
そ
の
た
め
に

自
分
が
何
を
す
れ
ば
よ
い

か
わ
か
ら
な
い 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

は
、
名
称
を
聞
い
た
こ
と
が

あ
る
が
内
容
は
知
ら
な
い 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

を
聞
い
た
こ
と
が
な
い 

『
理
解
度
』 

『
認
知
度
』 

一般高齢者 14,894  1.9   8.0   13.8   34.2   34.8   9.9  57.9  

居
住
区 

川崎区 3,210  2.0   7.2   13.4   32.3   51.5   9.2  54.9  

幸区 2,329  2.0   7.7   13.9   35.2   45.9   9.7  58.8  

中原区 1,692  2.5   8.0   13.6   33.2   39.3   10.5  57.3  

高津区 1,347  1.4   7.3   11.4   33.9   32.6   8.7  54.0  

宮前区 2,466  2.2   7.0   14.0   34.9   33.6   9.2  58.1  

多摩区 1,704  1.4   8.6   13.7   33.5   39.3   10.0  57.2  

麻生区 2,141  2.0   10.1   16.9   36.8   31.8   12.1  65.8  

※「無回答」は掲載を省略 

※『理解度』＝「地域包括ケアシステムのことや、そのために自分が何をすればよいかを知っていて、具体的に
行動している」＋「地域包括ケアシステムのことや、そのために自分が何をすればよいかは知っているが、具
体的に行動していない」 

※『認知度』＝「理解度」＋「地域包括ケアシステムの内容はおおむね知っているが、そのために自分が何をす
ればよいかわからない」＋「地域包括ケアシステムは、名称を聞いたことがあるが内容は知らない」 

1.9 

8.0 

13.8 

34.2 

34.8 

7.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

地域包括ケアシステムのことや、

そのために自分が何をすればよいかを

知っていて、具体的に行動している

地域包括ケアシステムのことや、

そのために自分が何をすればよいかは

知っているが、具体的に行動していない

地域包括ケアシステムの内容は

おおむね知っているが、そのために

自分が何をすればよいかわからない

地域包括ケアシステムは、名称を

聞いたことがあるが内容は知らない

地域包括ケアシステムを聞いたことがない

無回答 n=14,894

2.1 

8.8 

14.2 

33.7 

31.2 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

n=15,903

『理解度』 

9.9％ 

『認知度』 

57.9％ 

『理解度』 

10.9％ 

『認知度』 

58.8％ 

令和４年度 令和元年度 
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１ 川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進 

少子高齢化とともに、昨今、家族・地域社会の変容等によるニーズの多様化・複雑

化が進み、地域における生活課題の多様性が高まっていることから、本市では、高齢

者に限らず、すべての地域住民を対象に、関連個別計画の上位概念として「川崎市地

域包括ケアシステム推進ビジョン」（以下、「推進ビジョン」という。）を平成 26（2014）

年度に策定しました。 

 

（１）社会環境の変化 

社会環境の変化として、本市は比較的若い都市ですが、今後、高齢化率が 21％

を超え、超高齢社会が到来します。また、急速な高齢化の進行とともに、少子化が

同時に進むことが予測されています。 

少子高齢化の進行は、同時に、生産年齢人口の減少を伴い、社会・産業構造の変

化、様々な支援の担い手の不足などが進んでいくことにつながります。 

特に、今後、後期高齢者が増加することで、慢性疾患、さらには複数の疾患を抱

えながら生活を送る高齢者が増加していき、疾病構造の変化が想定され、「治す医療」

から「治し支える医療・介護」への転換が必要となっています。 

また、新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、アフターコロナに向けた取組

を推進していくことも求められています。 
 

（２）地域包括ケアシステム推進ビジョンを取り巻く状況 

超高齢社会に突入し疾病構造などの社会環境の変化に対応していくため、国にお

いては、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の

整備等に関する法律」に、高齢者を対象として、医療、介護、介護予防、住まい及

び自立した日常生活の支援が包括的に確保された体制づくりをめざす地域包括ケ

アシステムの構築について規定されています。 

本市では、高齢者施策が、住宅施策等の関連施策との連携を図ることや、認知症

の人を支える生活支援等、他の様々な施策と仕組みを共有できる部分が多いと考え

られることから、そのようなシステムの汎用性に着目し、昨今の家族・地域社会の

変容等によるニーズの多様化・複雑化による地域における生活課題の多様性の高ま

りを踏まえて、高齢者に限らず、障害のある方や子ども、子育て中の親などに加え、

現時点で他者からのケアを必要としない方々を含め、すべての地域住民を対象とし

た地域包括ケアシステムの構築をめざすこととしました。 

また、地域包括ケアシステムの基幹的な取組としては、様々な医療・介護等の専

門職による協働から始められましたが、まちづくりの側面も重要と考えられること

から、保健・医療・福祉分野に限らず、幅広い行政分野が総合的に取り組んでいく

ことをめざしています。 
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こうした中、国においても、平成 29（2017）年度、令和２（2020）年度の２

回にわたる社会福祉法改正の中で、地域共生社会の実現に向けて、まちづくりや地

方創生などの取組との連携が打ち出され、包括的な支援体制づくりに向けて、①本

人・世帯の属性を問わず受け止める相談支援としての「断らない相談」、②狭間の

ニーズに対応できるように、地域資源を活かしながら、就労支援、居住支援などを

提供することで社会とのつながりを回復する「参加支援」、③地域社会からの孤立を

防ぐとともに、地域における多世代の交流や多様な活躍の機会と役割を生み出す

「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に行う「重層的支援体制整備事

業」が創設されました。 

 

【「地域共生社会」の実現に向けて】 

 

 
※厚生労働省「地域共生社会推進検討会 最終とりまとめ」（令和元年 12 月 26 日）から 

  

すべての人の生活の基盤としての地域 

すべての社会・経済活動の基盤としての地域 

◇生きがいづくり 
◇安心感ある暮らし 
◇健康づくり、介護予防 
◇ワークライフバランス 

◇社会経済の担い手輩出 
◇地域資源の有効活用、 
 雇用創出等による経済 

価値の創出 

地域における人と資源の循環 

～地域社会の持続的発展の実現～ 

◇居場所づくり 
◇社会とのつながり 
◇多様性を尊重し包摂 

する地域文化 

支え・支えられる関係の循環 

～誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成～ 

◇就労や社会参加の場 
 や機会の提供 
◇多様な主体による、 
 暮らしへの支援への参画 

◆制度・分野の枠や、「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、人と人、 
人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割をもち、助け合いながら暮らして 
いくことのできる、包摂的なコミュニティ、地域や社会を創るという考え方 

環境     産業     交通 
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本市においては、社会福祉法の改正に先駆けて、「推進ビジョン」を策定し、平成

28（2016）年４月に、区役所内に「地域みまもり支援センター」を設置し、高齢

者に限らず、障害のある方や子ども、子育て中の親などを加え、現時点で他者から

のケアを必要としない方々を含め、すべての地域住民を対象として、「個別支援の充

実」と「地域力の向上」を図り、行政内部の専門職種のアウトリーチ機能（※行政

や支援機関などが積極的に働きかけて情報・支援を届けること）を充実し、連携を

強化するとともに、地域包括支援センター、障害者相談支援センター、こども家庭

センター、地域子育て支援センターなどの専門相談支援機関等をはじめとした地域

における多様な主体との円滑な連携の推進をめざしてきました。 

さらに、福祉ニーズの複雑化・複合化に対応するため、分野を超えて総合的に相

談に応じ、関係機関と連絡調整等を行うため、全世代・全対象に対応する地域リハ

ビリテーションセンターが各分野別専門相談支援機関をバックアップすることに

より、様々なニーズのある相談にも包括的に対応できるよう、体制を整えてきまし

た。 

 

 【本市における包括的相談支援体制について】 
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（３）推進ビジョンの概要 

推進ビジョンは、「川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築による誰も

が住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けることができる地域の実

現」を基本理念とし、「①意識の醸成と参加・活動の促進」「②住まいと住まい方（地

域コミュニティ等との関わり方）」「③多様な主体の活躍」「④一体的なケアの提供」

「⑤地域マネジメント」の基本的な５つの視点で取り組むものです。 

これらの取組を通じて、住み慣れた地域で自分らしさを発揮し、自立した日常生

活を営むことができるように、生活に必要な要素が包括的に確保された体制づくり

として、地域包括ケアシステムの構築をめざしています。 
 

【「推進ビジョン」における取組の視点】 

 

～一生住み続けたい最幸のまち・川崎をめざして～  

 

 

基本理念 

川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築による 

誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けることができる地域の実現 

 

［意識の醸成と参加・活動の促進］ 

１．ケアへの理解の共有と 

  セルフケア意識の醸成 

［住まいと住まい方］ 

２．安心して暮らせる 

「住まいと住まい方」の実現 

［多様な主体の活躍］ 

３．多様な主体の活躍による、 
よりよい支援の実現 

［一体的なケアの提供］ 

［地域マネジメント］ 

５．地域包括ケアをマネジメント 

  するための仕組みの構築 

基本的な５つの視点 

「川崎市地域包括ケアシステム連絡協議会運営
委員会」での議論を踏まえて、民間企業なども
含めたより多様な主体の参画が進んでいること
から、「３．多様な主体の活躍による、よりよい
ケアの実現」の「ケア」を「支援」と読み替えて
表記しています。 

４．一体的なケアの提供による 

自立した生活と尊厳の保持 

の実現 

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「＜地域包括ケア研究会＞地域包括ケアシステムと地域マネジメント」（地域包括ケ
アシステム構築に向けた制度及びサービスのあり方に関する研究事業）、平成 27 年度厚生労働省老人保健健康増進等事業、
2016 年をもとに作成 
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（４）本市における地域包括ケアシステム構築に向けたロードマップ 

ロードマップとしては、「推進ビジョン」を策定して以降の平成 27（2015）年

度から 29（2017）年度までを第１段階の「土台づくり」の期間として、平成 30

（2018）年度から令和７（2025）年度までを第２段階の「システム構築期」、令

和８（2026）年度以降を第３段階の「システム進化期」として、地域包括ケアシ

ステムの構築をめざしています。 

いわゆる団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22（2040）年以降には、

ひとり暮らし高齢者世帯、夫婦のみの世帯の増加、認知症の人の増加も見込まれる

など、医療・介護サービスの需要のさらなる増加・多様化が想定されています。 

さらに、家族・地域社会の変容等により、孤立・孤独、ひきこもり、いわゆる８

０５０問題、ヤングケアラー等、生きづらさ・困りごとの複雑化・多様化が進んで

いるほか、新型コロナウイルス感染症の影響等による地域でのつながりの希薄化や、

様々な地域活動の休止、各分野における専門職人材の不足等、地域におけるケアや

支援の担い手の減少が顕著になってきています。 

こうした中、第３段階の「システム進化期」に向けては、令和７（2025）年度

までのシステム構築に向けた取組を着実に進めるとともに、アフターコロナを見据

えた「新しい生活様式」や、DX（デジタルトランスフォーメーション）等の社会変

容を踏まえながら、予防的な視点を重視し、民間企業等も含めた地域の多様な主体

による、誰ひとり取り残さない包括的な支援体制づくりを進めることで、さらなる

取組の加速化をめざします。 

今後も、令和 22（2040）年以降も続くと見込まれる超高齢社会に向けて、社会

の持続可能性を高め、誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続け

ることができる地域の実現をめざします。 

 

・推進ビジョンの考え方の普及 

・地域みまもり支援センターの設置・事業推進 

・地区カルテの作成等による地域資源の見える化 

将来のあるべき姿についての合意形成を図る。 

行政をはじめ、事業者や町内会・自治会などの地縁組織、

地域・ボランティア団体、住民などの多様な主体が、そ

れぞれの役割に応じた具体的な行動を行い、システム構

築につなげる。 

第２段階 
（システム構築期） 

第３段階 
（システム進化期） 

今後の社会変容（デジタル化・スマート化

等）を意識しながら、取組を進めていく。 

今後見込まれる医療・介護ニーズの増大・

多様化を見据え、予防的な視点を重視し、

民間企業等も含めた地域の多様な主体によ

る、誰ひとり取り残さない包括的な支援体

制づくりを進める。 

令和 7 

（2025） 

年度まで 

平成 29 

（2017） 

年度まで 

第１段階 
（土台づくり） 

令和 22 

（2040） 

年度 
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（５）推進ビジョンの推進体制 

① 地域みまもり支援センターによる取組 

「推進ビジョン」の策定に伴い、平成 28（2016）年４月に、各区保健福祉セ

ンター内に「地域みまもり支援センター」を設置し、「推進ビジョン」の具体的な

推進に向けて、専門職種のアウトリーチ機能の充実、地域包括支援センターや障

害者相談支援センター、児童家庭支援センターなどの専門相談支援機関等との連

携強化を進め、住民に身近な区役所で「個別支援の強化」と「地域力の向上」に

取り組んでいます。 

なお、地域みまもり支援センターについては、保健福祉センター内での個々人へ

のケアを中心とした専門支援機能とのさらなる連携の強化を図るため、平成 31

（2019）年４月に、保健福祉センター全体を「地域みまもり支援センター（福祉

事務所・保健所支所）」と改称しました。 

 

② 取組の推進イメージ 

本市においては、住民に身近な区役所と市役所（本庁）が全市的な調整を図り

調和のとれた施策を展開していることから、それぞれの適切な役割分担によって、

一体的に取組を推進します。 

その際に、基本的な視点として、①誰もがいきがいを持つ地域社会に向けた意

識の醸成を図る「意識づくり」、②住民主体等による地域課題の解決に向けた働き

かけを推進する「地域づくり」、③「意識づくり」や「地域づくり」を専門多職種

とともに、地域においてシステム化していくための「仕組みづくり」を３つの視

点として、「自助」「互助」「共助」「公助」の組み合わせによるシステム構築をめ

ざします。 

 

【地域包括ケアシステム推進ビジョンの推進イメージ】 

 

【自助】    【互助】    【共助】    【公助】 

区役所の機能 

（地域みまもり支援センターなど） 

市役所（本庁）の機能 

（健康福祉局など） 

意識づくり 

地域づくり 仕組みづくり 

５ 地域マネジメント 

４ 一体的なケアの提供 

１ 意識の醸成と参加・ 

  活動の促進 

２ 住まいと住まい方 

３ 多様な主体の活躍 
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③ 推進ビジョンと関連個別計画の関係性 

地域包括ケアシステム構築に向けて、総合計画のもと、「推進ビジョン」を上位

概念として、「かわさきいきいき長寿プラン」「かわさきノーマライゼーションプ

ラン」「川崎市子ども・若者の未来応援プラン」等の関連計画と連携を図りながら

取組を推進してきました。 

令和５（2023）年度の「第９期かわさきいきいき長寿プラン」の策定にあたっ

ては、高齢者に関する行政計画として、住民の視点から地域福祉を推進していく

ための地域福祉計画（社会福祉法に基づく福祉に関する上位計画）と連携を図り

ながら、地域包括ケアシステムの構築につなげていきます。 
 

【推進ビジョンと関連個別計画の関係性】 

 

なお、地域包括ケアシステムの構築に向けては、令和元（2019）年度に、本

市において開催した外部有識者による「超高齢社会の到来に向けた地域包括ケア

システムのあり方検討会議」での検討を踏まえ、市民一人ひとりを支える上での

「個別支援の充実」と「地域力の向上」を不可分一体で進めていくこととし、個

人へのアプローチにあたっては、一人ひとりが生活の中で築いている本人に由来

する地域資源（本人資源）に着目した対応を図ることが重要であるとともに、家

族機能をどのように捉えていくかに留意していく必要があります。 

こうした視点を着実に施策推進の中で活かしていくために、①小地域ごとの特

性に配慮した施策展開、②分野横断的な施策連携の実現、③民間企業なども含め

た多様な主体の連携の手法開発などを取組の視座として、地域包括ケアシステム

の構築を推進します。  

川崎市総合計画 [第３期実施計画（令和４（2022）年度～令和７（2025）年度）] 
「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」 

（
川
崎
市
障
害
者
計
画
・
障
害
福
祉
計
画 

 
･

障
害
児
福
祉
計
画
） 

第
５
次
か
わ
さ
き
ノ
ー
マ
ラ
イ 

ゼ
ー
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
改
定
版 

（
令
和
３
年
度
～
令
和
８
年
度
） 

か
わ
さ
き
健
康
づ
く
り
・
食
育
プ
ラ
ン 

（
川
崎
市
健
康
増
進
計
画
【
令
和
６
年
度
～
令
和
17
年
度
】・ 

 

川
崎
市
食
育
推
進
計
画
【
令
和
６
年
度
～
令
和
11
年
度
】） 

（
川
崎
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・ 

 

介
護
保
険
事
業
計
画
） 

第
９
期
か
わ
さ
き
い
き
い
き 

長
寿
プ
ラ
ン 

（
令
和
６
年
度
～
令
和
８
年
度
） 

第
２
期
川
崎
市
子
ど
も
・
若
者
の 

未
来
応
援
プ
ラ
ン 

（
令
和
４
年
度
～
令
和
７
年
度
） 

か
わ
さ
き
保
健
医
療
プ
ラ
ン 

（
令
和
６
年
度
～
令
和
11
年
度
） 

そ
の
他
関
連
計
画 

川
崎
市
社
会
福
祉
協
議
会 

地
域
福
祉
活
動
計
画 

連
携 

（
令
和
６
年
度
～
令
和
８
年
度
） 

第
７
期
川
崎
市･

各
区
地
域
福
祉
計
画 

 

「
こ
れ
か
ら
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
施
策
の
基
本
的
考
え
方
」 

一
体
的
な
施
策
展
開 

川崎市成年後見制度 
利用促進計画 

川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン 
「川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築による誰もが住み慣れた 

地域や自らの望む場で安心して暮らし続けることができる地域の実現」  
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（６）推進ビジョンの基本的な５つの視点に沿った取組 

５つの視点は、①セルフケア（民間サービス等を購入することを含む。）を自発的

に行うなど、「自分でできることは自分でする」という意識を前提に、生活の基盤と

なる②「住まい」や「住まい方（地域コミュニティ等との関わり方）」と、③多様な

主体による互助的な支え合いを含めた「生活支援」に加え、疾患を抱えながらでも

地域で暮らし続けられるための④医療や介護等の「専門的なサービス」が一体的に

提供されるようなまちづくりに向けて、⑤行政が「包括的な地域マネジメント」を

推進する、という一連の流れとして相互に関連しています。５つの視点に基づく具

体的な取組に向けた考え方と、関連する主な取組は下記のとおりです。 

 

【ビジョン実現に向けた考え方と取組例】 

基本的な視点 視点に基づく具体的な方策の考え方 関連する主な取組 

①意識の醸成と参加・

活動の促進 

すべての住民が社会環境の変化に対

応する意識を持ち、自発的に努力す

るとともに、「共生の意識」を育み、

「自立した生活」と「尊厳の保持」を

実現できる地域をめざす。 

①要介護状態とならないための取組の推進（いこ

い元気広場事業など） 

②主体的な介護予防の取組や地域活動への支援 

③高齢者のいきがいづくり、健康づくり、社会参

加の促進 

④認知症サポーターの養成、認知症アクションガ

イドブック（認知症ケアパス）の普及啓発 

②住まいと住まい方 生活の基盤として、本人の尊厳が十

分に守られた住環境が整備され、本

人の希望にかなった住まい方が確保

された環境をめざす。 

①在宅生活を支える、地域に密着した介護サービ

ス基盤（認知症グループホーム等）の整備 

②住宅のバリアフリー化等の環境整備の支援 

③円滑な住み替え支援 

④居住の安定確保に向けた住宅セーフティネッ

トの構築 

③多様な主体の活躍 自立した生活の維持に向けて、イン

フォーマル・サポートが地域の中で

提供されるよう、多様な主体の役割

分担による「互助」を支える仕組みづ

くりを進める。 

①民間事業者と連携し、認知症による徘徊や、日常

生活に異変が生じた状態等の高齢者を早期発見

し適切な支援を実施（地域見守りネットワーク事

業） 

②介護予防・日常生活支援総合事業の取組の推進 

③介護ロボットや排泄ケア機器の検証等による

本人の自立支援及び介護従事者の負担軽減の

取組（ウェルフェアイノベーションとの連携） 

④一体的なケアの提供 本人の身体状況に応じた、専門職に

よるケアを多職種の連携により、切

れ目なく提供できる体制づくりを進

める。特に、医療と介護の円滑な連携

を推進する。 

①川崎市在宅療養推進協議会の開催 

②在宅チーム医療を担う人材育成研修の実施 

③かわさき健幸福寿プロジェクトの実施 

④地域包括支援センターの運営 

⑤地域マネジメント 地域の目標を地域全体で共有しなが

ら、個々の活動が一つの目標に向

かってより効果的に機能できるよう

な仕組みづくりを進める。 

①区役所が中核となった地域マネジメントの推

進 

②地域ケア会議の開催による高齢者の相談支援

の課題抽出と対応策の検討 

③高齢者実態調査の実施 

こうした個々の取組について関連性を意識しながら着実に推進し、地域包括ケア

システムの構築をめざします。 
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（７）地域包括ケアシステム構築に向けた圏域の考え方 

人口 150 万人を超える本市においては、これまでの歴史や文化に根差した多様

性があり、地域によって生活上の課題も異なることから、地域包括ケアシステムの

構築に向けては、小地域ごとの特性に配慮した施策展開が重要です。 

また、生活に身近な課題や問題を発見し、住民を中心とした地域福祉活動を展開

するには、区、さらに地域の実情に応じたより小さな圏域を単位とすることが望ま

しいことから、「第６期川崎市地域福祉計画」においては、「区域」を第１層とし、

相談や居場所など、地域の課題に公的に対応し地域づくりを進める圏域を第２層と

して、市内を 44 に分けた「地域ケア圏域」とし、さらに小規模な地域の状況把握

や課題解決に向けて、町内会・自治会や小学校区等の小地域を第３層としました。

なお、この「地域ケア圏域」は、介護保険制度上の日常生活圏域としても位置付け

ています。また、「第６期川崎市地域福祉計画」からは、各区計画に、地域ケア圏域

ごとの地域の概況を掲載し、地区カルテを活用した地域マネジメントを推進してい

ます。 

こうした中、第６回地域福祉実態調査においては、「助け合いができる地域の範囲」

として、隣近所または町内会・自治会程度と回答した割合が７割を超えるなど、互

いに支え合う関係づくりを行う範囲は、主に町名単位や町内会・自治会程度である

ことがわかりました。 

このため、第７期計画においては、心配事や悩み事について小地域の範囲で気づ

きが得られるよう、住民同士の顔の見える関係づくりを支援するとともに、小地域

内の情報をもとに、住民の安心を支える多様な支援を行っていくために、第６期計

画で「地域ケア圏域」と位置付けた小地域よりも広い地域において、行政が中心と

なり、多様な主体と連携し、地域マネジメントを推進していきます。 

今後も、適切な地域マネジメントに向け、地域で安心して暮らし続けられるため

に必要な要素を整理し、地域資源の確保に向けた取組を推進します。 
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【地域包括ケアシステム構築に向けた圏域の考え方】 （令和５年８月１日時点） 

 圏域 圏域の考え方 

第
３
層 

（小地域） 

※住民同士の顔の見える関係づく
りが行われており、行政がこれ
を支援する圏域 

町内会・自治会（650） 

小学校区（114 校区） など 

（例示） 

・町内会・自治会の班（組）程度の日常的な支え合いを基

本としながら、民生委員児童委員などが、地域の状況を

把握し、見守りや日常の生活支援などを行う。 

・地域住民の生活課題の解決に向けて、見守りなど具体的

に日常的な活動を行っていくことが求められる。 

・ＰＴＡを中心に、子どもの健やかな成長ができる教育環

境づくりを各学校とともに推進している。など 

第
２
層 

（中地域） 

地域ケア圏域（44圏域） 

※行政が中心となり多様な主体と
連携し、地域マネジメントを行
う圏域 

人口平均 約 35,000 人 

中学校区（52 校区） 

・身近な地域において、相談や居場所など、地域の課題に

公的に対応し、地域づくりを進める。 

・地区社会福祉協議会や地区民生委員児童委員協議会を組

織し、活動を推進している。 

・今後、地域で安心して暮らし続けられるために必要な要

素を整理し、地域資源の確保に向けた取組を推進する。 

第
１
層 

（行政区域） 

人口 約 17 万人～26 万人  

・効果的なサービス提供を実現するために区社協、地域み

まもり支援センターなどの公的機関があり、区役所が中

心となって、地域課題を把握し、住民と共有しながら、

各地域を支援する地域福祉を推進する。 

 （市域） 

人口 約 154 万人 

・市全体の調和を保ちながら地域福祉の向上を図るため

の取組を推進する。 
 

【本市における人口３万人（中学校区程度のエリア）の生活イメージ】 

 

百貨店・スーパー（1.07 か所） 

病院（0.76 か所） 

銀行（3.19 か所） 

町内会・自治会（12.7 団体） 

民生委員児童委員（29.8 人） 

ＮＰＯ・ボランティア等 

・ＮＰＯ法人  6.83 法人 

・老人クラブ  8.27 クラブ 

・ふれあい活動支援事業対象団体 2.38 団体 

 （会食・配食・ミニデイ） 

地区社協（0.78 地区社協） 

いこいの家等（0.94 か所） 

いきいきセンター（0.14 か所） 

居宅介護支援事業所（6.93 か所） 

ケアマネジャー人数 18.44 人 

※常勤換算 2.66 人/事業所 

地域包括支援センター 

（0.96 か所）（4.86 人） 

区役所（0.14 か所） 

みまもりＣ（保健師 

地区担当約 2.22 人） 

市民館（0.25 か所） 

図書館（0.25 か所） 

特別養護老人ホーム 
（1.15か所、102.82床） 
介護老人保健施設 
（0.37か所、44.41床） 
介護付き有料老人ホーム 
（2.14か所、154.1床） 
グループホーム 
（2.63か所、48.42床） 

デイサービスセンター 

（2.90 か所） 高齢者 約 6,150 人（高齢化率 20.5％） 

要支援・要介護認定者 約 1,200 人（19.8％） 

ひとり暮らし高齢者 約 1,300 人 

高齢者夫婦世帯 約 1,150 世帯 

商店街（3.95 か所） 
診療所（21.07 か所） 

医 療 
生活資源 

住民組織等 

行政サービス 

訪問看護（2.32 か所） 

コンビニ（8.64 か所） 

小規模多機能型居宅介護（看護を含

む）（1.30 か所） 

サービス付き高齢者向け住宅 

（0.93 か所、38.92 戸） 

介護サービス 

郵便局（1.87 か所） 
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【各区の地域ケア圏域について】 

 

行政区 圏域名 町丁名 
図中 
番号 

川
崎
区 

中央第一地区 
旭町、砂子、駅前本町、榎町、境町、新川通、鈴木町、東田町、
富士見１丁目、堀之内町、本町、港町、宮前町、宮本町 

１ 

中央第二地区 
池田、小川町、貝塚、京町１・２丁目、下並木、堤根、日進町、
南町、元木 

２ 

渡田地区 小田１丁目、渡田、渡田山王町、渡田新町、渡田東町、渡田向町 ３ 

大島地区 大島、大島上町、中島、富士見２丁目 ４ 

大師第一地区 伊勢町、川中島、大師駅前、藤崎 ５ 

大師第二地区 池上新町、観音、台町、四谷上町、四谷下町 ６ 

大師第三地区 
浮島町、江川、小島町、塩浜、田町、大師河原、千鳥町、出来
野、殿町、東扇島、日ノ出、水江町、夜光 

７ 

大師第四地区 昭和、大師公園、大師町、大師本町、中瀬、東門前 ８ 

田島地区 
浅野町、池上町、追分町、扇島、扇町、鋼管通、桜本、田島町、
浜町、南渡田町 

９ 

小田地区 
京町３丁目、浅田、大川町、小田２～７丁目、小田栄、白石町、
田辺新田 

10 
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行政区 圏域名 町丁名 
図中 
番号 

幸
区 

南河原地区 大宮町、幸町、中幸町、堀川町、南幸町、都町、柳町 11 

御幸東地区 
遠藤町、小向、小向町、小向東芝町、小向仲野町、小向西町、 
紺屋町、神明町、戸手、戸手本町 

12 

河原町地区 河原町 13 

御幸西地区 下平間、塚越、東古市場、古市場、古川町、新塚越 14 

日吉第一地区 北加瀬、矢上、新川崎、鹿島田 15 

日吉第二地区 南加瀬 16 

日吉第三地区 小倉、新小倉、東小倉 17 

中
原
区 

大戸地区 上新城、下小田中、下新城、新城、新城中町、宮内、上小田中 18 

小杉地区 
市ノ坪、小杉、小杉御殿町、小杉陣屋町、小杉町、等々力、 
今井上町、今井仲町、今井西町、今井南町 

19 

丸子地区 
上丸子山王町、上丸子天神町、上丸子八幡町、新丸子東、新丸子
町、丸子通 

20 

玉川地区 上平間、上丸子、北谷町、下沼部、田尻町、中丸子 21 

住吉地区 
大倉町、井田、井田三舞町、井田杉山町、井田中ノ町、木月伊勢
町、木月大町、木月祇園町、木月住吉町、木月、苅宿、西加瀬 

22 

高
津
区 

高津第一地区 宇奈根、久地、溝口 23 

高津第二地区 梶ケ谷、上作延、坂戸、下作延、久本、向ケ丘 24 

高津第三地区 下野毛、北見方、諏訪、瀬田、二子 25 

橘地区 
明津、蟹ケ谷、子母口、子母口富士見台、新作、千年、千年新町、
久末、末長、北野川、東野川 

26 

宮
前
区 

宮前第一地区 梶ケ谷、野川本町、西野川、野川台、南野川 27 

宮前第二地区 けやき平、神木、土橋 28 

有馬・鷺沼地
区 

有馬、鷺沼 29 

東有馬地区 東有馬 30 

宮前第三地区 小台、宮崎、馬絹 31 

宮前中央地区 宮崎１～６丁目、宮前平 32 

向丘地区 
犬蔵、五所塚、潮見台、神木本町、白幡台、菅生、菅生ケ丘、平、
南平台、初山、水沢 

33 

多
摩
区 

登戸地区 和泉、登戸、登戸新町 34 

菅地区 菅、菅稲田堤、菅北浦、菅城下、菅仙谷、菅野戸呂、菅馬場 35 

中野島地区 中野島、布田 36 

稲田地区 宿河原、堰、長尾 37 

生田地区 
生田、東生田、東三田、枡形、栗谷、寺尾台、長沢、西生田、三
田、南生田 

38 

麻
生
区 

麻生東第一地
区 

高石、多摩美 39 

麻生東第二地
区 

金程、千代ケ丘、細山、向原 40 

麻生東第三地
区 

東百合丘、百合丘 41 

柿生第一地区 王禅寺、虹ケ丘、白山、王禅寺西、王禅寺東 42 

柿生第二地区 岡上、上麻生、下麻生、早野 43 

柿生第三地区 
片平、栗木、栗木台、栗平、黒川、五力田、白鳥、古沢、万福寺、
南黒川、はるひ野 

44 
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２ 地域リハビリテーション 

（１）地域リハビリテーションの位置付けと考え方 

今後のさらなる高齢化の進展を見据え、急速に増加する医療・介護ニーズに対応

できるよう、地域包括ケアシステムを構築していくことが求められています。本市

では、こうした取組をすべての地域住民を対象として進めることとしており、高齢

者、障害者、障害児等が、可能な限り、住み慣れた場所や自らが望む場で暮らし続

けることができるようにしていくことをめざしています。 

こうした考え方を実現する具体的な施策として、「地域リハビリテーション」を推

進します。 
 

【地域リハビリテーションのイメージ】 

 

  

機能回復訓練 日常生活支援 

社会参加支援 生活活動支援 

 
 

 

 

家 族 
ボランティア 

リハビリ 
専門職 

 
医 師 
看護師 

 介護福祉士 

 ホームヘルパー 

地域の中に生きがい・役割をもって生活で

きるような居場所と出番づくりを支援する 
掃除・洗濯・料理・外出等ができるように、

働きかけと環境調整をする 

 ケアマネジャー 

相談支援専門員 

食事・排せつ・着替え・入浴等ができる 

ように、本人への働きかけと環境調整をする 
座る・立つ・歩く等ができるように訓練

する 

病院・施設ではなく、 

生活の場での 

リハビリ 

 

身体機能の回復だけ 
でなく、生活全体の質を 
向上させるリハビリ 

 

 身体を動かせるようにするだけでなく、食事ができるようにする、洗濯をできるよ

うにする、働けるようにするといった生活全体を支える取組を推進します。 

 病院や施設ではなく生活の場である地域の中で、リハビリ専門職だけではなく、生

活に関わるあらゆる方が担い手となってリハビリテーションを展開することによ

り、住み慣れた場所や自らが望む場で、質の高い生活を送り続けることができるよ

うにしていきます。 



第３章 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

かわさきいきいき長寿プラン 52 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第
３
章 

 
 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
構
築
に
向
け
た
取
組 

（２）地域リハビリテーションの推進体制 

市内３か所の地域リハビリテーションセンターにおいて、ケアマネジャーや障害

者相談支援専門員等による相談支援において必要となる専門的な評価・判定や、

サービスを利用する際に必要となる専門的な調整・助言を提供します。合わせて、

市内の病院・老人保健施設に設置している地域リハビリテーション支援拠点におい

ても、課題が複合化していないケース等における医療や介護・福祉用具等に関する

助言を提供することにより、本人・家族の意向や生活状況を的確に把握した上で、

ニーズに即した支援を効果的に提供できるようにすることで、地域における生活の

質の向上をめざします。 

こうした専門的な３次相談体制を整えつつ、１次・２次相談は分野別支援、３次

相談は全世代・全対象型支援とすることで、専門職を効率的に配置しながら、より

多くの方の相談に応じられるよう個別性や機動性を確保しつつ、高度な相談にも包

括的に応じることができるよう総合性や専門性を確保していくことをめざします。 
 

【地域リハビリテーションの仕組み】 

 

  

総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
推
進
セ
ン
タ
ー 

調
査
研
究
・
連
携
調
整
・
人
材
育
成 

専門的な評価・判定 

 

区役所 高齢・障害課 

地域包括支援センター 

基幹相談支援センター 

 

ケアマネジャー・障害者相談支援専門員等 

病院 

入所施設 

ホームヘルプ 

生活訓練 

福祉用具 

デイサービス 

社会参加支援 

住宅改修 

できないことの代替ではなく、 
できるようにするための働きか

けと調整を行う 

リハビリの視点も踏まえた 

支援・サービスの提供 

本人 家族 

住環境 地域資源 

入退院 
入退所 
調整 
 

利用 
調整 

調整・助言 
 

医師・保健師 

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士 

心理職・社会福祉職 

地域リハビリテーションセンター 

 

理学療法士・作業療法士等 

地域リハビリテーション支援拠点 
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【川崎市がめざす重層的な相談支援体制】 

 

  

総
合
研
修
セ
ン
タ
ー 

総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
推
進
セ
ン
タ
ー 

調
査
研
究
・
連
携
調
整
・
人
材
育
成 

 
 
２次相談 

専門的な 
相談支援 
（権利擁護・ 
虐待対応） 
 
 

１次相談 

サービスの 
利用調整 

 
３次相談 

専門的な 
評価・調整 
 
 

 高齢者支援     障害者支援     障害児支援  子ども家庭支援 

地域リハビリテーションセンター 
（南部・中部・北部） 

地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所） 

地域療育センター 

高齢者支援係 障害者支援係  精神保健係 
地域支援課 

地域包括支援 
センター 

障害者相談支援 
センター（基幹 
型・地域型） 

居宅介護 
支援事業所 

指定特定相談 
支援事業所 

児童発達支援 
放課後等デイ 

地域リハビリ 
テーション支援拠点 

子ども 
発達・相談センター 

児童相談所 

保育所・幼稚園 
学校 等 
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３ 認知症の人と暮らす地域づくりに向けて（認知症基本法） 

認知症の人が尊厳を保持しつつ、希望を持って暮らすことができるよう、地域共生

社会の実現の推進をしていくことを目的に、令和５（2023）年６月に「認知症基本

法」が成立しました。「認知症基本法」では、市の実情に即した「認知症施策推進計画」

の策定に努めることとされており、本市では、認知症施策を総合的かつ計画的に推進

していくため、今後、国が策定する「認知症施策推進基本計画」の内容も踏まえて取

り組んでいきます。 

 

（１）認知症基本法の概要 

令和５（2023）年６月に成立した、共生社会の実現を推進するための「認知症

基本法」は、「国民の認知症に関する正しい知識と認知症の人に関する正しい理解を

深める」、「すべての認知症の人が、意見を表明する機会や参画する機会を確保する

こと」、「教育、地域づくり、雇用、保健、医療、福祉、その他の関連分野における

総合的な取組として行われる」等の理念に基づき、認知症施策を国・地方が一体と

なって講じていくとされています。 

基本的な施策として、①認知症の人に関する国民の理解の増進等、②認知症の人

の生活におけるバリアフリー化の推進、③認知症の人の社会参加の確保等、④認知

症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護、⑤保健医療サービス及び福祉サービ

スの提供体制の整備など、⑥相談体制の整備等、⑦研究などの推進等、⑧認知症の

予防等、の 8 つがあげられており、「共生社会の実現」に向けては、地域全体で認

知症バリアフリーの取組を進めていく必要があります。 

 

【地域での認知症の取組のイメージ】 

 

 
 

  

 

認知症地域支援推進員 

チームオレンジの取組 成年後見利用促進等の取組 企業等での取組 地域での理解促進 

地域での認知症バリアフリーの推進 

認知症サポーター等 

認知症の人と家族の一体的支援 

診断直後から関係性の 

構築や将来の支え 

 
本人の社会参加の場・本人会議等 

本人同士の出会いや 

社会参加の促進 

 

認知症カフェ 

地域のおける交流や理解促進 

家族会等 

介護家族の交流や学び 
本人・家族 
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（２）認知症施策推進大綱の概要 

国は、これまで「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」を推進してきま

したが、今後、さらなる高齢化の進展と認知症の人の増加が見込まれる中で、政府

全体で認知症施策をさらに強力に推進していくため、令和元（2019）年６月に認

知症施策推進関係閣僚会議において「認知症施策推進大綱」（以下「大綱」といいま

す。）をとりまとめました。 

大綱では、認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる「共

生」をめざし、その障壁を減らしていく「認知症バリアフリー」の取組を進めてい

くとともに、「共生」の基盤の下、通いの場の拡大などの「予防」の取組を進めるこ

ととしています。 

「認知症施策推進大綱」の対象期間は、令和７（2025）年度までの６年間であ

り、令和４（2022）年は策定３年後の中間年であったことから、施策の進捗状況

について中間評価が行われました。今後は中間評価の結果も踏まえ、認知症施策推

進大綱の考え方を踏まえた施策を進めることとされています。 

 

【認知症施策推進大綱の概要】 

 

※厚生労働省資料をもとに作成 

  

認知症施策推進大綱（概要）（令和元年６月 18日認知症施策推進関係閣僚会議決定） 

【基本的考え方】 
認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会をめざし認知症の人や家族の視点を 

重視しながら「共生」※１と「予防」※２を車の両輪として施策を推進 
※１「共生」とは、認知症の人が、尊厳と希望を持って認知症とともに生きる、また、認知症があってもなくても同じ社会でともに生きるという意味 

※２「予防」とは、「認知症にならない」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても進行を緩やかにする」という意味 

 
コンセプト 具体的な施策の５つの柱 

○ 認知症は誰もがなりうるものであり、家族や身近な人

が認知症になることなども含め、多くの人にとって身近

なものとなっている。 

○ 生活上の困難が生じた場合でも、重症化を予防しつ

つ、周囲や地域の理解と協力の下、本人が希望を持って
前を向き、力を活かしていくことで極力それらを減ら

し、住み慣れた地域の中で尊厳が守られ、自分らしく暮

らし続けることができる社会をめざす。 

○ 運動不足の改善、糖尿病や高血圧症等の生活習慣病の
予防、社会参加による社会的孤立の解消や役割の保持等

が、認知症の発症を遅らせることができる可能性が示唆

されていることを踏まえ、予防に関するエビデンスを収
集・普及し、正しい理解に基づき、予防を含めた認知症

への「備え」としての取組を促す。結果として 70 歳代

での発症を 10 年間で１歳遅らせることをめざす。また、
認知症の発症や進行の仕組みの解明や予防法・診断法・

治療法等の研究開発を進める。 

・企業・職域での認知症サポーター養成の推進 
・「認知症とともに生きる希望宣言」の展開   等 

 

 
・高齢者等が身近で通える場「通いの場」の拡充 

・エビデンスの収集・普及          等 

 
 

・早期発見・早期対応の体制の質の向上、連携強化 

・家族教室や家族同士のピア活動等の推進   等 
 

 

 
・認知症になっても利用しやすい生活環境づくり 

・企業認証・表彰の仕組みの検討 

・社会参加活動等の推進           等 
 

 

・薬剤治験に対応できるコホートの構築    等 

認
知
症
の
人
や
家
族
の
視
点
の
重
視 

① 普及啓発・本人発信支援 

② 予防 

③ 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

⑤ 研究開発・産業促進・国際展開 

④ 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症 
  の人への支援・社会参加支援 

対象期間：2025（令和７）年まで 
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（３）認知症高齢者数の推計 

① 本市の認知症高齢者数の推計 

本市の認知症高齢者数は、令和７（2025）年に７万人を超え、市の高齢者の

約５人に１人が認知症であると推計しています。今後増加を続け、令和 12

（2030）年には約 8.6 万人、令和 22（2040）年には約 10.5 万人まで増加

すると想定しています。 

【本市の認知症高齢者数の推移（再掲）】 

 

 

② 年齢別認知症の有病率 

わが国全体の性別・年齢別の認知症にかかる方の割合（有病率）は、85 歳以上

になると大きく上昇し、男性は約５割、女性は６割以上の人が認知症になると推

計されています。 

【令和７（2025）年の年齢別有病率（参考：全国値）】 

 
上記①、②について 

※「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金特別研
究事業九州大学二宮教授）から作成しています。 

※この推計は、令和２年国勢調査をベースに、本市総務企画局が令和４年２月に公表した「川崎市総合計画第３期
実施計画の策定に向けた将来人口推計について」に、認知症有病率を乗じて算出したものです。認知症有病率に
軽度認知障害（ＭＣＩ）は含まれません。 

※65 歳未満の若年性認知症者数については、219 ページ下段のキーワードで説明しています。 
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（４）本市の認知症の人等への取組 

本市では、地域包括ケアシステムの構築に向けて、平成 31（2019）年４月に

「地域みまもり支援センター」を各区役所に設置し、地域住民が主体となった「自

助」「互助」の取組の推進と、地域における医療・介護等の専門職の連携体制の構築

など、各区の特性に応じた「地域づくり」を進めています。 

認知症の人や認知症が疑われる人への支援、特にひとり暮らし高齢者については、

地域での気づきが重要であり、医療・介護サービスへの円滑なつなぎが欠かせませ

ん。 

本市の認知症の人等への取組については、大綱に基づき、認知症の発症を遅らせ、

認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会をめざし、認知症の人や家

族の視点を重視しながら、「共生」と「予防」を車の両輪として着実に推進します。 

【本市の認知症施策の体系図】 

 

  

地域・市民 
町内会・自治会、ＮＰＯ、企業等への普及

啓発と人材育成、見守りの推進など 

認知症ｷｬﾗﾊﾞﾝ･ﾒｲﾄ 認知症ｻﾎﾟー ﾀｰ 

認知症カフェ 市民後見人 

見守りﾈｯﾄﾜｰｸ ＳＯＳﾈｯﾄﾜｰｸ 

認知症疾患医療センター 

川崎市立 川崎病院 
日本医科大学武蔵小杉病院 
聖マリアンナ医科大学病院 
かわさき記念病院 

・認知症アクションガイドブック 

（ケアパス）の推進 

・認知症高齢者介護教室 

・高齢者精神保健相談 

・高齢者虐待予防や権利擁護の取組 

・ 

・医療と介護の有機的なネット 

ワークの形成 

◎医療従事者の人材育成 

認知症サポート医 

認知症対応の知識のある 
かかりつけ医など 

医療関係者の育成 

医療 

・早期段階での発見・気づき 

・専門医療機関への受診指導 

・家族の介護負担、不安の理解 

・地域の認知症介護サービス 

諸機関との連携等 

認知症地域医療支援事業 

・認知症サポート医養成研修 

・認知症サポート医ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修 

・かかりつけ医研修 

・病院勤務医療従事者研修 

・歯科医師研修・薬剤師研修など 

協力関係団体 

◎認知症病棟を有する病院 

相談・支援 

予防 
・軽度認知障害（ＭＣＩ） 

スクリーニング事業 

実施 

行政 

認知症訪問支援チーム 
・早期診断・早期対応に向けた支援 

・専門職が訪問、生活支援、家族支援 

を実施 

・指導助言、モニタリングを実施 

介護 ・在宅系サービス 

・施設・居住系サービス 

・介護予防サービス 

介護従事者の人材育成 

実施 

・認知症介護指導者研修 

・認知症介護実践リーダー研修 

・認知症介護実践者研修 

・認知症介護基礎研修 

 

区役所 

地域みまもり支援センター 

相談機関 

・専門医療相談、鑑別診断対応 

・身体合併症、周辺症状対応 

・医療介護連携、地域連携の強化 

・研修会の開催、情報発信 

地域包括支援センター 
・高齢者虐待・権利擁護の取組 

訪問・通所 

入所 相談・支援 

通院・入院 

専門医療相談 

通院・入院 

見守り・ 

支え合い 

相談・支援 

本人・家族 

認知症地域支援推進員 

川崎市認知症コールセンター 
・認知症の初期相談 

・認知症介護方法の相談 

・傾聴による介護者支援 

・認知症治療病棟 

かわさき記念病院 

 ハートフル川崎病院 

 

家族会 

本人会議 

川崎市あんしんセンター 
・日常生活自立支援事業 

成年後見支援センター 
・成年後見制度に関する専門相談等 

若年性認知症サポートデスク 
・制度利用、就労等に関する相談 
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４ 災害福祉の充実に向けた取組の推進 

（１）近年の大規模災害と国の動向 

平成 23（2011）年の東日本大震災においては、被災地全体の死者数のうち高

齢者の死者数は約６割を占めたほか、障害者の死亡率は被災住民全体の死亡率の約

２倍にのぼりました。 

また、消防職員・消防団員の死者・行方不明者は 281 名、民生委員の死者・行方

不明者は 56 名にのぼるなど、多数の支援者も犠牲となりました。 

こうした東日本大震災の教訓を踏まえ、平成 25（2013）年の災害対策基本法

の改正においては、市町村による避難行動要支援者（自ら避難することが困難で、

迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する高齢者等）名簿の作成を義務化し、

同名簿に掲載された避難行動要支援者の避難の実効性を確保するため、当該避難行

動要支援者ごとに避難支援等をあらかじめ定める個別避難計画の作成を進めるこ

とが適切であるとの考えが示されました。また、令和元（2019）年東日本台風や

令和２（2020）年７月豪雨など近年の災害では、高齢者をはじめとする避難行動

要支援者が被害にあっており、個別避難計画の作成も十分とはいえない状況であっ

たことから、令和３（2021）年５月の災害対策基本法の改正において、避難行動

支援者に対する個別避難計画の作成を市町村の努力義務とするなどの規定等が創

設されました。 
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（２）本市における災害福祉の取組 

① 災害福祉調整本部の設置と体制強化 

市内の入所系施設を中心とした高齢者、障害者に係る社会福祉施設や災害時要

援護者等の情報を集約し、地域の関係機関や他都市、国との連携を深め、この分

野における的確な判断と迅速な対応が行えるよう、災害時には市の災害対策本部

と同じ設置基準により、健康福祉部内に災害福祉調整本部を設置します。 

また、大規模な風水害等の発生が予測される場合においては、災害対策本部の

設置に関わらず、情報収集を行うとともに関係機関への情報発信などを行います。 

災害福祉調整本部から、二次避難所連絡要員を各区本部の保健衛生・福祉班へ

派遣し、区本部と避難所及び二次避難所との連絡調整並びに災害時要援護者等の

搬送調整などを行います。 
 

    

【市災害福祉調整本部の位置付け】 

 

  

○○部 △△部 ●●区本部 

保健衛生・福祉班 

二次避難所連絡要員 
（災害福祉調整本部から 
各区へ派遣） 

保健医療調整本部 災害福祉調整本部 

【市直営】二次避難所 
３地域リハビリテー 
ションセンター 
(南部・中部・北部) 

連携 

※区本部・避難所と二次 
避難所との連絡調整や搬 
送調整等の役割を想定 

川崎市 災害対策本部 
 ◎市長 

健康福祉部 
 ◎健康福祉局長 



第３章 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

かわさきいきいき長寿プラン 60 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第
３
章 

 
 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
構
築
に
向
け
た
取
組 

② 二次避難所及び関係機関に係る情報収集・伝達体制の強化 

二次避難所とは、一般的な避難所において生活に支障をきたす方がいる場合に、

協定や要綱に基づき、福祉施設等を災害時要配慮者の避難場所として使用する施

設等です。二次避難所については、施設管理者等と人員体制、連絡体制等を踏ま

えて、開設及び運営について協議、調整することとしており、災害発生時には、

締結した協定等に基づき施設の安全確保や職員の配置等の確認を行った後、必要

に応じて二次避難所を開設することとしています。令和５（2023）年３月末時

点で約 230 施設と協定等を締結しています。 

また災害時における円滑な情報受伝達を図るため、入所施設を中心とした高齢

者、障害者に係る社会福祉施設と災害福祉調整本部、区役所、関係団体などをつ

なぐ、川崎市災害時高齢者・障害者施設等情報共有システム（通称「E-Welfiss」）

を令和４（2022）年７月に導入し、平時から、情報共有システムを中心に、電

話、MCA 無線、電子メール、防災アプリ等の複数の手段を組み合わせた情報伝

達及び情報収集体制を整備し、発災時において災害福祉調整本部が機能できるよ

う取組を進めています。 

 

【E-Welfiss 全体図】 
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③ 個別避難計画の取組状況について 

個別避難計画とは、高齢者や障害者など支援が必要な人たちの避難計画を一人

ひとりの状況に合わせて事前に作成しておき、災害時に備えるものです。 

本市では要介護度などの「心身の状況」、居住地の「ハザードマップ上の危険度」、

ひとり暮らし等の「居住実態」を勘案し、特に災害時において支援が必要な高齢

者について、その実態を把握しているケアマネジャーが市から依頼を受け、ケア

プランの更新等で居宅を訪問する際に個別避難計画を作成することとしています。 

計画作成に際しては、手順やルール、条件をまとめたマニュアルが必要不可欠

であるため、地域包括支援センター、ケアマネジャー等関係者からなる検討会を

設置し、「災害時個別避難計画導入支援 マニュアル （高齢者版）」を策定しまし

た。 

また、マニュアルと併せ、市内のケアマネジャー向けの計画作成に関する研修

等を実施し、個別避難計画の作成を進めます。 
  

【個別避難計画の作成・避難支援の体制】 
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５ 新型コロナウイルス感染症などの新興感染症への対応 

新型コロナウイルス感染症に限らず、市民の生命及び健康に重大な影響を与える恐

れがある新興感染症が将来的に発生した際において、機動的かつ実効性のある対策を

講じられるよう、平時から必要な準備対応に取り組む必要があります。 

そのため、感染症法の改正を踏まえ、本市において新たに策定する「感染症予防計

画」等に基づき、高齢者施設等における新興感染症の発生・まん延防止策等について、

県や保健所と連携しながら必要な対応を行うとともに、県が新興感染症医療の提供に

関する協定を締結した医療機関等との連携強化を図るなど、新興感染症の発生・まん

延時に備えるための平時からの取組について推進します。 

また、感染拡大防止策に関する指導を集団指導等において行うなど、引き続き、必

要な情報を速やかに事業所へ周知していきます。 

 

問 あなたは新型コロナウイルス感染症の感染拡大の前と現在について、心身の変化や活動

の変化で感じることはありますか。（複数回答）。 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大による心身の変化や活動の変化として、「外出頻

度が減った」と感じている人の割合が約５割となっています。 

 

 
※令和４年度高齢者実態調査 

  

52.3 

46.7 

33.2 

17.8 

15.6 

15.1 

27.3 

2.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

外出頻度が減った

人との交流が減った

体力の低下を感じる

物忘れが増えたように感じる

やる気、意欲の低下を感じる

身体活動の機会が減った

変わりない

無回答

一般高齢者 n=14,894

49.1 

40.1 

47.3 

33.2 

28.2 

20.9 

26.1 

3.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

外出頻度が減った

人との交流が減った

体力の低下を感じる

物忘れが増えたように感じる

やる気、意欲の低下を感じる

身体活動の機会が減った

変わりない

無回答

要介護・要支援認定者 n=4,938
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６ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の取組 

本市では、全庁が一丸となって SDGs★のゴール達成に向けた取組を進めており、

令和元（2019）年７月には国から「SDGs 未来都市」に選定され、3,000 社を超え

る事業者・団体が参加する「かわさき SDGs パートナー登録・認証制度」や、取組を

支援するための仕組みとしての「川崎市 SDGs プラットフォーム」を中心に、市民・

事業者と連携した様々な取組を推進しています。 

令和４（2022）年３月に策定した「川崎市総合計画第３期実施計画」では、すべ

ての事務事業を SDGs のゴールと関連付け、総合計画と一体的な SDGs 推進を図っ

ており、令和５（2023）年８月には、庁内の SDGs 取組の一層強化に向け、

「Kawasaki City SDGs Guidance ～川崎市庁内 SDGs 取組の進め方～」を策定

し、市としての取組のさらなる強化を進めています。 

このような本市の SDGs 推進に向けた取組状況を踏まえ、本計画に位置付けられた

事務事業の実施にあたっては、以下の SDGs のゴールの達成に寄与することを念頭に

置きながら、高齢者福祉施策の推進を図ります。 

 

【本計画に関連する主なＳＤＧｓ】 

 

 

  

ＳＤＧｓ（エスディージーズ） 

SDGs（エスディージーズ）は、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」

の略で、17のゴール、169 のターゲット等から構成され、平成 27（2015）年９月の国連サ

ミットで、全会一致で採択された世界共通の目標。取組期間は 2016～2030 年の 15 年間。 
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１ 第９期計画期間の基本目標と具体的な方向性 

（１）国の動向 

わが国では、世界に類を見ないスピードで進展している超高齢社会において、医

療や介護が必要となっても、住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けるために、医

療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制（地域包括ケアシス

テム）の構築を進めてきました。 

人口構造が変化し医療及び介護の連携性が高まる中、切れ目のない医療及び介護

の提供体制を構築し、国民一人ひとりの自立と尊厳を支えるケアを将来にわたって

持続的に実現していくことを目的に、平成 26（2014）年には「地域における医療

及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（医療介

護総合確保推進法）」が成立し、「地域包括ケアシステムの構築」とともに「効率的

かつ質の高い医療提供体制の構築」が進められました。 

また、人々の暮らしや地域のあり方が多様化している中、地域に生きる一人ひと

りが尊重され、多様な経路で社会とつながり、参画することで、その生きる力や可

能性を最大限に発揮できる「地域共生社会」の実現をめざし、平成 29（2017）年

度には、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法の改正と併せて、「地域共

生社会」の実現に向けた地域づくり・包括的な支援体制の整備を行うための社会福

祉法等の改正が行われました。 

地域包括ケアシステムの構築に向けては、団塊の世代が後期高齢者となる 2025

年問題として捉えられてきましたが、団塊ジュニア世代が高齢者となる令和 22

（2040）年頃に向けて、自治体行政のあり方を検討する「自治体戦略 2040 構想

研究会」が設置され、東京圏を中心に、今後の急速な高齢化の進展による入院・介

護需要の増加等への対応として新たな自治体の方向性について示されました。 

こうした中、令和４（2022）年度の介護保険制度改正においては、令和７（2025）

年に向けた地域包括ケアシステムの推進や科学的介護の推進、介護人材不足に対応

するとともに、令和 22（2040）年を見据え、「地域共生社会」の実現をめざし、

制度の持続可能性を確保しながら、高齢者等を支える相談支援や予防・健康づくり

に係る地域づくり、自立支援・重度化防止、介護サービス基盤の整備を図るものと

されています。 
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（２）本市の取組 

本市では、平成 27（2015）年３月に策定した関連個別計画の上位概念である

推進ビジョンのもと、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を推進しています。 

国がめざす「地域共生社会」の実現については、地域みまもり支援センターにお

いて「個別支援の充実」と「地域力の向上」を図る取組を進めており、行政内部の

専門職種のアウトリーチ機能を充実し、連携を強化するとともに、地域包括支援セ

ンター等の専門相談支援機関をはじめとした多様な主体との円滑な連携をめざし、

取組を推進しています。 

今後、高齢者の急増が予測される中、地域包括ケアシステムの構築に向けては、

高齢者施策の汎用性に着目して取組を推進していくことが効果的であると考えら

れることから、令和元（2019）年に「超高齢社会の到来に向けた地域包括ケアシ

ステムのあり方検討会議」を設置し、本市における取組の方向性を整理しました。 

 
【今後の地域包括ケアシステム構築に向けた取組の方向性】 

 

出典：川崎市「超高齢社会の到来に向けた地域包括ケアシステムのあり方検討会議報告書」（令和２年３月） 

  

●社会システムとしての地域包括ケアシステム構築の視点 

①市民一人ひとりを支える上で、「個別支援の充実」と「地域力の向上」を不可分一体で進めていくこ
とが重要。 

②個人へのアプローチには、専門職種を中心に、その人に紐づく地域資源である「本人資源」をアセ
スメントしていくことが重要であり、両者の視点の結節点となる。 

③家族機能をどのように捉えていくのかは重要な論点であり、家族支援のあり方について検討してい
く必要がある。 

④今後の超高齢社会を見据えて、基礎自治体として、質の議論とともに、量的な対応に向けて、将来
を見通し長期的に資源を確保する方策に留意することが必要である。 

●今後の取組の視座 

①小地域ごとの特性を配慮した施策展開 
 ⇒課題を抱えている個人を念頭に置きながら、それらの集合体が地域の課題であるということに留意 
②分野横断的な施策連携の実現 
 ⇒地域課題解決のための取組は、行政分野横断的な施策連携による総合行政の推進が必要 
③民間企業なども含めた多様な主体の連携の手法開発 
 ⇒多様な主体が新たな取組の創発をめざして力を合わせていけるような手法を検討することが必要 

※関連する既存の取組などを取組の視座に沿うよう、充実させていくことが重要。 

これまで 2025 年をターゲットとしてきたが、人口のピークが 2030 年でその後も高
齢化が続いていく本市においては、2025 年までに一定のシステム構築を図るととも
に、その後も加速度的な取組が求められ、中長期的に捉えていくことが必要。 
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（３）2040 年への備え 

わが国では、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年を見据え、介護

が必要な状態となっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、地域包

括ケアシステムの構築に取り組んできました。 

団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22（2040）年には、高齢者人口が

ピークを迎えるとともに、介護ニーズの高い 85 歳以上人口が急速に増加すること

が見込まれます。また、ひとり暮らし高齢者世帯、夫婦のみの世帯の増加、認知症

の人の増加も見込まれるとともに、経済的困窮者、独居者、ひとり親家庭など課題

が複合化したケースへの対応は、今後、「地域共生社会」の実現に向けて大変重要な

取組です。 

こうした中、本市の高齢者人口は年々増加を続け、令和７（2025）年度には約

34 万人になると見込まれ、さらに、令和 22（2040）年度には約 45 万人、高齢

化率が 28％を超える推計となっています。 

また要介護・要支援認定者数も同様に年々増加を続け、令和７（2025）年度に

は約 6.6 万人、令和 22（2040）年度には約 8.8 万人を超える推計となっていま

す。 

本市の認知症高齢者数も同じく今後増加を続け、令和７（2025）年度には約 7.1

万人、令和 22（2040）年度には約 10.5 万人まで増加すると想定しています。 

このような背景を踏まえ、これまで本市が進めてきた地域包括ケアシステムの取

組の進化とともに令和 22（2040）年を見据え、第９期計画では、高齢者実態調査

の結果より、多くの方が在宅で生活することを望まれていることを踏まえ、在宅生

活を続けるための重要な要素として、次の４つに整理しました。 

① 住まいの環境整備を行うなどで「暮らしやすさ」を推進すること 

② 日頃から地域や友人との「地域のつながり」があること 

③ 生活を支える「介護サービス」が充実すること 

④ 在宅生活の質が向上し、「在宅意欲」につながること 

この４つの要素に対応する取組を行うことで、介護が必要にならないよう、また

介護が必要になっても重度化しないよう努めるとともに、在宅生活の限界点を高め

ていきます。  
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【在宅生活を続けるための４つの要素】 

 

 
 

 

 

（４）第９期計画の基本目標と骨子 

第９期計画では、本市におけるこれまでの地域包括ケアシステムの構築に向けた

取組の進化、令和 22（2040）年への備え、国の動向のほか、第８期計画期間中に

生じた新たな課題、引き続き検討すべき課題、高齢者実態調査の結果等を踏まえ、

地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を推進します。 

具体的には、「①高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくり」「②介

護が必要となっても『かわさき』で暮らし続けられる支え合いのまちづくり」を基

本目標とし、「①自立支援・重度化防止の推進」「②個別支援の充実と地域力の向上」

「③ニーズに応じた介護基盤の整備」「④認知症施策の強化」の第８期計画に位置付

けた４点に、慢性的な介護人材不足を踏まえて「⑤介護人材の確保・定着」を加え

た、５点を重点事項として推進するとともに、様々な施策を５つの取組の中に位置

付けて、展開していきます。 

施策の展開に当たっては、本市は都市部特有の地域のつながり等について希薄な

一面がある一方で、地理的に日常生活を送る上での地域資源が比較的集約されてい

ることや、ボランティア活動などの市民活動が盛んに行われていること、高い産業

集積を持ち、魅力ある民間資源も多くあることなど、「川崎らしさ」ともいえる様々

な特徴を有していることから、これらの強みを活かして、川崎らしい都市型の地域

包括ケアシステムの構築に向けて、推進ビジョンに掲げる「誰もが住み慣れた地域

や自らが望む場で安心して暮らし続けることができる地域の実現」につなげられる

ように取組を推進します。  

在宅意欲 

暮らしやすさ 

介護サービス 地域のつながり 
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基 本 目 標 

①高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくり 

②介護が必要となっても「かわさき」で暮らし続けられる支え合いのまちづくり 

いきがい・ 
健康づくり・ 
介護予防等の 
推進 

取組 Ⅰ 

 2040 年への備え 
 ・在宅限界点の向上  
 ・自立支援・重度化防止 
 
 

 地域包括ケアシステム構築の取組 
 ・個別支援の充実と地域力の向上 
 ・小地域ごとの施策展開 
 ・分野横断的な施策展開 
 ・地域リハビリテーション 

 

川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン 

かわさきいきいき長寿プラン 

介護保険制度改正 
・介護予防・地域づくりの推進 
・地域共生社会の推進 
・介護現場の生産性向上の推進 
 

社会情勢の変化・多様なニーズ 
・自然災害発生リスクの高まり 
・民間活用 
・新興感染症への対応 
・ＳＤＧｓの取組 
・地域の希薄化           など 

 ⾃⽴⽀援・重度化防⽌の推進 

 個別⽀援の充実と地域⼒の向上 

2040 年への備えの背景として、介護ニーズの増加、現役世代（担い手）の減少等 

「川崎らしい都市型の地域居住の実現」 

第９期計画で推進する重点事項 

地域のネット 
ワークづくり 
の強化 

取組 Ⅱ 

利用者本位の 
サービスの 
提供 

取組 Ⅲ 

医療介護連携・ 
認知症施策等 
の推進 

取組 Ⅳ 取組 Ⅴ 

高齢者の多様 
な居住環境の 
実現 

 ニーズに応じた介護基盤の整備 

 認知症施策の強化 
１ 

２ 

３ 

４ 

地域包括ケアシステム構築に向けての５つの取組 

 介護人材の確保・定着 
５ 
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【５つの取組の概要】 

 

 

 

 

 

  

ⅰ）主体的な健康づくり・介護予防につながる取組の推進 

ⅱ）生活習慣病等の早期発見及び予防的介入 

ⅲ）身近で多様な通いの場の充実 

ⅳ）いきがいづくり・社会参加の促進 

いきがい・健康づくり・介護予防等の推進 

取
組 

Ⅰ 

ⅰ）地域のネットワークづくりの推進 

ⅱ）相談支援体制の整備 

ⅲ）ひとり暮らし等高齢者の支援の推進 

ⅳ）要支援者等の介護予防・重度化防止 

地域のネットワークづくりの強化 

取
組 

Ⅱ 

ⅰ）介護保険サービス等の着実な提供 

ⅱ）地域密着型サービスの取組強化 

ⅲ）かわさき健幸福寿プロジェクトの推進 

ⅳ）介護人材の確保と定着の支援 

ⅴ）ウェルフェアイノベーションとの連携 

利用者本位のサービスの提供 

取
組 

Ⅲ 

ⅰ）在宅医療・介護連携の推進 

ⅱ）認知症施策の推進 

医療介護連携・認知症施策等の推進 

取
組 

Ⅳ 

ⅰ）高齢者の生活の基盤となる住まいの安定確保 

ⅱ）在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備 

ⅲ）居住の安定確保に向けた住宅セーフティネットの構築 

高齢者の多様な居住環境の実現 

取
組 

Ⅴ 



 第４章 第９期計画期間における施策の方向性 

 73 かわさきいきいき長寿プラン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第
４
章 

 
 

第
９
期
計
画
期
間
に
お
け
る
施
策
の
方
向
性 

取組 Ⅰ いきがい・健康づくり・介護予防等の推進 

 

ⅰ）主体的な健康づくり・介護予防につながる取組の推進 

（１）介護予防につながる健康づくりの取組の推進 

 健康づくり事業       食育推進事業 

 歯科口腔保健事業 

（２）健康づくり・介護予防のためのセルフケア意識の醸成 

 いきがい・健康づくり等普及啓発事業

 介護予防普及啓発事業    小地域における生活支援体制整備事業 

ⅱ）生活習慣病等の早期発見及び予防的介入 

（１）各種健診・検診受診による早期発見 

（２）生活習慣病予防及び重症化予防のための取組 

 生活習慣病重症化予防事業 

（３）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組 

（４）認知症予防の取組 

ⅲ）身近で多様な通いの場の充実 

 地域介護予防活動支援事業 等 

ⅳ）いきがいづくり・社会参加の促進 

（１）市民活動 

 シニアパワーアップ推進事業 

（２）いきがいづくり支援 

 老人クラブ育成事業     全国健康福祉祭（愛称「ねんりんピック」） 

 敬老祝事業         敬老入浴事業 

（３）就労支援 

 高齢者就労支援事業（シルバー人材センター） 

（４）活動支援 

① 活動情報の提供（シニア向けの情報誌 等） 
② 活動場所の提供（いきいきセンターの運営 等） 

③ 活動資金の提供（ふれあい活動支援事業 等） 

 

（５）外出支援 

 高齢者外出支援乗車事業 

介護予防の取組として、地域
の活動に参加する人の割合 

健康であると感じている 
高齢者の増加 

生活に「はり」や「楽しみ」
を感じている高齢者の割合 

収入がともなう仕事をして 
いる高齢者の割合 

ほぼ毎日外出している 
高齢者の割合 

成果指標 
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取組 Ⅱ 地域のネットワークづくりの強化 

  

ⅰ）地域のネットワークづくりの推進 
（１）「見守りネットワーク」づくりの推進 

 市民主体の「見守りネットワーク」づくりの推進 

 地域版活動強化方策 

（２）相談支援ネットワークの充実 

 地域ケア会議を活用した地域包括支援ネットワークの構築 

 権利擁護支援地域連携ネットワークの構築 

（３）川崎市がつくるネットワーク基盤の整備 

 地域包括ケアシステム連絡協議会       地域見守りネットワーク事業 

 川崎市安心見守りネットワーク会議 

ⅱ）相談支援体制の整備 

（１）地域包括支援センターの機能の充実 

 地域包括支援センターの体制整備       総合リハビリテーション推進センター 

（２）地域リハビリテーションの推進 

（３）高齢者の権利擁護の推進 

① 高齢者の権利擁護の取組 

 川崎市あんしんセンター 

② 成年後見利用促進計画の取組  

 本人を中心とする「チーム」の支援      「川崎市成年後見利用促進協議会」 

 成年後見支援センター（中核機関）の取組   市民後見人 

 成年後見制度利用支援事業 

 地域包括支援センター及び障害者相談支援センターにおける相談事業 

 終活等の意思決定支援を推進する取組の普及啓発 

 川崎市未来あんしんサポート事業 

③ 消費者被害の防止   

 川崎市消費者行政センターの取組 

④ 高齢者虐待の防止 

 高齢者虐待防止に向けた各種研修       身体拘束廃止に向けた取組 

 養介護施設従事者等による虐待への対応 

（４）包括的な相談支援の推進 

ⅲ）ひとり暮らし等高齢者の支援の推進 
（１）ひとり暮らし等高齢者の見守りの充実 

（２）ひとり暮らし等高齢者を支えるための取組 

 高齢者等緊急通報システム事業        日常生活用具給付事業 

ⅳ）要支援者等の介護予防・重度化防止 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業の再編 

① 自立支援型サービスの整備 

 健幸 UP!!プログラム               あんしん暮らしサポート 

（２）生活支援体制の整備  

 小地域における生活支援体制整備事業 

（３）地域資源の充実           

 住民主体による要支援者等支援事業 

 地域包括ケアシステム連絡協議会・ワーキンググループ 

 地域ケア会議を活用したニーズ把握の取組 
 

地域ケア会議の開催数 

自立支援型サービス 
支援件数 
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取組Ⅲ 利用者本位のサービスの提供 

   

ⅰ）介護保険サービス等の着実な提供 

（１）介護保険法に基づくサービス 

① 介護保険給付 

② 介護予防・生活支援サービス事業（総合事業） 

 介護予防訪問サービス（訪問型サービス）      介護予防通所サービス（通所型サービス） 

 介護予防短時間通所サービス（通所型サービス）   介護予防ケアマネジメント 

③ 中重度の要介護高齢者の在宅生活を支えるためのサービス  

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護     小規模多機能型居宅介護 

 看護小規模多機能型居宅介護        複合的な在宅サービス 

④ 介護保険サービス等の着実な提供のための取組 

 介護保険サービス事業者等に対する指導・監査の実施 

 介護現場の安全性の確保及びリスクマネジメントの推進 

 介護給付の適正化の推進（川崎市介護給付適正化計画） 

（２）市独自の在宅高齢者を支えるサービス 

① 要介護高齢者等への介護支援のためのサービス 

 紙おむつ等の介護用品の給付            寝具乾燥事業 

 高齢者住宅改造費助成事業             養護老人緊急一時入所事業 

 高齢者等短期入所ベッド確保事業          在宅福祉サービス緊急措置事業 

 あんしん見守り一時入院事業 

② 生活支援を必要とする在宅高齢者を支えるサービス 

 訪問理美容サービス事業              外出支援サービス事業（おでかけＧＯ！） 

 福祉有償運送事業                 障害者・高齢者等歯科診療事業 

 地域の一般歯科診療所を対象とした対応力向上研修補助事業 

 認知症等行方不明ＳＯＳネットワーク事業 

③ ひとり暮らし高齢者等を支えるためのサービス 

 高齢者等緊急通報システム事業 

 日常生活用具給付事業 

④ 高齢者の自己選択を支援するための取組 

 介護サービス情報の公表              川崎市生活支援サービス等の情報の公表 

 介護サービスや高齢者福祉施策などの周知 

 ケアマネジャー等の専門職による「高齢者の自己選択の支援」に向けた取組 

 介護サービス相談員派遣事業            介護サービス事業所への苦情・相談対応の仕組み 

ⅱ）地域密着型サービスの取組強化 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備 

 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護の整備 
 複合的な在宅サービス 

 地域医療介護総合確保基金の活用 

 広域利用に関する事前同意等の調整 

 認知症高齢者グループホーム利用者に対するサービス強化 

 

主な地域密着型サービスの 
延べ利用者数 



第４章 第９期計画期間における施策の方向性 

 

かわさきいきいき長寿プラン 76 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第
４
章 

 
 

第
９
期
計
画
期
間
に
お
け
る
施
策
の
方
向
性 

 

  

ⅲ）かわさき健幸福寿プロジェクトの推進 

（１）これまでの本市の取組 

① プロジェクトの概要・目的  ④ インセンティブ 

② 参加利用者・参加事業所   ⑤ 事例集の作成 

③ 成果指標          ⑥ 事業効果 

（２）今後の取組 

 要支援者等の介護予防・重度化防止 

ⅳ）介護人材の確保と定着の支援 
（１）人材の呼び込み 

 川崎市福祉人材バンクの取組         啓発イベント等の実施 

 介護職員への家賃支援            かわさき暮らしサポーター養成研修 

（２）就労支援 

 就職相談会                 介護資格取得者への受講料補助 

 シニア層など多様な人材確保         潜在的有資格者の掘り起こし 

（３）定着支援 

 介護人材マッチング・定着支援事業      管理者向け研修の実施 

 メンタルヘルス相談窓口           ハラスメント対策 

 介護ロボット等の普及・啓発         外国人介護人材の活用 

 仕事と介護の両立支援 

（４）キャリアアップ支援 

 総合研修センターの取組           訪問看護師養成講習会 

 介護職員によるたんの吸引等研修       介護支援専門員の資質向上等 

（５）介護現場の生産性向上 

 介護現場の生産性向上            介護助手の活用 

 文書事務の軽減               財務状況等の公表 

（６）その他 

 ＩＣＴを活用した認定調査の効率化 

ⅴ）ウェルフェアイノベーションとの連携 

（１）福祉製品等開発・改良に向けた参入等の支援 

 取組例１ 福祉職員等との勉強会の実施 

（２）福祉製品等開発・改良の実施における支援 

（３）福祉製品等認証・普及に関する支援 

 取組例２ ウェルフェアイノベーションフォーラムの開催 

 

介護人材の不足感 

かわさき健幸福寿プロジェ
クトの実施結果（改善率） 

かわさき健幸福寿プロジェ
クトの実施結果（維持率） 

かわさき健幸福寿プロジェ
クトの参加事業所数 
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取組Ⅳ 医療介護連携・認知症施策等の推進 

  

ⅰ）在宅医療・介護連携の推進 

（１）在宅医療の体制構築 

 川崎市在宅療養推進協議会における協議 

 在宅療養における多職種連携ルール・ツールの普及・活用 

 「在宅チーム医療を担う地域リーダー研修」による人材育成 

 在宅療養調整医師の配置  

 区を単位とした在宅医療推進に向けた取組 

 総合リハビリテーション推進センターによる医療・介護連携の推進 

（２）介護サービス基盤の整備推進 

（３）円滑な退院支援と急変時の対応 

 円滑な退院支援のための取組の推進   急変時の対応における関係機関の連携構築 

 看取りの提供体制の検討 

（４）在宅医療・かかりつけ医等の普及啓発 

 在宅医療の普及・啓発         かかりつけ医等の普及・啓発 

 地域医療構想の概要 

ⅱ）認知症施策の推進 
（１）本市の認知症の人等への取組 

① 認知症の人（本人）や家族の視点に立った取組の推進 

 認知症の人や家族の視点に立った認知症の理解を深める取組の実施 

 本人会議の推進           （若年性）認知症本人の社会参加の機会の確保 

② 認知症に関する知識の市民への普及 

 認知症サポーター養成講座       認知症サポーターのフォローアップ 

 認知症キャラバン・メイト養成研修   川崎市認知症キャラバン・メイト連絡協議会 

 認知症に関するイベント等の実施    認知症アクションガイドブック（認知症ケアパス） 

③ 認知症予防の取組 

 軽度認知障害（ＭＣＩ）スクリーニング事業 

④ 適時・適切な医療・介護等の提供 

 認知症疾患医療センターでの取組 

 認知症訪問支援チーム（認知症初期集中支援チーム） 

⑤ 地域における認知症施策 

 認知症の人の見守りに向けた地域づくりの推進 

 チームオレンジの整備に向けた取組 

 認知症地域支援推進員               認知症カフェ・地域カフェ等の支援 

 災害時における認知症の人への支援     神奈川県警察との協定による支援 

⑥ 認知症バリアフリーの推進 

 職域向け認知症サポーター養成講座の推進 

 地域包括ケアシステム連絡協議会との連携 

 分野横断的な認知症バリアフリーの取組 

⑦ 若年性認知症に対する取組 

 若年性認知症者及び家族の支援     若年性認知症支援ネットワーク会議 

（２）認知症の介護者の負担軽減に向けた取組 

① 介護従事者や医療従事者等に対する認知症の研修等 

 認知症介護実践者研修等        認知症サポート医養成研修 

 認知症対応力向上研修 

② 認知症の人と介護者への支援 

 川崎市認知症コールセンター      認知症家族介護教室 

 認知症の人と家族の一体的支援事業   認知症あんしん生活実践塾 

 携帯型緊急通報システム事業      認知症等行方不明ＳＯＳネットワーク事業 

 高齢者音楽療法推進事業 

認知症サポーター養成者数 

在宅チーム医療を担う人材 
育成研修の受講者数 
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取組Ⅴ 高齢者の多様な居住環境の実現 

 

ⅰ）高齢者の生活の基盤となる住まいの安定確保 

（１）一般住宅での継続居住に関する取組 

① 住宅のバリアフリー化等の環境整備の支援 

 住宅の良質化の促進              断熱化の促進 

 住宅改修費の支給               高齢者住宅改造費助成事業 

 福祉用具の貸与・購入費の支給         高齢者等緊急通報システム事業 

 川崎市マンション段差解消工事等費用助成制度  住まいアドバイザー派遣制度 

② 自宅・地域での生活継続に向けたサービス・支援 

 地域密着型サービスの取組強化     緊急利用が可能なショートステイの確保 

（２）高齢者向け住宅・施設に関する取組 

① 高齢者向け住まい・重度者向け住まいの種類 

 サービス付き高齢者向け住宅          高齢者向け優良賃貸住宅 

 シルバーハウジング              福祉住宅 

 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

 軽費老人ホーム（ケアハウス、都市型軽費老人ホーム） 

 養護老人ホーム 

 有料老人ホーム（介護付、住宅型） 

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

 介護老人保健施設 

 介護医療院 他 

② 円滑な住み替え支援 

 居住支援協議会による入居と生活支援の促進 

 高齢者の住み替えや空き家等に関する総合的な相談窓口の運営 

 「高齢期の住まいガイド」による周知 

 住宅資産の活用に関する高齢者世帯への普及啓発 

ⅱ）在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備 
（１）介護保険施設等の整備 

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

 介護老人保健施設 

 介護医療院 

 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

 介護付有料老人ホーム 

 住宅型有料老人ホーム 

（２）介護離職防止に向けた取組 

（３）災害及び感染症に対する備えに向けた取組 

（４）既存施設の老朽化への対応 

 長寿命化の取組推進              老朽化施設の建替え支援 

ⅲ）居住の安定確保に向けた住宅セーフティネットの構築 
（１）住宅セーフティネットの充実 

 川崎市居住支援協議会 

 川崎市居住支援制度 

 生活にお困りの方の相談・支援 

 民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者向け住まいの確保 

（２）市営住宅における高齢者に関する取組 

 市営住宅の建替えに伴うユニバーサルデザイン仕様への変更 

 市営住宅の建替えに伴う社会福祉施設等の併設 

 市営住宅ストックの活用による見守り拠点等の整備 

 

認知症高齢者グループホーム 
の整備数 

特別養護老人ホームの整備数 
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川崎市における高齢者の状況 

地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

第９期計画期間における施策の方向性 

川崎らしい都市型の 

地域居住の実現 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

第
６
章 

資
料
編 

介護保険サービスの見込量と保険料 

計画策定の趣旨と位置付け 
第
１
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取組Ⅰ いきがい・健康づくり・介護予防等の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組Ⅰ いきがい・健康づくり・介護予防等の推進 

ⅰ）主体的な健康づくり・介護予防につながる取組の推進 

（１）介護予防につながる健康づくりの取組の推進 

 健康づくり事業   食育推進事業   歯科口腔保健事業 

（２）健康づくり・介護予防のためのセルフケア意識の醸成 

 いきがい・健康づくり等普及啓発事業 

 介護予防普及啓発事業   小地域における生活支援体制整備事業 

ⅱ）生活習慣病等の早期発見及び予防的介入 

（１）各種健診・検診受診による早期発見 

（２）生活習慣病予防及び重症化予防のための取組 

 生活習慣病重症化予防事業 

（３）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組 

（４）認知症予防の取組 

ⅲ）身近で多様な通いの場の充実 

 地域介護予防活動支援事業 等 

ⅳ）いきがいづくり・社会参加の促進 

（１）市民活動 

 シニアパワーアップ推進事業 

（２）いきがいづくり支援 

 老人クラブ育成事業   全国健康福祉祭（愛称「ねんりんピック」） 

 敬老祝事業        敬老入浴事業 

（３）就労支援 

 高齢者就労支援事業（シルバー人材センター） 

（４）活動支援 

① 活動情報の提供（シニア向けの情報誌 等） 

② 活動場所の提供（いきいきセンターの運営 等） 

③ 活動資金の提供（ふれあい活動支援事業 等） 

（５）外出支援 

 高齢者外出支援乗車事業 

 

P86～ 

P95～ 

P97～ 

P99～ 
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ⅰ）主体的な健康づくり・介護予防に向けた取組 

○ 高齢期の健康や生活の状態は、それまでの生活習慣などが大きく関わることから、「健康づく
り」と「介護予防」を一体的に推進しました。 

○ 要介護状態に至る前の段階であるフレイル（※）予防では、運動、栄養、社会参加を進めまし
た。また、フレイルの前段階であるオーラルフレイル（※）について、早めの気づきや改善に
向けた口腔ケア・健口体操等の取組を推進しました。それぞれの取組を通じて、高齢者のセ
ルフケア意識の向上に取り組みました。 

（※）フレイルとは…介護が必要になる前の状態（後述 85 ページ） 
（※）オーラルフレイルとは…将来の介護リスクを高める口の“ささいな衰え”（後述 90 ページ） 

＜いこい元気広場事業実績＞ 

  

第６期 第７期 第８期 
平成 28 

(2016)年度 
平成 29 

(2017)年度 
平成 30 

(2018)年度
令和元 

(2019)年度
令和２ 

(2020)年度
令和３ 

(2021)年度 
令和４ 

(2022)年度

回数 2,333 2,317 2,346 2,097 1,741 2,318 2,324 

参加人数 14,660 20,395 21,872 21,821 8,792 12,027 16,228 

ⅱ）身近で多様な通いの場の充実 

○ 既存の活動支援や新規立ち上げ支援を行い、さらには仲間づくり・地域づくりにつなげる支
援を行いました。 

○ 新型コロナウイルス感染症により地域の活動が中止される状況となりましたが、体操動画の
配信等による新たな手法も取り入れながら地域の介護予防に努めました。さらに、活動再開
にあたり、感染防止対策など地域住民が安心して活動に参加できるよう支援しました。 

ⅲ）いきがいづくり・社会参加の促進 

○ スポーツを通じたいきがい・健康づくり、また、社会参加を促進するために、全国健康福祉
祭神奈川・横浜・川崎・相模原大会を開催するとともに、参加種目の拡大や参加機運の醸成
を行いました。 

○ 働きたい高齢者に就業機会を提供する「シルバー人材センター」に対する支援等を通じて、
いきがいづくりに取り組みました。 

○ 「いこいの家」や「いきいきセンター」においては、新型コロナウイルス感染症による人数
制限や徹底した感染症対策を行いながらも、高齢者に地域活動の場を提供し続けました。ま
た、地域交流や施設活性化の取組として、「いこいの家・老人福祉センター活性化計画（IRAP）
（※）」に基づき、両施設における地域交流や、いこいの家の機能展開、施設への Wi-Fi 整備な
どの取組を推進しました。 

（※）IRAP とは…Ikoi Rosen Activate Plan の頭文字による略称 

＜いこいの家・いきいきセンター事業実績（延べ利用者数）＞ 

   令和２（2020）年度 令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 

いこいの家 48館 214,207 人 311,415 人 351,664 人 

いきいきセンター７館 111,242 人 149,702 人 172,693 人 

ⅳ）早期発見及び予防的介入の強化 

○ 疾病の早期発見や生活習慣を振り返るための健康診査やがん検診等の受診勧奨を行いまし
た。 

○ 生活習慣病の発症リスクのある方に対して受診勧奨や保健指導を実施し、より多くの対象者
を受診につなげることができました。 

○ 健診結果で低栄養状態のおそれがある後期高齢者を訪問して栄養相談や介護予防事業の紹介
を行うとともに、高齢者の通いの場において栄養やフレイル予防についての普及啓発に取り
組みました。 

ⅴ）外出支援施策の推進 

○ 社会活動への参加促進を目的とした「高齢者外出支援乗車事業」において高齢者特別乗車証・
高齢者フリーパスの IC カード化を実施し、持続可能な制度への再構築の取組を進めました。 

これまでの主な取組 
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第９期計画での主な課題と施策の方向性 

ⅰ）主体的な健康づくり・介護予防につながる取組の推進 

○ 要介護状態の原因疾患の多くを占める生活習慣病を若いときから予防できるよう、健康
に関心が薄い方も含め、誰もが取り組みやすい健康づくり活動を推進していきます。 

○ 運動、栄養、社会参加を柱とするフレイル予防や口腔機能の低下および食べる・飲み込
む機能の障害を防ぐオーラルフレイル予防などの介護予防に関する取組を推進し、自
助・互助の意識の醸成を図ります。 

○ 介護予防活動のきっかけの場である「いこい元気広場事業」を充実させていきます。 

ⅱ）生活習慣病等の早期発見及び予防的介入 

○ 特定健診やがん検診等の各種健診の受診勧奨を行い、疾病の早期発見や早期治療につな
げます。 

○ 糖尿病の発症や重症化を予防するため、検査結果から対象者を抽出し、受診勧奨や保健
指導を実施します。 

○ 個別支援の対象者を介護予防事業につなげることや、高齢者の通いの場等でフレイル予
防やオーラルフレイル予防の普及啓発を行うことを通して、保健事業と介護予防の一体
的実施に取り組みます。 

ⅲ）身近で多様な通いの場の充実  

○ 身近な地域で通いの場が活用できるよう、多様な主体による通いの場の活動支援を進め
ます。 

○ 介護予防に関するボランティアや地域活動のリーダーとなる市民などの地域の支え手
や担い手の発掘、育成を行います。 

ⅳ）いきがいづくり・社会参加の促進 

○ 地域における活動の支援やいきがいづくりの場の提供など高齢者の多様ないきがいづ
くり、社会活動への参加促進の取組を推進します。 

○ 働く意欲のある高齢者の就労支援に取り組みます。 

○ ＩＣカード化した高齢者特別乗車証・高齢者フリーパスを活用した外出支援施策を進め
ていきます。また、利用実績を分析した上で、外出支援のあり方を検討し、持続可能な
制度としていきます。 

 

早い時期からの介護予防活動への取組促進が必要です。 

フレイルやオーラルフレイル予防の認知度向上や取組の推進が必要です。 

誰もが取り組みやすい健康づくり活動の推進が必要です。 

既存の通いの場の活動維持と安定的な運営が求められています。 

就労を希望する高齢者への支援が必要です。 

外出機会の確保による社会活動への参加促進が必要です。 

施策の方向性 

課  題 

主な成果指標 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

介護予防の取組とし
て、地域の活動に参
加する人の割合 

8.7％ 
（令和４（2022）年度） 

20.0％以上 
（令和７（2025）年度） 

高齢者実態調査 

ほぼ毎日外出して
いる高齢者の割合 

50.5％ 
（令和４（2022）年度） 

55.0％以上 
（令和７（2025）年度） 

高齢者実態調査 
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【本市におけるいきがい、健康づくり、介護予防の取組の仕組み】 

 

高齢者が有する能力に応じて地域で自立した生活を送るために要介護状態等となる

ことの予防や悪化を防止するための取組を推進します。 

第９期計画においては①主体的な健康づくり・介護予防につながる取組の推進、  

②生活習慣病の早期発見及び予防的介入、③身近で多様な通いの場の充実、④いきが

いづくり・社会参加の促進を柱とし、様々な主体と連携しながら、いきがいづくり、

健康づくり、介護予防の取組を推進します。 
  

 

 

 健康づくり・いきがいづくり 等 

介護保険サービス 
（要支援者）   （要介護者） 

 

既
存
の
市
民
活
動
・
サ
ー
ク
ル
活
動
、
ミ
ニ
デ
イ
、
会
食
会
、 

サ
ロ
ン
、
趣
味
の
活
動
、
講
演
会
、
運
動
グ
ル
ー
プ
、
民
間
企
業
と
の
連
携
な
ど 

 

        
介護予防・日常生活支援総合事業 

（一般介護予防事業）      （介護予防・生活支援サービス）  

健康づくり事業 介護予防普及啓発事業 

いこい元気広場事業 地域 事業 

生活支援体制整備事業 

か
わ
さ
き 

健
幸
福
寿 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

主
体
的
な
健
康
づ

く
り
・
介
護
予
防

に
つ
な
が
る
取

組
の
推
進 

地域介護予防活動支援事業 

身
近
で
多
様

な
通
い
の
場

の
充
実 

住民主体による要支援者等 
支援事業 

食育推進事業 

シニアパワーアップ推進事業 

老人クラブ育成事業 

敬老祝事業、敬老入浴事業 

ねんりんピック 

「情報」「場」「資金」 
による活動支援 

い
き
が
い
づ
く
り
・
社
会
参
加
の
促
進 

外
出
支
援
施
策
の
推
進 高齢者就労支援事業 

高齢者外出支援乗車事業 

様々な主体 

による活動 

 

介護 予防いきいき大作戦 

元気高齢者       虚弱高齢者    要支援（１・２）   要介護（１～５） 
 

生活習慣病重症化予防事業 
特定健診・がん検診・ 

歯周疾患検診等 

生
活
習
慣
病
等
の

早
期
発
見
及
び 

予
防
的
介
入 軽度認知障害（ＭＣＩ） 

スクリーニング事業 
高齢者の保健事業と介護予防 

事業の一体的実施の取組 

地域包括ケアシステムの推進～自助・互助・共助・公助～ 

 ○自立的に自らの健康状態・生活機能を維持・向上させるセルフケア意識の醸成 
 ○地域のつながりの中で助け合いを意識し取り組む自主的な活動の取組 
 ○ケアを必要とする人を地域全体で支えていくための仕組みづくり 

連 

携 

食育キャラクター 

しょくいくん 

かわさき健幸うさぎ 

はっぴーちゃん 
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本市では、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を推進しています。介護予防

においても、地域の実情に応じて、行政、住民、町内会・自治会等の地縁組織、ボラ

ンティア団体、子どもや高齢者の施設・事業者、さらには民間企業等が連携し、「自

助」「互助」の取組を推進していくことが求められています。 

 

【フレイル予防について】 

高齢者の健康づくり・介護予防を進める上で重要なキーワードとなるのが「フレイ

ル」です。フレイルとは、「Ｆｒａｉｌｔｙ（虚弱）」の日本語訳として、介護が必

要になる前の状態を表しています。フレイルの考え方では、適切に対応や介入を行う

ことで心身の良い状態を長く保つことができるとされています。自分の状態と向き合

い、予防を取り組むことでその進行を緩やかにし、健康に過ごせていた状態に戻すこ

とができます。フレイル予防の３つの柱である「身体活動（運動）」「栄養」「社会

参加」に「オーラルフレイル予防」を併せて推進します。 

 

 

 

   【フレイル予防の３つの柱＋オーラルフレイル予防】 

 

  

 

  

 

 

栄養 
食事の見直し 

身体活動 

 運動・ 
社会活動等 

社会参加 
就労、余暇活動 
ボランティア等 

○バランスよく食べよう 

①こまめに身体を動かそう 
②外出の機会を作ろう 

①お友達との会話や食事をしよう 
②積極的に社会参加しよう 

 

心
身
の
機
能 

要介護 フレイル 健 康 

加 齢 

口腔機能 

口腔 

〇歯みがきと口腔体操を行い、 
かかりつけ歯科医をもとう 
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ⅰ）主体的な健康づくり・介護予防につながる取組の推進 

（１）介護予防につながる健康づくりの取組の推進 

高齢化が進展する中で、介護保険制度の持続可能性を維持するためには、高齢者

が有する能力に応じた自立した生活を送るための取組を進めることが必要です。高

齢期の健康や生活の状態は、それまでの生活習慣などが大きく関わるため、若いと

きから健康づくりの取組を継続していくこと、また、何歳になっても取組を始める

ことが大切です。本市では、かわさき健康づくり・食育プラン（健康増進計画・食

育推進計画）と連携し、介護予防につながる健康づくりを推進していきます。 

 

【かわさき健康づくり・食育プラン（第３期川崎市健康増進計画・第５期川崎市食育推進計画） 体系図】 

 

《基本理念》 今日の健康を明日へつなげる健康都市かわさきをめざして 

《基本目標》 平均寿命の延伸分を上回る健康寿命の延伸 

 

 
基本 
目標 

基本施策 

第
３
期
健
康
増
進
計
画 

１ け
ん 

健康的な生活習慣の実践 

２ こ
う 

効果的かつ継続的な健康状態の把握 

のための健(検)診受診 

３ と とぎれることのない健康づくりの推進 

４ し 自然と健康になれる環境づくりの推進 

    

第
５
期
食
育
推
進
計
画 

１ か からだをつくる食育の推進 

２ わ わを大切にする食育の推進 

３ さ 災害に備える食育の推進 

４ き 給食から伝わる食育の推進 

５ し 自然と健康になれる食環境づくりの推進 

 

本市の健康増進計画と食育推進計画は、これまで別の計画として取り組んできま

したが、市民の健康づくり及び食育の推進に係る課題解決に向けて一体的な計画と

して策定しました。これにより本市の保健・医療・福祉の関連計画とも策定時期が一

致し、より一層の連携ができるようになりました。 

食育キャラクター 
しょくいくん 

かわさき健幸うさぎ 
はっぴーちゃん 
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 健康づくり事業 

・講演会や出前健康講座などによる取組の推進 

いつまでも元気で過ごせるように、介護予防や健康づくりに関する様々な

テーマで講演会を開催しています。また、保健師、栄養士、歯科衛生士などの

専門職が町内会や地域の集まりの場に出向いて、体操や講話を通した健康づく

りの支援をします。 

 

・手軽に取り組めるウォーキングのすすめ 

趣味の活動や散歩などを通じて身体活動を増やすなど、体力の低下を防ぐた

めの取組が重要です。ウォーキングは誰でも気軽に取り組める身体活動です。

市内には数多くのウォーキングコースや公園もあることから、運動が苦手な高

齢者や就労等により時間の確保が難しい方にも広く周知していきます。また、

本市では誰もが気軽に取り組むことができる＋10（プラステン）★を積極的に

周知しています。さらには、令和５（2023）年 10 月から、スマートフォン

アプリを活用した健康ポイント事業「かわさき TEKTEK」★を開始しました。

楽しく、目的を持って身体を動かすことで高齢者の健康づくりを推進します。 

 

  

＋10（プラステン） 

厚生労働省が示している「健康づくりのための身体活動指針」で推奨されている取組

です。普段から、スポーツや運動をする習慣がない人でも、毎日あと 10分多くからだを

動かすことで、糖尿病、心臓病、脳卒中、がん、ロコモティブシンドローム（※）、うつ、

認知症などになるリスクを下げることができるとされています。 

※ロコモティブシンドローム…骨や関節の病気、筋力の低下、バランス能力の低下によって転倒・

骨折しやすくなることで自立した生活ができなくなり、介護が必要となる危険性が高い状態 
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かわさき TEKTEK 

市民の健康づくりのため、どのような環境においても無理なく継続して取り組みやす

いウォーキングにより市民の健康意識を高め、健康行動の習慣化を促進し、その運動の

成果を本人だけでなく、地域社会や子ども達に還元するスマートフォンアプリを活用し

た健康ポイント事業です。 

この事業では、健康行動の成果を子どもたちに還元することで、子どもたちの希望を

叶え、感謝の心や健康の大切さを学ぶきっかけとし、健康と優しさが循環する「健康循

環社会」の構築をめざします。 

【かわさき TEKTEK の仕組み】 

① アプリをダウンロードし、スマートフォンを持って歩くと歩数に応じてポイントが貯

まります。 

② 貯めたポイントは川崎市立小学校及び特別支援学校（小学部のある学校）の中から応援

したい学校を選んで寄附します。 

③ 年度末に貯まったポイントを学校ごとに集計し、ポイントを寄附金に換算して学校に

交付します。学校では、子ども達の学校生活を充実させるために活用します。 

④ 参加者は、寄附したポイント数に応じて応援特典（景品）に応募することが出来ます。 
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 食育推進事業 

・食を通じたフレイル予防の取組 

多様な食品を摂取することで様々な栄養を摂ることができ、低栄養予防につ

ながることから、多様な食品摂取の習慣化に向けた取組を推進します。 

〔毎日 10 食品群を食べよう！〕 

さ あ に ぎ や か い た だ く 

魚 

油
脂 

肉 

牛
乳 

野
菜 

海
藻 

芋 卵 

大
豆 

果
物 

魚
介
類(

刺
身
、 

切
り
身
、
干
物
含
む) 

バ
タ
ー
、
サ
ラ
ダ
油
、 

ド
レ
ッ
シ
ン
グ
な
ど 

牛
肉
、
豚
肉
、
鶏
肉 

な
ど 

牛
乳
、
ヨ
ー
グ
ル
ト 

な
ど
の
乳
製
品 

緑
黄
色
野
菜 

海
藻
類 

イ
モ
類 

鶏
卵
な
ど 

(

魚
卵
は
含
み
ま
せ
ん) 

大
豆
、
豆
腐
、 

納
豆
、
豆
乳
な
ど 

生
鮮
、
缶
詰
な
ど 

 

 

 

 

      

 

・地域における共食の推進 

家族や友人等と一緒に食事をすること（共食）により、食事のバランスが良

くなったり、健康状態が良いと感じたりする効果が期待されます。低栄養予防

の観点からも共食の大切さを市民に広く伝える取組を推進します。 

 

・食を通じたボランティアの育成及び活動支援 

食に関するボランティアとして地域での活動を進める「食生活改善推進員」

を養成し、高齢者をはじめとする全市民が健全な食生活を実践できるようライ

フステージに応じた食育の取組を推進します。 

  

 
に 
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 歯科口腔保健事業 

・オーラルフレイル★予防につながる普及啓発と取組 

「歯と口の健康」は口から食べる喜び、話す楽しみを保つ上で重要であり、

身体的な健康のみならず、精神的、社会的な健康にも大きく影響します。 

生涯を通じて歯科疾患を予防し、歯の喪失防止と口腔機能の維持・向上が大

切です。噛む、飲み込む等の摂食嚥下などの口腔機能の低下にともない、食品

の偏りがみられるなど、将来的に低栄養を招くリスク要因となります。歯周病

の発症及び重症化予防による健全な歯と口腔の保持のための適切な生活習慣

の改善ならびに定期的に歯科健診を受ける取組が必要です。 

特に高齢期においては、なんでも噛んで食べることができる食生活や言語コ

ミュニケーションの維持、健全な摂食嚥下の保持による誤嚥性肺炎（※）予防が

必要です。さらに、健康寿命の延伸や生活の質（QOL）の向上のため、全身の

虚弱化のサインであるオーラルフレイルに早めに気づき、その症状の改善に向

けた取組が重要です。オーラルフレイル予防については、介護予防教室や町内

会、通いの場への出前講座等を通じて、口腔機能維持・向上のための講話や口

腔ケア・健口体操等のセルフケアの重要性を意識した継続的な取組を実施しま

す。 

（※） 誤嚥性肺炎とは 

口腔内の唾液や細菌が誤って気道に入り込むことなどで起きる肺炎のこと。要介護者等の誤嚥性肺炎予防のために

は、口腔ケアによる口腔内の衛生状態を良好に保つことが重要です。厚生労働省発表では、死因の上位である肺炎

を患っている方の約７割が 75 歳以上の高齢者であり、そのうちの７割以上が誤嚥性肺炎といわれています。 

 

 

  

オーラルフレイル 

オーラルフレイルは健康と機能障害との中間にあり、将来の介護リスクを高める口の“さ

さいな衰え”（滑舌低下、食べこぼし、わずかなむせ、噛めない食品が増える、口の乾燥等）

が積み重なった状態です。オーラルフレイルを見過ごしたまま放置すると、図１のとおり、

フレイル（身体の衰え）につながります。オーラルフレイルの人は、フレイルや介護のリス

クが約２倍となります。オーラルフレイルの大きな特徴は、変化に早く気づき、口腔ケア

や口腔機能の訓練をすることで機能が回復することです。 

図２はオーラルフレイルをチェックできる問診票です。３点以上の「危険性あり」となっ

た人は、専門的な対応が必要です。 

か
ら
だ 

 

出典：東京大学高齢社会総合研究機構 田中友規、飯島勝矢 出典：厚生労働省 広報誌『厚生労働』 

2021 年 11月号 

【図１】フレイル・ドミノ       【図２】オーラルフレイルのスクリーニング問診票 

フレイルの入口 
（最初のドミノ） 
は人それぞれです 

質問項目 はい いいえ

半年前と比べて、かたいものが食べにくくなった ２  

お茶や汁物でむせることがある ２  

義歯を使用している ２  

口の乾きが気になる １  

半年前と比べて外出の頻度が少なくなった １  

さきいか・たくあんくらいの硬さの食べ物が噛める  １ 

１日に２回以上は歯を磨く  １ 

１年に１回以上は歯科医院を受診している  １ 

 

合計の点数が 

０～２点 

オーラルフレイルの危険性は低い 

３点 

オーラルフレイルの危険性あり 

４点以上 

オーラルフレイルの危険性が高い 
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【介護が必要になった主な原因（再掲：本市）】 

介護が必要となった主な原因（高齢者実態調査）をみると、「高齢による衰弱」

及び「骨折・転倒」の割合が高いこと、「脳卒中」や「心臓病」、「糖尿病」など

の生活習慣病が原因となっていることがわかります。若いうちからの健康づく

り活動を進めていくこと、「フレイル」を予防あるいは改善することは介護予防

活動の重要な役割となります。 

 
※令和４年度高齢者実態調査（要介護・要支援認定者） 

 

【介護が必要になった主な原因（参考：全国値）】 

 
※厚生労働省「国民生活基礎調査」（令和４年）をもとに作成 

21.7 

21.4 

18.4 

12.8 

11.0 

10.2 

8.4 

6.9 

6.8 

5.9 

5.4 

3.5 

2.8 

1.3 

17.3 

7.3 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

高齢による衰弱

骨折・転倒

認知症

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

心臓病

糖尿病

関節の病気（リウマチ等）

がん（悪性新生物）

脊椎損傷

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

視覚・聴覚障害

パーキンソン病

腎疾患（透析）

不明

その他

無回答
n=4,938

16.6 

16.1 

13.9 

13.2 

10.2 

5.1 

3.5 

2.9 

2.7 

2.2 

2.0 

1.1 

1.3 

7.1 

2.1 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

認知症

脳血管疾患（脳卒中）

骨折・転倒

高齢による衰弱

関節疾患

心疾患（心臓病）

パーキンソン病

糖尿病

悪性新生物（がん）

脊髄損傷

呼吸器疾患

視覚・聴覚障害

わからない

その他

不詳 n=5,499
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（２）健康づくり・介護予防のためのセルフケア意識の醸成 

元気で長生きする「健康寿命」を延ばしていくために、何歳からでも、自分で行

う継続した健康づくりや介護予防の取組が大切です。また、高齢者にとって、生活

のはりがあることは、自分が健康であるという意識を高める要因の一つになってい

ます。そうしたことから、生活に「はり」を持てるような「居場所」も大切である

ことから、セルフケアによる健康づくり・介護予防の普及啓発を行うとともに、高

齢者の居場所づくりに取り組みます。 
 

【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

健康であると感じて 
いる高齢者の増加 

70.0％ 
（令和４（2022）年度） 

77.2％ 
（令和 16（2034）年度） 

健康・食育意識実

態調査 

※かわさき健康づくり・食育プランの指標を参照しています。そのため、目標値の年度は同プランに合わせて設定し

ています。 

 

 いきがい・健康づくり等普及啓発事業 

高齢者が地域でいつまでも元気でいきいきと暮らせることを目指し、いきが

い・健康づくりの重要性について講演会等の実施により、広く周知を図ります。 

また、普及啓発イベントについては、高齢者にいきがい・健康づくりや介護

予防、健康寿命の延伸のための取組の重要性と、地域のボランティア団体等を

紹介しています。さらに、高齢者以外の方にも介護や福祉に興味を持ってもら

えるよう、イメージアップ・ＰＲする内容を盛込み、イベントの充実を図りま

す。 

 

  

介護予防普及啓発の推進 

本市の介護予防及びいきがい・

健康づくりを展開していく上で、

マスコットキャラクターの「長寿

郎」を活用し、普及啓発を図って

います。頭部は川崎で発見された

梨「長十郎」をモチーフにしてい

ます。「長十郎」は、病気に強く、

日持ちのする品種といわれてい

ます。 

長 寿 郎 

 
 大師河原村 
 （現在の川崎市川崎区） 

趣  味 
 体操、カラオケ 

好きな歌 
 「上を向いて歩こう」 
 「好きです かわさき 愛の街」 



第５章 取組Ⅰ いきがい・健康づくり・介護予防等の推進 

 93 かわさきいきいき長寿プラン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

第
５
章 

 
 

取
組 

 

い
き
が
い
・
健
康
づ
く
り
・
介
護
予
防
等
の
推
進 

Ⅰ

 介護予防普及啓発事業 

・各区で実施する事業 

各区の健康課題や地域課題等に応じて区役所や地域包括支援センター等が健

康講座や教室などを開催し、高齢期の健康づくりや介護予防、フレイル予防に

関する知識や情報を提供します。さらには、市や各区で制作したオリジナル体

操の普及等を通じて、セルフケア意識の向上や地域で取り組む介護予防活動の

実践に向けて意識の醸成を図ります。 

 

・「いこい元気広場」事業（市内 51か所） 

外出や体を動かす習慣を獲得するための介護予防活動のきっかけとして、市

内 48 か所のいこいの家や一部施設の交流スペース等（３か所）で、毎週１回、

転ばない体づくりのための体操や健康づくりに関するミニ講座等を行います。

半年間の事業終了後には、地域で行われている様々な活動を紹介するなどして、

介護予防活動を継続して取り組めるよう支援します。また、急速に進む高齢化

に対応していくために、実施教室を増設するなどして、より多くの高齢者が利

用できるよう環境整備に取り組みます。 

 

【いこい元気広場参加後のフロー】 

 

 

  

 

  

健康 
づくり 

地域 
づくり 

仲間 
づくり 

いこい元気広場 

ミニ講座 体 操 公園体操 会食会 

地域の介護予防活動 

趣味の活動 友人等との交流 

いこいの家での活動 

ボランティア活動 

目 的 

 

外出や 

運動習慣を 

身につける 

6 か月間実施 

いこい元気広場卒業後は地域の活動へ 

いこい元気広場卒業後は、身近な地域で実施されている介護予防や健康づくりの活動

につながれるよう支援しています。 

具体的には、各区で作成している高齢者のお出かけ情報が集約されたマップなどの配

布や卒業生の活動継続に向けた講座を実施しています。さらに、卒業６か月後には、継

続して介護予防活動を行ってもらうための情報を文書でお知らせしています。 
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〔実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

実施回数 2,318 回 2,324 回 2,207 回 
事業継続 

 

 
 

延参加者数 12,027 人 16,228 人 15,405 人 

令和３年、４年度は実績値、令和５年度は見込みです。 

 

         【いこい元気広場実施風景】             【いこい元気広場チラシ】 

 

 

 小地域における生活支援体制整備事業（後述） 

（詳細は、本章の取組Ⅱ「地域のネットワークづくりの強化」を参照） 
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Ⅰ

ⅱ）生活習慣病等の早期発見及び予防的介入 

疾病を早期に発見し適切な医療を受けたり、生活習慣を振り返り良好な体調を維持

したりすることは、要介護状態の予防につながります。その機会である健康診査や、

がん検診などの重要性について理解を深めるよう、様々な手法による受診勧奨などを

行います。また、医療等のデータから支援が必要な高齢者を把握して介護予防等への

つなぎを行います。さらには、軽度認知障害（ＭＣＩ）スクリーニング検査の活用な

どの参加者への働きかけなどにより、認知症予防に取り組みます。 

 

（１）各種健診・検診受診による早期発見 

特定健診やがん検診の重要性に関するチラシやポスター等により広く周知します。

また、受診に関心が向きにくい人もいることから、行動を促す仕掛け（ナッジ理論）

を施した、はがきによる個別勧奨やＳＭＳ（ショートメッセージサービス）等によ

る情報提供等を行い、受診につなげます。 

特定健診・特定保健指導では、スマートフォンアプリ等ＩＣＴを活用した特定保

健指導の実施等、対象者がより利用しやすい環境整備を推進します。 

さらには、特定健康診査フォロー事業を活用した医療機関からの積極的な実施の

呼びかけといった利用勧奨に取り組みます。 

歯周病予防のための 40 歳・50 歳・60 歳・70 歳を対象にした歯周疾患検診の

受診券の送付など、受診勧奨を実施します。 
 

【特定健診受診勧奨ポスター（令和５年度版）】  【がん検診受診勧奨ポスター（令和５年度版）】 

 

 

（２）生活習慣病予防及び重症化予防のための取組 

 生活習慣病重症化予防事業 

本市の国民健康保険特定健診受診者及び後期高齢者健診受診者のうち、高血

糖や腎機能低下がみられた方の中で、治療につながっていない方や治療を中断

している方に対して、手紙や電話等による受診勧奨を行い、医療受診につなげ

ます。また、既に糖尿病の治療中である方に対しては、専門職による食事や運

動のアドバイスなどの保健指導を実施し、病気の進行を予防できるよう支援し

ます。  
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（３）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組 

令和２（2020）年４月に「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための

健康保険法等の一部を改正する法律」が施行されました。それにより、高齢者の心

身の多様な問題に対応し、きめ細かな支援を実施することを目的として、75 歳以

上の高齢者に対する健診等の保健事業を市町村の介護保険の地域支援事業や国民

健康保険の保健事業と一体的に実施することができるようになりました。 

本市では、後期高齢者の健診や医療等のデータを活用して低栄養状態等のフレイ

ルのリスクがある高齢者の訪問を行い、栄養相談や介護予防事業へのつなぎを行い

ます。また、高齢者の通いの場において、低栄養やフレイルについて普及啓発・健

康教育を行うとともに、後期高齢者質問票を活用してフレイルリスクの確認や必要

な支援への連携を行います。 

【保健事業と介護予防の一体的な実施の必要性】 

 
※厚生労働省「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」資料を一部改変 

 

（４）認知症予防の取組（後述） 

軽度認知障害（ＭＣＩ）スクリーニング検査（令和５（2023）年度から本格実

施）に参加した方に、自分で認知症に「備える」ための予防の取組（持病・疾病の

コントロール、身体活動、社会参加、栄養バランス、口腔体操、知的活動等）を勧

奨しています。 

令和元（2019）年度の厚生労働省が作成したＷＨＯ（世界保健機関）のガイド

ライン「認知機能低下および認知症のリスク低減」の日本語版や令和２（2020）

年度から実施した軽度認知障害（ＭＣＩ）スクリーニング検査モデル事業での研究

結果をもとに作成した市民向けの冊子などを活用し、認知症予防に取り組みます。 

（詳細は、本章の取組Ⅳ「医療介護連携・認知症施策等の推進」を参照）。 

退職等 ７５歳 

６５歳 

医

療

保

険 

介

護

保

険 

被用者保険の保健事業 

（健保組合、協会けんぽ） 

国民健康保険の保健事業 

（市町村） 

○特定健診、特定保健指導 

○任意で、人間ドック 

○重症化予防 

○健康経営の取組 

○特定健診、特定保健指導 

○任意で、人間ドック 

○重症化予防(糖尿病対策等) 

○市町村独自の健康増進事業 

等と連携した取組 

後期高齢者広域連合の保健事業 

（広域連合 市町村に委託・補助） 

○一般介護予防事業（住民主体の通いの場） ○介護予防・生活支援サービス事業 

国保と後期高齢者の保健事業の接続の必要性 

○フレイル状態に着目した疾病予防の取組の必要性 

介護保険の介護予防・日常生活支援総合事業等（市町村） 

→保健事業との連携による支援メニューの充実の必要性 

○健康診査のみの実施がほとんど 

○一部、重症化予防に向けた個別指導等も実施 

保健事業と介護予防の一体的な実施 



第５章 取組Ⅰ いきがい・健康づくり・介護予防等の推進 

 97 かわさきいきいき長寿プラン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

第
５
章 

 
 

取
組 

 

い
き
が
い
・
健
康
づ
く
り
・
介
護
予
防
等
の
推
進 

Ⅰ

ⅲ）身近で多様な通いの場の充実 

高齢者にとって通いの場は、体操等による運動機能向上や認知機能低下予防といっ

た効果があります。また、社会参加による社会的孤立予防や、それぞれの役割を引き

出し、いきがいづくりとしての効果も期待されています。住民主体の通いの場は、こ

れまで体操や茶話活動、趣味活動、認知症予防、会食等が行われてきましたが、新型

コロナウイルス感染症のまん延により、長きに渡り自粛や中止を余儀なくされる状況

となりました。身近な地域で、通いの場が活用できるよう、既存の通いの場の充実を

支援するとともに、民間団体や企業等との連携による新たな通いの場の取組の推進や

「支え手」・「担い手」の育成支援を進めます。 
 

 地域介護予防活動支援事業 

介護予防に資する住民主体の通いの場を充実させるために、介護予防を協働

で推進するボランティアや地域活動のリーダーとなる市民など、地域の「支え

手」や「担い手」の発掘・育成を図ります。また、新たな活動の立ち上げや活

動の継続・地域展開のための助言や支援など、地域で支え合う仲間づくりや地

域づくりを推進します。 

また、介護予防に資するボランティア以外にも、健康づくりを地域で支える

ボランティア養成講座を各区で開催するなどして、健康づくりや介護予防を地

域で支え合う自助、互助の取組を進めます。 

 

 「情報」「場」「資金」による活動支援（後述） 

（詳細は、後述の「ⅳ）いきがいづくり・社会参加の促進」を参照） 

 

 住民主体による要支援者等支援事業（後述） 

（詳細は、本章の取組Ⅱ「地域のネットワークづくりの強化」を参照） 
 

 

  

身近で多様な通いの場とは？ 

身近で多様な通いの場とは、行政はもとより、市民や事業者、町内会・自治会などの地

縁組織、関係団体・関係機関といった地域内の様々な担い手が開催している、地域住民同

士が集う場所です。高齢者にとっての通いの場は、いきがいづくりにつながるボランティ

ア活動の場（地域のサロンでのボランティア等）、交流・ネットワークづくりの場（認知

症カフェ・スマホ教室等）及び介護予防の場（公園体操等）と多岐にわたっています。 
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【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

介護予防の取組として、地域
の活動に参加する人の割合 

8.7％ 
（令和４（2022）年度） 

20.0％以上 
（令和７（2025）年度） 高齢者実態調査 

 

【介護予防の取組】 

問 あなたは、介護予防の取組で、何か実践していることがありますか（複数回答）。 

  『実践していることがある』人が７割を超えています。 

 
※令和４年度高齢者実態調査（一般高齢者） 

57.4 

51.9 

40.3 

34.0 

8.7 

3.9 

21.0 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80%

バランスの良い食事

体操やウォーキングなどの運動

口腔内のケア

友人や近隣との交流（閉じこもらない）

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱや町内会自治会などの、地域の活動に参加

その他

特にない

無回答
n=14,894

民間企業等との連携を進めています 

民間企業やスポーツクラブなどと連携して、市民向けに健康づくりや介護予防、生涯

学習等に関する講座やイベントを開催しています。また、大学と連携した高齢者向けの

健康講座や学生によるスマホ講座等を実施しています。 

民間企業や大学等と連携したさまざまな取組により、高齢者が楽しく外出し、地域の

活動に参加できるような環境づくりを進めます。 

オリジナル体操等の動画配信 

市では市民の健康づくりや介護予防を目的に、皆さんになじみのある

音楽に合わせたオリジナル体操を考案し、動画配信したり、DVD やリーフ

レットを配布したり、いこいの家等で体操を実施しています。 

また、各区においても、市のスポーツパートナーと連携するなどしてオ

リジナル体操を考案し、地域の公園やいこいの家等の身近な場所で実施

したり、市ホームページなどで動画配信したりしています。 

 

『実践している 

ことがある』 

74.9％ 
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Ⅰ

ⅳ）いきがいづくり・社会参加の促進 

高齢化が進展する中、高齢者がいきがいづくりや健康づくりなどの活動を主体的に

行うことが重要です。社会状況に合わせて、いきがい・健康づくりの支援を行うとと

もに、高齢者同士がつながり、支え合う居場所づくりを支援します。 
 

【生活のはりや楽しみ（再掲）】 

問 あなたは、現在の生活に「はり」や「楽しみ」を感じていますか（単一回答）。 

  生活に「はり」や「楽しみ」を『感じている』と回答した人は前回調査より増加し、５割

弱となっています。 

 

※『感じている』＝「とても感じる」＋「まあ感じる」 

※令和４年度高齢者実態調査（一般高齢者） 
 

【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

生活に「はり」や「楽しみ」 
を『感じている』高齢者の 
割合 

47.2％ 
（令和４（2022）年度） 

55.0％以上 
（令和７（2025）年度） 

高齢者実態調査 

 

  

13.0

14.3

16.0

34.2

29.1

27.7

38.9

45.1

45.0

9.3

8.5

8.3

1.6

2.0

2.0

2.9

1.0

1.1

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度 n=14,894

令和元年度 n=15,903

平成28年度 n=16,600

とても感じる まあ感じる 普通 あまり

感じない

まったく

感じない

無回答

『感じている』 

47.2％ 

43.7％ 

43.4％ 
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地域社会や人とのつながりは心身の健康増進や介護予防につながることから、高齢

者の社会参加を促進するため多世代交流などの地域交流の取組を進めていきます。ま

た、外出支援施策の持続可能な制度構築を進め、社会活動への参加促進を図るととも

に、高齢者の外出を支援していきます。 

 

【数年後の地域社会との関わり】 

問 あなたは、今から数年後（おおむね５年後）の地域社会との関わりについて、どのよう

に考えていますか（単一回答）。 

  約３割の人が「ほとんど地域とは関わりがない」と回答しています。 

 

※令和４年度高齢者実態調査（一般高齢者） 

  

1.8

2.3

3.2

18.7

21.4

26.5

35.3

33.2

29.8

31.5

27.1

23.3

4.6

5.4

5.5

8.0

10.6

11.6

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度 n=14,894

令和元年度 n=15,903

平成28年度 n=16,600

地域で何らかの

活動の中心的

役割を果たし

ている

特に目立った

存在ではないが、

他の世代も含め

広く交流している

近隣の方とだけ

つきあえる生活

をしている

ほとんど

地域とは

関わりがない

その他 無回答
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（１）市民活動 

 シニアパワーアップ推進事業 

高齢者がいきいきと生活するためには、高齢者が「生涯現役」という視点を

持ち、地域の関わりの中で、自分のいきがいや趣味を見つけながら、仲間づく

りができるように支援する必要があります。そのため、地域に目を向けて活動

するシニアの養成や高齢者が社会参加やいきがいづくりにデジタル技術を活

用できるよう、パソコン・スマホ講座等による支援を進めます。 

また、今後の社会状況等を踏まえながら、講座内容を見直すなど、より効果

的な手法について検討していきます。 
 

ア シニアライフ講演会 

地域社会において、自身のシニアライフの過ごし方などについて考えるきっ

かけとなるよう自己啓発の講演会を開催します。また、実際の地域活動に関す

る情報提供を行い、地域活動への参加を支援します。 

 

イ シニア向けパソコン講座・スマホ講座 

①身近な場所で、②ゆっくりとしたペースで、③反復的に、を基本方針とす

るシニア向けのプログラムに基づき、パソコン講座とスマホ講座を開催します。 

受講希望が多いスマホ講座については、講座数を増やしましたが、今後は、

サポートできるシニアの養成など講座内容を検討しながら、進めていきます。 

〔実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

講座数 6 講座 6 講座 6 講座 
事業継続 

 

 
 

受講者数 66 84 81 

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みです。 

 

ウ シニア向け傾聴講座 

高齢者の心の健康に寄与できるような「傾聴」の技術獲得を目的としたシニ

ア向け傾聴講座を開催します。講座終了後には傾聴ボランティアなどの活動団

体を紹介し、いきがいづくりとともに、社会参加につなげていきます。 
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（２）いきがいづくり支援 

高齢者実態調査において、趣味や仕事を通じた交流や、地域において家族以外の

方との交流がある人は生活のはりや楽しみが高い傾向にあります。 

趣味や仕事を通じた仲間づくりなど、人とのつながりを持ちながら、自分のいき

がいや趣味を見つけられるよう、いきがいづくりを支援する取組を進めます。 
 

 老人クラブ育成事業 

老人クラブは、地域の高齢者が自主的に集まり、継続的に①教養の向上、②

健康の増進、③レクリエーション、④社会活動などの活動をしています。 

老人クラブは、いきがいと健康づくり活動の推進、子育てを地域全体で支え

る次世代育成支援活動など、地域における重要な役割を担っています。 

現在、クラブ数の増加を図るため、人数要件を３年間まで緩和できる措置を

行っていますが、引き続き、老人クラブの活性化を図るため、効果的な支援の

あり方について検討します。 

〔実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

老人クラブ数 440 427 418 
事業継続 

 

 
 

友愛チーム数 363 348 341 

各年度４月１日時点です。 

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みです。 

 

ア 老人クラブ連合会 

地域社会における市内外相互の情報交換や交流を背景にした老人クラブ活動

の健全な発展を目的として、市・区老人クラブ連合会への助成を行っています。 

市・区老人クラブ連合会では、事業の企画・立案、研修会の実施、また、全

国的な会員数の減少傾向に対応するため、会員増強運動を推進するなど、各老

人クラブ活動の強化を図ります。 
 

イ 老人クラブ友愛訪問活動 

病弱や寝たきり、ひとり暮らし等の高齢者を定期的に訪問して、生活援助や

外出援助など日常生活における介護活動を支援します。 
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ウ 健康づくり・介護予防活動 

スポーツ大会、体操教室、体力測定などを実施し、地域の高齢者の参加を呼

びかけ、老人クラブを中心とした高齢者の健康づくり運動を進めています。 

 

【スポーツ大会実施風景】        【老人クラブ会員募集チラシ】 

 

 

 

 

 

 

 全国健康福祉祭（愛称「ねんりんピック」） 

スポーツや趣味を通じて、健康づくりに取り組んでいる高齢者が増えており、

地域の様々な団体がシニアスポーツに力を入れています。 

スポーツを通したいきがい・健康づくり、また、社会参加を促進するため、

高齢者のスポーツや文化の全国大会である全国健康福祉祭（ねんりんピック）

への選手派遣を行っています。令和４（2022）年の神奈川大会においては、

過去最大の選手派遣を実施しました。神奈川大会で広まったスポーツや文化を

通じたいきがい・健康づくりを継続するため、市内で行われる高齢者のスポー

ツ大会のほか、全国健康福祉祭（ねんりんピック）等への参加を支援します。 
 

【全国健康福祉祭の予定】 

・令和６（2024）年／第36回 鳥取県 

・令和７（2025）年／第37回 岐阜県 

・令和８（2026）年／第38回 埼玉県 
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 敬老祝事業 

長い間、社会の発展に貢献された高齢者に対して、感謝の意を表し、その長

寿をお祝いすることを目的として、毎年９月 15 日（老人の日）を基準日とし

て、88 歳（米寿）、99 歳（白寿）以上の方々に、川崎にゆかりのある品々を

贈呈する等の事業を実施しています。 

また、今後の人生 100 年時代を見据え、平均寿命の延びや社会状況の変化

などを踏まえながら、事業を継続的に運営できるよう、実施手法を検討してい

きます。 
 

 敬老入浴事業 

高齢者が公衆浴場を利用する際の入浴料を助成することで、公衆浴場を入浴

と集いの場として利用でき、心身の健康増進、社会参加の促進を図ります。よ

り多くの高齢者が利用できるよう事業を進めます。 

また、公衆浴場で介護予防に関する体操や食育等の講話を行う、せんとう健

康長寿応援プログラムを実施しています。参加者が増えるよう事業を周知し、

取組を進めていきます。 

 

  

【敬老入浴】 

・敬老入浴デー：毎週１回半額で入浴可能 

・敬老の日入浴デー：老人週間のうち３日間、無料で入浴可能 

・せんとう健康長寿応援プログラム：月１回６か月のプログラム 
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（３）就労支援 

高齢者実態調査の結果では、収入がともなう仕事をしている高齢者は約３割であ

るのに対し、就労を希望する（継続したい）高齢者は４割を超えることから、本市

では、高齢者がこれまで培ってきた経験、知識を活かして身近な地域でいきいきと

活動できるよう、働く意欲のある高齢者の就労支援に取り組みます。 
 

【現在の就労状況（再掲）】 

問 あなたは現在、収入がともなう仕事をしていますか（単一回答）。 

  約３割が収入がともなう仕事を「している」と回答しています。 

※令和４年度高齢者実態調査（一般高齢者） 
 

【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

収入がともなう仕事を 
している高齢者の割合 

31.3％ 
（令和４（2022）年度） 

38.3％以上 
（令和７（2025）年度） 

高齢者実態調査 

 

【今後の就労意欲（再掲）】 

問 あなたは、今後収入がともなう仕事をしたい（続けたい）と思いますか（単一回答）。 

  『就労意向がある』人が４割を超えています。 

※『就労意向がある』＝「仕事をしたい（続けたい）」＋「都合のつくときのみ仕事をしたい（続けたい）」 

※令和４年度高齢者実態調査（一般高齢者） 

31.3

31.8

29.6

65.8

65.9

68.5

2.9

2.2

1.9

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度 n=14,894

令和元年度 n=15,903

平成28年度 n=16,600

している していない 無回答

26.4

27.7

26.5

19.0

20.3

21.1

47.9

44.4

44.2

6.7

7.6

8.1

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度 n=14,894

令和元年度 n=15,903

平成28年度 n=16,600

仕事をしたい

（続けたい）

都合のつくとき

のみ仕事をしたい

（続けたい）

仕事をしたくない 無回答

『就労意向がある』 

45.4％ 

48.0％ 

47.6％ 
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 高齢者就労支援事業（シルバー人材センター） 

健康で、働く意欲と能力のある高齢者の方に、いきがいを高めることなどを

目的として、「シルバー人材センター」では、発注者からの求めに応じて臨時的・

短期的または軽易な業務の就業機会を提供しています。 

いきがい・健康づくりなどのための就労支援として、シルバー人材センター

が行っている会員の増強と育成、就業機会の拡大・受注の開拓などの取組を支

援していきます。また、だい JOB センターやキャリアサポートかわさきなど

他の就労支援機関と情報交換や広報などの連携強化を図りながら、高齢者の多

様な就業ニーズにマッチする「就労支援」への更なる充実を図ります。 

〔シルバー人材センター実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

会員数 6,038 人 6,309 人 6,580 人 

事業継続 

 

 

 

受注件数 5,289 件 5,349 件 5,350 件 

一人月平均 
就業日数 

9.3 日 9.6 日 9.6 日 

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みです。 

 

 

 

  

高齢者の就労支援を実施する機関 

●公益財団法人 川崎市シルバー人材センター 

地域に密着した仕事をセンターが受注し、会員として登録された高齢者の方に提供し

ます。会員登録後は、事務所の担当者が会員の適性に応じて仕事を紹介します。 

対象者：市内在住の健康で働く意欲のある 60歳以上の方 

 

●川崎市就業支援室 キャリアサポートかわさき 

仕事の探し方から、求人紹介、就職後の定着支援まで、就職・転職活動全般に関する総

合相談窓口です。 

対象者：市内在住・在勤・在学で就職（転職）を希望する方 

 

●川崎市生活自立・仕事相談センター（だいＪＯＢセンター） 

失業等の経済的な問題とともに、生活する上でのさまざまな問題でお困りの方の支援

を行う窓口です。 

対象者：市内在住で失業等により生活にお困りの方 
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（４）活動支援 

地域住民の支え合いの中で重要な役割を担う、地域活動がより活発に行われるよ

うに、「情報による支援」、「活動場所の提供」、「活動資金の援助」などの活動支援を

実施します。 

 

【活動をする上で市に希望する援助】 

問 あなたは、さまざまな活動をするのに、市からどのような援助を希望しますか 

（複数回答）。 

  市に求める援助として、活動場所の確保や情報提供の窓口設置が比較的多くなっていま

す。 

 
※令和４年度高齢者実態調査（一般高齢者） 

 

  

23.3 

21.7 

13.9 

13.8 

9.7 

7.5 

4.9 

4.7 

2.5 

2.0 

2.4 

12.6 

34.0 

3.7 

0% 10% 20% 30% 40%

身近なところで活動

できる場所の確保

さまざまな情報提供の窓口の設

置

高齢者が働きやすい

就業の場の確保

コミュニティバスなど

移動手段の確保

役所の縦割りをなくした

一体的取組

高齢者の経験や技能・

技術を教える場づくり

老人クラブの活動への支援

ボランティアグループ

への活動費の援助

組織活動を指導して

くれる助言者の確保

地域活動等のリーダーの養成

その他

わからない

特にない

無回答
n=14,894

21.2 

19.1 

14.7 

13.7 

8.9 

7.5 

6.0 

5.8 

2.7 

1.9 

2.4 

11.8 

31.7 

5.3 

0% 10% 20% 30% 40%

n=15,903

24.0 

19.0 

14.6 

11.7 

8.7 

8.3 

6.6 

6.3 

3.0 

2.4 

2.7 

11.3 

30.6 

5.3 

0% 10% 20% 30% 40%

n=16,600

令和４年度 平成 28年度 令和元年度 
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① 活動情報の提供 

 「情報」による活動支援 

地域で活動したいと思ったときに参考になる情報として、

シニア向けの情報誌「楽笑」を発行し、いきがい・健康づく

り、介護予防などの活動を行っている団体の紹介や、いこい

の家、いきいきセンター等の活動場所の紹介を行います。 
 

 かわさき福寿手帳 

本市では、65 歳以上の方に「かわさき福寿手帳」を配布

しています（65 歳になる前月末までに郵送）。 

この手帳は高齢者のための相談窓口や施設及び優待施設

などを記載し、日常の生活に役立てるほか、救急隊、病院が

救命活動を行うために必要な情報を記入することで、迅速

かつ適切な処置に役立てていただくものです。 

 

② 活動場所の提供 

 「場」による活動支援 

高齢者が、教養・レクリエーションの向上、健康の増進などのために活用す

る公の施設として、いきいきセンター（老人福祉センター）、いこいの家（老人

いこいの家）を設置しています。両施設は、指定管理者制度により、民間団体

等の有するノウハウを活用しながら、効果的・効率的な管理・運営によるサー

ビス向上を図っています。 

両施設は平成 30（2018）年度に策定した「いこいの家・老人福祉センター

活性化計画（IRAP）」の中で、ソフト面、ハード面双方について、今後の方向

性を示しています。 

ソフト面については、これまで両施設が担ってきた高齢者のいきがいづくり

の場としての機能や介護予防の機能に加えて、地域の方々により幅広く活用し

てもらえるように、地域交流機能の充実を図ります。 

また、新規利用者を開拓するため、事業を工夫し、魅力のある講座やレクリ

エーションの開催などを推進し、活性化を図ります。 

ハード面では、令和４（2022）年に策定した「資産マネジメント第３期実

施方針」において示されているように、老朽化対応時の多目的化・複合化など

の「資産保有の最適化」を進めていきます。 

また、いこいの家については、「機能重視」の考え方へと転換し、今後は、他

の公共施設や民間施設を活用していくなどの手法により、いこいの家機能を広

く展開していきます。 

なお、いこいの家といきいきセンターについては、相互に機能を補完できる

よう、連携を進めていきます。 
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ア いきいきセンターの運営（市内７か所） 

高齢者の健康や生活など各種の相談に応じるとともに、教養の向上やレクリ

エーション活動を行う場として運営します。 

川崎区と高津区については、「老人福祉・地域交流センター」として、老人福

祉センター事業を実施していない時間帯を活用し、市民相互の交流の場を提供

する地域交流センター事業を併せて実施します。 

また、幸区と多摩区では、デイサービス事業を実施していたスペースを地域

交流スペースとして、指定管理者の事業の一環として活用します。 

 

イ いこいの家の運営（市内 48か所） 

地域の健康な高齢者のふれあいや、いきがいの場としての機能に加え、虚弱

な高齢者を地域で支え合い、助け合っていくための福祉活動や介護予防の拠点

機能を併せ持つ施設として運営しています。 

いこいの家では、地域交流事業として、こども文化センターをはじめとした

既存施設や、地域住民との交流機会を確保し、地域の方々により幅広く活用し

てもらえるような取組を進めていきます。また、通常の開館時間以外の夜間・

休日においても、市民活動に対して施設を開放することにより、地域活動の場

の提供を図ります。 

 

ウ いこいの家の機能展開 

いこいの家の機能展開の事例として、令和２（2020）年から川崎市生涯学

習プラザで、令和５（2023）年から KOSUGI ⅰHUG で「シニア向け無料開

放デー」を実施しています。囲碁・将棋などができるフリースペースや、団体

活動ができる部屋などがあります。 

また、令和４（2022）年から河原町の陽だまりにて、いきがいづくり事業

等を開始しています。各施設で、地域の高齢者がいきがいづくり等に活用でき

る場所を提供しています。 

 

エ 中原いきいきセンターの移転 

現施設は、日本医科大学武蔵小杉キャンパス再開発計画に併せて、令和 11

（2029）年度を目途に移転を予定しています。 

引き続き、移転後の事業実施方法や、跡地活用の方針などについて検討して

いきます。 
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オ 田島・大師支所の再編・整備にともなう田島・大師いこいの家の移転 

川崎区役所及び田島・大師支所の機能再編整備にともない、田島・大師いこ

いの家の機能を、支所機能とこども文化センターの機能とともに複合化して、

令和９（2027）年度～令和 10（2028）年度を目途に整備することを予定し

ています。 

複合化後の事業実施方法などについて検討していきます。 

 

【いこいの家・いきいきセンターの利用意向】 

問 あなたは、いこいの家（老人いこいの家）やいきいきセンター（老人福祉センター）

をどのようなことで利用したいと思いますか（複数回答）。 

  利用したいと思っている高齢者の中では、「趣味等の講座の受講」が最も多くなってい

ます。 

 

 
※平成 28 年度は「地域交流の場」 

※令和４年度高齢者実態調査（一般高齢者） 

 

  

24.6 

19.6 

10.2 

9.7 

3.8 

1.8 

53.0 

7.4 

0% 20% 40% 60%

趣味等の講座の受講

趣味や娯楽等のグループ

での活動の場

介護予防の場（ﾐﾆﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

などの福祉の拠点）

多世代交流・地域交流の場※

福祉団体の活動の場

その他

特に利用したいとは

思わない

無回答
n=14,894

令和４年度 平成元年度 

25.7 

22.5 

11.2 

10.1 

4.8 

2.4 

51.6 

4.7 

0% 20% 40% 60%

n=15,903

25.3 

21.6 

17.5 

11.2 

4.9 

2.5 

48.9 

5.8 

0% 20% 40% 60%

n=16,600

平成 28年度 



第５章 取組Ⅰ いきがい・健康づくり・介護予防等の推進 

 111 かわさきいきいき長寿プラン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

第
５
章 

 
 

取
組 

 

い
き
が
い
・
健
康
づ
く
り
・
介
護
予
防
等
の
推
進 

Ⅰ

③ 活動資金の提供 

 「資金」による活動支援 

ア ふれあい活動支援事業 

地域の町内会館やいこいの家等で、高齢者向けに会食や配食、ミニデイサー

ビスを行っている地域のボランティア団体等に対して、川崎市社会福祉協議会

を通じて活動費の一部を助成します。 

〔実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

実施団体数 127 122 118 事業継続 
 

 
 

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みです。 

 

 外国人高齢者支援事業 

ア ふれあい館高齢者生活相談事業 

公的サービスを利用することに不慣れな在日外国人に対して、介護保険関連

相談、ひとり暮らし外国人高齢者の相談、行政手続援助など、住み慣れた地域

で生活していくための様々な相談活動を実施します。 

 

イ ふれあい館高齢者交流事業 

在日外国人高齢者に対して、ボランティア等の協力を得ながら、交流活動、

レクリエーション、会食等を実施します。 

 

ウ 外国人高齢者福祉手当 

本市に住民登録を１年以上しており、誕生日が昭和４（1929）年８月 15 日

以前の方に対し、外国人高齢者福祉の向上を図るため、福祉手当を支給します。 
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（５）外出支援 

 高齢者外出支援乗車事業 

ア 事業概要 

70 歳以上の方に、社会活動への参加促進を目的として、路線バスを利用し

た外出を支援します。 

当事業の通用区間は、川崎市バスの運行系統と民営バス（川崎鶴見臨港バス・

東急バス・小田急バス・京浜急行バス・神奈川中央交通バス）の川崎市内及び、

市内に乗り入れている運行系統となります。 

利用方法は、次の２通りです。 

 

（ア）高齢者特別乗車証 

バスに半額乗車ができます。 

 

（イ）高齢者フリーパス 

「高齢者特別乗車証」をバス営業所等で提示して１か月あたり千円で「高

齢者フリーパス」を購入すると、期間中は何回でも乗車が可能です。 

 

【高齢者フリーパスの負担額】 

１か月フリーパス ３か月フリーパス ６か月フリーパス 12 か月フリーパス 

1,000 円 3,000 円 6,000 円 12,000 円 

※70 歳以上の方のうち、障害者手帳をお持ちの方などは、申請時に「高齢者特別乗車証」と必要書類を提

示することにより、12 か月有効の高齢者フリーパス（福祉パス）の無料交付を受けることができます。 
 

【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

ほぼ毎日外出している高齢
者の割合 

50.5％ 
（令和４（2022）年度） 

55.0％以上 
（令和７（2025）年度） 高齢者実態調査 

 

イ ＩＣカードへの切替え実施 

令和４（2022）年 10 月、紙製の「高齢者特別乗車証」及び「高齢者フリー

パス」をＩＣカード（記名式の Suica または PASMO）に切替えました。 

これにより、紙券の交付が不要になったことに加え、利用実態の正確な把握

が可能となったことから、利用実態をもとにした今後の事業費の推計が可能と

なりました。 
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ウ 事業の課題 

（ア）持続可能な制度構築 

令和４（2022）年度の本市の 70 歳以上人口は約 24 万人、事業費は約

26 億円となっています。今後、高齢化の更なる進展にともない本事業の対

象者も増え続け、事業費の増加も想定されることから、引き続き、持続可能

な制度構築に向けた検討をしていきます。 

 

（イ）高齢者の外出支援の促進 

高齢者実態調査によれば、今般の新型コロナウイルス感染症の影響及び感

染予防のために外出を控える動きが続いています。さらに、外出頻度が高い

人ほど生活に「はり」を感じる割合が高くなり、また、社会活動への参加は

虚弱状態といわれる「フレイル」を予防あるいは抑制する上で重要な項目と

されていることから、外出は健康の増進に寄与しているものと考えられます。 

外出をしないことにより健康状態が悪化し、介護が必要な状態になる方が

増加することも懸念されることから、こうした状況の中では、高齢者の自主

的な社会活動への参加に加え、本事業の安定的かつ持続的な実施により高齢

者の外出を支援していきます。 

 

エ 今後の方向性 

ＩＣカード化による事業費の推移予測をもとに、持続可能な制度構築に向け

た検討を進めます。 

また、高齢者のニーズに応じた、ＩＣカードのモバイル端末等への対応など、

利便性の向上を検討するとともに、各種の健康づくり事業の活用・連携等によ

り、高齢者の外出促進の取組を進めていきます。 
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取組Ⅱ 地域のネットワークづくりの強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ⅰ）地域のネットワークづくりの推進 

（１）「見守りネットワーク」づくりの推進 

 市民主体の「見守りネットワーク」づくりの推進      地域版活動強化方策 

（２）相談支援ネットワークの充実 

 地域ケア会議を活用した地域包括支援ネットワークの構築 

 権利擁護支援地域連携ネットワークの構築 

（３）川崎市がつくるネットワーク基盤の整備 

 地域包括ケアシステム連絡協議会     地域見守りネットワーク事業 

 川崎市安心見守りネットワーク会議 

ⅱ）相談支援体制の整備 

（１）地域包括支援センターの機能の充実 

 地域包括支援センターの体制整備     総合リハビリテーション推進センター 

（２）地域リハビリテーションの推進 

（３）高齢者の権利擁護の推進 

① 高齢者の権利擁護の取組          川崎市あんしんセンター 

② 成年後見利用促進計画の取組           本人を中心とする「チーム」の支援 

 「川崎市成年後見利用促進協議会」   成年後見支援センター（中核機関）の取組 

 市民後見人                         成年後見制度利用支援事業 

 地域包括支援センター及び障害者相談支援センターにおける相談事業 

 終活等の意思決定支援を推進する取組の普及啓発  川崎市未来あんしんサポート事業 

③ 消費者被害の防止   川崎市消費者行政センターの取組 

④ 高齢者虐待の防止   高齢者虐待防止に向けた各種研修  身体拘束廃止に向けた取組 

 養介護施設従事者等による虐待への対応 

（４）包括的な相談支援の推進 

ⅲ）ひとり暮らし等高齢者の支援の推進 

（１）ひとり暮らし等高齢者の見守りの充実 

（２）ひとり暮らし等高齢者を支えるための取組 

 高齢者等緊急通報システム事業   日常生活用具給付事業 

ⅳ）要支援者等の介護予防・重度化防止 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業の再編 

① 自立支援型サービスの整備    健幸 UP!!プログラム     あんしん暮らしサポート 

（２）生活支援体制の整備    小地域における生活支援体制整備事業 

（３）地域資源の充実       住民主体による要支援者等支援事業 

 地域包括ケアシステム連絡協議会・ワーキンググループ  

 地域ケア会議を活用したニーズ把握の取組 

P118～ 

P126～ 

P142～ 

P139～ 

取組Ⅱ 地域のネットワークづくりの強化 
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これまでの主な取組 

ⅰ）地域のネットワークづくりの推進 
○ 地域ケア圏域（44 圏域）を設定し、圏域ごとの地区カルテを整備する等、区役所を中心

とした地域マネジメントの取組を推進しました。 

○ 地域包括ケアシステム連絡協議会や、地域見守りネットワーク事業による、地域の多様
な主体の参画によるネットワーク構築の取組を推進しました。 

ⅱ）ひとり暮らし高齢者等の支援の推進 
○ 地域の実情に通じている民生委員児童委員の協力のもと、高齢者生活状況調査を実施し、

ひとり暮らし等高齢者の見守りの充実を図りました。また、見守り対象者の把握に係る
民生委員児童委員の負担軽減のため、調査方法を郵送に変更しました。 

ⅲ）相談支援ネットワークの充実 
○ 相談の増加に対応するための地域包括支援センターの運営の安定化、体制整備を推進し

ました。 

 

＜センターの保健師等、社会福祉士、主任介護支援専門員の配置状況＞（各年度末、令和 5 年度は 7 月 1 日時点） 

 第７期計画 第８期計画 

平成 30 

(2018)年度 

令和元 

(2019)年度 

令和２ 

(2020)年度 

令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

定数 186 人 188 人 190 人 192 人 193 人 194 人 

実配置人数 170 人 171 人 173 人 183 人 181 人 187 人 

充足率 91.4% 91.0% 91.1% 95.3% 93.8% 96.4% 

 

○ 地域包括支援センターの認知度が低下（令和元年度調査 44.4%⇒令和４年度調査
43.8%）したため、センターのパンフレットを刷新し、映像・ウェブ広告等による広報
手法の多様化を図りました。 

○ 総合リハビリテーション推進センターの設置による地域包括支援センター及び区役所の
相談支援業務及び地域ケア会議開催等の支援を実施しました。（支援実績 令和 3 年度：
52 件 令和４年度：126 件） 

○ 地域リハビリテーションの推進に向けて、市内 8 か所の病院、介護老人保健施設に地域
リハビリテーション支援拠点を設置しました。 

○ 包括的な相談支援体制の構築に向けて、関係機関との連携を円滑に行える相談支援従事
者を育成するための「包括的相談支援従事者研修」を実施しました。 

ⅳ）権利擁護体制の推進 
○ 高齢者の権利擁護体制の推進に向けた、川崎市成年後見支援センターを設置しました。 

○ 成年後見制度の円滑な運営に向けた成年後見制度利用促進計画を策定しました。 

○ 高齢者虐待の防止、対応の円滑化に向けた高齢者虐待対応マニュアル・高齢者虐待対応
フローの見直しと、リスクアセスメントシートの改定及び研修を実施しました。 

○ 施設従事者虐待への対応を強化するため、社会福祉士・弁護士で構成される川崎市高齢
者・障害者虐待対応専門職チームを設置しました。 

ⅴ）要支援高齢者等の介護予防・重度化防止 
○ 要支援高齢者等の介護予防・重度化防止に向けた介護予防・日常生活支援総合事業の見

直しのため、モデル事業を実施しました。 

○ 小地域単位の生活支援体制整備のため、（看護）小規模多機能型居宅介護事業所への生活
支援コーディネーターの配置を進めました。 

○ 要支援高齢者等の居場所づくりに向けて、住民主体による通いの場づくりを支援する「住
民主体による要支援者等支援事業」の受託団体確保の取組を進めました。 
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第９期計画での主な課題と施策の方向性 

課  題 

施策の方向性 

ⅰ）地域のネットワークづくりの推進 
○ 市民や民間事業者等の多様な主体との協働により、地域特性に応じた見守りネットワー

クづくりを進めます。 

○ 地域ケア会議を活用した地域包括支援ネットワークの構築や、権利擁護支援地域連携
ネットワークの構築など、相談機関等による相談支援ネットワークの充実に向けた取組
を進めます。 

ⅱ）相談支援体制の整備 
○ 相談ニーズ増加に対応するための地域包括支援センター等の更なる体制整備に取り組み

ます。 

○ 総合リハビリテーション推進センター等による支援者支援の機能等を検証し、更なる機
能充実に向けた検討を進めます。 

○ 養護者による高齢者虐待、養介護施設従事者等による高齢者虐待への対応強化を図りま
す。 

○ 包括的な相談支援を推進します。 

ⅲ）ひとり暮らし等高齢者の支援の推進 
○ ひとり暮らし等高齢者の増加を見据えた対策を進めます。 

ⅳ）要支援者等の介護予防・重度化防止 
○ 要支援者等の初期相談を充実するため、地域リハビリテーション支援拠点の体制充実と、

（看護）小規模多機能型居宅介護事業所への生活支援コーディネーター配置を進めます。 

○ 要支援者等の介護予防・重度化防止に資する自立支援型サービスの整備を進めます。（新
規の介護予防サービス等利用者の２割程度の利用を目標とする（令和８年度）） 

○ 要支援者等の参加・活動等を支える地域資源の充実策及び資源につなぐ機能の整備を進
めます。 

 

 高齢化や核家族化の進展により、家族の支援を受けにくいひとり暮らし等高齢者が増加
しているため、見守りや生活支援ニーズの増加が見込まれます。 

 支援に結びつかない人や複雑化・複合化した課題を抱えた世帯等への対応が必要です。 

 コロナ禍による地域活動の縮小や、地域社会の変容、ライフスタイルの変化に合わせて、
地域のネットワークを担う多様な主体の参画が必要です。 

 相談ニーズの増加等により地域包括支援センターの総合相談支援業務等の負担が増大し
ており、相談機能の維持に向けた相談支援体制の整備が必要です。 

 認知症の人やひとり暮らし高齢者等の増加に伴い、消費者被害や高齢者虐待など、高齢者
の権利侵害も増加する恐れがあることから、高齢者の意思決定支援や権利擁護の取組を
更に推進する必要があります。また、養護者に該当しない者からの虐待や、セルフネグレ
クト等の権利侵害の防止が必要です。 

 これまでの要支援・要介護状態になることの予防に加え、要支援等の軽度の状態からの重
度化防止のための取組が必要です。 

 虚弱・要支援状態等になってもつながり続けることができる地域資源が不足しています。 

主な成果指標 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

地域ケア会議の 
開催数 

491 回 
（令和４（2022）年度） 

600 回以上 
（令和８（2026）年度） 

事業報告 

自立支援型サービス
支援件数 

モデル実施 

（令和５（2023）年度） 

2,700 件 
（令和８（2026）年度） 
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ⅰ）地域のネットワークづくりの推進 

高齢化や核家族化の進展により、ひとり暮らし高齢者や、日中独居高齢者、老老介護

世帯等が増加しているため、専門的な支援だけでなく、見守りや軽度の生活支援ニーズ

の増加が見込まれています。 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、地域の中で虚弱・孤立状

態となっている高齢者や、支援に結びつかない個人や世帯等への早めの気づきと、地域

につなぎとめるための適切な関わりが必要になることから、今後、地域のネットワーク

の重要性は増していきます。 

地域のネットワークづくりの推進に向けては、それぞれの地域の特性に応じて、日常

生活の中でのさりげない見守りなどの様々な取組が行われている「地域住民がつくる

ネットワーク」を支援するとともに、区役所や地域包括支援センター等の相談機関によ

る、円滑な相談対応のための「相談支援ネットワーク」の構築を進め、地域住民がつく

るネットワークと連携しながら、個別支援の充実と地域力の向上に取り組みます。 

さらに、「ネットワークの基盤づくり」として、多様な主体による顔の見える関係づ

くりのための「川崎市地域包括ケアシステム連絡協議会」等の取組を進めます。 

 

【第９期計画における地域のネットワークづくりの体制】 

 

地域のネットワークづくりの体制 

 

川崎市がつくる 
ネットワークの基盤 

区役所や地域包括支援センター等 

の相談機関がつくる 
相談支援ネットワーク 

○多様な主体による顔の見える関

係づくりのための「地域包括ケア

システム連絡協議会」の開催 

○民間協力事業者、警察、庁内関係

部署による「川崎市安心見守り

ネットワーク会議」の開催 

○民間事業者等協力機関との協定

の締結 

地域住民等がつくる 
見守りネットワーク 

ネットワークの基盤づくり 専門的な対応 それぞれの地域で、日常生活の 

中でのさりげない見守り、サロン

活動、定期的な見守りなど、様々

な取組を進める地域づくり。 

様々な主体による 
地域のネットワークづくり 

人材の育成・確保 

                    

気づき 

○地域包括支援センター、

区地域みまもり支援セ

ンター等の担当者の育

成・支援 

○民生委員児童委員への

呼びかけ 等 

地区社会福祉 
協議会 

老人クラブ 

民間事業者 

ライフライン事業者 

警察署 

消防署 

医療機関 介護サービス事業者 

ケアマネジャー 

民生委員 
児童委員 

町内会 
自治会 

管理組合 

ボランティア団体 

生活支援 
コーディネーター 

地域住民 マンションの 
管理組合 

住宅地の 
町内会・ 
自治会 

大規模団地 
の自治会 

フィード 

バック 

1 気づき・相談 

２ 情報収集・対応調整 

３ 対応（見守り・サー
ビス・専門対応等） 
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（１）「見守りネットワーク」づくりの推進 

 市民主体の「見守りネットワーク」づくりの推進 

近年、ライフスタイルの変化や家族構成の変化等により、孤立・孤独、ひきこ

もり、いわゆる８０５０問題、ヤングケアラー等、市民の生きづらさ・困りごと

の複雑化・多様化が進んでいます。また、新型コロナウイルス感染症の影響等に

よる様々な地域活動の休止等、地域における見守り・支え合いの関係性の希薄化

の進行が懸念されています。 

こうした中、支援を必要とする住民が必要な情報を把握したり、支援につなが

るような地域住民がつくるネットワークづくりや、関係機関との連携体制の強化

に加えて、民間サービス等の利用機会を通じたつながりづくりなど、多様な主体

による地域における「見守りネットワーク」の充実が必要となっています。 

その中で、見守りの目となる「地域住民がつくるネットワーク」は、自治会・

町内会、社会福祉協議会、民生委員児童委員などの組織的な活動や、任意団体や

趣味のサークル等が独自に実施している活動、さらには近隣住民同士の緩やかな

つながり等、様々な形態の活動等が、それぞれ重なり合いながら、自由かつ有機

的につながることで成り立っています。 

地域の中で、このような活動やつながりが豊かになっていくことで、市民主体

の「見守りネットワーク」づくりの推進につながります。 
 

【地域における「見守りネットワーク」のイメージ図】 

 

  

 

区役所 
（地域みまもり支援センター等） 

調整・支援 

[第８期計画]  
・「地域住民がつくるネットワーク」の支援 
・相談機関による相談支援ネットワークの構築 

・居宅介護支援事業所 

・訪問介護事業所 

・通所介護事業所 

・高齢者施設 等 

介護サービス 

★各主体は状況に応じて 

課題を発見したり、 

課題を解決したりする。 

・商店、コンビニ、 

 スーパー 

・郵便局、金融機関 

・新聞配達店 

・電気、ガス、 

 水道検針員 等 

商業施設・ライフライン 

地域組織･団体等 
 

・あんしんセンター 

公共機関 

・民生委員児童委員 

・町内会、自治会 

・地区社協、老人クラブ 

・ボランティア団体 等 

医療機関 

・病院、診療所 

・薬局 

・訪問看護ステーション 等 

地域包括支援センター 

通いの場 

・いこいの家 

・いきいきセンター 

 （老人福祉センター） 

・地域カフェ・認知症カフェ・ 

 サロン 等 

地域住民 

地域の緩やかな見守り 

自助・互助 共助・公助 

地域見守り 

ネットワーク事業 

協力事業者 

連絡 
連携 

・警察、消防署 等 
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このような地域づくりを進めるため、区役所地域みまもり支援センターを中核

として、様々な地域資源と連携し、住民の自主性を尊重しながら、住民同士のつ

ながりづくり、地域活動の立ち上げ支援、地域活動との関係づくり、地域のつな

がり・社会参加の重要性等についての啓発に取り組み、介護予防等の取組と併せ

て、地域特性に応じた市民主体の「見守りネットワーク」づくりを支援します。 

また、地域包括支援センターは、「見守りネットワーク」の状況を把握すると

ともに、相談機関としての強みを活かして地域の関係者と協力しながら、支援を

必要とする方の早期発見・早期支援のための仕組みづくりや、虚弱になっても通

い続けられる地域の居場所づくりの支援、認知症の人等の見守り体制づくり等に

取り組みます。 

 
 

 地域版活動強化方策 

平成 29（2017）年７月に、民生委員制度創設 100 周年を記念して「民生

委員制度創設 100 周年活動強化方策」が作成され、市民生委員児童委員協議会

では、令和３（2021）年度に地域の実情を踏まえた「わがまちならでは」の方

策として、「地域版活動化方策」を、56 地区民生委員児童委員協議会ごとに作成

を行いました。作成の際、話し合われた内容は、本市として民生委員児童委員制

度の運用に携わっていく際の課題の把握や、対応策を検討する上で必要な情報と

考えられます。令和５（2023）年度に、市民生委員児童委員協議会と連携しな

がら、地区民生委員児童委員協議会の概要を整理するとともに、傾向分析・課題

抽出等を行いながら、対応策を検討し、民生委員児童委員の環境整備や担い手確

保における課題を整理します。また、「地域版活動強化方策」の分析結果を用い

て、地域の方々に民生委員児童委員の現状や活動の周知を図ります。 

（活動の例）稗原ゆ～ず連絡会 

宮前区で活動している「稗原ゆ～ず連絡会」は、７つの自治会と、小学校・

高齢者施設・地域包括支援センター・障害者支援施設・障害者通所施設・いこ

いの家・認知症専門病院の計 15 団体により構成される活動団体です。 

連絡会は２か月に１回開催され、各団

体が顔を合わせ地域で起こったことを共

有し、小学校の体育館でのイベントや、

健康づくりのための勉強会を連絡会の団

体・施設のスペースを借りて開催してい

ます。 

住民と児童・高齢・障害分野の専門機

関が一体となって、「不安のない生活を

創る」ことをコンセプトに、地域づくり

の輪を広げています。 

稗原ゆ～ず連絡会がめざすもの 

稗原ゆ～ず 

若い人の活動の場 健康を維持する場 

連 絡 会 

知らないことで抱く 
偏見をとりのぞく場 

人が出会う場 
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（２）相談支援ネットワークの充実 

 地域ケア会議を活用した地域包括支援ネットワークの構築 

地域包括支援ネットワークとは、地域包括ケアの推進に不可欠となる、地域の

様々な関係者から構成される支援ネットワークです。 

支援が必要な高齢者等が明らかとなった場合に、迅速に支援チームが形成され、

機能できるようにするためには、行政機関や地域包括支援センター等の日ごろの

活動を通じて地域の関係者・機関や支援者等との関係構築を進めながら、個々の

高齢者等への支援を通じた支援チームとしての協働や、関係者間の成功体験を積

み上げていくことが重要となります。 

また、個別の支援事例等を通じて把握した地域課題について、地域レベルの対

応だけでなく、より広域な行政区レベルでの対応、市域レベルの行政施策への反

映や、他分野の多様な主体との協働による対応を進めていくためにも、現場の実

践と行政施策等をつなぐネットワークの整備が必要となります。 

上記を実現するため、本市では「地域ケア会議」を次のように整備し、地域包

括支援ネットワークの構築に向けた取組を進めます。 

 

  

相談⽀援・ケアマネジメント会議 

【市レベル】 
⑤相談⽀援・ケアマネジメント連絡会議 
⑥相談⽀援・ケアマネジメントＷＧ 

【区レベル】 
④相談⽀援・ケアマネジメント推進委員会 

【地域包括⽀援センター】 
③相談⽀援・ケアマネジメント調整会議 

地域のケアマネジメント 
機能強化 

市地域包括⽀援センター運営協議会 
（兼 ⑧市地域ケア推進会議） 

区地域包括⽀援センター運営協議会 
（兼 ⑦区地域ケア推進会議） 

地域課題を踏まえた 
効果的な事業計画の策定 

市レベルの取組課題整理 
（政策形成機能） 

地域包括⽀援センター運営協議会と地域ケア会議の体系 

⑥地域ケア推進会議ＷＧ 
※相談⽀援・ケアマネジメントＷＧと一体開催 

地域包括支援センター事業計画、 
地域ケア会議等の情報整理等（市 
地域ケア推進会議での検討用資料 
の取りまとめ） 

②地域ケア圏域会議 

地域包括⽀援（相談⽀援） 
ネットワークの構築 

①個別ケア会議 個別課題解決 
個別ケアマネジメント⽀援 
地域課題（環境因子）の気づき 等 

包括的・継続的 
ケアマネジメント支援業務 

介護予防 
ケアマネジメント業務 

権利擁護業務 総 合 相 談 支 援 業 務 

個別ケースの積み上げによる地域の現状把握と課題抽出 

生 活 課 題 
閉じこもり 認知症 権利擁護 支援拒否 家族関係 ご近所 

トラブル 経済問題 健康不安 
等 

地域包括⽀援センター 
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【川崎市の地域ケア会議の機能】 

会議の種類 単位 主な役割 
個別課題 

解決機能 

ネットワー

ク構築機能 

地域課題 

発見機能 

地域づく

り・資源開

発機能 

政策形成 

機能 

地域ケア推進会議 

（地域包括支援セン

ター運営協議会） 

市・区 

市・区レベルの課題

整理、取組状況等の

報告 

－ △ 
◎ 

課題の検討 

△ 

状況把握 

◎ 

対応の検討 

実施状況の

把握 

介護予防ケア会議 

（市・区レベルの事例

検討） 

市・区 
介護予防・自立支援

の推進に向けた検討 

△ 

主たる目的

としない 

○ 

関係機関の

連携 

◎ 

事例レベル

の情報蓄積 

◎ 

足りない 

資源の把握 

○ 

事例を通じ

た気づき 

地域ケア圏域会議 包 括 

地域包括支援ネット

ワーク構築のための

協議 

△ ○ ○ ○ － 

相談支援・ケアマネジ

メント会議 

市・区 

包 括 

ケアマネジメントの

機能強化 
△ ○ ○ ○ － 

個別ケア会議 
包 括 

（区） 

個別ケースへの対応

検討 
○ 

○ 

支援者同士

の関係構築 

△ 

相談体制等

の課題把握 

△ 

必要に応じ

て実施 

－ 

 

〔実績・計画〕 

 第８期計画 第９期計画 

令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

令和６ 

(2024)年度 

令和７ 

(2025)年度 

令和８ 

(2026)年度 

地域ケア会議 

開催回数 
440 回 491 回 500 回以上 550 回以上 550 回以上 600 回以上 

内

訳 

地域ケア推進

会議 
16 回 15 回 16 回 16 回 16 回 16 回 

介護予防ケア

会議 
※各区２回 

- 4 回 14 回 14 回 14 回 14 回 

地域ケア圏域

会議 
※各包括２回 

99 回 119 回 98 回以上 98 回以上 98 回以上 98 回以上 

相談支援・ケ

アマネジメン

ト会議 
※市・区各３回 

※各包括２回程度 

75 回 106 回 122 回以上 122 回以上 122 回以上 122 回以上 

個別ケア会議 250 回 245 回 250 回以上 300 回以上 300 回以上 350 回以上 

その他会議 - 2 回 随時 随時 随時 随時 

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 
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 権利擁護支援地域連携ネットワークの構築 

認知症の人等の増加に伴い、訪問販売等による消費者被害や高齢者虐待など、

高齢者の権利侵害も増加していくことが見込まれることから、このような権利侵

害を未然に防ぎ、認知症の人等が安心して生活していくために、高齢者虐待の防

止等の取組を推進します。 

現に権利擁護支援を必要としている人も含めた地域に暮らす全ての人が、尊厳

のある本人らしい生活を継続し、地域社会に参加できるようにするため、地域や

福祉、行政などに司法を加えた多様な分野・主体が連携する仕組みである「権利

擁護支援の地域連携ネットワーク」の一層の充実を図ります。 

【本市における権利擁護体制】 

 

 

  

権利擁護支援の地域連携ネットワーク 

川崎市成年後見支援センター（中核機関） 

〇成年後見制度の広報、相談 

成年後見制度利用促進、市民後見人養成、後見人等支援 

〇成年後見制度連絡会・協議会の運営 

専門職派遣やカンファレンス参加など

支援チームの後方支援 

川崎市社会福祉協議会 
（あんしんセンター） 

○法人後見の実施 
○日常生活自立支援事業の実施 
○権利擁護の相談支援 

区役所・地域みまもり支援センター 

地区健康福祉ステーション 

 ○市長申立の実施 
 ○権利擁護事業（虐待防止・早期発見、

消費者被害の防止など） 

地域包括支援センター 

障害者相談支援センター 

 ○権利擁護事業（虐待防止・早期発
見、消費者被害の防止など） 

 ○市長申立ケース、成年後見ニーズの
発見など 

連携・支援 

川崎市健康福祉局 
○全市的な取組の推進 

家庭裁判所 

制度の普及啓発 
成年後見の利用促進 

権利擁護が必要な方（虐待を含む）の早期発見・気付き 
見守り等の地域連携体制の構築 

・親族等 
・専門職後見人 

・市民後見人等 

・支援者（ケアマネジャー等） 

地域のネットワーク等 
（町内会・自治会、地区社協、民生委員児童委員、ボランティア、家族会、ケアマネジャー、医療機関、施設従事者等） 

成年後見制度連絡会・協議会 

弁護士会 

司法書士会 

社会福祉士会 

行政書士会 

税理士会 

その他関係機関 

本人を中心とした 
権利擁護支援チーム 

・認知症高齢者 

・知的障害者 

・精神障害者 
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（３）川崎市がつくるネットワーク基盤の整備 

 地域包括ケアシステム連絡協議会 

地域における多様な主体による支援のネットワークづくりに向けて、保健・医

療・福祉（介護）分野だけではなく、暮らしやまちづくりに広く関わる、100 を

超える企業・団体などが参画する「川崎市地域包括ケアシステム連絡協議会」を

開催し、顔の見える関係づくりや連携のきっかけづくりをめざし、情報交換・共

有を行います。 

今後も、参画企業・団体数の拡充に取り組むとともに、協議会の開催等を通じ

て、民間企業等の多様な主体と地域住民等とのつながりづくりを進めます。 
 

 

 

 地域見守りネットワーク事業 

様々な生活上の課題に対して、「発見の目」となる支え合いの仕組みとして、

コンビニエンスストアや新聞配達店等、事業活動を通じて地域住民と接すること

の多い民間事業者等の協力機関と協定を締結し、見守りの「目」を増やして必要

な支援を行うなど、地域社会全体で見守る体制をつくります。 

 

 川崎市安心見守りネットワーク会議 

地域見守りネットワーク事業の民間事業者や関係部署が集まり、事例報告や支

援に向けた情報交換及び共有を目的とした「川崎市安心見守りネットワーク会議」

を開催するなど、今後の見守り活動に向けてネットワークの基盤づくりを進めま

す。 

  



第５章 取組Ⅱ 地域のネットワークづくりの強化 

 125 かわさきいきいき長寿プラン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

第
５
章 

 
 

取
組 

 

地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
の
強
化 

Ⅱ

【地域見守りネットワークの協力事業者数の推移】 
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ⅱ）相談支援体制の整備 

今後見込まれている後期高齢者やひとり暮らし等高齢者の増加等に伴う相談ニーズ

の増大に適切に対応するため、地域包括支援センターを中核とする相談支援体制の整備

を進める必要があります。 

また、高齢者等が住み慣れた地域で暮らし続けるためには、高齢者本人や家族が地域

のあらゆる資源や多岐にわたる制度等を適切に活用できるよう、包括的及び継続的に支

援することが必要となります。 

そのため、元気な時期からの備えに関する啓発を進めるともに、いざという時に早め

に対応できる相談支援体制の整備と相談窓口の認知度向上、複雑・困難な相談に対応す

るための多機関連携の推進等を包括的に推進するため、第９期計画期間中に対策の検討

を進めます。 
 

（１）地域包括支援センターの機能の充実 

地域包括支援センターは、高齢者等の介護・福祉・健康・医療等に関する困りごと

の身近な相談窓口として、川崎市が市内 49 か所に設置し、社会福祉法人等に運営を

委託している相談機関です。 

社会福祉士、主任介護支援専門員、保健師等の３職種を中心に、チームで支援にあ

たります。 

 

 地域包括支援センターの体制整備 

本市では、担当エリアの高齢者人口に応じた地域包括支援センターの人員配置

基準を定めています。また、職員の充足率の低迷が課題となっていたため、第８

期計画においては、職員の定着支援による充足率向上に取り組みました。 

職員確保については依然として厳しい状況が続いているため、設置運営法人に

よる職員確保を支援するとともに、配置要件の運用見直し等による柔軟な職員配

置を可能とする等の対策を進めます。 

 

【３職種配置実績】 

 第７期計画 第８期計画 

平成 30 

(2018)年度 

令和元 

(2019)年度 

令和２ 

(2020)年度 

令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

定数 186 人 188 人 190 人 192 人 193 人 194 人 

実配置人数 170 人 171 人 173 人 183 人 181 人 187 人 

充足率 91.4% 91.0% 91.1% 95.3% 93.8% 96.4% 

 （各年度末、令和５年度のみ７月 1 日時点） 
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【第８期計画期間中の地域包括支援センター職員配置基準】 

担当エリアの 
高齢者人口 

３職種 地域支援強化要員 非常勤職員 

5,500 人未満 
各１名 
計 3名 

１名 １名 

5,500 人以上 
7,500 人未満 

いずれか１名増員 
計４名 

１名 １名 

7,500 人以上 
いずれか２名増員 

計５名 
１名 １名 

また、将来的な相談ニーズの増大等に適切に対応するため、国が示す基準に基

づき、第１号被保険者 1,500 人あたり、１名以上の職員配置（※）を目安とし

た地域包括支援センターの人員体制を維持するためには、令和 22（2040）年

に向けて、全市で約 50 名の増員が必要となり、現行の職員配置基準では体制を

維持することが難しくなっています。また、職員確保が課題となっている中で、

今後の地域包括支援センターの体制のあり方について、第９期計画期間中に検討

します。 

 

 

 

 

【これまでの配置状況】 

 
令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

第１号被保険者数 304,909 人 306,823 人 307,259 人 

職員配置数（※） 207.2 人 220.6 人 215.4 人 

第１号被保険者 1,500
人あたりの 
職員配置数 

1.02 人 1.08 人 1.05 人 

（各年度４月末時点） 

 

【職員配置に関する粗い推計】 

 第１号被保険者数 
職員配置必要数

（※） 

第１号被保険者 
1,500 人あたりの 

職員配置数 

令和５(2023)年度 307,259 人 215.4 人 1.05 人 

令和 22(2040)年度 417,302 人 278.2 人 1.00 人 

（令和５（2023）年度のみ実績） 

 総合リハビリテーション推進センター 

令和３（2021）年４月に設置した総合リハビリテーション推進センターに、

地域ケアコーディネーターを配置し、区役所・地域包括支援センターの支援困難

ケースに対する助言、地域ケア会議・コアメンバー会議における助言及び事例検

（※）３職種として配置されている職員数に、地域支援強化要員及び非常勤職員として配置され
ている職員のうち３職種の要件を満たす職員数を常勤換算方法で算出した数を加えた職
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討会の開催支援等を実施しています。 

第９期計画期間中に、総合リハビリテーション推進センターによる支援者支援

の機能等を検証し、更なる機能充実に向けた検討を進めます。 

 

【令和４年度地域ケアコーディネーター活動実績】 

 
  

包括 区役所 その他
個別ケア会議 27 6 0 33
事例検討会（定例） 0 19 0 19
相談支援・ケアマネジメント推進委員会 0 13 0 13
相談支援・ケアマネジメント調整会議 7 0 0 7
事例検討会 2 4 0 6
個別事例相談 12 2 5 19
地域ケア圏域会議 4 0 2 6
認知症チーム員会議 0 6 0 6
コアメンバー会議 0 10 0 10
ネットワークミーティング 0 5 0 5
その他 0 2 0 2

合計 52 67 7 126

支援内容
依頼者

合計
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（２）地域リハビリテーションの推進 

全世代・全対象型の地域リハビリテーションの中で、高齢者分野においては、主に

生活機能が低下した高齢者に対して、リハビリテーションの視点を踏まえて、「心身

機能」「活動」「参加」の各要素にバランスよく働きかけ、日常生活の活動を高め、社

会への参加を促し、被保険者が要介護状態等となることを予防しながら、地域におい

て自立した日常生活を営むことを支援する地域リハビリテーションの取組を推進し

ます。令和３（2021）年 10 月に市内８か所の病院、介護老人保健施設に地域リハ

ビリテーション支援拠点を設置しました。 

また、生活全体にわたってリハビリテーションを展開するためには、ケアマネ

ジャー・地域包括支援センターによる相談支援・ケアマネジメントとの連携や、サー

ビスを提供する事業者等による協力が不可欠であることから、介護保険制度による加

算の活用や総合事業による報酬を設定しました。 

今後も増加が見込まれる支援ニーズに対応するため、体制充実に向けた取組を推進

します。 
 

【高齢者施策における地域リハビリテーションの仕組み】 

    

地域リハビリテーションセンター 
（市設置・市内３か所） 地域リハビリテーション支援拠点 

○障害者制度との一体的な調整が必要なケース 

○権利擁護や虐待対応が必要な困難ケース 

○施設や事業所との間でトラブルが生じている 

ケース 

○リハビリや福祉用具・住宅改修等に関する

専門的な助言が必要なケース 

○課題が複合化していないケース 

病院・老人保健施設に設置 

 

 

 

 

地域リハビリテーションセンター 

（市内３か所） 

地域リハビリテーション支援拠点 

 

②調整 
④調整・助言 

評価する仕組み 
を検討 

評価する仕組み 
を検討 

③評価 

ケアマネジャー 

地域包括支援センター 

リハビリの 
視点を踏まえた 

ホームヘルプ デイサービス 

生活訓練 社会参加支援 

福祉用具 住宅改修 

⑤サービス提供 ①相談 

本人・家族 

住環境 地域資源 
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【体制と支援件数】 

第８期 第９期 
令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 
●地域リハビ
リテーション
センターの運
営開始 
（市内３か所） 
 
●地域リハビリ
テーション支
援拠点の運営
開始 

（市内８か所） 
（支援件数： 
 1,640 件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（支援件数： 
 4,446 件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（支援件数： 
 ●●●●件） 

●地域リハビリ
テーションセ
ンターの運営 

（市内３か所） 
 
 
●地域リハビリ
テーション支
援拠点の運営 

（市内●か所） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（事業継続） 
 

 

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 

 

（３）高齢者の権利擁護の推進 

認知症の人等の増加に伴い、権利侵害を未然に防ぎ、認知症の人等が安心して生活

していくために、高齢者虐待の防止等の取組を推進します。 

また、本市では「成年後見制度利用促進計画」を地域福祉計画と一体的に作成し、

制度の利用促進と、成年被後見人等だけでなく、成年後見人等への支援を行うため、

計画に基づく、「川崎市成年後見支援センター」（中核機関）及び「川崎市成年後見制

度利用促進協議会」を中心とした「権利擁護支援の地域連携ネットワーク」の一層の

充実を図るとともに、本人の意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用

に資する支援体制の構築をめざします。 
 

① 高齢者の権利擁護の取組 

 川崎市あんしんセンター 

川崎市社会福祉協議会が運営する「川崎市あんしんセンター」において、成年

後見制度の法人後見や、福祉サービス利用援助事業など社会福祉法に定める日常

生活自立支援事業を推進します。 

あんしんセンターの相談窓口においても、きめ細やかな権利擁護体制の構築を

推進します。 

〔実績・計画〕（高齢者及び障害者） 

 第８期 第９期 

 
令和３ 

(2021)年度 
令和４ 

(2022)年度 
令和５ 

(2023)年度 
令和６ 

(2024)年度 
令和７ 

(2025)年度 
令和８ 

(2026)年度 

法人後見受任件数 43 人 43 人 42 人 
事業 
推進   

日常生活自立支援事業 

（金銭管理サービス） 
139 人 135 人 140 人 

※事業 
推進   

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 

※令和３年度より、生活保護受給者の自立支援を目的として、被保護者金銭管理等事業を実施しているため、原則とし

て、生活保護受給者は日常生活自立支援事業の対象外となります。  
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② 成年後見利用促進計画の取組 

今後増加する認知症の人等、特にひとり暮らし高齢者への支援として、成年後見

制度の更なる円滑な運営をめざし、普及啓発の取組や研修の開催のほか、制度利用

を通じて、より効果的に地域で支える仕組みづくりを推進します。 

また、「成年後見制度の利用の促進に関する法律」に基づき、国において「成年後

見制度利用促進基本計画」が平成 29（2017）年３月に策定され、権利擁護の支

援に向けた地域連携ネットワークの整備・運営、中核機関の設置等が掲げられまし

た。 

成年後見制度の利用促進については、これまで「第６期川崎市地域福祉計画」と

一体的に策定した「川崎市成年後見制度利用促進計画」に基づき、「川崎市成年後

見支援センター」（中核機関）及び「川崎市成年後見制度利用促進協議会」を設置

するなどの取組を実施しました。 

「第２期成年後見制度利用促進計画」についても、前期同様に「第７期川崎市地

域福祉計画」と一体的に策定します。 

 

【成年後見利用促進計画における地域連携ネットワーク概要図】 

 

  

福祉・⾏政・法律専⾨職など多様な主体の連携による「⽀援」機能 
①権利擁護の相談支援、②権利擁護支援チームの形成支援、③権利擁護支援チームの⾃⽴支援 

家庭裁判所による 
「制度の運⽤・監督」機能 

川崎市あんしんセンター 

専門職団体※ 

⺠生委員・⾃治会等 
医療・福祉団体 

川崎市成年後⾒支援センター 
（中核機関） 

地域包括支援センター 
障害者相談支援センター 

川崎市 
区役所等 

家庭裁判所 

その他関係団体 
・関係機関 

イ 多様な主体の参画・活躍 ウ 権利擁護⽀援が必要な⽅を早期に⽀援につなげるためのしくみ 

※弁護⼠会、司法書⼠会、社会福祉⼠会、⾏政書⼠会、税理⼠会 

協議会 
ア 共通理解の促進 

本人に身近な家族等 

本人 
権利擁護⽀援チーム 

後⾒人等 
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 本人を中心とする「チーム」の支援 

地域の中で、権利擁護が必要な人を適切に支援するため、区役所等をはじめ、

あんしんセンター、地域包括支援センター、障害者相談支援センター、保健・医

療・福祉・地域の関係者等が「チーム」を形成します。その「チーム」が、本人

の意思や状況を継続的に把握し、必要な対応を行えるよう支援します。 

また、「チーム」に対し、法律・福祉の専門職の専門的助言・相談対応等の支援

が得られる仕組みを整備します。 

 

 「川崎市成年後見利用促進協議会」 

成年後見制度に関しての困難な課題等の問題解決を図るため、法律・福祉の専

門職や関係機関等の連携体制を強化し、協力する体制づくりを進めるための合議

体である「川崎市成年後見制度利用促進協議会」を設置しています。当協議会に

は、家庭裁判所、弁護士、司法書士、社会福祉士、行政書士、税理士、医師会、

地域包括支援センター、障害者相談支援センター等が参加しています。 

 

 成年後見支援センター（中核機関）の取組 

協議会を運営するための事務局機能を担うとともに、家庭裁判所と連携しなが

ら、広報、相談、成年後見制度利用促進、後見人支援等の機能を有する「川崎市

成年後見支援センター」（中核機関）を設置し運営しています。当センターでは、

成年後見制度の普及・啓発のため成年後見制度シンポジウムや、市民向けや関係

機関向けの研修会を開催しています。また、成年後見制度に関する相談に関して

は、弁護士、司法書士、社会福祉士による専門相談を実施しており、各区には成

年後見制度に関する相談窓口を設置しています。相談内容から成年後見制度の利

用が必要な場合は、申立の手続きについて関係機関が連携し支援を行っています。 
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【中核機関の機能と取組】 

機能 取組 

①広報 中核機関が中心となり、市民向けの成年後見制度研修会や成年後見制度

シンポジウムの開催等により、成年後見制度について、普及啓発を行いま

す。また、関係機関だけでなく、様々な業種の事業者向けの広報・研修を行

います。 

②相談 身近な機関で気軽に相談ができるよう、地域包括支援センター等の相談

機関と連携していくほか、中核機関においては、専門的な相談にも対応でき

る窓口を複数か所に設置します。 

③成年後見制度

の利用促進 

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等が適切に成年後見制度を利用で

きるように、成年後見制度に関わる各専門職団体等と連携し、制度利用の申

立を支援するほか、必要に応じて、成年後見人等の受任者調整を行います。 

また、権利擁護の担い手の一つとなる、市民後見人を養成するなど、受任

体制の強化を図ります。 

さらに、日常生活自立支援事業等の関連制度の利用者についても、協議会

の関係者等と連携し、状態の変化に応じて、適切な時期に成年後見制度への

移行を進めます。 

④後見人支援 意思決定支援・身上保護を重視した後見活動が円滑に行われるよう、後見

人等を支援するために、家庭裁判所と連携を図りながら、中核機関職員や専

門職による相談対応等を実施します。 

また、状況に応じて、本人の能力や生活環境、支援関係者との関係性の変

化等を把握した上で、類型の変更、権限の追加・削除、後見人の交代等を検

討し、家庭裁判所に情報を提供します。 

 

 市民後見人 

権利擁護の新たな担い手として、平成 25（2013）年度から市民後見人を養

成しています。２か年の研修修了者について、後見等の対象者が施設入所中であ

り、親族間の紛争性がないなどの一定の要件を満たす場合に、家庭裁判所に対す

る後見等開始の市長申立時に、候補者として推薦しています。 

今後は、市民後見人の更なる選任をめざして、関係団体との調整のもと、引き

続き、地域における権利擁護の担い手の一つとして、市民後見人を養成します。

市民後見人の受任について、専門職後見人からのリレーや複数後見の受任を促進

し、活躍の場を拡げます。 

 

 成年後見制度利用支援事業 

身寄りのない方や、親族と疎遠な方が成年後見制度を必要とする場合に、川崎

市長が後見開始の申立人となる市長申立や、所得の低い方への申立費用・後見報

酬の助成などを実施します。 
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 地域包括支援センター及び障害者相談支援センターにおける相談事業 

各センターにおいて、対象者に応じた成年後見制度の利用に向けた初期相談等

を実施します。 

 

 終活等の意思決定支援を推進する取組の普及啓発 

任意後見制度やエンディングノートの活用など終活に関する普及・啓発を行い、

早めの自己決定を推進する取組を進めます。 

 

 川崎市未来あんしんサポート事業 

少子高齢化が進展し、価値観が多様化する中、自らの葬儀や埋葬を行う者がい

ない等の不安を抱えるひとり暮らしの高齢者が増えていくことから、いつまでも

安心して暮らし続けていただくためには、生前からの準備が重要です。また、終

活に関する高齢者の社会的な関心やニーズも高まりつつあります。 

令和４（2022）年度には、川崎市社会福祉協議会がモデル的に終活支援事業

（川崎市未来あんしんサポート事業）を開始し、令和６（2024）年度の本格実

施の準備を予定していることから、本市としても、より良い事業内容となるよう

連携・協力することで、高齢者の終末期における自己選択を支援します。 

 

③ 消費者被害の防止 

 川崎市消費者行政センターの取組 

高齢者を狙った悪質商法が新しい手口で次々と発生することで、トラブルのあ

り方も多岐にわたり、相談内容も複雑化しています。近年では高齢者の消費者ト

ラブルは、被害件数が年々増加する状況となっています。 

川崎市消費者行政センターは、消費者庁、独立行政法人国民生活センター等と

連携し、消費者への情報提供、苦情処理等を行うとともに、首都圏の都県市等と

共同で「高齢者被害特別相談」などを実施しています。 

また、高齢者の消費者被害を防ぐには、家族や知人・地域といった周りの人の

見守りと気づきが重要であるため、地域での声かけなどから消費者トラブルに気

づき、関係機関と連携して対応できるよう、高齢者を見守る関係者や関係機関へ

の講座等を実施しています。 

 

④高齢者虐待の防止 

高齢者虐待対応については、適切な権限行使により、虐待を受けている高齢者の

保護及び虐待を行った養護者に対する相談、指導または助言を行っていく必要があ

ることから、「川崎市高齢者虐待対応マニュアル」を活用し、行政、地域包括支援

センターのほか、介護事業者等の職員への研修等を通じて、高齢者虐待の防止を図

ります。  



第５章 取組Ⅱ 地域のネットワークづくりの強化 

 135 かわさきいきいき長寿プラン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

第
５
章 

 
 

取
組 

 

地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
の
強
化 

Ⅱ

また、サービスの利用を、本人が希望しない等により社会から孤立している状態

であるセルフネグレクト等への対応を含め、適切なサービスに早急につなぐ必要が

ある事例も増えていることから、医療・介護の関係機関との連携を強化し、対応を

行う必要があります。 
 

 高齢者虐待防止に向けた各種研修 

健康福祉局、各区役所、地域包括支援センター、川崎市社会福祉協議会、介護

事業者等、庁内外の虐待防止に関わる職員を対象とする研修を開催し、高齢者虐

待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、虐待の類型、本市の虐

待対応システムのフロー等に対する理解を深めます。また令和４（2022）年度

に改訂した「高齢者虐待リスクアセスメントシート」を高齢者虐待対応で活用し、

適切な権限行使や発生した虐待の要因の分析などを行うことで、再発防止に努め

ていきます。 
 

 身体拘束廃止に向けた取組 

身体拘束は、高齢者本人の身体や精神に重大な悪影響を及ぼす恐れがあり、人

権侵害に該当すると考えられます。 

本市では例年、介護事業者向けの集団指導講習会等を通じ、介護保険施設等に

おいて、利用者または他の利用者の生命や身体を保護するため緊急やむを得ない

場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為が禁止されていること

について周知を図るとともに、運営指導において、身体拘束廃止に向けた取組に

ついて指導を行います。 

緊急やむを得ない場合とは、次の３つの要件をすべて満たしていることを、施

設内の「身体拘束廃止委員会」などで、組織として事前に定めた手続きに従い、

施設全体として判断していることが必要となります。 
 

【緊急やむを得ない場合の３要件】 

切迫性 
利用者本人または他の利用者等の生命や身体が危険にさらされる可能性が

著しく高いこと 

非代替性 身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと 

一時性 身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること 

 

 養介護施設従事者等による虐待への対応 

養介護施設従事者等による高齢者に対する不適切な行為に関する通報や相談

に対しては、関係法令に基づき実施する随時の指導・監査により、状況等を確認

し、改善すべき事項等について、適宜、改善を求めるとともに、社会福祉士・弁

護士で構成される川崎市高齢者・障害者虐待対応専門職チームに助言を求めるな

ど、適切に対応します。 
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【本市における養護者による高齢者虐待対応フロー】 

 

【施設等における虐待への対応イメージ】 

 

発見者 被虐待高齢者 高齢者・養護者 

地域包括支援センター 

情報収集・事実確認 

 立入調査 
ネットワークミーティング（主催：区高齢者支援係） 

虐待対応チーム終結（ネットワークミーティングでの合意による） 

適切な権限行使

措置・成年後

見制度利用

の検討 

入院・保護 

生
命
の
危
険
大 

※必ず地域包括支援センターへ情報提供 

ネットワークミーティングによる評価 

定期的な訪問等によるモニタリング 

支援方針に基づく対応 

※なるべく複数で行う 

※「見守り介護スコア」「リスクアセスメントシート」の活用 

※リスクアセスメントシートの活用 ※可能性の段階でも必ず受理 

※必ず行政（区高齢・障害課） 
が招集 

※は本市ローカル・ルール 

 
既存の枠組みで対応可能と判断 より積極的な介入が必要と判断 

ネットワークミーティングでの支援計画策定 
（議事録・高齢者虐待個別支援計画シートの作成） 

早
期
発
見 

初
動
期
対
応
・
コ
ア
メ
ン
バ
ー
会
議 

援
助
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
・
終
結 

情報提供 

相
談 

通報の受理（区高齢者支援係）・緊急性の判断 

相
談 

通
報 

相
談
・
通
報 

＊生命又は身体に重大な 
危険性がある場合 

 

届
出
等

施設内虐待の発見者 

地域包括支援センター 

健康福祉局高齢者事業推進課 

対象施設等 

必要に応じて 
連携した対応 

通
報
等 

施設内虐待を受けた高齢者 通
報
等 

区高齢者支援係 

通
報
等 

通報等 

対応検討（緊急性の判断） 
事実確認・権限行使 



第５章 取組Ⅱ 地域のネットワークづくりの強化 

 137 かわさきいきいき長寿プラン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

第
５
章 

 
 

取
組 

 

地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
の
強
化 

Ⅱ

（４）包括的な相談支援の推進 

家族構成の変化等により、あらゆる世代の人々が様々な困難や課題に直面している

ことから、家族機能を補完する地域の機能の充実や、支援に結びつかない人を地域の

中で気にかけ、必要に応じて、専門多職種による支援につなげられる地域づくりが重

要となります。 

こうした中、国における地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の整備に向

けた考え方を踏まえた対応を図ることが必要です。 

本市においては、平成 28（2016）年４月に、区役所内に、「地域みまもり支援セ

ンター」を設置し、高齢者に限らず、障害者や子ども、子育て中の親などを加え、現

時点で他者からのケアを必要としない方々を含め、すべての地域住民を対象として、

「個別支援の充実」と「地域力の向上」を図り、行政内部の専門職種のアウトリーチ

機能を充実し、連携を強化するとともに、地域包括支援センター、障害者相談支援セ

ンター、こども家庭センター、地域子育て支援センターなどの専門相談支援機関等を

はじめとした地域における多様な主体との円滑な連携の推進をめざしてきました。 

また、平成 30（2018）年度に包括的相談支援に関する実態調査を実施したとこ

ろ、全体の７割が高齢者・障害者等の分野ごとの相談で課題が複合化しており、包括

的な相談支援が必要なケースでも、２割は現行体制で調整可能なものであることが明

らかになりました。このため本市では、当面の間は現行の分野別支援体制を維持する

とともに、全世代・全対象に対応する地域リハビリテーションセンターが相談支援機

関をバックアップすることにより、様々なニーズのある相談にも包括的に対応できる

よう体制を整備したところです。 

課題が複合化して調整が難しいケースは、専門分野ごとの特性に配慮した全体的な

調整が必要であることから、総合リハビリテーション推進センターにおいて、組織ご

との役割分担や連携方法等を整理した連携モデルを活用し、分野横断的な人材育成を

推進します。 

令和３（2021）年度施行社会福祉法に位置付けられた「重層的支援体制整備事業」

創設の趣旨として、８０５０問題やダブルケア等、一つの世帯に複合化した課題があ

るケースや、社会的孤立、ひきこもり、福祉的なニーズに起因する近隣トラブル（ご

み屋敷や騒音など）等、課題の解きほぐしや関係性の構築が必要な複雑化した課題が

あるケース、「多子世帯等で養育環境に課題がある」「親が障害を有している等の事情

により祖父母が育児を担っている」など、既存の支援事業等の対象にはならない狭間

のケースなどに対して、相談支援や地域づくり等の既存の制度・分野別の取組につい

て、対象者の垣根を越えて対応することが求められています。 

これを受け、本市においても、地域みまもり支援センターや総合リハビリテーショ

ン推進センター等の既存の体制を踏まえながら、包括的な支援体制のより一層の充実

に向けて、検討を進めていきます。 
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【本市における包括的相談支援の取組】 

 

  

総合リハビリテーション推進センター 総合研修センター 

高
齢
者
支
援 

障
害
者
支
援 

児
童
家
庭
支
援 

生
活
困
窮
者
支
援 

区役所 

民間相談機関 

バックアップ 

地域リハビリテーションセンター 

包括的な 
相談支援を 
推 進 

人材育成 連携モデルの作成 
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ⅲ）ひとり暮らし等高齢者の支援の推進 

本市では、ひとり暮らし等高齢者の増加が顕著であり、安心して在宅生活を継続でき

るよう、地域ぐるみの見守りを進めるとともに、ＩＣＴを活用した見守りを推進するな

ど、ニーズや社会状況等に応じた多様な見守りを推進する必要があります。 
 

【本市のひとり暮らし高齢者数の推移（再掲）】 

  令和２（2020）年時点では、市の高齢者の約５人に１人がひとり暮らしとなっています。

（全国値は 19.0％、約５人に１人） 

 

 

【現在の不安や困りごと】 

問 あなたは現在、どのような不安や困りごとがありますか（複数回答）。 

  ひとり暮らし高齢者は、その他の家族構成と比較して、不安や困りごとがあると回答した

割合が最も多く、その中で「具合が悪い時にどうしていいかわからないこと」の回答が最

多となっており、体調不良時等における緊急時の対応が課題として考えられます。 

単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
人
） 

身
体
が
衰
え
て
日
常
生
活
に
不
都

合
が
あ
る
こ
と 

困
り
ご
と
を
相
談
す
る
場
所
が
よ

く
わ
か
ら
な
い
こ
と 

金
銭
管
理
や
財
産
保
全
・
相
続
に

関
す
る
こ
と 

気
軽
な
話
し
相
手
が
い
な
い
こ
と 

友
人
や
地
域
の
人
と
の
交
流
が

減
っ
て
孤
独
に
感
じ
る
こ
と 

毎
日
の
食
事
の
た
め
、
買
い
物
や

調
理
を
す
る
こ
と 

具
合
が
悪
い
時
に
ど
う
し
て
い
い

か
わ
か
ら
な
い
こ
と 

一
人
で
外
出
す
る
こ
と 

通
院
の
付
き
添
い
を
し
て
く
れ
る

人
が
い
な
い
こ
と 

『
不
安
や
困
り
ご
と
が
あ
る
』 

全  体 14,894 10.5 8.1 7.1 6.5 6.4 6.3 5.3 3.8 1.8 33.2 

家
族
構
成 

ひとり暮らし高齢者 2,986 11.3 11.7 5.8 11.3 8.8 8.8 12.2 3.6 4.6 42.2 

夫婦世帯 6,513 9.5 7.6 7.1 5.1 5.6 5.4 3.9 3.2 1.1 29.9 

子や孫などと同居 4,375 11.5 6.5 7.9 5.4 6.0 6.0 3.2 4.8 1.2 32.0 

その他の世帯 749 9.2 7.7 7.1 7.0 5.2 6.9 4.3 2.9 1.7 33.4 

※『不安や困りごとがある』＝100％-「特にない」-「無回答」 

※令和４年度高齢者実態調査（一般高齢者） 
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（１）ひとり暮らし等高齢者の見守りの充実 

地域の身近な相談相手であり、見守り役でもある民生委員児童委員の協力のもと、

担当地区のひとり暮らし高齢者世帯及び高齢者のみ世帯の世帯状況や生活状況の実

態を把握し（高齢者生活状況調査）、ひとり暮らし等高齢者の話し合いの機会を増や

すなど安否確認につなげ、安心して生活が営めるよう、地域包括支援センター等と連

携しながら、地域ぐるみで「見守りネットワーク」づくりを推進します。 

 

（２）ひとり暮らし等高齢者を支えるための取組 

地域による見守りに加え、ＩＣＴを活用した見守りなど、ニーズや社会状況に応じ

ながら制度の持続可能性を踏まえて支援サービスの最適化を図るとともに、適時適切

な利用につながるよう一層の広報に努め、ひとり暮らし高齢者の緊急時における対応

などの支援を推進します。 
 

 高齢者等緊急通報システム事業【携帯型】【自宅設置型】 

対象者 

次のＡ～Ｃのいずれかに該当する方 

Ａ：在宅高齢者で次の①～③の要件をすべて満たす方 

① 65 歳以上 

  ② 心臓疾患、高血圧等の慢性疾患のため日常生活に注意を要する方 

  ③ ひとり暮らしまたはそれに準ずる世帯の方 

Ｂ：75 歳以上のひとり暮らしの方 

Ｃ：認知症による徘徊のため生命に危険の可能性があり、次の①・②のいずれか

に該当する方〔携帯型のみ〕 

  ① 65 歳以上の方 

  ② 若年性認知症で要介護１以上の方 

サービス 
内容 

① 24 時間 365 日体制での緊急時対応 

② 健康相談 

③ 位置検索〔携帯型のみ〕 

利用者負担 
所得に応じて異なります。 

携帯型：月額０円～2,070 円  自宅設置型：月額０円～4,580 円 

実績・計画 

 

 
令和３ 

(2021)年度 
令和４ 

(2022)年度 
令和５ 

(2023)年度 
令和６ 

(2024)年度 
令和７ 

(2025)年度 
令和８ 

(2026)年度 

携帯型 1,076 台 1,192 台 1,209 台 

事業継続   自宅設置型 603 台 517 台 517 台 

合 計 1,679 台 1,709 台 1,726 台 

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みです。 
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 日常生活用具給付事業 

対象者 

自動消火器：65 歳以上の寝たきりの高齢者やひとり暮らしの高齢者で、世帯全

員が市民税非課税世帯の方 

電磁調理器：心身機能の低下に伴い防火等の配慮が必要な高齢者世帯等で、世帯

全員が市民税非課税世帯の方 

サービス 
内容 

自動消火器の給付（基準限度額 36,800 円） 

電磁調理器の給付（基準限度額 33,000 円） 

利用者負担 所得に応じて０％～10％の利用者負担があります。 

実績・計画 

 

 
令和３ 

(2021)年度 
令和４ 

(2022)年度 
令和５ 

(2023)年度 
令和６ 

(2024)年度 
令和７ 

(2025)年度 
令和８ 

(2026)年度 

自動消火器 0 件 5 件 1 件 
事業継続   

電磁調理器 9 件 12 件 11 件 

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みです。 
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ⅳ）要支援者等の介護予防・重度化防止 

要介護リスクが高くなっている後期高齢者人口は、今後増加し続ける一方で、生産年

齢人口は継続的に減少し、ギャップは拡大し続けています。 

さらに、家族の支援を受けにくい単身世帯・高齢者のみ世帯等の増加により、軽度の

生活支援ニーズは高齢者人口の増加以上に伸びることが予想されます。しかし、在宅介

護サービスのニーズが増加する中で、それを支える専門職数の確保は、要介護者等の増

加に対応できるほどは期待できません。 

今後の介護保険制度の運用は、増加するニーズへの対応と担い手となる生産年齢人口

の減少という、二つの困難な条件のもとで進める必要があります。 

このような社会背景を踏まえ、平成 27（2015）年の介護保険制度の改正で、地域

支援事業の中に新たに「介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）」

が創設されました。総合事業では、専門職によるサービスが必要な方には専門的サービ

スを確保しつつ、地域の社会資源等を活用して、民間事業者や NPO、ボランティアな

どの多様な主体によるサービスの提供を充実させることで、要支援者等に対する効果的

かつ効率的な支援等を可能とすることを目的としています。 

総合事業は、①65 歳以上の被保険者に対して、介護予防の普及啓発や地域の介護予

防活動の支援を行う一般介護予防事業と、②要支援者等に対して必要な支援を行う訪問

型・通所型サービス等の介護予防・生活支援サービス事業から構成されています。 

【介護予防・日常生活支援総合事業（厚生労働省資料から改変）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【財源構成の内訳】 

国     23.07％ 

都道府県  12.5％ 

市町村   12.5％ 

１号保険料 24.93％ 

２号保険料 27％ 

 

 

【財源構成の内訳】 

国     38.5％ 

都道府県  19.25％ 

市町村   19.25％ 

１号保険料 23％ 

介護保険制度 

介護給付（要介護１～５） 

介護予防給付（要支援１～２） 
 

介護予防・日常生活支援総合事業 
（要支援１～２、それ以外の者） 
○介護予防・生活支援サービス事業 
・訪問型サービス 

・通所型サービス 
・生活支援サービス（配食等） 
・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

○一般介護予防事業 
・介護予防把握事業 
・介護予防普及啓発事業 

・地域介護予防活動支援事業 
・一般介護予防事業評価事業 
・地域リハビリテーション活動支援事業 

 
包括的支援事業 
○地域包括支援センターの運営 
○在宅医療・介護連携の推進 
○認知症施策の推進 
○生活支援サービスの体制整備 

任意事業 
○介護給付費適正化事業 
○家族介護支援事業 等 

 

 

地
域
支
援
事
業 
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（１）介護予防・日常生活支援総合事業の再編 

本市の総合事業は、介護予防の普及啓発や、地域活動支援等を中心とした一般介護

予防事業と、専門職以外のケアの担い手のすそ野拡大等を目的として基準を緩和した

介護予防・生活支援サービス事業を中心に展開してきました。 

第８期計画では、従前の取組に加え、団塊ジュニア世代が後期高齢者となる「2040

年への備え」等として、「自立支援・重度化防止の推進」を重点目標として掲げ、特に

状態の改善可能性が高い要支援高齢者等に対する重度化防止の取組を強化するため

のモデル事業を実施しました。 

本市では、約 400 人/月の高齢者が新規の要支援認定を受けており、平成 27

（2015）年４月から令和２（2020）年４月までの期間の集計では、そのうちの約

30％が１年後の認定更新で状態が悪化しています。 

 

【平成 27（2015）年４月から令和２（2020）年３月までの新規認定者の初回更新時の変化状況】 

 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 総計 

悪化 33.8％ 27.5％ 26.7％ 19.2％ 13.8％ 6.1％ 0.0％ 23.1％ 

改善 0.0％ 13.2％ 7.5％ 19.7％ 28.9％ 30.5％ 21.7％ 12.8％ 

維持 33.5％ 32.3％ 39.4％ 26.8％ 22.7％ 20.8％ 20.6％ 31.2％ 

更新無・終了 32.7％ 26.9％ 26.4％ 34.3％ 34.5％ 42.6％ 57.7％ 32.9％ 

総計 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

※新型コロナウイルス感染症の影響による認定期間の延長の特例の影響を除くため、令和２年４月以降のデータを集

計対象外としている。 

 

要支援高齢者は、買い物など生活行為（ＩＡＤＬ）の一部は低下しているものの、

身の回りの動作（ＡＤＬ）は自立している状態であり、要支援状態となる原因疾患の

約半数は、体を動かさないことによる心身の機能低下とされています。 

要支援者等への効果的な支援モデルを実現するためには、医療等の視点に基づく、

改善可能性の予測や、廃用・重度化予防と、対象者の活動的な日常生活を支える生活

支援・自立支援の両面からのアプローチが必要となるため、異なる視点・強みを持っ

た多職種・多様な主体による支援が必要となります。 

また、要支援高齢者の状態像を踏まえると、身の回りの動作は自立しており、生活

の中でできることが多いことから、本人・家族の意欲に働きかけ、主体的な行動変容

を促しながら、日常の中でできることを増やす支援を適切に行うことで、低下した活

動量を回復し、状態悪化を防止できると考えられます。 

そのように、本人ができることを活かす支援は個別性が高くなるため、介護の手間

を評価した従前の介護サービスの構造とは異なるサポートメニューを構築するとと

もに、ニーズに応じた多様な地域資源の充実が必要となります。 
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【第９期計画における総合事業の取組の方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【要支援者等の重度化防止の取組イメージ】 

 

  

 

虚弱・要支援高齢者に対して、介護予防・自立支援に資するサービスの選択肢を充実させ、 
自立を支援して社会参加につなぎ、地域の中で元気に暮らせるようにする 

地域包括支援センターによる相談受付 

Ⅱ．介護予防・⾃⽴⽀援に資するサービスの新設・整備 

 
○地域包括⽀援センターによる介護予防ケアマネジメントの充実・効率化 
○地域包括支援センターと、地域リハビリテーション⽀援拠点、生活⽀援 

コーディネーターとの連携強化 

Ⅰ．適切な⽀援へのつなぎ、初期段階の働きかけの強化 （
要
支
援
高
齢
者
等
の
介
護
予
防
・
重
度
化
防
止
モ
デ
ル
事
業
） 

令
和
５
年
１
月
か
ら
モ
デ
ル
事
業
開
始
中 

Ⅴ
．
広 

報 

の 

充 

実 

・ 

強 

化
 
虚弱高齢者・要支援者もつながることができる活動・参加の機会や場の充実 

（第１段 令和６年度 ）いこい元気広場等の介護予防事業の充実と、要支援者等への利用勧奨・つなぎ機能の整備 
（第２段 令和８年度 ）既存プラットフォームとの連携等による多様な主体による地域資源の活用・開発 

 
 
 
 
 

医師等による虚弱⾼齢者の発⾒ 
 
 
医師等による働きかけ 

Ⅳ．更なる対象者把握の強化 
虚弱⾼齢者の早期発⾒・早期⽀援 

医療機関による把握事業 
令和８年度以降事業化 

令和６年度から 
順次拡大 

Ⅲ．⾼齢者の活動・参加につながる社会資源の活⽤・開発 

リハビリ専門職による生活改善の 
ための短期集中的な支援 

地域参加を促進するサービス 
地域資源へのつなぎ 

サービス提供体制の維持（従前相当・緩和型サービス等） 

 報酬構造の簡略化による事務負担の軽減等 

 国の報酬改定の動向を踏まえた報酬水準の見直し 

 個別事例単位の検証による自立支援に効果的なサービス内容、対象者像等の確認（第

９期計画期間中に整理） 

要支援者等の介護予防・重度化防止に資する支援体制の整備 

 地域包括支援センターの体制整備（法改正対応を含む） 

 介護予防ケアマネジメント C 類型の整備、帳票の簡素化、事務効率化 

 地域リハビリテーション支援拠点、生活支援コーディネーター配置事業所の増設 

 自立支援型サービス（健幸 UP!!プログラム、あんしん暮らしサポート）の整備 

 広報の見直し 

地域資源の充実（要支援者等を対象とした資源づくり） 

 既存の介護予防事業（いこい元気広場 等）の拡充 

 民間企業等の多様な主体の参画を得るための取組の具体化 
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① 自立支援型サービスの整備 

 健幸 UP!!プログラム 

健幸 UP!!プログラムは、要支援者認定を受けた方や事業対象者（以下、「要支

援者等」という。）に対して、リハビリ専門職による短期集中的な支援を行いま

す。 

身体機能の不安等から日常の活動量が低下している方について、その方の状態

等に合った生活改善のためのプログラムを提案・実施し、対象者が自身の力で生

活を継続できるよう働きかけます。 

 

対象者 要支援１・２、事業対象者 

サービス内容 
リハビリ専門職による短期集中的な生活改善プログラムを提供しま

す。 

利用者負担 無し 

実績・計画 

 

第８期 第９期 

令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2022) 年度 (2023) 年度 (2024) 年度 (2025) 年度 (2026) 年度 

モデル実施 165 件 345 件 690 件 

※令和５年１月からモデル実施 

※支援件数は、１名の利用者の１月の利用を１件としてカウント 
 

 

 あんしん暮らしサポート 

あんしん暮らしサポートは、概ね６か月程度の定期的な訪問により、地域活動

等への参加支援や、一時的な状態の低下等によって不安を抱えている家事等を自

身の力でできるように見守り的支援等を行います。 

（※）本事業は、小地域における生活支援体制整備事業を受託している（看護）

小規模多機能型居宅介護事業所が実施します。 

 

対象者 要支援１・２、事業対象者 

サービス内容 
ライフサポートワーカーの定期訪問等により、閉じこもり予防のため

の地域参加支援等を行います。 

利用者負担 無し 

実績・計画 

 
第８期 第９期 

令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2022) 年度 (2023) 年度 (2024) 年度 (2025) 年度 (2026) 年度 

モデル実施 570 件 1,290 件 2,010 件 

※令和５年１月からモデル実施 

※支援件数は、１名の利用者の１月の利用を１件としてカウント 
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（２）生活支援体制の整備 

本市では、平成 28（2016）年度に区役所内に「地域みまもり支援センター」を

設置しており、「住民主体の支え合いの地域づくりの実現」（地域支援機能）を位置づ

け、地域みまもり支援センターの地域ケア推進課及び地域支援課職員を「生活支援

コーディネーター★」としています。各区が作成した地区カルテ等を活用しながら、

地域アセスメント（地域課題の把握や分析・検討）を行い、住民自らの課題意識に基

づいた生活支援や介護予防活動の創出につなげています。 

 

 小地域における生活支援体制整備事業 

今後ますます多様化する住民の生活支援ニーズ等に対応するために、地域密着

型サービス事業所等に生活支援コーディネーターの配置を進めています。地域ケ

ア圏域よりさらに小さい地域単位において、「個別支援」と「地域支援」を有機

的につなぎ合わせ、人と場、人の生活と地域をつなぐ取組を進めています。具体

的には、つながることができる資源（≒居場所）を知り、つなぐ、増やすことで、

虚弱になってもつながり続けることができる資源づくり（≒居場所づくり）を進

めます。 

また、地域密着型サービス事業所の運営推進会議や地域ケア会議等の場を活用

して、区役所の関係職員や生活支援コーディネーター、地域包括支援センター等

と顔の見える関係を構築しながら、連携強化を推進しています。 

令和５（2023）年１月から、生活支援コーディネーターが培った「個別支援」

「地域支援」を発展させ、要支援相当の高齢者を対象とした「介護予防・重度化

防止モデル事業」の「あんしん暮らしサポート」をモデル地域で展開してきまし

た。地域包括支援センターや地域リハビリテーション支援拠点と協働し、要支援

相当の高齢者の状態像に合わせて、活動量の低下や閉じこもりを予防しながら、

高齢者自身ができることを活かした支援を進めていきます。 
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【要支援者等の状態像に合わせた支援のためのチーム】 

 

〔実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 
令和４ 

(2022)年度 
令和５ 

(2023)年度 
令和６ 

(2024)年度 
令和７ 

(2025)年度 
令和８ 

(2026)年度 

委託事業所数 18 22 28 34 40 

 

 

 

 

  

知人・友人 

隣近所 

介護予防サービス 

生活リハビリ 
かわさき健幸ＵＰ!! 

プログラム 

 

 地域包括 
支援センター 

 
リハビリテーション 
支援拠点 

リハビリテーション 
改善可能性等の予測  

支援チームの取りまとめ 
介護予防ケアマネジメント 

生活支援 
あんしん暮らし 

サポート 

  本人 
（要支援者等） 

その人「が」 
何ができるか 

その人「に」 
何ができるか 

その人「と」 
何ができるか 

暮らしの中での支援 

個別アプローチ 
小地域活動アプローチ   

生活支援 
コーディネーター 

生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員） 

高齢者の生活支援や介護予防の体制づくりを推進し、地域の特性や生活課題を把握し、

サービスの開発や担い手の発掘・育成、ネットワークづくり、ニ―ズと取組のマッチン

グなどを行う者を生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）といいます。 
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（３）地域資源の充実 

川崎市では、平成 28（2016）年度に地域みまもり支援センターの設置に合わせ

て、区の地域力の向上の取組に組み込む形で生活支援体制整備事業を開始しました。 

令和元（2019）年 10 月は、より小さい地域単位の働きかけを可能とする体制づ

くりのため第２層生活支援コーディネーター（以下、第２層ＳＣという。）を介護事

業所に設置する『小地域における生活支援体制整備事業』を進めています。 

 

 

 

 住民主体による要支援者等支援事業 

要支援・要介護状態になっても通い続けられる地域の通いの場や居場所づくり

を進めている住民団体・NPO 法人等への支援を通して、地域の高齢者の閉じこ

もりを予防し、地域住民による見守り・支え合いのネットワークづくりを進める

「住民主体による要支援者等支援事業」を推進します。 

 

 地域包括ケアシステム連絡協議会・ワーキンググループ 

民間企業等の多様な主体による参加・活動の場づくりや、サービスの利用機会

を通じたつながりづくりに向けて、100 を超える企業・団体が参画する「川崎

市地域包括ケアシステム連絡協議会」の開催を通じた顔の見える関係づくり、連

携のきっかけづくりを進めます。 

また、具体的なプロジェクトの創出に向け、川崎市地域包括ケアシステム連絡

協議会の参画団体による「ワーキンググループ」を令和３（2021）年３月に設

置・開催しています。 

今後も、連絡協議会・ワーキングループの開催を通じて、民間企業への地域の

つながりづくりへの意識醸成や、市民・支援者へのサービスの活用促進に向けた

取組を進めます。 

 

 

 
 
区域レベルの総合調整 
関係団体・関係機関等と連携した、地 
域包括ケアシステム構築に向けた企 
画・調整 
・地域福祉計画 
・地区カルテ 

●第１層生活支援コーディネーター 

圏域レベル（日常生活圏域）の「個別支援」 

と「地域力向上」 

 地区担当保健師や社会福祉職等の専門 

職による生活課題への対応・地域活動 

支援 

小地域レベル 
（概ね小学校区） 
「個別ケア」と 
「小地域福祉活動」 

小規模多機能型居宅介護事業所/ 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 

各区役所地域みまもり支援センター 

地域ケア推進課 

地域支援課 

●第２層生活支援コーディネーター 
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【川崎市地域包括ケアシステム連絡協議会・ワーキンググループの構成】 

 
 

 

 地域ケア会議を活用したニーズ把握の取組 

テーマ別ワーキンググループにおいて効果的に検討を進めるため、地域ケア会議

を活用して地域包括支援センター等が把握している生活支援ニーズ等を抽出・整理

し、地域包括ケアシステム連絡協議会・ワーキンググループに提供する仕組みを整

備します。 
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取組Ⅲ 利用者本位のサービスの提供 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組Ⅲ 利用者本位のサービスの提供 

ⅰ）介護保険サービス等の着実な提供 

（１）介護保険法に基づくサービス 

① 介護保険給付 

② 介護予防・生活支援サービス事業（総合事業） 

 介護予防訪問サービス（訪問型サービス） 

 介護予防通所サービス（通所型サービス） 

 介護予防短時間通所サービス（通所型サービス） 

 介護予防ケアマネジメント 

③ 中重度の要介護高齢者の在宅生活を支えるためのサービス  

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護      小規模多機能型居宅介護 

 看護小規模多機能型居宅介護         複合的な在宅サービス 

④ 介護保険サービス等の着実な提供のための取組 

 介護保険サービス事業者等に対する指導・監査の実施 

 介護現場の安全性の確保及びリスクマネジメントの推進 

 介護給付の適正化の推進（川崎市介護給付適正化計画） 

（２）市独自の在宅高齢者を支えるサービス 

① 要介護高齢者等への介護支援のためのサービス 

 紙おむつ等の介護用品の給付         寝具乾燥事業 

 高齢者住宅改造費助成事業          養護老人緊急一時入所事業 

 高齢者等短期入所ベッド確保事業       在宅福祉サービス緊急措置事業 

 あんしん見守り一時入院事業 

② 生活支援を必要とする在宅高齢者を支えるサービス 

 訪問理美容サービス事業           外出支援サービス事業（おでかけＧＯ！） 

 福祉有償運送事業              障害者・高齢者等歯科診療事業 

 地域の一般歯科診療所を対象とした対応力向上研修補助事業 

 認知症等行方不明ＳＯＳネットワーク事業 

③ ひとり暮らし高齢者等を支えるためのサービス 

 高齢者等緊急通報システム事業        日常生活用具給付事業 

④ 高齢者の自己選択を支援するための取組 

 介護サービス情報の公表               川崎市生活支援サービス等の情報の公表 

 介護サービスや高齢者福祉施策などの周知 

 ケアマネジャー等の専門職による「高齢者の自己選択の支援」に向けた取組 

 介護サービス相談員派遣事業           介護サービス事業所への苦情・相談対応の仕組み 

ⅱ）地域密着型サービスの取組強化 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備 

 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護の整備 
 複合的な在宅サービス         地域医療介護総合確保基金の活用 

 広域利用に関する事前同意等の調整 

 認知症高齢者グループホーム利用者に対するサービス強化 

P155～ 

P171～ 
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ⅲ）かわさき健幸福寿プロジェクトの推進 

（１）これまでの本市の取組 

① プロジェクトの概要・目的  ④ インセンティブ 

② 参加利用者・参加事業所   ⑤ 事例集の作成 

③ 成果指標          ⑥ 事業効果 

（２）今後の取組 

 要支援者等の介護予防・重度化防止 

ⅳ）介護人材の確保と定着の支援 

（１）人材の呼び込み 

 川崎市福祉人材バンクの取組         啓発イベント等の実施 

 介護職員への家賃支援            かわさき暮らしサポーター養成研修 

（２）就労支援 

 就職相談会                 介護資格取得者への受講料補助 

 シニア層など多様な人材確保         潜在的有資格者の掘り起こし 

（３）定着支援 

 介護人材マッチング・定着支援事業      管理者向け研修の実施 

 メンタルヘルス相談窓口           ハラスメント対策 

 介護ロボット等の普及・啓発         外国人介護人材の活用 

 仕事と介護の両立支援 

（４）キャリアアップ支援 

 総合研修センターの取組           訪問看護師養成講習会 

 介護職員によるたんの吸引等研修       介護支援専門員の資質向上等 

（５）介護現場の生産性向上 

 介護現場の生産性向上            介護助手の活用 

 文書事務の軽減               財務状況等の公表 

（６）その他 

 ＩＣＴを活用した認定調査の効率化 

ⅴ）ウェルフェアイノベーションとの連携 

（１）福祉製品等開発・改良に向けた参入等の支援 

 取組例１ 福祉職員等との勉強会の実施 

（２）福祉製品等開発・改良の実施における支援 

（３）福祉製品等認証・普及に関する支援 

 取組例２ ウェルフェアイノベーションフォーラムの開催 

 

P181～ 

P195～ 

P177～ 
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これまでの主な取組 

ⅰ）介護保険サービス等の着実な提供 

○ 平成 28（2016）年４月から総合事業を開始し、要支援認定を受けた方等に対して旧介
護予防訪問介護、旧介護予防通所介護に係る基準よりも緩和した基準によるサービスな
どを実施しました。 

○ 介護サービスの質の向上及び介護保険制度の適正な運営を確保するため、介護保険サー
ビス事業者等に対して、運営指導及び集団指導を実施しました。 

○ 適切な介護サービスの確保と費用の効率化を図り、介護保険制度への信頼を高めるため、
介護給付の適正化の取組として「要介護認定の適正化」､「ケアプランの点検」などを実
施しました。 

○ 要介護者等への介護支援や在宅生活の継続のための市独自の取組として、「紙おむつ等の
介護用品の給付」や「寝具乾燥事業」「高齢者住宅改造費助成事業」「訪問理美容サービス
事業」などを実施しました。 

ⅱ）地域密着型サービスの取組強化 

○ 介護が必要となっても、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、在宅生活を支
える地域密着型サービスとして、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」、「小規模多機能
型居宅介護」、「看護小規模多機能型居宅介護」の整備を推進しました。 

 

＜整備状況＞ 

 第７期計画 第８期計画 

平成 30 

(2018)年度

令和元 

(2019)年度

令和２ 

(2020)年度

令和３ 

(2021)年度

令和４ 

(2022)年度

令和５ 

(2023)年度

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 21 か所 23 か所 22 か所 24 か所 26 か所 29 か所 

小規模多機能型居宅介護 48 か所 48 か所 50 か所 47 か所 47 か所 47 か所 

看護小規模多機能型居宅介護 16 か所 15 か所 15 か所 17 か所 20 か所 21 か所 

＊令和 5（2023）年度は予定整備数 

 

○ 認知症高齢者グループホーム利用者に対するサービス強化として、家賃等助成事業を実
施しました。 

ⅲ）かわさき健幸福寿プロジェクトの推進 

○ 「顕著な成果を挙げた事業所・利用者の表彰式」や「取組結果に応じたインセンティブの
付与」「多職種連携を一層図るための事例検討・意見交換会」「優れた取組事例を掲載した
事例集の作成」などを実施しました。また、第４期から第６期までの事業効果について検
証を行い、その結果をとりまとめました。 

ⅳ）介護人材の確保と定着の支援 

○ 介護人材の確保と定着については、「人材の呼び込み」「就労支援」「定着支援」「キャリア
アップ支援」の４つの取組を柱に、介護サービス事業所を継続的に支援しました。また、
令和４（2022）年度からは、介護職員への家賃補助や資格取得への補助、一部の医療行
為が可能となる研修の拡充など、幅広な支援に取り組みました。 

（高齢者実態調査） 令和元（2019）年度 令和４（2022）年度 

介護サービス事業所の

介護人材の不足感 
75.8％ 79.8％ 

ⅴ）ウェルフェアイノベーションとの連携 

○ 国や県のほか、本市のウェルフェアイノベーションの取組と連携しながら、介護サービス
事業所での介護ロボットの実証や、介護ロボットの導入経費の一部助成を行いました。 
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施策の方向性 

 必要な介護サービス需要が変化することが想定される中、高齢者や介護者の多様なニーズに
対応するサービスの提供が求められます。 

 今後も高齢化が進んでいくことが予想される中、サービス提供体制を維持するための取組が
必要です。 

 要介護認定を遅滞なく適正に実施するために、認定審査会や認定事務の効率化が必要です。 

 ケアマネジメントの質の向上を図る取組が必要です。 

 地域における継続的な支援体制の整備や、働きながら要介護者等を在宅で介護している家族
等の就労継続や負担軽減を図る取組が必要です。 

 人材の確保と定着を図るとともに質の高いサービスを提供することが必要です。 

 介護職員の負担軽減への取組が求められます。 

 介護ロボットや外国人介護人材などの新たな技術や制度について、対応が求められます。 

課  題 

第９期計画での主な課題と施策の方向性 

ⅰ）介護保険サービス等の着実な提供 
○ 制度改正や社会状況の変化等を踏まえ、要介護・要支援高齢者等が地域で生活を続ける

ために必要なサービスを提供します。 

○ 総合事業について、早期に要支援者等の状態に応じた適切なサービスが提供される体制
の構築に向けた取組を進めます。 

○ 適切なケアマネジメント手法の普及・定着を図ります。 

ⅱ）地域密着型サービスの取組強化 
○ 中重度の要介護高齢者の在宅生活を支えるための取組を進めます。 

○ 引き続き、地域密着型サービスの拡充を図るため、事業所の参入促進の取組や地域医療
介護総合確保基金を活用した整備に向けた取組を進めます。 

○ 地域密着型サービスの利用機会の拡大等の取組として、広域利用に関する事前同意につ
いて、協議・検討を進めます。 

○ 認知症の人がその環境に応じて地域の見守り等の支援を受けながら生活し続けることが
できるよう、認知症高齢者グループホームに対する利用継続に向けた取組を進めます。 

ⅲ）かわさき健幸福寿プロジェクトの推進 

○ 更なる普及啓発を実施するとともに、新たな評価手法での取組の実施等に向けて検討を
行い、検討結果に基づいた取組を実施します。 

ⅳ）介護人材の確保と定着の支援 
○ 要介護高齢者が増加する一方、生産年齢人口が急減することが見込まれる中で、若い世

代に介護の魅力を発信し、イメージアップを図ります。 

○ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上を推進します。 

○ 外国人介護人材定着に向けた環境整備及び介護ロボットの導入支援に取り組みます。 

○ 介護離職を防止する観点から、仕事と介護の両立支援に取り組みます。 

○ ICT を活用した認定事務の効率化や効果的な認定審査会を図ります。 

ⅴ）ウェルフェアイノベーションとの連携 

主な成果指標 

指標名 現状 目標 指標の出典等 
主な地域密着型サービ
スの延べ利用者数 

21,491 人 
（令和４（2022）年度） 

33,162 人以上 
（令和８（2026）年度） 

健康福祉局調べ 

かわさき健幸福寿プロ
ジェクトの実施結果
（改善率） 

13％ 
（令和４（2022）年度） 

   17％以上 
（令和７（2025）年度） 

プロジェクト対象者の要
介護度の改善率 

介護人材の不足感 79.8％ 
（令和 4（2022）年度） 

70.0％以下 
（令和７（2025）年度） 

市内事業所が従業員の
「不足感」ありと回答し
た割合。高齢者実態調査 
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ⅰ）介護保険サービス等の着実な提供 

介護が必要になっても、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、高齢者

や介護者の多様なニーズを踏まえ、利用者本位のサービスを提供します。 

また、「介護・医療・予防」「生活支援」等のケアの一体的・継続的な提供及び、

高齢者の自己選択を支援するための情報発信に取り組むとともに、様々な資源を組み

合わせた統合的なケアの提供の実現のため、制度改正や社会状況の変化等を踏まえ、

サービスの適正化を図ります。 

 

（１）介護保険法に基づくサービス 

① 介護保険給付 

介護保険サービスの見込量については、第６章を参照してください。 

サービス 要支援１～２の方（予防給付） 要介護１～５の方（介護給付） 

居宅サービス 

介護予防訪問入浴介護 
介護予防訪問看護 
介護予防訪問リハビリテーション 
介護予防居宅療養管理指導 
介護予防通所リハビリテーション 
介護予防短期入所生活介護 
介護予防短期入所療養介護 
介護予防特定施設入居者生活介護 
介護予防福祉用具貸与 
特定介護予防福祉用具販売 
介護予防住宅改修 
介護予防支援 

訪問介護 
訪問入浴介護 
訪問看護 
訪問リハビリテーション 
居宅療養管理指導 
通所介護 
通所リハビリテーション 
短期入所生活介護 
短期入所療養介護 
特定施設入居者生活介護 
福祉用具貸与 
特定福祉用具販売 
住宅改修 
居宅介護支援 

施設サービス なし 
介護老人福祉施設 
介護老人保健施設 
介護医療院 

地域密着型 

サービス★ 

介護予防認知症対応型通所介護 
介護予防小規模多機能型居宅介護 
介護予防認知症対応型共同生活介護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
夜間対応型訪問介護 
地域密着型通所介護 
認知症対応型通所介護 
小規模多機能型居宅介護 
看護小規模多機能型居宅介護 
認知症対応型共同生活介護 
地域密着型特定施設入居者生活介護 
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 
複合的な在宅サービス 

 

地域密着型サービス 

平成 18（2006）年に創設されたサービスで、要介護・要支援高齢者が住み慣れた地域

で可能な限り自立した生活を送ることを支援します。介護サービス事業所の指定は市町

村が行い、原則として、指定を行う市町村の被保険者のみが利用できます。 
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② 介護予防・生活支援サービス事業（総合事業） 

介護予防・生活支援サービス事業は、要支援者、介護予防・生活支援サービス

事業対象者及び要介護者（以下「要支援者等」という。）の多様なニーズに対応す

るため、これまで予防給付として提供されてきた介護予防訪問介護や介護予防通

所介護に相当するサービスなど、地域の実情に応じた多様なサービスを対象とす

ることができる介護保険制度に基づく事業です。 

サービスの安定的な供給を確保するため、要支援者等のサービスの利用実態や

必要とされる支援内容を精査し、早期に要支援者等の状態に応じた適切なサービ

スが安定的に提供されるよう、引き続き検討を進めてまいります。 

【介護予防・生活支援サービス事業（総合事業）対象者】 

 
※厚生労働省「全国介護保険担当課長会議」資料 

 

【本市における総合事業への段階的な移行】 

平成 27 
(2015)年度 

平成 28 
(2016)年度 

令和６ 
(2024)年度 

令和８ 
(2026)年度 

【予防給付】 

訪問看護、福祉用具等 

・訪問介護 

・通所介護 

【介護予防事業】 

○二次予防事業 

○一次予防事業 

【総合事業】開始（移行期間） 

○介護予防・生活支援サービス事業 

・訪問型サービス 

・通所型サービス  
 

・介護予防ケアマネジメント 

○一般介護予防事業 

【総合事業】 

 

事業推進 

 

 

  

要介護者の弾力化 
【令和３年度～】 

※ 市町村の判断により実施 

要支援者等 
【平成 27 年度～】 

※平成29年度より全市町村で実施 

要介護者 
（要介護認定） 

要支援者 
（要支援認定） 

一般高齢者等 

介護給付 
予防給付 

（福祉用具等） 

居宅介護支援 介護予防ケアマネジメント 介護予防支援 介護予防ケアマネジメント 

介護予防・生活支援サービス事業 

①訪問型・通所型サービス、②その他の生活支援サービス（栄養改善を目的とした配食、定期的な安否確認・緊急時の対応 等） 

一般介護予防事業（要支援者等も参加できる住民運営の通いの場の充実等。全ての高齢者が対象）
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【介護予防・生活支援サービス事業の内容】 

事 業 内 容 

訪問型サービス 
要支援者等に対し、掃除、洗濯等の日常生活上の支援を提

供します。 

通所型サービス 
要支援者等に対し、機能訓練や集いの場など日常生活上の

支援を提供します。 

介護予防ケアマネジメント 
要支援者等に対し、総合事業によるサービス等が適切に提

供できるようケアマネジメントします。 

※厚生労働省ガイドラインから抜粋 

 

 介護予防訪問サービス（訪問型サービス） 

対象者 要支援１・２、事業対象者 

サービス内容 
介護サービス事業所のホームヘルパーや「かわさき暮らしサポーター」

が家庭を訪問し、利用者と協働して家事の援助等を行います。 

利用者負担 介護保険制度の利用者負担割合に準じます。 

実績・計画 

 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

36,022 件 34,033 件 33,904 件 33,904 件 33,904 件 33,904 件 

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 

 

 介護予防通所サービス（通所型サービス） 

対象者 要支援１・２、事業対象者 

サービス内容 
デイサービスセンターにおいて、入浴・食事、生活機能の維持向上のた

めの体操や筋力トレーニング等を行います。 

利用者負担 介護保険制度の利用者負担割合に準じます。 

実績・計画 

 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

55,410 件 55,146 件 57,345 件 57,952 件 59,445 件 61,062 件 

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 
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 介護予防短時間通所サービス（通所型サービス） 

対象者 要支援１・２、事業対象者 

サービス内容 
デイサービスセンターにおいて、入浴・食事、生活機能の維持向上のた

めの体操や筋力トレーニング等を短い時間で行います。 

利用者負担 介護保険制度の利用者負担割合に準じます。 

実績・計画 

 
第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

4,060 件 6,296 件 6,636 件 6,815 件 6,987 件 7,172 件 

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 

 

 介護予防ケアマネジメント 

対象者 要支援１・２、事業対象者 

サービス内容 

介護予防・生活支援サービス事業等を利用する際に、地域包括支援セン

ター等が介護予防ケアプランの作成及び介護サービス事業所と連絡・

調整等を行います。 

利用者負担 利用者の方の負担はありません。 

実績・計画 

 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

53,754 件 53,280 件 53,343 件 53,725 件 55,097 件 56,579 件 

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 
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③ 中重度の要介護高齢者の在宅生活を支えるためのサービス 

高齢者実態調査の結果、多くの高齢者の方々が、介護が必要になった場合でも、

家族からの支援や介護サービスを利用して自宅で暮らし続けたいと望まれていま

す。 

第９期計画では、在宅生活を支えていくための居宅サービスや定期巡回・随時

対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、医療的ケアを加えた看護小規模

多機能型居宅介護等の地域密着型サービスの拡充に引き続き取り組みます。 

また、複数の在宅サービス（訪問や通所系サービスなど）を組み合わせて提供

する複合型サービスについても、整備を含め検討を進めます。 
 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護（後述） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、中重度等の要介護高齢者の在宅生活

を 24 時間支える仕組みが不足していることに加え、医療ニーズが高い高齢者

に対して医療と介護との連携が必ずしも十分ではないという課題を受け、日

中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護の両方を提供し、定期巡回と随時の対

応を行うサービスとして平成 24（2012）年度に創設されました。 

本市では、要介護高齢者の在宅生活を支える重要なサービスとして位置付け、

整備促進を図ります（整備計画は、後述の「ⅱ地域密着型サービスの取組強化」

を参照）。 
 

 小規模多機能型居宅介護（後述） 

小規模多機能型居宅介護は、要介護者の状態や希望に応じて随時「通い」「訪

問」「泊まり」を組み合わせてサービスを提供することで、地域や在宅での生活

継続を支援するサービスです。 

本市では、要介護高齢者の地域や自宅での生活の持続に向けた重要なサービ

スとして位置付け、整備促進を図ります（整備計画は、後述の「ⅱ地域密着型

サービスの取組強化」を参照）。 
 

 看護小規模多機能型居宅介護（後述） 

看護小規模多機能型居宅介護は、小規模多機能型居宅介護に医療的ケアを提

供する訪問看護の機能を加えた「サービスの一元管理」による医療・介護の連

携により、効果的かつ柔軟な支援を可能としたサービスです。主に医療ニーズ

の高い高齢者を対象として地域・在宅における多様な療養支援を行うことを目

的として平成 24（2012）年度に創設されました。 

本市では、自宅で生活する医療ニーズが高い高齢者を支える重要なサービス

として位置付け、整備促進を図ります（整備計画は、後述の「ⅱ地域密着型サー

ビスの取組強化」を参照）。 
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 複合的な在宅サービス（後述） 

（国の指針告示後、記載） 

 

④ 介護保険サービス等の着実な提供のための取組 

 介護保険サービス事業者等に対する指導・監査の実施 

介護サービスの質の向上及び介護保険制度の適正な運営を確保するため、介

護保険サービス事業者等に対して、運営指導や集団指導を行います。 

また、虐待通報等に対しては機動的かつ柔軟に対応し、指定基準違反や介護

報酬請求の不正・不当が疑われる事案に対しては監査を実施し、厳正に対処し

ます。 

〔実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

①運営指導（※） 163 件 207 件 360 件 事業継続   

②監査 76 件 150 件 46 件 事業継続   

③集団指導 2回 2 回 2 回 事業継続   

④新規セミナー 1回 1 回 1 回 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 

※令和３年度は「実地指導」 

 

 介護現場の安全性の確保及びリスクマネジメントの推進 

高齢者実態調査において、介護現場における事故等に対して「定期的に会議・

打合せで議論して注意喚起を行っている」割合が高くなっており、安全対策に

有用な情報を共有することは、介護事故の発生防止・再発防止及び介護サービ

スの改善やサービスの質向上に資するものであることから、本市としても報告

された事故情報に応じて、必要な指導を行っていきます。 

 

 介護給付の適正化の推進（川崎市介護給付適正化計画） 

介護給付の適正化は、介護サービスを必要とする高齢者を適切に認定し、介

護サービスの受給者が真に必要とする過不足のないサービスを、介護事業者が

ルールに従って適切に提供するよう促すものです。この取組によって、適切な

サービスの確保とその結果としての費用の効率化を通じて介護保険制度への

信頼を高め、持続可能な介護保険制度の構築をめざしています。 

本市では、国の「介護給付適正化計画に関する指針」に基づく主要３事業を

柱とし、都道府県と連携を図りながら、給付実績データ等を活用することによ

り、具体性・実効性のある取組を推進するとともに、また、当該取組状況につ

いて公表します。  
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【介護給付適正化の主要３事業】 

区分 主な取組内容 

①要介護認定の

適正化 

民間事業者に委託している認定調査の結果について、本市職員等による点

検を行います。また、認定調査員に対して、必要な知識・技能の習得に向

け、指導を適切に実施します。 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

全件実施 全件実施 全件実施 
事業継続 

（全件実施）

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 

②ケアプラン等

点検 

住宅改修等の 

点検・福祉用具 

購入・貸与調査 

Ａ ケアプランの点検については、「ケアマネジメントツール～ケアプラ

ン確認マニュアル～【川崎版】」を活用し、介護支援専門員による自

己チェック、本市による当該自己チェックの評価を行い、改善すべき

事項については、対面その他の方法により介護支援専門員に伝達し、

健全な給付の実施を支援します。 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

231 件 349 件 520 件 630 件 650 件 675 件 

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 

 

Ｂ 住宅改修の点検については、改修工事を施工する前に利用者の状態等

の確認、工事見積書の点検、施工後の訪問または竣工写真等による施

工状況の点検を行います。 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

全件実施 全件実施 全件実施 
事業継続 

（全件実施）
 

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 

Ｃ 福祉用具購入・貸与調査については、必要に応じてリハビリテーショ

ン専門職による点検を実施します。 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

中止 中止 10 件 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 
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区分 主な取組内容 

③医療情報との 

突合・縦覧 

点検 

国民健康保険団体連合会に委託し、次の点検を実施します。 

Ａ 後期高齢者医療及び国民健康保険の入院情報等と介護保険の給付情

報を突合し、給付日数や提供されたサービスの整合性の点検を行い、

請求内容の誤りの是正等を図ります。 

Ｂ 受給者ごとに複数月にまたがる支払情報（請求明細書の内容）を確認

し、提供されたサービスの整合性、算定回数・算定日数等の点検を行

い、請求内容の誤りの是正等を図ります。 

【その他の取組】 

認定情報と給付

情報の突合 

受給者ごとに認定情報と給付情報を突合し、想定されない給付の状況を

定期的に抽出してサービス事業者等に確認し、請求内容の誤りの是正等

を図ります。 

第三者行為求償 

第三者行為求償事案について、要介護認定等申請時の聞き取りや認定調

査員からの情報に留意し、医療保険の情報と連携することにより、第三

者行為の被害の早期発見や届出を遅滞なく提出することを促します。 
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（２）市独自の在宅高齢者を支えるサービス 

介護保険制度以外の在宅生活を支援するサービスについては、一層の広報に努め

るとともに、制度改正、高齢化の進展、民間サービス等の社会状況の変化や、利用

状況及び高齢者実態調査の結果、制度の持続可能性の観点から、最適化を図ります。 
 

① 要介護高齢者等への介護支援のためのサービス 

要介護者等が在宅生活を継続するために必要とする介護保険外の支援サービス

を実施するとともに、介護を行う家族の負担軽減を図ります。 
 

 紙おむつ等の介護用品の給付 

対象者 
65 歳以上で要介護３以上の在宅高齢者 

40～64 歳で、在宅の要介護３以上の若年性認知症の方 

サービス内容 

紙おむつ類に加え、防水シーツ、ドライシャンプー等の介護用品につい

て、5,000 円を上限額として毎月支給します。 

（※生活保護制度等の対象者は、支給品目、限度額について別途条件が

あります。） 

利用者負担 所得に応じて０％～20％の利用者負担があります。 

実績・計画 

 
第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

47,570 人 49,092 人 49,733 人 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 

 

 寝具乾燥事業 

対象者 65 歳以上で要介護３以上の在宅生活をしている寝たきり高齢者 

サービス内容 
在宅で生活する寝たきりの高齢者の家庭を寝具乾燥車で訪問し、寝具

の乾燥または丸洗いを行います。 

利用回数 年概ね４回 

利用者負担 所得に応じて０％～10％の利用者負担があります。 

実績・計画 

 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

474 人 508 人 520 人 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 
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 高齢者住宅改造費助成事業 

対象者 65 歳以上の要支援１以上の在宅高齢者 

サービス内容 

身体機能の低下により介護を必要とする方に、浴室、手洗所、玄関、食

堂、廊下、階段等の改造費を助成します（介護保険給付に含まれるもの

を除きます。）。 

助成対象基準 

限度額 
100 万円 

利用者負担 所得に応じて０％～100％の利用者負担があります。 

実績・計画 

 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

15 件 17 件 25 件 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 

 

 養護老人緊急一時入所事業 

対象者 

市内に居住し、身体上または精神上の障害があるため、在宅での援助を

必要とする 65 歳以上の高齢者（原則、介護保険制度において、要介

護・要支援認定された方を除きます。）であって、緊急に一定期間の施

設入所が必要となった方 

サービス内容 
介護保険制度を利用せず、原則として１年間に 28 日以内の特別養護

老人ホームへの一時入所を行うことができます。 

利用者負担 

生活保護世帯：0 円（送迎費 0 円） 

その他世帯：（従来型個室）1,720 円（送迎費 201 円） 

（多床室）  1,404 円（送迎費 201 円） 

（ユニット型個室的多床室）2,310 円（送迎費 201 円） 

（ユニット型個室）2,648 円（送迎費 201 円） 

なお、全世帯共通で食材料費等の実費がかかります。国の介護報酬改定

等に合わせて利用者負担額の更新を行います。 

実績・計画 

 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

57 日 60 日 60 日 事業継続  
 

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 

事業内容について効果的な取組に向け検討を進めていきます。 
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 高齢者等短期入所ベッド確保事業 

対象者 

市内に居住し、身体上または精神上の障害があるため、在宅で援助を必

要とする高齢者等（原則として、介護保険制度において、要介護・要支

援と認定された方。）であって、介護する者の急病、事故、その他の事

情（葬式等）により介護が受けられない方 

サービス内容 
原則、一度の利用につき 10 日以内の特別養護老人ホーム、介護老人保

健施設への介護保険制度に基づく一時入所サービスを受けられます。 

利用者負担 原則として、介護保険法に基づく利用料及び食材料費等の実費 

実績・計画 

 
第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

23 日 71 日 50 日 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 

事業内容について効果的な取組に向け検討を進めていきます。 

 

 在宅福祉サービス緊急措置事業 

対象者 

認知症や家族等から虐待を受けているなどのやむを得ない事由によ

り、介護保険法に規定する居宅サービスを利用することが著しく困難

な高齢者等 

サービス内容 

老人福祉法第10条の４に基づき、介護保険サービスが利用できるよう

措置を行い、次のサービス（介護予防サービスを含みます。）を提供し

ます。 

①訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護等 

②通所介護、認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介護等 

③短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護 

④小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護 

⑤認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護 

⑥看護小規模多機能型居宅介護 

利用者負担 

・介護保険制度の利用者負担割合に準じます。 

・②については、食費及び日用品費等、③～⑥については食費、居住費

及び日用品費等が別途かかります。 

 

 あんしん見守り一時入院事業 

対象者 

市内に居住する要介護認定を受けている方または、特定医療費（指定難

病）受給者証の交付を受けている方等で、高度な医療的ケア（人工呼吸

器常時管理、頻回吸引、中心静脈栄養、腹膜透析等）を必要とする方 

サービス内容 

医学的管理が必要な医療依存度の高い在宅で療養中の方が、在宅での

療養が困難となったとき、医療機関への入院治療により、在宅療養を継

続支援するための制度です。 

利用者負担 
登録及び利用の際の「診療情報提供書」作成費用、社会保険各法の定め

による一部負担金等 
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② 生活支援を必要とする在宅高齢者を支えるサービス 

日常生活において支援を必要とする高齢者に対して生活支援サービスを提供し、

在宅生活の継続を支えます。 
 

 訪問理美容サービス事業 

対象者 65 歳以上で要介護３以上の在宅高齢者で理美容院に行けない方 

サービス内容 理美容師が家庭を訪問し、調髪・洗髪等のサービスを提供します。 

利用回数 年６回まで 

利用者負担 １回あたり 2,000 円 

実績・計画 

 
第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

3,630 回 3,929 回 4,062 回 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 

 

 外出支援サービス事業（おでかけＧＯ！） 

対象者 

次の要件をすべて満たす 65 歳以上の方 

①市内で在宅生活をしている方 

②要介護３以上で身体機能の低下により、他の交通手段の利用が困難

な方 

③利用時に家族や介護者が付き添えて介助できる方 

サービス 

内容 

医療機関への受診・入退院、福祉施設への入退所、官公庁への手続き、

冠婚葬祭等の目的で外出する場合に利用できます。 

外出先は原則として市内です。ただし、隣接市区（市内から概ね 30 分

以内まで）については、相談となります。 

利用日・時間 日曜・祝日を除く日、８時～17 時半までの間で４時間以内 

利用回数 月２回まで 

利用者負担 １時間 400 円   

実績・計画 

 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

1,757 件 1,944 件 1,866 件 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みまたは計画値です。 
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 福祉有償運送事業 

運営協議会を設置し、要介護者や身体障害者などタクシーなどの公共交通機

関を一人で利用できない方に対して、ＮＰＯや社会福祉法人などの移動サービ

スで通院や通学などの日常的な外出、レジャーなどの趣味的な外出を支援しま

す。 

川崎市福祉有償運送運営協議会にて協議が整った団体 
24 団体 

（令和５年６月末時点） 
 

 障害者・高齢者等歯科診療事業 

市内の歯科保健センター及び歯科医師会館診療所において、一般の歯科診療

所で診療を受けることが困難な認知症高齢者や障害者等を対象とした歯科診

療が適正かつ円滑に実施されるよう、川崎市歯科医師会の障害者・高齢者等に

対する歯科診療事業を支援します。 
 

 地域の一般歯科診療所を対象とした対応力向上研修補助事業 

誰もが身近な地域で適切な歯科診療を受診できるよう、川崎市歯科医師会が

実施する、一般の歯科診療所に勤務する歯科医師や歯科衛生士等を対象とした

対応力向上研修への事業支援を通じて、訪問歯科診療に必要な歯科診療技術や

重度障害者等への歯科診療対応力の向上などを図ります。 
 

 認知症等行方不明ＳＯＳネットワーク事業（後述） 

行方不明になり生命に危険を及ぼす可能性がある認知症の人の情報を事前に

登録し、行方不明となった際には、市内関係機関に情報提供を行います（詳細

は、本章の取組Ⅳ「医療介護連携・認知症施策等の推進」を参照）。 

 

③ ひとり暮らし高齢者等を支えるためのサービス 

 高齢者等緊急通報システム事業（再掲） 

ひとり暮らしの高齢者等に発作が起きたときなどに備え、緊急時の連絡体制

を確保します（詳細は、本章の取組Ⅱ「地域のネットワークづくりの強化」を

参照）。 
 

 日常生活用具給付事業（再掲） 

ひとり暮らし等高齢者に自動消火器及び電磁調理器を給付します（詳細は、

本章の取組Ⅱ「地域のネットワークづくりの強化」を参照）。 
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④ 高齢者の自己選択を支援するための取組 

 介護サービス情報の公表★自治令改正待ち 

介護サービス事業者は、介護サービスの提供を開始したとき、その他一定の

要件を満たすときは、提供する介護サービスの内容や運営状況に関する情報等

を事業所が所在する都道府県知事・指定都市市長に報告することとされ、当該

報告を受けた都道府県知事等は、その内容を公表することとされています。ま

た、都道府県知事等は、当該報告に関して必要があると認めるときは介護サー

ビス事業者に対して調査を行うことができ、当該調査の内容は報告に代えて公

表することとされています。本市では、介護サービス事業者からの報告の内容

または調査の内容を専用のウェブサイトに掲載し、公表します。 

【介護サービス情報の公表の基本的な仕組み】 

  

 川崎市生活支援サービス等の情報の公表 

本市では、高齢者、家族やケアマネジャー（介護支援専門員）等が生活支援

等に資するサービスの情報にアクセスしやすい環境づくりをめざすため、市内

に存在する民間サービス等の情報を専用のウェブサイトに掲載し、公表してい

ます。 

地域包括ケアシステムにおける「自助」を支える取組の一つとして、生活支

援サービス等の「見える化」を図り、高齢者の自己選択を支援します。 

 

 介護サービスや高齢者福祉施策などの周知 

高齢者や家族向けに、本市の高齢者福祉施策や介護サービス全般について、

分かりやすくまとめた冊子「高齢者福祉のしおり」や、介護保険制度を解説し

たパンフレット「こんにちは介護保険です」を発行します。 

また、インターネットを活用する高齢者の増加を踏まえ、川崎市ホームペー

ジなどにも高齢者福祉や介護保険などの情報を掲載します。 

指定情報公表センター 
【「介護サービス情報公表システム」で公表】 

介護サービスを提供する事業所または施設 

提供する介護サービスの内容や運営の状況等に関する情報を記入 

 

 

基本情報や 

運営情報等 

 

指定調査機関 
（訪問調査は、計画に基づき実施） 

  

 

利用者・家族 介護支援専門員等（公表情報を比較検討の上、サービスを選択） 

① 

報告 

 

 ③ 
訪問調査の実施 

 

 
④ 

訪問調査の 
結果報告 

 

情報の検索・活用 

 ② 
訪問調査の指示 
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 ケアマネジャー等の専門職による「高齢者の自己選択の支援」に向けた取組 

本市では、川崎市介護支援専門員連絡会等の関係する団体と協働して「ケア

マネジメントツール～ケアプラン確認マニュアル～【川崎版】」を平成 20

（2008）年度に作成し、平成 26（2014）年度、令和２（2020）年度に改

訂を行いました。 

このマニュアルは、ケアマネジメントの各プロセスが適切に実施されている

かをケアマネジャー（介護支援専門員）自身が改めて確認し、そこで得た「気

づき」を基に必要に応じてケアプランを修正していくことで、「高齢者の自立支

援に資するケアマネジメント」の普遍化が行われることをめざしたものです。 

このような取組を継続していくことで、「高齢者自身がどのような生活を送

りたいか」という真のニーズを導き出し、高齢者の自己選択を支える支援を図

ります。 
 

 介護サービス相談員派遣事業 

介護サービスの質の向上を図ることを目的として、高齢者福祉に熱意を持つ

市民で、必要な研修を受けた方を介護サービス相談員として委嘱し、特別養護

老人ホームや介護老人保健施設などに派遣します。介護サービス相談員は、

サービスを利用している本人やその家族の不安、不満、疑問等の解消を図るた

め相談に応じます。 

受け付けた相談については、介護サービス相談員が介護サービス事業所と問

題解決の方法を検討するなどして、双方の橋渡し役を担います。 

【介護サービス相談員派遣事業の仕組み】 

 

〔実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

介護サービス 
相談員派遣回数 

中止 中止 46 回 事業継続   

令和３、４年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止。令和５年度は見込みまたは計画値です。 

 

介護サービス事業所 

 

 

○特別養護老人ホーム 

○介護老人保健施設 

○認知症高齢者グループ 

ホーム 

○特定施設入居者生活介護 

 （有料老人ホーム等） 

○小規模多機能型居宅介護 

 

など 

 介
護
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上 

介護サービス相談員連絡会 

 

 

 

川
崎
市 

委嘱 
介
護
サ
ー
ビ
ス 

相
談
員   報告 

相談・ 

意見交換 

広報・ 

助言 

派遣対象施設 
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 介護サービス事業所への苦情・相談対応の仕組み 

サービス内容に関する相談や介護サービス事業所に対する苦情は、区役所、

市健康福祉局、地域包括支援センター、「神奈川県国民健康保険団体連合会」、

「かながわ福祉サービス運営適正化委員会」等において連携を図り、適切に対

応します。 

また、受け付けた相談や苦情については検証等を行い、サービスの質の向上

を図ります。 
 

【相談・介護サービス事業所への苦情対応の仕組み】 

 

  

事業者 
＜対応窓口＞ 

当事者段階 
当事者での解決が原則 

神奈川県国民健康保険団体連合会 
川崎市健康福祉局 

長寿社会部 
 

地域の関係機関 
地域包括支援センター、 
まちかど介護相談窓口、 
区社会福祉協議会 等 

連携 

相談・ 
苦情申立 

対応調整 

提供 利用 
直
接
の
相
談 

・介護保険サービスについて 

・福祉サービス一般について 

連携 

利用者 

区役所 

連携 

苦情・相談 



第５章 取組Ⅲ 利用者本位のサービスの提供 

 171 かわさきいきいき長寿プラン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

第
５
章 

 
 

取
組 

 

利
用
者
本
位
の
サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

Ⅲ

ⅱ）地域密着型サービスの取組強化 

地域居住の実現に向け、地域密着型サービスの整備を進めます。また、地域医療構

想による追加的需要（療養病床からの地域移行分。地域医療構想の詳細は、本章の取

組Ⅳ「医療介護連携・認知症施策等の推進」を参照）や、介護離職を踏まえたサービ

ス提供を行います。 

 

【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

主な地域密着型サービスの
延べ利用者数 

  21,491 人 
（令和４（2022）年度） 

33,162 人以上 
（令和８（2026）年度） 

健康福祉局調べ 

 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備 

【サービスのイメージ】 

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護の両方について定期巡回と随時の対応で行うサービス。 

   
※一般社団法人 24 時間在宅ケア研究会「定期巡回・随時対応サービスのポイント」から引用 

ア 整備の方向性 

第９期計画以降についても、今後、新規に開設される特別養護老人ホーム、

事業者の参入意欲が比較的高い「介護付有料老人ホーム」や「認知症高齢者グ

ループホーム」との併設の推奨や、100 戸以上の市営住宅を建て替える際に創

出される余剰敷地の市有地を活用するなど、整備に向けた取組を進めます。 

〔定期巡回・随時対応型訪問介護看護の実績・計画〕（累計） 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

24 か所 26 か所 29 か所 32 か所 34 か所 36 か所 

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 

緊急通報 

随時訪問 ヘルパー 
ステーション 
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イ 整備の課題と取組 

全国的に定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の整備が進まない中、本

市ではすべての行政区に事業所が開設され、比較的整備が進んでいます。一方

で、サービス利用者については全市で約 440 人（令和５年（2023）年７月

時点）にとどまっており、一層のサービス普及が必要となりますが、サービス

の提供上、次のような課題があります。 

 
 

これらの課題に対応するため、訪問介護事業所と定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所の連携によるサービス提供の仕組み（「地域連携型サービス」）

を導入し、サービス供給力の拡大及び普及に向けた取組を進めています。 

また、利用者拡大とサービスの質の向上を目的とした事業所向け研修の実施

や、事業所の参入促進のためのセミナーの開催などソフト面の支援も行います。 
 

【地域連携型サービスのイメージ】 

 

 

【サービス普及に向けた課題】 

・従来の訪問介護サービスとの競合と、利用者の状態に応じた柔軟なサービスの切替え

が難しいこと 

・担当エリアが広くなると、訪問のための移動時間のロスが大きくなること 

・介護スタッフの確保が難しく、１事業所当たりで対応できる件数が少ないこと 

・連携可能な訪問看護ステーションが少ないこと 

・利用に適した状態等の情報が利用者・関係者に十分に認知されていないこと 

「定期巡回」事業所 「訪問介護」事業所 

利用者 

◆日中の定期巡回・ 

随時訪問 

○24 時間コール受付 

○ケアコール設置 

○夜間の定期巡回・随時訪問 

業務委託・情報連携 

【期待される効果】 

・移動時間の短縮や訪問介護事業所との連携によるサービスの効率化・供給力の拡大 

（広域的な展開） 

・訪問介護からの状態に応じたサービスの切替えを容易とすることによるサービスの

普及・利用拡大 

・地域に密着して活動している訪問介護事業所による重度者への継続的な支援の実現 

・地域の事業所間の連携の土壌づくり 

・ノウハウの蓄積による既存の訪問介護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業への新規参入 
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 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護の整備 

ア 整備の方向性 

第９期計画についても、定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様の手法に

よる整備のほか、地域バランスを考慮した整備の検討を進めながら、単一の事

業所としては採算性に課題があることから、市有地を活用した整備において、

他の地域密着型サービス等との併設とするなど、整備促進に向けた取組を進め

ます。 

また、看護小規模多機能型居宅介護については、既存の訪問看護ステーショ

ンによる事業参入を促すなど、引き続き整備促進に向けた取組を進めます。 

 

〔小規模多機能型居宅介護の実績・計画〕（累計） 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

47 か所 47 か所 46 か所 49 か所 53 か所 57 か所 

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 

〔看護小規模多機能型居宅介護の実績・計画〕（累計） 

第８期 第９期 

令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

(2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

17 か所 20 か所 22 か所 25 か所 28 か所 30 か所 

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 

 

イ 整備の課題と取組 

地域密着型サービスは、要介護者等の住み慣れた地域での生活を支えるため、

身近な市町村で提供されることが適当とされるサービスとして創設されたも

のです。 

本市では、サービス利用機会の拡大のほか、サービスの内容の明確化など、

更なる普及に向けた取組として、市内の小規模多機能型居宅介護事業所等が参

加する「川崎市小規模多機能型事業者連絡協議会」に対し、事業所間の情報交

換や研修開催が円滑に進むよう、運営の支援等を引き続き行います。 

また、利用者拡大とサービスの質の向上を目的とした市が主催する事業所向

け研修の実施や、事業所の参入促進のためのセミナーの開催などソフト面の支

援のほか、今後ますます多様化する住民の生活支援ニーズ等へ対応するため、

小規模多機能型居宅介護事業所・看護小規模多機能型居宅介護事業所に対する

生活支援コーディネーターの配置を引き続き行います。 
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【小規模多機能型居宅介護のイメージ】 

 

 

【看護小規模多機能型居宅介護のイメージ】 

 
※厚生労働省「看護小規模多機能型居宅介護の概要」をもとに作成 

  

利用者の自宅 

 

食事、入浴など日常生

活の支援・機能訓練を

日帰りで行います。 

通い 
 

短期間滞在し、滞在

中、日常生活の支援が

受けられます。 

 

ヘルパーが自宅にお

伺いし、生活援助や身

体介護を行います。 

訪問 泊まり 

 

 
○要介護度が高く、医療ニーズの高い高齢者に対応するため、小規模多機能型居宅介護のサービスに加え、

必要に応じて訪問看護を提供できる仕組み（多様な療養支援） 

○別々に指定しサービスを提供するよりも、小規模多機能型居宅介護事業所に配置されたケアマネジャー（介
護支援専門員）によるサービスの一元管理により、利用者のニーズに応じた柔軟なサービス提供が可能 

○登録定員は 29 名以下（通い定員 18 名以下、宿泊定員９名以下） 

○事業者にとっても、柔軟な人員配置が可能（主な人員：常勤換算 2.5 以上の看護職員（うち常勤保健師ま

たは看護師１以上）、専従の介護支援専門員 等） 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 

利用者ニーズに応じた
柔軟な対応 泊まり 

通い 

訪問看護 

訪問介護 

自宅 

がん末期の看取り
期・病状不安定期に
おける在宅生活の
継続支援 

家族へのレスパ
イトケア、相談
対応による不安
の軽減 

退院直後の在宅療
養生活へのスムー
ズな移行支援 

登録利用者 
以外への 
訪問看護 

・主治医 

密接な連携、 
訪問看護指示 

入院・休日 
夜間の対応 

・協力医療機関 ・協力歯科医療機関 

・バックアップ施設（介護老人保健施設等） 
・市役所、地域包括支援センター職員 

運営推進会議 
等による連携 
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ウ 共生型サービスの推進 

共生型サービスは、 

・介護保険サービス事業所が障害福祉サービスを提供しやすくする 

・障害福祉サービス事業所が介護保険サービスを提供しやすくする 

ことを目的とした指定手続きの特例として、平成 30（2018）年度に創設さ

れました。 

第９期計画においては、市有地を活用した地域密着型サービスの整備におい

て、共生型サービスの整備誘導を図るなど、地域共生社会の推進に向けた取組

を進めます。 

 

    

 複合的な在宅サービス 

（国の指針告示後、記載） 

 

 地域医療介護総合確保基金の活用 

引き続き、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、

看護小規模多機能型居宅介護等の拡充を図るため、地域医療介護総合確保基金

を活用した整備に向けた取組を進めます。 

  

【今後の役割に関する議論】 

平成 27（2015）年４月の介護保険制度改正に向けた国の部会等の中では、これまで

の「通い」を中心としたサービス提供に加え、在宅での生活全般を支援する観点から

「訪問」の機能を強化する必要性が議論されたほか、地域包括ケアシステムを担う中

核的なサービス拠点の一つとして、地域に対する役割の拡大が求められています。 
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 広域利用に関する事前同意等の調整 

地域密着型サービスは、市町村内の支援ニーズに応じて提供されるサービス

であることから、被保険者は、その市町村内の地域密着型サービスを利用する

ことを原則としていますが、他市町村の被保険者からの本市の地域密着型サー

ビスへの利用希望や、本市の被保険者からの他市町村の地域密着型サービスへ

の利用希望については、本市及び隣接市町村等の実情に応じて適切に対応して

います。 

今後は、既存の地域密着型サービスの有効活用等を図る観点や、地域密着型

サービス事業所の広域利用に係る事務負担軽減を図る観点から、神奈川県、隣

接市町村等と連携を図り、広域利用に関する事前同意等に向けた調整を行いま

す。 

 

＜Ａ市の被保険者が、Ｂ町に所在する事業所の利用を希望するケースの例＞ 

 

 

 認知症高齢者グループホーム利用者に対するサービス強化 

介護保険施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等）利用者について

は、所得の低い人を対象に居住費等の負担が低く抑えられる国の制度（補足給

付）がありますが、認知症高齢者グループホーム利用者は対象外となっていま

す。 

そのため、本市では家賃等助成事業を認知症高齢者グループホーム利用者に

対して実施し、家庭的な環境と地域住民との交流のもとで生活を継続できるよ

う引き続き支援していきます。 

  

  

Ａ市 Ｂ町 

② 必要があると認める場合 
Ｂ町に対し同意を求める 

① Ｂ町に所在する 
事業所の利用を相談 

④ 指定 

Ｂ町内に所在する事業所 

⑤ 利用 

③ 同意 

Ａ市の被保険者 
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ⅲ）かわさき健幸福寿プロジェクトの推進 

介護保険制度は、「尊厳の保持」「自立支援」を基本理念として、「要介護状態の

軽減または悪化の防止」のために、介護保険給付を行うことが定められています。 

しかし、介護サービス事業所の取組によって要介護度の改善等が図られると報酬が

下がる仕組みなど、事業所の努力が評価されにくいという課題があります。 

わが国の高齢化率が上昇する中、限られた資源を最大限有効に活用し、高齢者の自

立支援に資する介護保険サービスの提供を確保していくことが求められています。 

本市においては、市独自の取組として、高齢者の状態の改善・維持に取り組む介護

サービス事業所を評価する仕組みの構築に向け、平成 26（2014）年４月に「かわさ

き健幸福寿プロジェクト★」を立ち上げ、２か年にわたるモデル事業を実施し、平成

28（2016）年度から本格的に開始しました。 
 

（１）これまでの本市の取組 

① プロジェクトの概要・目的 

７月から翌年６月までの１年間を１サ

イクルとして、かわさき健幸福寿プロジェ

クト（以下、「プロジェクト」という。）に

参加する介護サービス事業所が、利用者や

家族の希望を踏まえて要介護度や日常生

活動作（ＡＤＬ）の改善・維持に取り組み、

一定の成果を上げた事業所（チーム）等に

対して、インセンティブを付与し、その後

も同様のサイクルで事業を展開します。 

プロジェクトの最終目的は、この事業を

通じて、介護サービス事業所や利用者・家

族の意識に影響を与え、自立に資する行動

変容を促すことにあります。 

 

 

 

  

かわさき健幸福寿プロジェクト 

川崎市が高齢者の要介護度の改善・維持などに取り組んだ介護サービス事業所を、報

奨金や表彰等で評価する事業のことです。プロジェクト名の「健幸」については、いつま

でも「健やかに」、そして「幸せ」でありたいと願う想いを込めており、その願いを市内

の介護サービス事業所と一緒にめざす取組です。 

利用者・行政による 
取組意欲が高い 

事業所の発掘 

好循環 

【かわさき健幸福寿プロジェクトの仕組み】 

利用者・行政に 
よるサービス 
の質の評価 

利用者の生活の 
質の向上 

利用者・事業所の 
取組意欲の醸成 

行政による 
成果を上げた 
事業所の公表 

事業所が提供 
するサービス 

の質の向上 
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② 参加利用者・参加事業所 

参加利用者は、この事業の趣旨を理解し、改善に向けた意欲のある人になりま

す。また、市内の介護サービス事業所を対象とし、ケアマネジャー（介護支援専

門員）を中心に、利用者にサービスを提供する介護サービス事業所で「チームケ

ア」に取り組みます。 
 

③ 成果指標 

ア 要介護度の改善または一定期間の維持 

イ 日常生活動作（ＡＤＬ）の一定以上の改善 
 

④ インセンティブ 

（事業所）報奨金、成果を上げたことを示す認証シールの付与、 

     川崎市ホームページ、介護情報サービスかながわへの掲載等 

（利用者）参加の証（あかし）、キーホルダー等 
 

⑤ 事例集の作成 

プロジェクトのモデル事業並びに本実施の取組において、要介護度等の改善・

維持の成果を上げた介護サービス事業所の取組を事例集に取りまとめ、介護サー

ビス事業所、庁内外関係機関、庁内関係部署等に配布することで、市民等への当

プロジェクトの趣旨等の普及啓発を図るとともに、市内介護サービス事業所のス

キルアップの一助とします。 
 

⑥ 事業効果 

ア 利用者・家族への影響 

  プロジェクトへの参加により、移動等の日常生活動作（ＡＤＬ）に改善が見られたケー

スが多くなっています。 

  また、利用者・家族の意欲向上についても影響があったことがうかがえます。 

【プラス面の内容】                 【日常生活動作で能力向上した項目】 

 

 

 

 

 

 

   

61.6

29.5

16.1

14.3

13.4

5.4

55.9

36.6

17.2

15.0

16.7

8.8

61.7

40.4

19.9

19.9

21.7

6.5

0% 20% 40% 60% 80%

本人の意欲が向上した

日常生活動作(ADL)で

少しでも能力向上した項目があった

手段的日常生活動作(IADL)で

少しでも能力向上した項目があった

家族の意欲が向上した

家族の負担軽減につながった

その他

第６期 n=224

第５期 n=227

第４期 n=227

60.6

27.3

25.8

15.2

12.1

4.5

79.5

19.3

24.1

21.7

6.0

6.0

83.0

15.2

23.2

24.1

11.6

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動

食事

排泄

入浴

整容

その他

第６期 n=66

第５期 n=83

第４期 n=112
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イ 介護サービス事業所の行動変化 

  プロジェクトに参加し、行動を起こした介護サービス事業所は、事業所にプラスの影

響（職員の改善の意識や意欲向上等）が出ている割合が高くなっています。 

【プラス面の影響】 

 

 

ウ プロジェクトへの期待等 

  参加された利用者の家族から、利用者本人の生活意欲の向上や心身機能の改善など、

プロジェクトに対する期待が大きく寄せられていることが確認できました。 

【プロジェクトへの期待または不安】                 【期待される内容】 

 

 

 

       

エ 介護給付費抑制効果 

  第４期（令和元（2019）年７月開始）、第５期（令和２（2020）年７月開始）、

第６期（令和３（2021）年７月開始）の各取組期間の開始月から２年間の一人あた

りの介護給付費について、第４期から第６期までの平均値を算出した結果、参加者は

不参加者よりも一人あたり約 2 万 3 千円、介護給付費を抑制しました。 

 

※ア～ウは、各期取組終了後におけるアンケート調査結果から抜粋。エは、事業効果検証報告書から抜粋。 

44.7

23.7

38.6

18.4

0.9

43.0

23.1

34.7

25.6

4.1

39.9

25.9

34.2

26.6

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

職員が「改善」を意識した視点を持つようになった

職員の意欲が向上した

以前から改善を意識したケアを

しているので影響はなかった

職員の視野が広がり、ケアの内容に幅が出てきた

その他

第６期 n=114

第５期 n=121

第４期 n=159

83.5

1.5

14.9

82.6

2.6

14.8

82.3

1.4

16.3

0% 50% 100%

期待が

あった

不安が

あった

無回答

第６期 n=194

第５期 n=230

第４期 n=147

87.0

11.1

4.9

4.3

3.1

78.9

54.2

8.4

6.8

4.2

68.6

27.3

16.5

10.7

4.1

0% 50% 100%

本人の生活意欲の向上

目に見える

心身機能の改善

家族の介護負担の軽減

サービスの

利用料金の軽減

その他

第６期 n=162

第５期 n=190

第４期 n=121
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（２）今後の取組 

これまでの取組結果を踏まえて、今後は、次の強化する取組を掲げて事業を推進

します。 

また、国においては、介護報酬について、在宅・施設ともに、利用者（高齢者）

の自立支援や重度化防止を進める介護サービス事業所に重点的に加算することで、

介護サービスの質の評価を進めています。本市においても、当プロジェクトや、利

用者の自立支援を行うための講習会の開催など、自立支援や重度化防止などに資す

る取組を推進します。 

【強化する取組】 

・この事業の趣旨等について、新たな広報ツールを活用するとともに、介護サー

ビス利用開始時を含めた更なる普及啓発を実施します。 

・新たな評価手法での取組の実施等に向けて検討を行い、令和８（2026）年度

から検討結果に基づいた取組を実施します。 

 

【かわさき健幸福寿プロジェクトがめざす姿】 

 

【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

かわさき健幸福寿 
プロジェクトの 
実施結果（改善率） 

13％ 
（令和４（2022）年度） 

17％以上 
（令和７（2025）年度） 

プロジェクト対象

者の要介護度の改

善率 

かわさき健幸福寿 
プロジェクトの 
実施結果（維持率） 

71％ 
（令和４（2022）年度） 

65％以上 
（令和７（2025）年度） 

プロジェクト対象

者の要介護度の維

持率 

かわさき健幸福寿 
プロジェクトの 
参加事業所数 

301 事業所 
（令和４（2022）年度） 

400 事業所以上 
（令和７（2025）年度） 

健康福祉局調べ 

※「かわさき健幸福寿プロジェクト」は、要介護度等の改善・維持に向けた取組を評価するもので、今後、これらの

取組が介護保険制度に反映された場合は、事業を見直す場合があります。 

 

 要支援者等の介護予防・重度化防止 

（虚弱高齢者、要支援者向けの介護予防の取組の詳細は、本章の取組Ⅱ「地

域のネットワークづくりの強化」を参照）  

 

サービスへの 

適正な評価 
介護サービスの 

質の向上 

高齢者の生活の 

質の向上 
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ⅳ）介護人材の確保と定着の支援 

後期高齢者の急増と生産年齢人口の急減の中、質の高い介護サービスを安定的に提

供するためには、担い手である介護人材の確保と定着が大変重要です。多くの市内介

護サービス事業所が人材確保に向けた募集等を行っているものの困難な状況にあり、

事業を運営するうえで大きな課題となっています。 

介護人材の確保と定着については、基本的には介護サービス事業所自らが確保や定

着に努めることが必要ですが、介護サービスの最大の基盤は人材であり、質の高い介

護サービスを提供するためには、国や県は介護報酬等の制度設計や環境整備等におい

て、本市は「人材の呼び込み」「就労支援」「定着支援」「キャリアアップ支援」に

おいて、それぞれが役割を果たしながら取り組む必要があります。 

本市は、令和４（2022）年度に川崎市介護労働者実態調査を行うとともに、国か

ら提供された介護人材需給推計ワークシートを用いて、介護職員の簡易推計（需要推

計）を行い、今後の介護人材確保策の推進を図るための状況把握に努めました。 

 

【本市の介護職員の需要推計（参考）】 

 

 

単位：人 

  
令和５ 

(2023)年度 

令和７ 

(2025)年度 

令和 22 

(2040)年度 

入所系 10,615 11,375 15,454 

訪問系 5,193 5,781 8,033 

通所系 4,800 5,429 7,530 

合  計 20,608 22,585 31,017 

※国のワークシートを用いて推計 

※端数処理により合計値は内訳と必ずしも一致しません。 

  

4,800 5,429 7,530

5,193
5,781

8,033

10,615
11,375

15,45420,608
22,585

31,017

0人

10,000人

20,000人

30,000人

40,000人

令和５

(2023)年度

令和７

(2025)年度

令和22

(2040)年度

入所系

訪問系

通所系
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【従業員の過不足状況】 

問 貴事業所では、従業員の過不足の状況はどうですか（単一回答）。 

  全国調査と比べて、市内事業所が従業員の『不足感あり』と回答した割合は 16.8 ポイン

ト高くなっています。 

※『不足感あり』＝「大いに不足」＋「不足」＋「やや不足」 

※「当該職種はいない」「無回答」を除いた事業所数を母数としています。 

 

【従業員の不足する理由】 

問 従業員の過不足状況で「不足感あり」と回答した事業所にうかがいます。不足した理

由はどれですか（複数回答）。 

  「採用が困難である」と回答した割合は減少傾向ではあるものの、約８割となっています。 

 
※「その他」と「無回答」は非掲載 

※令和４年度高齢者実態調査（介護保険事業者） 

【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

介護人材の不足感 
79.8％ 

（令和４（2022）年度） 
70.0％以下 

（令和７（2025）年度） 

市内事業所が従業員の

「不足感」ありと回答

した割合。高齢者実態

調査 

16.0

8.5

29.4

21.5

34.4

33.0

19.8

36.6

0.4

0.4

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度川崎市

n=524

令和３年度全国

n=7,039

大いに不足 不足 やや不足 適当 過剰

30.5

9.5

16.2

8.7

4.0

6.6

7.4

31.6

14.7

26.6

13.4

10.9

11.6

10.7

24.1

16.0

29.6

24.9

15.8

24.9

19.5

13.9

58.9

26.8

51.1

68.4

56.9

61.4

0.0

0.9

0.8

1.9

0.8

0.0

0.9

0% 25% 50% 75% 100%

①訪問介護員 n=187

②サービス提供責任者

n=231

③介護職員 n=395

④看護職員 n=321

⑤生活相談員 n=247

⑥PT・OT・ST等 n=181

⑦介護支援専門員

n=215

大いに不足 不足 やや不足 適当 過剰

79.7

22.0

18.2

82.5

15.1

15.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用が困難である

事業を拡大したいが

人材が確保できない

離職率が高い

（定着率が低い）

令和４年度川崎市 n=418

令和元年度川崎市 n=416

『不足感あり』79.8％ 

職種別の過不足状況（川崎市） 

従業員全体の過不足状況 

63.0％ 
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【本市における介護人材確保・定着支援策】 

 
 

取組 めざすべき姿 本市の主な主要施策 

(１)人材の呼び込み 

多様な人材の参入

促進を図り、すそ野

を拡げる 

・介護の魅力の情報発信による介護職のイメージ
アップ 

・家事援助など生活援助に特化した知識等の習得
を目的とする研修制度の推進 

・市民や事業者に向け、福祉・介護に関する普及啓
発の推進 

(２)就労支援 

・就職相談会や無料職業紹介の実施 

・仕事を続けたいシニア層の就労支援の推進 

・介護資格取得者への就労支援の実施 

・潜在的有資格者を掘り起こし、再就職を支援 

(３)定着支援 
長く続けられるよう

定着促進を図る 

・介護職員のメンタルヘルスケアの実施 

・介護職員の安定した雇用確保と定着支援 

・職場環境の改善への取組 

・外国人介護人材の活用や介護ロボットの導入支援 

(４)キャリアアップ 

支援 

専門性を高め、人材

の機能分化を図る 

・福祉・介護従事者向けや、医療的ケアに対応した

各種研修・講座等の開催 

   

国や県の基盤整備 処遇改善加算や介護報酬改定、指針策定や基金による事業・取組の推進 

  

定着支援 

就労支援 

人材の呼び込み 

長
く
続
け
る 

拡 げ る  拡 げ る  

キャリアアップ支援 

若年層 未就業者・他業種・外国人等 シニア層  

高
め
る 

定着支援 
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（１）人材の呼び込み 

介護職の魅力や仕事の意義などが、広く市民に理解されるよう福祉や介護のイ

メージアップを図るとともに、高校や専門学校・大学等の若い世代が将来の職業を

考えるきっかけとなるよう、効果的な情報発信や働きかけを行い担い手の参入促進

に取り組みます。 
 

 川崎市福祉人材バンクの取組 

福祉や介護の仕事の「無料職業紹介」や、求職者が採用予定のある事業者の

人事担当者と直接面談ができる「就職相談会」を開催するほか、若年層に福祉

や介護現場の魅力を伝えるため、小・中学生やその保護者に対しパンフレット

を配布するなど、介護職のイメージアップを図っています。 

また、かながわ福祉人材センター等と連携し、福祉関連の学科を有する高校

や専門学校、大学等への出張ガイダンスなどの人材の呼び込みを行い、就労を

促進します。さらに、福祉・介護職向けにメンタルヘルスケアの相談窓口を設

置し、人材の定着を支援するなど、様々な事業や取組を行います。 

今後も、様々な媒体を活用しながら事業の周知を充実するとともに、効果的

かつ効率的な事業の運営に向け取り組みます。 
 

 啓発イベント等の実施 

令和４（2022）年度から「いきがい・健康づくり」の啓発イベントと「介

護いきいきフェア」を統合し、「健康・介護いきいきフェア」を実施しています。 

啓発イベントでは、介護予防と健康寿命の延伸のための取組の重要性を伝え

るとともに、介護ロボット等の展示による福祉製品の普及や、地域のボラン

ティア団体等の交流を深めるといった取組を進め、様々な方に介護や福祉に興

味を持ってもらえるよう、効果的な情報発信・体験の場となるイベントを開催

します。 
 

 介護職員への家賃支援 

本市のような都市部における高い住居費を踏まえ、市内介護サービス事業所

に新規で雇用された介護職員に対し、本人名義の賃貸住宅の家賃を一部助成す

ることにより、経済的な負担を軽減するとともに、介護職員が安心して働く環

境の整備を行います。 

今後も、介護職員を取り巻く環境を踏まえて、より一層、効果的な制度とな

るよう取組の検討を行っていきます。 
 

 かわさき暮らしサポーター養成研修 

要支援者等を対象とした掃除や洗濯等の家事援助に従事する「かわさき暮ら

しサポーター」の普及啓発を通じて市内介護サービス事業所の人材供給を図り

ます。  
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（２）就労支援 

就職相談会の実施のほか、介護資格取得者への補助、就労に必要となる研修の開

催等により、福祉や介護現場への就労支援を実施します。 

また、介護未経験者や潜在介護福祉士、地域の元気な高齢者や子育てが終わった

主婦層が働きやすい環境づくりに取り組み、多様な人材の就労支援を行います。 
 

 就職相談会 

福祉や介護の仕事の求職者や転職希望者、介護サービス事業所への就職を希

望する医療従事者などが、採用予定のある多くの法人や事業所が出展する相談

会場にて、仕事内容や待遇などに係るガイダンスを受けるとともに、人事担当

者に直接、職務内容等を聞くことができるきめ細やかな相談会を開催します。 

〔実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

参加者数 75 人 150 人 200 人 200 人 200 人 200 人 

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 
 

 介護資格取得者への受講料補助 

質の高い介護人材を確保するため、介護職員初任者研修及び実務者研修の資

格取得後、市内介護サービス事業所等に一定期間継続して就労している方に、

研修受講料を全額補助します。 
 

 シニア層など多様な人材確保 

高齢者実態調査の結果等から、高齢になっても仕事を続けたい人が多くいる

ことから、シニア向けの介護サービス事業所への就労支援を行うなど、介護人

材のすそ野の拡大を図った多様な人材の確保に取り組みます。 
 

 潜在的有資格者の掘り起こし 

かながわ福祉人材センターに登録している潜在介護福祉士等に対し、離職期

間中のブランクによる不安感を払拭するため、専門介護技術の再研修や職場体

験等を行うことにより、復職しやすい環境づくりに取り組みます。 
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（３）定着支援 

人材の定着は、事業者が自らの事業所で働く介護人材の定着が図られるよう、主

体的に取り組むことが何より重要ですが、本市としても、安定的な介護サービスを

提供するために定着への取組を支援しています。 

また、介護職員が働き続けられるよう雇用主の理解促進を図るとともに、介護を

行っている労働者の継続就業を促進し、仕事と介護の両立を支援します。 
 

 介護人材マッチング・定着支援事業 

未就労者かつ資格未取得者の方を対象として、介護職員初任者研修等を取得

していただき、長期間の就職につなげるとともに、就業先の施設等に対し、介

護人材の確保や人材育成、離職防止などの研修を実施し、介護人材等の確保、

定着、育成を図ります。 

また、市内介護サービス事業所に勤務する介護職員等が資質向上を図る研修

を受講する際に、代替職員を確保し介護サービス事業所に派遣することにより、

研修を受講しやすい環境を整備します。 

〔実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

就職者数 85 人 87 人 92 人 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 

 

 管理者向け研修の実施 

管理者が労働安全衛生法規の理解・遵守・ハラスメント対策などを習得し、

介護職員の離職を防止するとともに、安心して長く働き続けられる職場環境づ

くりを支援します。 

 

 メンタルヘルス相談窓口 

川崎市福祉人材バンクに「メンタルヘルス相談窓口」を設置し、臨床心理士

が福祉現場での人間関係やストレスの悩みに無料で対応し、離職率の低減や職

務遂行に向けた支援を行います。 
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 ハラスメント対策 

介護職員が安心して従事できる就業環境を整備することが大変重要となりま

すが、職場におけるハラスメントや介護現場における利用者や家族等による介

護職員へのハラスメントが発生しており、介護職員の離職等を招く要因になっ

ています。 

このため、神奈川県との連携を図りながら、実態を把握するとともに、国が

作成したマニュアルの活用や各種研修を実施するなど、総合的なハラスメント

対策に取り組みます。 

 

法律上事業者に求められる措置 

講ずべき措置 ＜対象＞ 

〇職場における 

・セクシャルハラスメント 

・パワーハラスメント 

〇利用者やその家族等から受ける 

・セクシャルハラスメント 

 

＜内容＞ 

 就業環境が害されることを防止するための方針の

明確化等の必要な措置を講じること。 

 ※特に留意すべき点 

 ①事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

 ②相談（苦情を含む。）に応じ、適切に対応するた

めに必要な体制の整備 

講じることが望ま

しい措置 

＜対象＞ 

〇利用者やその家族等から受ける 

・顧客等からの著しい迷惑行為 

 ＝カスタマーハラスメント 

 

＜内容＞ 

①及び②の必要な措置を講じるにあたっては、カス

タマーハラスメント防止のための方針の明確化等の

措置も講じることを推奨 

※厚生労働省「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（令和５年３月）」より抜粋 
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 介護ロボット等の普及・啓発 

介護ロボット・ＩＣＴ等の活用は、介護職員の身体的・精神的負担軽減が図

られるとともに、介護現場に時間的・心理的余裕を生じさせ、利用者と介護者

のふれあう時間の確保や利用者の安心感を増す効果も期待できます。 

導入に向けて事業所の実情に合わせて、「介護ロボット体験会イベント」や出

張体験・レンタルの実施、動画を用いた製品マニュアルの公開を行い、周知に

努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市内介護保険施設の介護ロボットの導入意向】 

問 貴施設では、介護ロボットの導入予定がありますか（単一回答）。 

  介護ロボットを「すでに導入している」と回答した事業所の割合が１割を超えています。 

問 「すでに導入している」「導入を予定（検討）している」と答えた施設にうかがいます。

どのような介護ロボットが介護職員の負担軽減に効果があると思いますか 

（複数回答）。 

  見守り支援、介護従事者の負担を軽減するものや、癒しを目的とした介護ロボットが効果

があると思うと回答した割合が高くなっています。 

 

※令和４年度高齢者実態調査（介護保険施設等） 

14.2 17.5 68.3 3.2

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度 n=120

すでに導入している 導入を予定（検討）している 導入の予定はない 無回答

74.4

46.5

39.5

30.2

23.3

14.0

0% 20% 40% 60% 80%

センサーや通信機能を備え、要介護者の見守りを
支援するためのシステム

要介護者を抱え上げ、ベッドや車いすなどへの
移乗を補助する機器

介護する人が腰などにかかる負担を軽減する
ために装着する機器

癒しやセラピー効果を目的としたロボット

要介護者の排せつ物を自動的に処理する機器

外出する高齢者向けの電動アシスト付き手押し車 n=43
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 外国人介護人材の活用 

外国人介護人材の活用については、ＥＰＡや、介護福祉士の国家資格を有す

る方を対象とする在留資格「介護」のほか、外国人技能実習制度や特定技能な

ど、外国人受け入れの門戸が広がっています。 

本市では、技能実習制度等の目的や趣旨を踏まえ、海外とインターンシップ

制度の導入に向けた覚書の締結や、「川崎市国際介護人材サポートセンター」に

よって、事業所に対する外国人介護人材の雇用マニュアルや指導マニュアルの

作成、外国人向けには、ビジネスマナー研修、メンタルケア、日本語のフォロー

アップ研修など、必要な支援策を行っています。 

 

【外国人介護人材の活用のイメージ】 

 

  

 
受入れ・呼び込み 就労支援 定着支援 キャリアアップ支援 

●外国人技能実習制度 
 期間：最長５年 

 その他：ＯＪＴを通じて技能を

移転する制度。介護職種は日

本語能力試験等の要件あり 

●在留資格「介護」 
 期間：最長５年 

   （一定の要件で更新可） 

 その他：継続的に働くには、卒業

後、介護福祉士の資格が必要 

●経済連携協定（ＥＰＡ） 
 期間：最長４年 

 対象：インドネシア、フィリピ

ン、ベトナム３か国の外国人

介護福祉士候補者 

●外国人向け就職相談会 
（県・市） 
 対象：結婚等で既に永住権や

在留資格を保有する市内在

住の就職を希望する外国人 

●ビジネスマナー研修 
 ・日本文化の講義 

 ・日本特有のビジネスマナー講義等 

●日本語フォローアップ研修 
 ・初級 日本語能力試験Ｎ4 合格相当 
 ・中級 日本語能力試験Ｎ3 合格相当 
 ・上級 日本語能力試験Ｎ2 合格相当 

●メンタルケア 
 ・電話相談 
 ・来所相談  等によるメンタルケア 
 ・現地派遣 

●外国人介護人材雇用セミナー 
 ・受入れ側の介護サービス事業所の 

 体制整備等のセミナー 

・介護技術の提供 
・ＯＪＴ 
・コミュニケーションスキル 
・福利厚生 

・日本語学科などによる講義 

・福祉学科などによる講義 

監
理
団
体
等 

外
国
人
向
け 

事
業
所
向
け 

川崎市 

介護サービス事業所 大学・専門学校等 

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所 

●特定技能 
 期間：最長５年 

  一定の専門性・技能を有し即戦

力となる外国人を受け入れて

いくもの 

● れ 
・短期間の就労体験をし、魅力を感じ

てもらい、卒業後の就職に繋げる 
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 仕事と介護の両立支援 

高齢者実態調査の結果から、家族に介護を要する者がいる世代は、40～50

代が多く、こうした方々は、就労先で中核的な立場及び管理職として活躍する

方も少なくありません。介護は育児と異なり突発的に問題が発生することや、

介護を行う期間・方策も多種多様であることから、仕事と介護の両立が困難に

なることが想定されます。 

このため、育児・介護休業法に定められた介護休業制度などの制度の周知と

ともに、就労先においても人材の損失が発生しないために様々な制度の周知徹

底を図り、介護を行っている労働者が継続して就業できるよう支援の検討を進

めていきます。 

 

問 主な介護者の現在の勤務形態は次のどれですか。（単一回答） 

  介護をしながら『働いている』人の割合は３割を超えています。 

『働いている』＝「フルタイムで働いている」＋「パートタイムで働いている」 

 

問 （『働いている』方）あなたは、勤め先からどのような支援があれば、仕事と介護の両

立に効果があると思いますか。（複数回答） 

  仕事と介護の両立に効果があると思う支援について、「労働時間の柔軟な選択」が３割を

超えています。 

 
※令和４年度高齢者実態調査（要介護・要支援認定者） 

19.4 13.1 3.8 41.0 1.0 21.7

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度 n=3,558

フルタイム

で働いている

パートタイム

で働いている

介護のために

仕事を辞めた

働いていない わからない 無回答 .

33.5 

26.2 

23.4 

21.9 

12.4 

11.1 

10.0 

7.4 

1.5 

16.7 

7.7 

5.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

労働時間の柔軟な選択

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

介護をしている従業員への経済的な支援

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

その他

特にない

わからない

無回答
n=1,157
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（４）キャリアアップ支援 

介護ニーズの多様化・高度化やマネジメント能力の必要性の高まりに対応した介

護職員の資質向上及び役割の明確化等が必要となっています。 

本市としては、福祉や介護従事者向けを中心とした各種研修・講座等を開催し、

中でも介護職員が自ら将来像を描けるよう、キャリアアップの道筋をイメージした

キャリアパス★に関する研修等を実施しています。 

 

 総合研修センターの取組 

心身の機能の障害により支援を必要とする高齢者や障害児者が、可能な限り、

住み慣れた地域で生活を営むことができるよう、専門的かつ総合的なリハビリ

テーションを推進することで高齢者、障害児者等の福祉の増進を図るため、総

合研修センターにおいて、支援に関する調査研究や、関係諸機関相互の連携の

調整、専門的な人材の育成などの取組を進めます。 

今後の更なる高齢化による医療・介護ニーズの増大に対応するとともに、地

域共生社会の実現をめざし、その担い手の中核となる専門職の人材の確保・育

成をするため、高齢者・障害児者等に関する支援ニーズや施策課題を把握しな

がら、市内の事業所において支援に従事する職員に対して必要かつ適切な研修

等を実施することにより、資質向上とキャリアアップを支援します。 

 

 

 訪問看護師養成講習会 

高齢者等が在宅で医療を受ける機会が増加し、医療的ケアが必要な高齢者等

に安全で質の高い看護を提供できる体制など、看護師の養成が喫緊の課題です。 

本市は、川崎市看護協会と連携し、訪問看護に必要な基本的知識や技術の習

得を目的とした講習会を開催することで、質の高い訪問看護の提供に加え、専

門性を高める取組を推進します。 

〔実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

受講者数 25 人 17 人 26 人 事業継続   

令和３、令和４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 

  

【福祉・介護職員向け現任研修メニュー（例）】 

・認知症高齢者の医学的理解・心理的理解 ・統合失調症の理解と援助 
・予防給付ケアマネジメント従事者研修 ・対人援助技術 
・アセスメントとチームケア ・介護福祉士試験対策 
・介護技術の再確認講座 ・リスクマネジメント 

 ※研修メニューは変更となる場合があります。 
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 介護職員によるたんの吸引等研修 

福祉・介護現場での慢性的な看護師不足に対応するため、法改正により一定

の要件を満たした介護職員も喀たん吸引及び経管栄養が行えるようになりま

した。 

今後も医療的ケアが必要な人が増加することも予想されることから、必要な

人員の確保に向け、本市では、令和４（2022）年度に在宅や施設における医

療的ケアを行う人員を確保・育成する「たんの吸引等研修」の定員の拡充を図

り、取組を進めました。引き続き、効果的な取組に向け検討を進めていきます。 

 

 介護支援専門員の資質向上等 

介護サービス利用者が質の高いサービスを適切に受けられるためには、適切

なケアマネジメント手法の定着が大変重要で、介護支援専門員の資質向上等は

喫緊の課題です。 

介護支援専門員の資質向上を図るための取組として、更新研修等が実施され

ていますが、各自治体において研修の受講料負担に差があることや、令和６

（2024）年度から法定研修のカリキュラムについて見直しが行われることも

踏まえ、受講者の負担軽減の観点から、本市としてもより一層、効果的な支援

を検討していきます。 

 

  

キャリアパス 

どのような仕事をどれくらいの期間担当し、どの資格を取得するとどのようなポストに

就けるか、といったキャリアアップの道筋をキャリアパスといいます。国は、介護に従事

する人が一生の仕事としてやりがいを持てるよう、キャリアパスの仕組みを介護職場に広

げる取組を行っており、人材育成や昇進制度を見直す事業所が増えています。 
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（５）介護現場の生産性向上 

 介護現場の生産性向上 

介護現場における生産性向上の取組を推進するためには、個々の介護事業所

の自助努力だけでは限界があり、国におけるこれまでのパイロット事業の取組

のように、自治体主導で地域の多様な関係者の参画のもとで、地域全体で取組

を進めていくことが有効です。 

また、生産性向上の取組に関しては、業務改善の実施・定着、介護ロボット

やＩＣＴ等のテクノロジーの導入、介護助手の活用などの支援施策があります

が、各事業所の課題やニーズを踏まえ、必要な支援を行うことが効果的であり

ますので、国や県と連携しながら、総合的に事業者を支援するスキームの検討

を進めていきます。 

 

 介護助手の活用 

介護助手は、施設での食事の配膳やシーツ交換といった介護の周辺業務を担

い、介護職員をサポートする役割であり、介護職員の人手不足の緩和や負担の

軽減、離職防止、さらには介護職員が本来の専門的なケアを行う時間を確保で

きる支援策の一つと考えられますので活用について検討を進めていきます。 

 

 文書事務の軽減 

介護分野の文書に係る負担軽減を図っていくことが重要であることから、指

定申請や報酬請求等に係る国が示している標準様式と「電子申請・届出システ

ム」の使用の基本原則化に向けて、令和８（2026）年３月までにその準備を

完了することとされているため、国の動向を注視し業務の効率化に取り組んで

いきます。 

 

 財務状況等の公表（再掲） 

介護サービス情報公表制度について、利用者の選択に資する情報提供という

観点から、社会福祉法人や障害福祉サービス事業所が法令により事業所等の財

務状況を公表することとされていることを踏まえて、介護サービス事業者につ

いても同様に財務状況を公表することが適当と国の方で検討が進められてい

ます。あわせて、介護分野においては、介護人材の確保をめざして処遇改善等

がなされており、現行においても職種別の従業者の数や従業者の経験年数等が

公表されていることを踏まえ、一人あたりの賃金等についても公表の対象への

追加が検討されています。本市としては、国の動向を注視し、必要な対応を図っ

ていきます。 
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（６）その他 

 ＩＣＴを活用した認定調査の効率化 

ケアプラン作成の新規依頼に「対応できる体制にない」事業所の割合の増加

に対応するため、紙の訪問調査票からモバイル端末による調査項目の入力に代

えることで、市調査員一人あたりの調査件数を増やし、ケアマネジャーの負担

軽減を図ります。 
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ⅴ）ウェルフェアイノベーションとの連携 

ウェルフェアイノベーションの取組は、人口・世帯構造等の社会環境の変化などこ

れからの超高齢社会の突入に向けて、産業と福祉を融合することで、新たな活力と社

会的価値の創造をめざしていくものです。 

本市では、自立支援を基本理念に本市独自の福祉製品のあり方を示した基準である

「かわさき基準（KIS:Kawasaki Innovation Standard）」に基づき、福祉施設での

モニター評価の結果等を踏まえた製品認証（令和５（2023）年３月現在で 285 製

品認証）を進めるとともに、こうしたモニター評価等の取組を通じ、多くの市内福祉

施設との連携基盤を構築しました。 

さらに、こうしたこれまでの取組を発展させ、科学的知見に基づく定量的評価の視

点や、高齢者・障害者や介護者のニーズを的確に反映した福祉製品・サービスの開発・

改良を支援するため、川崎市複合福祉センター「ふくふく」内に、福祉施設の居住ス

ペースを再現した模擬環境ラボを備えた「Kawasaki Welfare Technology Lab（通

称：ウェルテック）」を整備し、令和３（2021）年８月から運営を開始しました。 

 

 

 

  

ウェルテックを核とした福祉産業振興の推進イメージ 

ヘルスケア分野など関連産業群 
福祉産業分野への関心の醸成・誘導 

福祉産業分野に関心を持つ 

企業群の形成 

 

 

 

 

ウ ェ ル テ ッ ク で の 

製品開発・改良支援 

等 の 伴 走 支 援 

 
 
 
 
 
 

関連施策との連携 
知財マッチング・医工連携・生産性向上・ＩＣＴ活用 等 

市 内 企 業 ： 参 入 促 進 支 援 
市 外 企 業 ： 立 地 誘 導 支 援 

製 品 開 発 ・ 製 品 認 証 支 援 
販 路 開 拓 支 援 
情 報 発 信 

製品開発補助 ＫＩＳ認証製品 

等導入促進支援 
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連
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ム
の
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築
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市内に移転を検討する企業 

市内企業と共同する市外企業の発掘 

シーズやアイディアを有する 
市外企業と市内企業のマッチング 

実証フィールド提供 福祉施設等でのモニター評価 

市
内
企
業 

 連携

東京工業大学 

健康 

住宅 

運動 

家具 
ＩＴ

睡眠 
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（１）福祉製品等開発・改良に向けた参入等の支援 

福祉現場でのニーズを知るため、総合リハビリテーション推進センター等の福祉

関係者との勉強会や福祉製品等のシーズを有する企業とのマッチングイベント等

を開催し、新たに福祉製品等開発・改良に取り組む企業のすそ野拡大や新規の開発・

改良に向けた事業推進の支援等に取り組んでいきます。 

 

 取組例１ 福祉職員等との勉強会の実施 

総合リハビリテーション推進センター

の専門職（PT・OT・ST 等）の方に対し、

現場で感じている課題、福祉機器等への

ニーズ等をヒアリング。 

アイディアを専門職スタッフが直接企

業に話して共有し、製品化に向けた課題等

を意見交換する勉強会を計２回開催 

（令和４（2022）年度）。 

 

 

（２）福祉製品等開発・改良の実施における支援 

ウェルテックを東京工業大学と産業技術総合研究所と共同運営し、その科学的知

見を活かした安全・性能等評価や評価結果のフィードバック、助言等を行います。 

また、福祉施設等の実環境で一定期間実際に使用し評価実証を行うことで、より

福祉現場のニーズを捉えた開発支援を行います。 

さらに、福祉製品等開発支援補助金や当事者・福祉現場職員等の連携により支援

する公募型福祉製品等開発委託事業等による開発支援を実施します。 

 
  

川崎市複合福祉施設「ふくふく」内の「Kawasaki Welfare Technology Lab」(ウェルテック) 

特別養護老人ホーム 川崎ラシクル 

川崎らしくる保育園 
定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 川崎ラシクル 

総合リハビリテーション推進センター 

Kawasaki Welfare 
Technology Lab 

看護小規模多機能型 
居宅介護 川崎ラシクル 

南部リハビリテーションセンター 
（南部地域支援室・南部在宅支援室） 

総合研修センター 

南部リハビリテーションセンター 
（南部日中活動センター） 

川崎市発達相談地域 
支援センター 

川崎市ひきこもり 
地域支援センター 

川崎南部 
就労援助センター 

障害者支援施設 川崎ラシクル 

入
所 

訪
問
・
来
所
・
通
所 連携 

連携 

８Ｆ 

【ふくふく フロアー構成】 

７Ｆ 

６Ｆ 

５Ｆ 

４Ｆ 

３Ｆ 

２Ｆ 

１Ｆ 

民 

間 

市 

共
用 

勉強会の様子 
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（３）福祉製品等認証・普及に関する支援 

優れた福祉製品のあり方を示した独自の基準であり、「自立支援」を中心とした

8 つの理念により構成されている「かわさき基準（KIS）」による認証等を行いま

す。 

認証された製品等を対象とする福祉製品導入促進補助金による活用の促進、展示

会やパンフレット等による福祉製品の普及支援を行います。 

ウェルフェアイノベーションフォーラムでは、認証製品等の展示のほか、ウェル

テックで開発支援した試作品の展示等も実施します。 

 

 取組例２ ウェルフェアイノベーションフォーラムの開催 

  

 

 

  

KIS 認証製品展示 試作品展示 
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取組Ⅳ 医療介護連携・認知症施策等の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）在宅医療・介護連携の推進 

（１）在宅医療の体制構築 
 川崎市在宅療養推進協議会における協議 
 在宅療養における多職種連携ルール・ツールの普及・活用 
 「在宅チーム医療を担う地域リーダー研修」による人材育成 
 在宅療養調整医師の配置         区を単位とした在宅医療推進に向けた取組 
 総合リハビリテーション推進センターによる医療・介護連携の推進 

（２）介護サービス基盤の整備推進 

（３）円滑な退院支援と急変時の対応 
 円滑な退院支援のための取組の推進   急変時の対応における関係機関の連携構築 
 看取りの提供体制の検討 

（４）在宅医療・かかりつけ医等の普及啓発 
 在宅医療の普及・啓発   かかりつけ医等の普及・啓発   地域医療構想の概要 

ⅱ）認知症施策の推進 

（１）本市の認知症の人等への取組 

① 認知症の人（本人）や家族の視点に立った取組の推進 
 認知症の人や家族の視点に立った認知症の理解を深める取組の実施 
 本人会議の推進           （若年性）認知症本人の社会参加の機会の確保 

②認知症に関する知識の市民への普及 
 認知症サポーター養成講座       認知症サポーターのフォローアップ 
 認知症キャラバン・メイト養成研修   川崎市認知症キャラバン・メイト連絡協議会 
 認知症に関するイベント等の実施    認知症アクションガイドブック（認知症ケアパス） 

③ 認知症予防の取組 
 軽度認知障害（ＭＣＩ）スクリーニング事業 

④ 適時・適切な医療・介護等の提供 
 認知症疾患医療センターでの取組   認知症訪問支援チーム（認知症初期集中支援チーム） 

⑤ 地域における認知症施策 
 認知症の人の見守りに向けた地域づくりの推進   チームオレンジの整備に向けた取組 
 認知症地域支援推進員                         認知症カフェ・地域カフェ等の支援 
 災害時における認知症の人への支援               神奈川県警察との協定による支援 

⑥ 認知症バリアフリーの推進 
 職域向け認知症サポーター養成講座の推進   地域包括ケアシステム連絡協議会との連携 
 分野横断的な認知症バリアフリーの取組 

⑦ 若年性認知症に対する取組 
 若年性認知症者及び家族の支援     若年性認知症支援ネットワーク会議 

（２）認知症の介護者の負担軽減に向けた取組 

① 介護従事者や医療従事者等に対する認知症の研修等 
 認知症介護実践者研修等   認知症サポート医養成研修   認知症対応力向上研修 

② 認知症の人と介護者への支援 
 川崎市認知症コールセンター      認知症家族介護教室 
 認知症の人と家族の一体的支援事業   認知症あんしん生活実践塾 
 携帯型緊急通報システム事業      認知症等行方不明ＳＯＳネットワーク事業 
 高齢者音楽療法推進事業 

取組Ⅳ 医療介護連携・認知症施策等の推進 

P202～ 

P210～ 



第５章 川崎らしい都市型の地域居住の実現 

かわさきいきいき長寿プラン 200 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

第
５
章 

 
 

川
崎
ら
し
い
都
市
型
の
地
域
居
住
の
実
現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

これまでの主な取組 

ⅰ）在宅医療・介護連携の推進 

○ 本市の実情に応じた医療と介護の連携を推進するため、市内の医療・介護関係団体で構成
する「川崎市在宅療養推進協議会」を設置し、多職種連携の強化や在宅療養者に対する一
体的な支援体制の構築など、医療と介護の円滑な連携に向けた取組について協議しまし
た。 

○ 訪問診療が可能な医療機関などの在宅医療資源情報をホームページに掲載し、病院やケア
マネジャーによる在宅療養相談に活用できる体制を整えました。 

○ 円滑な入退院支援の実施に向け、川崎市在宅療養推進協議会において、「入退院調整モデ
ル」を作成し、入院医療機関と在宅医療・介護を担う関係者との円滑な連携体制の構築に
向けた取組を推進しました。 

○ 入院から在宅への移行支援を円滑に行うため、入退院支援に関わる関係者を対象とした
「川崎市入退院支援ガイドブック」を作成し、多職種連携の促進に向けて研修を実施しま
した。 

○ 各区在宅療養推進協議会において、在宅療養調整医師が中心となり、各区の実情に応じた
多職種連携や市民啓発の取組を実施しました。 

○ 令和３（2021）年に開設した総合リハビリテーション推進センターが在宅医療に必要な
連携を担う拠点として、関連分野との連携を図りながら、医療・介護連携を推進しました。 

ⅱ）認知症施策の推進 

○ 認知症に関する普及啓発のため、「認知症サポーター養成講座」の実施や世界アルツハイ
マーデーの機会をとらえた取組を各区で実施しました。 

○ 認知症の人や家族の視点に立った認知症の理解を深めるため、講演会等で、認知症の本人
や家族が情報発信する機会を設けました。 

○ 認知症予防の観点から、イベント形式による軽度認知障害（MCI）スクリーニング事業を
実施しました。 

○ 認知症疾患医療センターを市内４か所体制とし、地域の認知症医療体制及び連携体制のさ
らなる強化に取り組みました。 

○ 認知症地域支援推進員を各区に配置し、認知症の普及啓発や認知症の人と家族支援に関す
ることなどに取り組みました。また「チームオレンジ」の立ち上げた運営支援を行うため、
キャラバン・メイトのフォローアップや認知症カフェ等の社会資源の把握を行いました。 

○ 認知症の人の介護者の支援として、認知症コールセンターの運営や認知症あんしん生活実
践塾を開催しました。 

○ 若年性認知症支援コーディネーターを配置し、本人の居場所づくりや就労に関する支援
等、相談体制の強化に取り組みました。 
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第９期計画での主な課題と施策の方向性 

主な成果指標 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

在宅チーム医療を
担う人材育成研修
の受講者数 

  1,305 人 
（令和４（2022）年度） 

1,900 人以上 
（令和８（2026）年度） 

累計数。 
健康福祉局調べ 

認知症サポーター
養成者数 

 77,267 人 
（令和４（2022）年度） 

118,480 人以上 
（令和８（2026）年度） 

累計数。 
健康福祉局調べ 

 

 

 医療と介護の連携体制をさらに深めるとともに、高齢化の進展に伴い在宅医療等を必要
とする患者数が増加することを踏まえ、在宅医療体制（退院支援・日常の療養支援・急
変時の対応・看取り）の構築に向けた取組を一体的に推進する必要があります。 

 病院・施設・在宅で医療や介護に従事する専門職が円滑な入退院調整を行うために必要
な知識を習得するととともに、それぞれの専門性や役割等を共有した上で、切れ目のな
い支援を提供できるようにする必要があります。 

 認知症本人の声を集約する取組や本人や家族の情報発信の機会を広げていく取組が必
要です。 

 認知症の診断直後から、認知症の人と家族を地域で支える仕組みの構築が必要です。 

 認知症予防の観点から、地域で認知症予防に資する活動への勧奨や、医療との連携によ
る早期発見・早期対応の取組のさらなる強化が必要です。 

課  題 

ⅰ）在宅医療・介護連携の推進 

○ 本市の実情に応じた医療と介護の連携を推進するため、引き続き川崎市在宅療養推進協
議会及び各区在宅療養推進協議会における取組を推進します。また、入退院支援の重要
性が高まっていることを踏まえ、「川崎市入退院支援ガイドブック」を活用した研修を
実施します。 

○ 日常の療養支援体制の充実を図るため、川崎市在宅療養推進協議会及び各区在宅療養推
進協議会による多職種連携のあり方について協議を行うとともに、地域リハビリテー
ションの取組による専門的な支援体制の強化を推進します。 

○ 住み慣れた地域や自ら望む場で最期を迎えることができるよう、看取りの提供体制のあ
り方について検討します。 

ⅱ）認知症施策の推進 

○ 認知症サポーター養成講座等を引き続き実施するとともに、認知症サポーターを中心と
した支援者をつなぐ仕組みづくり（チームオレンジ）を推進します。 

○ 認知症予防の取組として、軽度認知障害（MCI）スクリーニング事業を継続して実施し
ていき、認知症地域支援推進員を中心とした参加者のフォローアップと早期発見・対応
の取組を推進していきます。 

○ 認知症の診断直後から、認知症の人と家族を地域で支える取組を進めます。 

○ （若年性）認知症の人の社会参加を支援していくための、活動の場を推進していきます。 

施策の方向性 
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ⅰ）在宅医療・介護連携の推進 

高齢者実態調査によると多くの高齢者が自宅や住み慣れた環境での療養を望んでい

ます。高齢化の進展に伴い、何らかの病気を抱えながら生活する方が多くなる中、｢治

す医療｣から｢治し、支える医療｣への転換が求められています。 

「在宅医療」とは、高齢になっても、病気になっても、障害があっても、住み慣れ

た地域で自分らしい生活を続けられるよう、｢入院医療や外来医療、介護・福祉サービ

スと相互に補完しながら、患者の日常生活を支える医療｣のことで、地域包括ケアシス

テムを支える不可欠の要素となっています。 

国の｢在宅医療の体制構築に係る指針｣においては、在宅医療の提供体制に求められ

る医療機能として、｢退院支援｣｢日常の療養支援｣｢急変時の対応｣｢看取り｣の４つの機

能が示されています。 

【「在宅医療の体制構築に係る指針」による在宅医療提供体制のイメージ】 

  

※厚生労働省｢第 11 回医療計画の見直し等に関する検討会｣資料 

 
 

在宅医療の提供体制に求められる医療機能 

○入院医療機関と在宅医療 

に係る機関との協働による 

退院支援の実施 

①退院支援 ○多職種協働による患者や家族の生活を 

支える観点からの医療の提供 

 ○緩和ケアの提供 

 ○家族への支援 

②日常の療養支援 

○住み慣れた自宅や介護施設 

等、患者が望む場所での看 

取りの実施 

④看取り 

 

○在宅療養者の病状の急変時における往診 

や訪問看護の体制及び入院病床の確保 

③急変時の対応 

・病院、診療所（歯科含む） ・薬局 

・訪問看護事業所 ・居宅介護支援事業所 

・地域包括支援センター 

・短期入所サービス提供施設 

・相談支援事業所 等 

医療計画には、各機能を担う 

医療機関等の名称を記載 

○①～④の機能の確保にむけ、積極的役割を担う 
 ・自ら 24 時間対応体制の在宅医療を提供 
 ・他医療機関の支援 
 ・医療、介護、障害福祉の現場での多職種連携の支援 

○①～④の機能の確保にむけ、必要な連携を担う役割 
 ・地域の関係者による協議の場の開催 
 ・包括的かつ継続的な支援にむけた関係機関の調整 
 ・関係機関の連携体制の構築 等 

在宅医療において積極的役割を担う医療機関 在宅医療に必要な連携を担う拠点 

・在宅療養支援診療所 
・在宅療養支援病院 等 

・医師会等関係団体 
・保健所 ・市町村 等 

・圏域は、二次医療圏にこだわらず、 
市町村単位や保健所圏域など、地域 
の資源の状況に応じて弾力的に設定 

急変 

多職種連携を図りつつ、24 時間体制で在宅医療を提供 
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医療と介護の一体的な体制整備について 

令和７(2025)年における医療需要等を推計し、あるべき医療提供体制の構築に向けた

長期的な取組の方向性を示すために平成 28(2016)年 10 月に策定された「神奈川県地域

医療構想」においては、今後、高齢化がさらに進展することなどに伴い、｢在宅医療等を

必要とする患者数｣の大幅な増加が見込まれています。 

 

【神奈川県地域医療構想における推計値】 

 

 

また、地域医療構想に基づき病床機能の分化・連携が進むことにより、これまでは病

院(療養病床等)で療養していた患者が地域へ移行することが見込まれるため、そうした

ニーズ（追加的需要）に対応できるよう、地域においてその受け皿を適切に確保する必

要があります。 

なお、この「追加的需要」の算定にあたっては、医療分野と介護分野で整合を図る必要

があることから、その協議の場として、地域医療構想調整会議を活用し、調整・検討を行

いました。 

 

【病院（療養病床等）から地域への移行が見込まれる患者数】 

 区分 
令和７(2025) 
年度末時点 

在宅医療 257 人／日 

介護施設 122 人／日 

合  計 379 人／日 

※令和５(2023)年度において神奈川県が算定し、地域医療構想調整会議において協議した数値で、令和６

(2024)年度及び令和７(2025)年度において地域への移行が見込まれる患者数 

 

上記の「追加的需要」を含め、高齢化等に伴い大幅な増加が見込まれる在宅医療等の

ニーズへ的確に対応できるよう、医療と介護の一体的な整備が求められています。 

そのため、在宅医療（訪問診療）や介護施設等に関する指標の設定にあたっては、上記

の算定結果を踏まえた目標値となるよう、本市の保健医療施策の方向性等について定め

る「かわさき保健医療プラン」とも整合を図りながら、その結果を反映しています。 
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（１）在宅医療の体制構築 

在宅医療（訪問診療）を必要とする患者数は、令和７（2025）年には、1.5 万

人を超えると推計されています。 

在宅医療を必要とする患者数の増加を踏まえ、新たに在宅医療を担う医師を育成

するとともに、多職種連携の強化や在宅療養者に対する一体的な支援体制の構築な

ど、医療と介護の円滑な連携に向けた取組を進めます。 

 

【本市における在宅医療と介護の連携のイメージ】 

  

  

川崎市在宅療養推進協議会 
（多職種連携体制の構築・調整） 

市健康福祉局地域包括ケア推進室 

総合リハビリテーション推進センター 

 ご相談ください 

訪問看護師 

ヘルパー 

ケアマネジャー
地域包括支援センター 

医療・介護の 
一体的なサービス提供 

区在宅療養調整医師 

在宅医 

診診連携 

薬剤師 
歯科医師 

急性増悪時等 

病院 

区地域みまもり支援センター 

（福祉事務所・保健所支所） 患者（利用者） 

個別ケースの検討・ 

多職種による対話の場 

病診連携 
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 川崎市在宅療養推進協議会における協議 

本市の実情に応じた医療と介護の連携を推進するため、関係団体で構成する

｢川崎市在宅療養推進協議会｣を開催し、多職種連携の強化や在宅療養者に対す

る一体的な支援体制の構築など、医療と介護の円滑な連携に向けた取組を協議

します。 

【川崎市在宅療養推進協議会】 

 

 

 在宅療養における多職種連携ルール・ツールの普及・活用 

ア 入退院調整モデル 

円滑な入退院支援の実施に向け、川崎市在宅療養推進協議会において、「入退

院調整モデル」を作成し、入院医療機関と在宅医療・介護関係者との円滑な連

携体制の構築に向けた取組を推進しています。 

 
 

イ 入退院支援ガイドブック 

入院から在宅への移行支援を円滑に行うため、川崎市在宅療養推進協議会に

おいて、入退院支援に関わる関係者を対象とした「川崎市入退院支援ガイド

ブック」を作成し、研修を実施する等、多職種連携の促進に向けた取組を行っ

ています。 

 
 

ウ 病院との連携ガイドブック 

病院との円滑な連携を行うため、川崎市在宅療養推進協議会において、介護

支援専門員・地域包括支援センター職員向けに「病院との連携ガイドブック」

を作成し、かかりつけ医や病院との連携強化に向けた取組を行っています。 

医師会、病院協会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、介護支援専門員連絡会、 
医療ソーシャルワーカー協会、理学療法士会、地域包括支援センター、川崎市 

・在宅療養に関する多職種連携ツール・ルールづくり 
・在宅医療を担う専門職の人材育成の企画 
・在宅医療に関する市民啓発の推進 
・各区における在宅療養環境の整備推進 など 

多職種・多機関連携に向けた 
マニュアルや入退院調整モ
デル等の検討 

市民啓発に関する手法等の
検討 

地域に密着した多職種連携体制 
の構築や市民啓発の取組の推進 

川崎市在宅療養推進協議会 
（平成 25 年 12 月～） 

医療・介護連携ＷＧ 
（平成 27 年 11 月～） 

市民啓発ＷＧ 
（平成 26 年９月～） 

各区在宅療養推進協議会 
（平成 26 年度～） 
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エ 医療資源情報の公表 

訪問診療可能な医療機関等に関する在宅医療資源情報をホームページに掲載

し、病院やケアマネジャーによる在宅療養相談に活用しています。 

 

 「在宅チーム医療を担う地域リーダー研修」による人材育成 

在宅療養者・家族を支えるため、在宅医療に係る医療・介護従事者に対し、

多職種連携を促進するとともに、在宅医療に取り組む医師のすそ野を広げ、

チームで在宅医療を担う医師の育成をめざして、「在宅チーム医療を担う地域

リーダー研修」を実施します。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

地域リーダー 
研修受講者数 

1,164 人 1,305 人 1,450 人 1,600 人 1,750 人 1,900 人 

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 

 

【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

在宅チーム医療を担う 

人材育成研修の受講者数 
1,305 人 

（令和４（2022）年度） 
1,900 人以上 

（令和８（2026）年度） 
累計数。 

健康福祉局調べ 

 

 在宅療養調整医師の配置 

在宅医療の推進役として、多職種への医療的助言や開業医のネットワークづ

くりの推進、退院調整支援などを行う｢在宅療養調整医師｣を各区に配置します。 

 

 区を単位とした在宅医療推進に向けた取組 

各区在宅療養推進協議会において、在宅療養調整医師が中心となり、各区の

実情に応じた「在宅医療提供体制の構築」、「多職種連携（多職種による緊密な

連携）」及び「市民啓発（在宅医療に関する正しい知識・理解の啓発）」の取組

を実施します。 

 

 総合リハビリテーション推進センターによる医療・介護連携の推進 

医療・介護を含む様々な複合的な課題に対して総合的・一体的に支援するた

め、令和３（2021）年に開設した総合リハビリテーション推進センターが、

在宅医療に必要な連携を担う拠点として、関連分野と連携を図りながら医療・

介護連携を推進しています。 
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（２）介護サービス基盤の整備推進 

医療的ケアが必要な入居（希望）者等の増加への対応として、引き続き、特別養

護老人ホームにおける医療的ケアが必要な要介護高齢者の受入れの推進、介護付有

料老人ホーム選定時の要件への医療的ケア充実、看護小規模多機能型居宅介護等の

地域密着型サービスの拡充に取り組みます（詳細は、本章の取組Ⅲ「利用者本位の

サービスの提供」及び取組Ⅴ「高齢者の多様な居住環境の実現」を参照）。 

 

（３）円滑な退院支援と急変時の対応 

介護が必要になった場合でも、多くの人が自宅で暮らしたいと望んでいます。そ

のために、患者の在宅復帰をめざして円滑な退院支援を実施するとともに、患者の

症状が急変した場合に、往診や入院医療を提供するなど、可能な限り自宅で暮らし

続けることができるよう、日常の療養生活を支える体制の構築が求められています。 
 

【円滑な退院支援と急変時の対応のイメージ】 

 
※厚生労働省｢第 11 回医療計画の見直し等に関する検討会｣資料をもとに作成 

 

  

円滑な 

連携 

① 退院支援 

② 日常の療養支援 ③ 急変時の対応 ④ 看取り 

入院医療機関と在宅
医療に係る機関の協
働による退院支援 

多職種協働による
医療の提供・緩和ケ
ア・家族の支援 

症状の急変時におけ
る往診・訪問看護・入
院医療の提供 

住み慣れた地域や 
望む場所での看取り 
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 円滑な退院支援のための取組の推進 

入院期間の短縮により、入退院支援の重要性が高まっていることを踏まえ、

各病院における窓口・運用一覧の作成やヒアリングの実施等を通じて支援ネッ

トワークの構築を図るとともに、在宅療養推進協議会において、医療・介護に

従事する専門職が、入退院支援の必要性やノウハウを習得するためのガイド

ブックを活用し、幅広い場面で人材育成を促す取組を進めます。 

 

 急変時の対応における関係機関の連携構築 

在宅療養中の急変時における往診・訪問看護の体制確保や在宅療養支援病院・

在宅療養支援診療所等との連携強化、円滑な入院支援など、可能な限り住み慣

れた地域で暮らし続けることができるよう、日常の療養生活を支える体制の仕

組みづくりに取り組みます。 

 

 看取りの提供体制の検討 

在宅医療が終末期における選択肢の一つとなるよう、居宅や介護施設におけ

る看取りの提供状況に関する実態を踏まえ、住み慣れた地域や自ら望む場で最

期を迎えることができるよう、看取りの提供体制のあり方について検討します。 
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（４）在宅医療・かかりつけ医等の普及啓発 

 在宅医療の普及・啓発 

在宅医療を推進するためには、医療と介護の連携を図りながら、その体制構

築や人材育成に取り組むとともに、｢時々入院、ほぼ在宅｣といった、住み慣れ

た地域で自分らしい生活を続けながら受ける医療として、市民の正しい知識と

理解が求められています。 

在宅医療に関する正しい知識と理解が浸透し、終末期における選択肢の一つ

として認識されるよう、在宅医療に関する市民の疑問や誤解しやすい点を踏ま

えながら、多様な情報発信に取り組みます。また、在宅医療を必要とする方に

必要な情報が的確に届けられ、安心して在宅医療を選択できるよう、患者の状

態に応じて提供される在宅医療の４つの機能（退院支援・日常の療養支援・急

変時の対応・看取り）について、医療・介護専門職を通じた市民への普及啓発

に取り組みます。 
 

 かかりつけ医等の普及・啓発 

患者一人ひとりの状態に応じた適切な医療を受けるためには、日常の健康管

理や体調の変化などを日頃から気軽に相談できる身近な「かかりつけ医」「かか

りつけ歯科医」「かかりつけ薬剤師・薬局」を持つことも重要であり、より一層

の普及啓発が必要です。 

かかりつけ医等の役割や意義について、引き続き、リーフレットの作成や各

種イベント開催時の啓発などを行うとともに、市ホームページなどでより効果

的な情報発信に努め、川崎市医師会や川崎市歯科医師会、川崎市薬剤師会など

の関係団体との連携を図りながら、かかりつけ医等を持つ市民の増加に向けて、

普及啓発に取り組みます。 
 

 地域医療構想の概要 

今後、高齢化の進展に伴い、医療・介護ニーズの更なる増大が見込まれるこ

とから、限られた資源を最大限に活用しながら、効率的で質の高い医療提供体

制を安定的に確保する必要があります。 

そうしたことを踏まえ、国においては、平成 26（2014）年６月に「医療介

護総合確保推進法」が制定され、同法により改正された医療法の規定に基づき、

各医療機関が担う病床機能を明らかにする「病床機能報告制度」が開始される

とともに、都道府県には、将来における地域の医療提供体制のあるべき姿を示

す｢地域医療構想｣の策定が義務付けられました。 

なお、現行の地域医療構想は、団塊の世代が 75 歳以上になる令和７（2025）

年までが計画期間となっていることを踏まえ、国においては、今後、高齢者人

口が全国的にピークを迎えて減少に転じる令和 22（2040）年頃を視野に入

れながら中長期的課題について整理するなど、令和８（2026）年以降の新た

な地域医療構想の策定に向けた検討を行っていくこととされています。 
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ⅱ）認知症施策の推進 

（１）本市の認知症の人等への取組 

① 認知症の人（本人）や家族の視点に立った取組の推進 

認知症の人がいきいきと活動している姿は、認知症に関する社会の見方を変え

るきっかけともなり、また、診断を受けた後の生活への安心感を与え、早期の診

断を受けることを促す効果もあると考えられるため、本人からの情報発信の機会

を設けることや社会参加の機会を確保していくことなどにより、認知症の人や家

族の視点を重視しながら、地域特性を踏まえた上で、認知症の人が社会参加し、

理解し合える地域づくりを進めます。 
 

 認知症の人や家族の視点に立った認知症の理解を深める取組の実施 

区役所等で実施する講演会やイベントなどで、認知症の人や家族が、情報発

信を行う機会を設けました。毎年、世界アルツハイマー月間に実施している「認

知症フェア」において、認知症の本人が、実行委員として企画等を行い、認知

症の理解を深める取組を実施しました。 

これらの一部地域での取組の推進や、家族会との連携等により、情報発信の

機会を増やし、本人や家族の意見を取り入れた取組の充実につなげていきます。 

 

 本人会議の推進 

認知症の人が出会い、様々な体験を情報交換し、お互い前向きに支え合う場

として、本人会議を実施しています。認知症になっても「今できること」につ

いてみんなで話し合い、本人意見を踏まえた、いきがいづくりに取り組んでい

ます。 

 

 （若年性）認知症本人の社会参加の機会の確保 

認知症高齢者や若年性認知症の人が、これまでの経験を活かして活躍し、地

域においていきがいを持った生活ができるよう、社会参加のための体制整備に

ついて検討していきます。 
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Ⅳ

② 認知症に関する知識の市民への普及 

 認知症サポーター★養成講座 

認知症に関する正しい理解を深める取組として、地域や職域で認知症の人や

家族を手助けする認知症サポーターの養成を引き続き推進します。小・中学校

を中心とした児童生徒に対する養成講座の拡大を図るため、教育委員会等と連

携を図るほか、講座内容も従来の症状や接し方のほか「共生社会」の実現に向

けた地域づくりの視点を盛り込むなどの工夫を図っていきます。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

認知症サポーター 

養成者数 
72,748 人 77,267 人 85,267 人 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 
 

【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

認知症サポーター 
養成者数 

77,267 人 
（令和４（2022）年度） 

118,480 人以上 
（令和８（2026）年度） 

累計数。 

健康福祉局調べ 

 

 認知症サポーターのフォローアップ 

認知症サポーター養成講座で学んだことを土台に、実践の場で必要となる認

知症に関する知識、身近に交流し必要に応じて手助けするための対応スキル等

を習得することをめざし、フォローアップ研修を実施します。また、認知症の

人やその家族のニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕組み

（チームオレンジ★）の整備に向けて、ステップアップ研修を実施します。 

 

  

「認知症サポーター」と「チームオレンジ」 

認知症サポーターは、認知症の理解者であり、認知症の人や家族を温かく見守る応援

者です。認知症サポーターになるには、区役所や地域包括支援センター等が開催する認

知症サポーター養成講座を受講する必要があります。 

この認知症サポーターが、ステップアップ研修を経て、自主的に行ってきた活動をさ

らに一歩前進させ、地域で暮らす認知症の人や家族の困りごとの支援ニーズにチームで

応える仕組みがチームオレンジです。認知症サポーターの近隣チームにより、外出支援、

見守り・声かけ、話し相手、認知症の人の居宅へ出向く出前支援等を行います。 
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 認知症キャラバン・メイト養成研修 

認知症サポーター養成講座の講師役である認知症キャラバン・メイトを養成

する研修を実施します。認知症キャラバン・メイトは、各区の連絡会等を通じ

て、情報交換や活動の活性化を推進するとともに、認知症サポーターのフォ

ローアップのあり方等について検討します。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

認知症キャラバン・メイト養

成者数 
1,349 人 1,396 人 1,466 人 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 

 

 川崎市認知症キャラバン・メイト連絡協議会 

市民団体、介護事業者、その他関係機関で構成する「川崎市認知症キャラバ

ン・メイト連絡協議会」において、年３回程度運営委員会を開催し、本市にお

ける認知症の普及啓発やチームオレンジの整備に向けた取組の検討を進めま

す。 
 

 認知症に関するイベント等の実施 

世界アルツハイマーデー（９月 21 日）及び月間（９月）などの機会を捉え

た認知症に関するイベント等の普及啓発の取組を実施します。また、市庁舎等

のライトアップなど、更なる普及啓発を推進していきます。 
 

 認知症アクションガイドブック（認知症ケアパス） 

本市では、医療・介護サービスに加え、暮らしに役立つ地域情報や、認知症

の人とその家族が、認知症とともによりよく生きるための具体的なアクション

を収録した認知症アクションガイドブック（認知症ケアパス★）を発行してい

ます。 

認知症と診断された人やその家族に配布することにより、遅れがちな初めの

一歩を促し、早期に必要な支援・サービスにつなげるとともに、市民向けの普

及啓発に広く用いることにより、認知症に対する正しい理解と心構えを醸成し

ます。 

 

認知症ケアパス 

認知症の人が症状を発症したときから、生活機能障害が進行していく中で、その進行

状況に合わせていつ、どこで、どのような医療・介護サービスを受ければよいのかをあ

らかじめ標準的に決めておくものです。これにより、認知症の初期の段階から最期を迎

えるまでのケアの流れが早めに分かり、本人、家族の不安軽減につながります。 
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③ 認知症予防の取組 

 軽度認知障害（ＭＣＩ）スクリーニング事業 

令和２（2020）年度から、東京都健康長寿医療センター研究所との共同研

究により、イベント形式の軽度認知障害（ＭＣＩ）★スクリーニング検査のモデ

ル事業を実施しました。令和５（2023）年度からは、認知症予防と普及啓発

の観点から、実施方法、フォロー体制等を見直し、本格実施しています。この

事業は、市民に身近な場所でのイベント検査を実施し、市民が参加しやすい検

査とすることで、認知症リスク者の発見を含めた早期診断・早期対応の効果も

図っていくことを目的としています。検査後は結果に応じて、各区の認知症地

域支援推進員を中心に、個別に認知症予防に資する活動への参加や、各区で実

施しているオーラルフレイル対策の口腔講座や栄養講座などの介護予防普及

啓発事業に促すなどの取組を推進していきます。（96 ページに関連する内容

の記載あり）。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

軽度認知障害スクリーニング事

業参加者 
429 人 729 人 1,129 人 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。（令和４年度まではモデル事業） 

 

軽度認知障害（Mild Cognitive Impairment：ＭＣＩ） 

軽度認知障害（ＭＣＩ）とは、記憶障害など認知症のような症状があるものの日常生

活には支障がなく、認知症には至っていない状態のことです。国によると、年間で 10％

から 15％が認知症に移行するとされており、認知症の前段階と考えられています。 

一方で、軽度認知障害（ＭＣＩ）の状態から認知機能が健常な状態に改善することが

あります。改善する方には、疾病のコントロールができているなどの特徴があると言わ

れています。 
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④ 適時・適切な医療・介護等の提供 

 認知症疾患医療センターでの取組 

「認知症疾患医療センター」において、専門医療相談として、鑑別診断とそ

れに基づく初期対応、身体合併症や異常行動・暴言・暴力など精神症状の重い

方への対応等を行うほか、地域連携の取組として、多職種からなる「認知症疾

患医療センター地域連携会議」を開催するなど、本市における認知症疾患の保

健医療水準の向上を図ります。 

また、地域の認知症に関する医療提供体制の中核として、認知症サポート医

やかかりつけ医等と連携し、医療体制の強化に努めるとともに、地域包括支援

センター等の関係機関との連携により、地域の介護・医療資源等を有効に活用

するためのネットワークづくりを進めます。 

地域の医療体制及び連携体制の更なる強化のため、令和４（2022）年度に

２か所増設し、市内４か所体制としました。 

 

【認知症疾患医療センターの機能と関係図】 

 

※平成 27 年度厚生労働省老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）「かかりつけ医認知

症対応力向上研修テキスト」を一部変更 

  

介護職 

等 
 

介護サービス 

・特別養護老人ホーム 

・介護老人保健施設 

・認知症高齢者グルー

プホーム 

・居宅介護サービス 

専門医療相談 

・鑑別診断  ・画像診断 
・専門医療相談 
・身体合併症の入院 
・夜間救急対応 

・情報発信 

・研修会 

・連携協議会 

地域連携機能 

行動・心理症状 
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専門医療が必要な 

認知症の人 

認知症サポート医 

物忘れ外来 精神科外来 

連携 

連携 

連携 

連携 連携 

連携 

連携 

認知症疾患医療センター 

かかりつけ医 

連携 
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 認知症訪問支援チーム（認知症初期集中支援チーム） 

認知症初期集中支援チーム（本市では、市民等が具体的にイメージできるよ

う「認知症訪問支援チーム」といいます。）は、医師・保健師・看護師等の専門

職が、認知症が疑われる人やその家族等を訪問し、観察・評価、家族支援など

を包括的、集中的に行い、自立生活のサポートを行う取組です。 

平成 30（2018）年度から各区に認知症訪問支援チームを設置し、早期の

鑑別診断や適切な医療・介護サービスへの橋渡しなど、認知症の初期対応の強

化に取り組んでいます。 

この認知症訪問支援チームの活動においては、認知症が疑われる人への地域

での気づきが重要ですので、市民向けの周知を広く行うとともに、その機能を

十分に活用できるよう、他都市の先進的な活動事例等も踏まえながら、対象者

の決定や会議の運営方法等について工夫を図ります。 

また、医療・介護サービスの利用を、本人が希望しない等により社会から孤

立している状態の人への対応を含め、適切なサービスに早急につなぐ必要があ

る事例も増えていることから、高齢者の権利侵害の予防の観点からも制度の見

直しなどの必要な検討をしてまいります。 
 

【認知症訪問支援チームの概念図】 

 
  

 

●専門医療機関 
（認知症疾患医療センター等） 

・専門医療相談 

・専門的な鑑別診断 

・定期的なアセスメント 

・行動・心理症状外来対応 

・地域連携 等 

支援手順 

①訪問（アセスメント） 
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  ↓ 
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 サポート医 

ケアマネジャー 

地域包括 
支援センター 

訪問支援 相談 

情報提供 

障害者相談 
支援センター 

訪問看護 
ステーション 

隣人 

町会・ 
自治会 

民生委員 

児童委員 

知人・友人 

日常の相談や診療 

●かかりつけ医 

地 域 

診断・指導 

紹介・相談 

診
断
・
指
導 

川崎市認知症訪問支援事業 

区役所地域みまもり支援センター 

本人・家族 

助言・指導 

情報提供・相談 

●認知症地域支援推進員 

（川崎市健康福祉局地域包括 
ケア推進室） 

専門職 

・医療系職員（保健師） 
・福祉系職員（社会福祉職） 
・地域包括支援センター 
 （保健師、社会福祉士、 

主任介護支援専門員 等） 
・訪問看護ステーション 
 （訪問看護師） 
・介護支援専門員連絡会 
 （（主任）介護支援専門員） 

紹
介 
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⑤ 地域における認知症施策 

 認知症の人の見守りに向けた地域づくりの推進 

本市では、各区役所の「地域みまもり支援センター」を中核とし、地域包括

支援センターをはじめ、自治会・町内会、民生委員児童委員、社会福祉協議会

等の関係団体や、民間企業等の多様な主体と連携しながら、「地域づくり」を推

進しています。 

高齢者の年齢や心身の状況等によってわけ隔てることなく、いきがいや役割

を持って生活することができる地域づくりをめざし、住民主体の通いの場の充

実に向けた支援を行うとともに、高齢者が支援の担い手として社会参加するこ

とで、いきがいや介護予防・閉じこもり予防につながるよう取組を進めていま

す。 

認知症を早期に発見し医療や介護サービスにつなげるために、地域における

“気づき”が大変重要であることから、地域包括支援センター等の相談機関は、

「住民主体の見守りネットワーク」と連携しながら、適時・適切な支援に取り

組みます。 

 

 チームオレンジの整備に向けた取組 

認知症の人やその家族のニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつな

ぐ仕組み（チームオレンジ）の整備に向けた取組を推進します。地域において、

認知症の人とその家族、住民サポーター、職域サポーター等でチームを構成し、

近隣チームによる早期からの継続支援が行われる仕組みの構築をめざします。 
 

【チームオレンジのイメージ図】 

 
※厚生労働省老健局認知症施策推進室資料をもとに作成 

・仕組みづくりに関する検討会の開催 
・チームの立ち上げ支援 
・チームの運営に対するスーパーバイズ 
・地域の企業や事業者との連携体制の構築 
・職域サポーターへの参加の働きかけ 

【ステップアップ講座実施主体】 
 ●市町村認知症サポーターキャラバン事務局 

 ●市町村キャラバン・メイト連絡協議会委託可 

（ステップアップ研修） 

認知症サポーター 

立ち上げや 
運営支援 

関係機関等との 
連携体制構築 

職域サポーターへの 
参加の働きかけ 

困りごとの 
相談等 

美容院 

スーパー コンビニ 

金融機関 

商店街 

認知症 
カフェ 

地域包括 
支援センター 

かかりつけ 
歯科医 

各種 
関係機関 

 

社会福祉 
協議会 

薬局 

チームオレンジ 
○○ 

見守り・声かけ、話し相手、外出支
援、ボランティア訪問等、孤立しな
いための関係づくり（認知症カフェ
の同行・運営参加）、専門職へのつな
ぎ、必要な窓口の紹介等 

チ
ー
ム
オ
レ
ン
ジ
の 

 

メ
ン
バ
ー
へ 

マ
ッ
チ
ン
グ 

チーム 
リーダー 

認知症の方 
認知症の方 

サポーター 
キッズサポーター

家族 

職域サポーター 

コーディネーター 

困
り
ご
と
の 

お
手
伝
い 
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Ⅳ

 認知症地域支援推進員 

認知症地域支援推進員は、本市認知症コールセンター等と協力し、認知症の

人とその家族を支援する相談業務を行っているほか、認知症カフェの運営支援

や、認知症疾患医療センター等の医療機関や介護サービス及び地域包括支援セ

ンターなど、地域の医療と介護の連携体制の構築に取り組んでいます。 

令和４（2022）年度からは、健康福祉局の１名に加え、各区地域みまもり

支援センターにも配置し、認知症の普及啓発や認知症サポーターのフォロー

アップ、認知症カフェ等の社会資源の把握などを通じて、「チームオレンジ」の

立ち上げや運営支援のコーディネーターも担っています。 

 

 認知症カフェ・地域カフェ等の支援 

市内には 80 か所以上の認知症カフェ・地域カフェ等が、町内会・自治会、

病院、地域包括支援センター、家族会等により開設されています。認知症の人

とその家族が気軽に参加することができ、カフェによっては、軽度の認知症の

人が一定の役割を持つなど、社会参加の場にもなっています。 

本市では、市ホームページやリーフレット等による開催場所や運営情報の周

知等を行うことで、認知症の人・家族・地域住民・認知症サポーター等の継続

的な利用につなげ、認知症カフェ・地域カフェ等の安定的な運営を支援します。 

また、地域みまもり支援センター等が行う地域の特色を活かした地域マネジ

メントにより、認知症カフェ・地域カフェ等の立ち上げを支援し、認知症の人

のみならず誰もが参加できる居場所づくりを推進します。 
 

 災害時における認知症の人への支援 

避難所には、認知症の人や認知症に似た症状を発症する人がいます。ストレ

スに弱い認知症の人は、避難所で混乱しやすく、家族や周囲の負担も大きくな

りがちですが、認知症の特性を正しく理解し、家族や周囲が少し気配りをする

ことで、認知症の人の心は安定し、負担は軽減します。 

認知症サポーター養成講座等の普及啓発を通じて、災害時を想定した認知症

対応の基礎知識の習得について、広く推進します。 

また、認知症の人等の災害時の避難支援に取り組みます（詳細は、第３章を

参照）。 
 

 神奈川県警察との協定による支援 

75 歳以上の高齢者の運転免許更新等における認知機能検査の結果により、

申請取消（自主返納）や医師の診断で取消処分となった場合に、相談支援を希

望する方の情報提供について、令和元（2019）年 12 月に神奈川県警察と協

定を結びました。情報提供を受けた際は、適切に早期診断・早期対応につなぐ

支援を行っています。 
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⑥ 認知症バリアフリーの推進 

認知症の人の多くが、認知症になることで、買い物や移動、趣味活動など地域

の様々な場面で、外出や交流の機会を減らしている実態があるため、移動、消費、

金融手続き、公共施設など、生活のあらゆる場面で、認知症になってからもでき

る限り住み慣れた地域で普通に暮らし続けていくための障壁を減らしていく「認

知症バリアフリー」の取組を推進することが求められています。併せて、チーム

オレンジの構築（216 ページ参照）、成年後見の利用促進（詳細は、本章の取組

Ⅱ「地域のネットワークづくりの強化」を参照）など地域のおける支援体制の整

備が必要です。 

また、日本認知症官民連携協議会★における取組を踏まえた、官民が連携した

認知症施策を推進する必要があります。 

 

 職域向け認知症サポーター養成講座の推進 

認知症の人との地域での関わりが多いことが想定される金融機関やスーパー

などの職域の従業員等に対する養成講座の拡大を図るため、本市地域包括ケア

システム連絡協議会や地域見守りネットワーク事業等の関係団体との連携に

より、積極的な普及啓発に努めます。 

 

 地域包括ケアシステム連絡協議会との連携 

認知症の人や家族からの意見を「地域包括ケアシステム連絡協議会」等の場

で、発信していくことで、民間企業・団体等による認知症の人や家族の視点を

踏まえた取組の推進、認知症バリアフリー社会の実現をめざします。 

 

 分野横断的な認知症バリアフリーの取組 

「図書館等の公共施設で実施している、本人の意見を取り入れた配架の工夫

や、専門機関と連携することで認知症の人と家族がより良い情報を収集できる

ようにする取組」や「ウェルフェアイノベーションとの連携」（195 ページ参

照）など、分野横断的な庁内連携の取組を推進していきます。 

 

日本認知症官民連携協議会 

日本認知症官民連携協議会は、国や地方公共団体や各業界団体、認知症当事者らが一

体となって認知症バリアフリーの取組をより統合的かつ共時性をもって推進していくべ

く、2019 年 4 月 22 日に設立されました。協議会には、経済団体、金融（銀行・保険等）・

交通（鉄道・バス・タクシー等）・住宅（マンション管理等）・小売・生活・IT・通信・医

療・介護・福祉などの業界団体や地方団体、それに認知症に関係する学会や当事者団体、

関係省庁も含めた、約 100 団体が参加しています。 
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⑦ 若年性認知症に対する取組 

 若年性認知症者及び家族の支援 

本市では、令和２（2020）年度に若年性認知症支援コーディネーターを設

置しました。若年性認知症★の人や家族からの相談内容に応じて、電話・来所・

訪問等により、適切な専門医療機関へのつなぎや、利用できる制度の案内、就

労継続に向けた支援などを行うほか、本人会議の実施や就労先の紹介などによ

り、本人の社会参加の支援を行っています。 

また、家族の支援として、家族会との連携により、若年性認知症の人の家族

ならではの悩みを共有する機会や、支え合う仲間がつながる場の提供等に取り

組みます。 

 

 若年性認知症支援ネットワーク会議 

若年性認知症の人が就労継続や社会参加活動の場づくりなど、地域生活を送

るための課題を整理、解決するため、若年性認知症コーディネーター、医療機

関、障害福祉サービス事業所等の関係機関で構成する「若年性認知症支援ネッ

トワーク会議」を令和５（2023）年度から設置しています。 

 

  若年性認知症 

若年性認知症とは、65 歳未満で発症する認知症のことで、令和２（2020）年７月に発

表された東京都健康長寿医療センター研究所の調査結果によると、人口 10万人当たりの

患者数は、50.9 人とされています。この調査結果に基づき推計を行うと、本市の若年性

認知症者数は約 500 人となります。 

発症年齢が若いため、長期的な生活設計の変更が必要など、高齢者とは異なる課題が

あります。本市では、若年性認知症の人や家族が利用できるサービス等をまとめた「若

年性認知症ガイドブック」を作成しています。 
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（２）認知症の介護者の負担軽減に向けた取組 

介護保険制度の創設とその後の介護サービスの充実に伴い、家族の介護負担は軽

減された面もありますが、今なお、介護サービスを利用していない場合だけではな

く、利用している場合でも、多くの家族は何らかの身体的な負担感や心理的な孤立

感を有しており、特に認知症の人を介護している場合に、その傾向が強いと言われ

ています。 

こうした点を踏まえ、介護離職防止に向けた取組（詳細は、本章の取組Ⅴ「高齢

者の多様な居住環境の実現」を参照）等の認知症の人のみならず、認知症の人の介

護者を含めて支えていくための取組を進めていくことが重要です。 

 

問 介護をする上で困難や負担を「いつも感じている」「時々感じることがある」と答え

た方にうかがいます。 

困難や負担を感じる理由は何ですか。（複数回答） 

  介護をする上で困難や負担を感じる理由として「認知症の対応が難しい」と回答した割合

が２割を超えています。 

 

※令和４年度高齢者実態調査（要介護・要支援認定者） 

  

45.7 

45.0 

35.0 

22.0 

15.8 

14.3 

13.1 

7.3 

7.1 

5.2 

3.3 

2.7 

10.2 

2.1 

0% 20% 40% 60%

精神的にもたないから

体力的にもたないから

就労しているから

認知症の対応が難しいから

身近に援助してくれる人が

いないから

経済的にもたないから

介護する上での専門知識や

技術が足りないから

家族状況から介護する

ゆとりがつくれないから

他の高齢者の介護も

しているから

家や部屋が狭いから

医療的な処置が難しいから

育児・子育て中だから

その他

無回答
n=2,124
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①介護従事者や医療従事者等に対する認知症の研修等 

市内の介護従事者・医師・看護師等の医療従事者を対象に研修を実施し、認知

症の人に対する専門的な支援体制や連携体制の構築、認知症への対応力の向上を

図ります。 
 

 認知症介護実践者研修等 

介護従事者に対し、認知症に関する最新の知識やケアの手法等について理解

を促進するとともに、技術の向上を図るために総合研修センターにおいて認知

症介護にかかる様々な研修を実施します。今後も認知症の人やその家族に適切

なケアを行うことは大変重要ですので、引き続き、介護従事者の資質向上を図

る効果的な研修を実施します。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

認知症介護指導者養成研修 28 人 28 人 30 人 事業継続   

認知症介護実践 

リーダー研修 
283 人 303 人 310 人 事業継続   

認知症介護実践者研修 2,230 人 2,389 人 2,541 人 事業継続   

認知症介護基礎研修 704 人 806 人 934 人 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 
 

【認知症介護研修の事業体系】 

 

 
認知症介護基礎研修 施設、事業所において、認知症介護サービスの質の向上をめざす。 

介護実践研修 

指導者養成研修 

認知症介護指導者養成研修 

介護実践研修の企画・立案・講師等を担う
中心的人材（認知症介護研修指導者）の養成
をめざす。 

 
認知症介護実践リーダー研修 

 
施設、事業所及び地域において、認知

症介護等の支援の核となる人材の育成
をめざす。 

 
認知症介護実践者研修 

 
施設、事業所において、認知症介護・看

護の中心的な役割を担う職員を対象に、実
践的な知識、技術を取得する機会を提供し、
居宅、施設等の形態に捉われず認知症介護
を展開できる人材の養成をめざす。 

企画・立案・講師として実施 
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 認知症サポート医養成研修 

認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医への助言などの支援を行い、専門

医療機関や地域包括支援センター等との連携の推進役となる「認知症サポート

医」を養成します。 
 

 認知症対応力向上研修 

かかりつけ医、一般病院勤務の医療従事者、歯科医師、薬剤師等に対し、認

知症の人や家族を支えるために必要な基本知識や、医療と介護の連携の重要性、

認知症ケアの原則等の知識について習得するための研修を実施することによ

り、認知症の早期発見や医療と介護が一体となった支援体制の構築を図ります。 

また、一般病院勤務の医療従事者向けの研修においては、「身体拘束」につい

ての考え方や工夫等の内容を盛り込むなど、医療従事者への意識付けを行いま

す。令和５（2023）年度からは、新たに「病院勤務以外の看護職員向け」に

実施しています。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

認知症サポート医養成研修 66 人 72 人 79 人 事業継続   

かかりつけ医認知症 
対応力向上研修 

307 人 331 人 381 人 事業継続   

一般病院勤務の医療従事者 
向け認知症対応力向上研修 

617 人 654 人 704 人 事業継続   

歯科医師向け 
認知症対応力向上研修 

52 人 86 人 136 人 事業継続   

薬剤師向け 
認知症対応力向上研修 

106 人 232 人 282 人 事業継続   

病院勤務以外の看護職員 
向け認知症対応力向上研修 

  50 人 事業継続   

修了者数、令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みです。 
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② 認知症の人と介護者への支援 

 川崎市認知症コールセンター 

相談員が、自らの介護経験を踏まえつつ、相談者と同じ目線に立って相手の

心に寄り添うピアカウンセリングの手法や傾聴スキルを用いて、精神的な負担

の軽減を図ります。これにより、虐待防止の効果も期待できます。 

また、区役所、地域包括支援センター等の関係機関との連携により、認知症

の早期発見・早期対応につなげていきます。 

 

 認知症家族介護教室 

各区役所等において、認知症に対する正しい理解を深め、介護の不安や対応

の仕方を、専門スタッフや既に経験している家族とともに分かち合い、介護の

工夫について学び合います。 

 
 

 認知症の人と家族の一体的支援事業 

認知症の診断直後から、本人と家族のかかわり方について、専門的に支え、

関係性を調整する取組について検討していきます。 

 

【認知症の人と家族の一体的支援事業】 

 
※厚生労働省老健局認知症施策推進室資料をもとに作成 

  

◆一体的支援プログラムには、認知症の人と家族が一緒に参加。 

◆①認知症の人（本人）の希望に基づく主体的なアクティビティの実施や本人同⼠が語り合う本人⽀援 

 ②家族同⼠が専門家等と語り合うことで、心理的支援と情報提供などの教育的支援を⾏う家族⽀援 

 ③認知症の人と家族が共に活動する時間を設け、他の家族や地域との交流を⾏う一体的⽀援 

を一連の活動として⾏うプログラムを実施することにより、スタッフが仲介役となり、認知症の人と家族の思いをつなぎ、 
ともに気付き合う場を提供し、在宅生活の継続を支援する。 

※認知症疾患医療センター等の 
専門スタッフの運営支援を想定 

認知症 
地域支援 
推進員 

企画・調整 

（スタッフ） 

・専門職 

・ボランティア 

 スタッフ 等 

地域みまもり⽀援センター等 

 ・自信が生まれる 

・主体的な行動 

 ・新たな役割創出 

 ・介護負担感軽減 

 ・介護を肯定的に評価 

する機会に 

家族たち 認知症の人たち 

 ・家族関係の気づき 

 ・新たな出会い 

 ・お互いの学びへ 

家族⽀援 本人⽀援 

 

認知症の人と家族 
認知症の人 家族 

一体的⽀援 
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 認知症あんしん生活実践塾 

認知症の人の介護をしている家族等が、毎月１回（合計６回）、講義や事例検

討などを通じて、認知症の人の症状を改善する介護方法を学びます。また、家

庭での実践を通じて、行動・心理症状★などの認知症の症状の軽減や、重度化の

予防をめざします。 
 

 携帯型緊急通報システム事業 

専用端末を持っていただき、行方不明になったときにその電波をキャッチし、

現在地をお知らせするサービスを提供します（詳細は、本章の取組Ⅱ「地域の

ネットワークづくりの強化」を参照）。 

 

  

行動・心理症状（BPSD：Behavioral and Psychological Symptoms of Dementia） 

認知症の主な症状である記憶障害等の進展と関連しながら、身体的要因や環境要因等

が関わって現れる、抑うつ、興奮、異常行動、妄想などの症状のことをいいます。 
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 認知症等行方不明ＳＯＳネットワーク事業 

行方不明になり生命に危険を及ぼす可能性がある認知症の人の情報を事前に

登録し、行方不明となった際には、市内関係機関に情報提供を行います。 

また、神奈川県と連携し、市外・県外の自治体に対しても認知症による行方不

明者の情報を広域的に提供することにより、安全確保と家族等への支援を図ると

ともに、身元不明者を保護した際についても、早期に家族へ引き渡せるように、

照会を行います。 

ＩＣＴを活用し、24 時間・365 日対応できる捜索協力体制を構築したとこ

ろですが、今後も認知症の人の人数はますます増加し、行方不明事案も増えて

いくことが想定されることから、本事業の更なる効果的な広報を実施し、より

多くの方に登録していただくことに加え、早期発見・身元判明に向けて、関係

団体とのネットワーク強化等の取組を進めていきます。 

また、認知症の人が起こした事故等に対する救済制度については、民間保険

会社における認知症個人賠償責任保険の商品化や既存保険商品の補償範囲の

拡大が進みつつあることから、こうした保険の活用や加入している保険の契約

内容の確認を本人や家族等にしていただけるよう、広報周知に努めるなどの取

組を進めます。 

 
 

【認知症等行方不明ＳＯＳネットワーク事業のイメージ図】 

 

  

認知症等行方不明 
ＳＯＳネットワーク 

行
方
不
明 

認知症ネットワーク 
民生委員児童委員 
介護支援専門員 
地域の住民 
地域見守りネットワーク 

登録 

早 
期 
発 
見 

携帯型緊急 
通報システム 

地域包括支援センター 

区役所 

情報提供 

家
族 

連携 

（治療不要） 

入所 
特別養護 

老人ホーム 
等 

引取 

身元判明 
・引取 家族介護者へ

の支援 

関係機関等 
認知症ネットワーク 
地域のボランティア 
認知症コールセンター～サポートほっと～ 
家族会 

家族 

事前登録システム 
（要治療） 

（疾病等なし） 

特別養護 
老人ホーム 

等 
（一時保護） 

入院 

フォロー体制 

発 

見 

協 

力 

身元不明 

身元判明 

健康福祉局 

警察署 

（疾病等あり） 

医療機関 
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〔実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

登録者数 802 人 850 人 900 人 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度は見込みです。 

 

 高齢者音楽療法推進事業 

特別養護老人ホームの入居者やデイサービス利用者に対し、定期的な楽器の

演奏等による音楽療法を取り入れ、認知症の人や要介護高齢者等の精神的な安

定が図られることや、認知症の進行や問題行動が軽減されることなどにより、

施設や在宅における生活の質の向上を図ります。 

〔実績・計画〕 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

実施施設数 19 か所 22 か所 20 か所 事業継続   

令和３、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みです。 
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取組Ⅴ 高齢者の多様な居住環境の実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ⅰ）高齢者の生活の基盤となる住まいの安定確保 

（１）一般住宅での継続居住に関する取組 

① 住宅のバリアフリー化等の環境整備の支援 

 住宅の良質化の促進              断熱化の促進 
 住宅改修費の支給               高齢者住宅改造費助成事業 
 福祉用具の貸与・購入費の支給         高齢者等緊急通報システム事業 
 川崎市マンション段差解消工事等費用助成制度  住まいアドバイザー派遣制度 

② 自宅・地域での生活継続に向けたサービス・支援 

 地域密着型サービスの取組強化         緊急利用が可能なショートステイの確保 

（２）高齢者向け住宅・施設に関する取組 

① 高齢者向け住まい・重度者向け住まいの種類 

 サービス付き高齢者向け住宅    高齢者向け優良賃貸住宅 
 シルバーハウジング        福祉住宅 
 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 
 軽費老人ホーム（ケアハウス、都市型軽費老人ホーム） 
 養護老人ホーム          有料老人ホーム（介護付、住宅型） 
 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 
 介護老人保健施設         介護医療院 他 

② 円滑な住み替え支援 

 居住支援協議会による入居と生活支援の促進 
 高齢者の住み替えや空き家等に関する総合的な相談窓口の運営 
 「高齢期の住まいガイド」による周知 
 住宅資産の活用に関する高齢者世帯への普及啓発 

ⅱ）在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備 

（１）介護保険施設等の整備 
 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）      介護老人保健施設 
 介護医療院          認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 
 介護付有料老人ホーム     住宅型有料老人ホーム 

（２）介護離職防止に向けた取組 

（３）災害及び感染症に対する備えに向けた取組 

（４）既存施設の老朽化への対応 
 長寿命化の取組推進        老朽化施設の建替え支援 

ⅲ）居住の安定確保に向けた住宅セーフティネットの構築 

（１）住宅セーフティネットの充実 
 川崎市居住支援協議会   川崎市居住支援制度   生活にお困りの方の相談・支援 
 民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者向け住まいの確保 

（２）市営住宅における高齢者に関する取組 
 市営住宅の建替えに伴うユニバーサルデザイン仕様への変更 
 市営住宅の建替えに伴う社会福祉施設等の併設 
 市営住宅ストックの活用による見守り拠点等の整備 

取組Ⅴ 高齢者の多様な居住環境の実現 

P231～ 

P242～ 

P253～ 
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ⅰ）高齢者の生活の基盤となる住まいの安定確保 

○ 高齢者が安心して暮らせる住まいとして、「認知症高齢者グループホーム」や「介護付

有料老人ホーム」、「サービス付き高齢者向け住宅」などの供給または供給支援を行い

ました。 

○ 「高齢期の住まいガイド」について、令和４（2022）年に改定を行い、「今の自宅で

暮らす」、「住み替えについて相談する」、「介護が必要になったとき」に大別するとと

もに、新たな住まいに関する情報も追加し、区役所等で高齢者やその家族等に配布す

るなどして、住まいや住まい方の選択・決定するための情報発信を行いました。 

ⅱ）在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備 

○ 自宅での生活が困難な高齢者のため、第８期計画期間中に、特別養護老人ホームの定

員を新規整備 380 床分増やしました。また、建替え民設化に伴う定員数の確保とし

て、ショートステイ 47 床分を本入所へ転換を行いました。 

【特別養護老人ホームの整備状況】                                  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 障害者入所施設等に入所している方の高齢化を踏まえ、公有地を活用した特別養護老

人ホームにおいて、高齢障害者を受け入れる取組を進めています。 

○ 「川崎市高齢者・障害児者福祉施設再編整備基本計画・第１次実施計画」に基づき、

大規模修繕補助制度を創設しました。また、社会福祉法人に対しては、経営改善事業

や法人指導監査による支援を進めています。 

○ 特別養護老人ホームに併設するショートステイ（短期入所生活介護）について、どの

ような地域であっても適切に利用ができるよう、利用に関する施設側の状態が確認で

きる「短期入所利用支援システム」の構築を図りました。 

ⅲ）居住の安定確保に向けた住宅セーフティネットの構築 

○ 「川崎市居住支援協議会」にて、入居支援体制の充実に向け各区役所や関係団体への

周知啓発を目的とした研修を実施した他、「すまいの相談窓口」の利用に関するリーフ

レットを作成し、職員、支援者等に広く配布を行い、福祉部局や関係団体との緊密な

連携が可能となる体制を構築しました。 

○ サービス付き高齢者向け住宅の適切な指導監督を行うため、平成 28（2016）年に指

導指針を策定しました。また、公有地活用の機会を捉え、福祉機能等を複合的に備え

たサービス付き高齢者向け住宅の誘導を図りました。 

 

これまでの主な取組 
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第９期計画での主な課題と施策の方向性 

課  題 

主な成果指標 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

特別養護老人ホーム

の整備数 

5,281 床 
（令和５（2023）年度） 

5,577 床 
（令和８（2026）年度） 

累計数。 

健康福祉局調べ 

認知症高齢者グルー

プホームの整備数 

265 ユニット 
（令和５（2023）年度） 

278 ユニット 
（令和８（2026）年度） 

累計数。 

健康福祉局調べ 

 

 安心して暮らせる住まいの確保等が求められています。 

 （状態に応じた介護サービスの選択が可能な住まいの充実が必要です。） 

 介護ニーズの見込み等を適切に捉え、地域バランスを考慮した介護サービス基盤等の
整備が必要です。 

 認知症や医療的ケアが必要な高齢者、高齢障害者等への対応が必要です。 

 地域医療構想を踏まえた、介護サービス基盤の整備が求められます。 

 重層的な住宅セーフティネットの構築が必要です。 

施策の方向性 

ⅰ）高齢者の生活の基盤となる住まいの安定確保 

○ 高齢者の居住ニーズや地域特性に応じたサービス付き高齢者向け住宅の供給誘導を図
ります。 

○ 相談窓口のより効果的な体制を構築するとともに、住まいや住まい方の選択や決定を
支援するツールの作成や情報発信を行います。 

ⅱ）在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備 

○ 特別養護老人ホームに、医療的ケアが必要な要介護高齢者、高齢障害者等の受け入れ
を推進するとともに、老朽化施設の再編整備に取り組みます。 

○ 引き続き、介護施設等の量的拡充と介護サービスの質の向上を図るため、地域医療介
護総合確保基金を活用した整備に向けた取組を進めます。 

○ 慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、介護医療院の整備等を進めます。 

○ 介護離職防止に向けた取組、災害及び感染症に対する取組を進めます。 

ⅲ）居住の安定確保に向けた住宅セーフティネットの構築 

○ 居住支援協議会を適切に運営して、取組等について情報発信するとともに、住宅確保
要配慮者への支援のあり方を検討します。 

○ 市有地を活用するなどして、社会福祉施設等の整備を促進します。 
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【高齢者施設・住宅における主な入居者像（イメージ）】 

 

 

 

 

 
種 
類 重度者向けの住まい 高齢者向け住まい 一般住宅 

高
齢
者
住
宅
・
施
設 

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム 

介
護
老
人
保
健
施
設 

介
護
医
療
院 

福
祉
住
宅 

認
知
症
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム 

特定施設 

 

高
齢
者
向
け
優
良
賃
貸
住
宅 

シ
ル
バ
ー
ハ
ウ
ジ
ン
グ 

公
営
住
宅
（
市
営
・
県
営
） 

民
間
借
家 

 

持
ち
家 軽

費
老
人
ホ
ー
ム 

（
ケ
ア
ハ
ウ
ス
） 

養
護
老
人
ホ
ー
ム 

介
護
付
有
料
老
人
ホ
ー
ム 

住
宅
型
有
料
老
人
ホ
ー
ム 

 

サ
ー
ビ
ス
付
き 

 

高
齢
者
向
け
住
宅 

入
居
す
る
主
な
高
齢
者
像 

・
常
時
介
護
を
必
要
と
す
る
要
介
護
３
以
上
の
高
齢
者 

・
要
介
護
１
・
２
で
あ
っ
て
も
認
知
症
等
や
介
護
者
が
い
な
い
な
ど 

事
情
の
あ
る
高
齢
者 

・
要
介
護
で
、
病
状
安
定
期
に
あ
り
、
在
宅
復
帰
を
め
ざ
す
高
齢
者 

・
要
介
護
で
、
介
護
だ
け
で
な
く
、
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
必
要
と
す
る
高

齢
者
で
、
長
期
間
に
わ
た
る
療
養
が
必
要
な
者 

・
市
内
に
３
年
以
上
居
住
す
る
65
歳
以
上
で
、
ひ
と
り
暮
ら
し
で
独
立

し
た
自
立
生
活
が
営
め
る
、
非
課
税
世
帯
を
対
象
。
か
つ
、
住
宅
が

建
替
え
、
取
り
壊
し
な
ど
で
立
ち
退
き
要
求
を
受
け
て
い
る
者 

・
認
知
症
で
、
要
支
援
２
・
要
介
護
の
高
齢
者 

・
60
歳
以
上
で
、
身
体
機
能
低
下
で
身
の
回
り
の
こ
と
が
不
安
な
者 

・
家
族
か
ら
援
助
を
受
け
る
こ
と
が
困
難
な
者 

・
65
歳
以
上
で
、
経
済
的
及
び
環
境
的
な
理
由
に
よ
っ
て
在
宅
生
活
が

困
難
な
者 

・
65
歳
以
上
で
、
介
護
が
必
要
に
な
っ
て
も
ホ
ー
ム
の
提
供
す
る
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
な
が
ら
生
活
す
る
者 

・
概
ね
60
歳
以
上
で
、
自
立
・
要
支
援
ま
た
は
軽
度
の
要
介
護
の
幅
広

い
入
居
対
象
者 

・
原
則
60
歳
以
上
の
ひ
と
り
暮
ら
し
ま
た
は
夫
婦
世
帯 

・
高
齢
期
の
住
ま
い
と
し
て
選
択
し
た
高
齢
者 

・
住
宅
で
提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
内
容
に
よ
り
、
自
立
・
要
支
援
・
要

介
護
の
幅
広
い
入
居
対
象
者 

・
原
則
60
歳
以
上
の
ひ
と
り
暮
ら
し
ま
た
は
夫
婦
世
帯 

・
65
歳
以
上
で
、
住
宅
に
困
窮
し
て
い
る
者 

・
住
宅
を
自
力
で
確
保
す
る
こ
と
が
困
難
な
低
額
所
得
者 

・
民
営
ま
た
は
給
与
住
宅
等
の
居
住
者 

・
自
力
で
資
産
形
成
が
可
能
な
者 

自
立 

× × × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

要
支
援 

× × × △ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ × ○ ○ 

要
介
護 

 
○ 
 

○ ○ × ○ △ △ △ △ △ × × × ○ ○ 

市
内
定
員 

5,281 2,281 0 
108 

（戸） 
2,379 264 190 7,915 3,555 

1,999 

（戸） 

214 

（戸）

1,193 

（戸） 
21,280   

※厚生労働省「介護施設等の在り方に関する委員会」資料をもとに一部変更して作成しています。 

※△は、一部可能など事例により異なります。また定員数は、令和５年度中で時点が異なります。  

社会 
福祉法 

社会 
福祉法 

介護保険法 介護保険法 

老人 
福祉法 

医療法 老人福祉法 
高齢者 
住まい法 

公営住宅法 

関
係
法
令 
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ⅰ）高齢者の生活の基盤となる住まいの安定確保 

（１）一般住宅での継続居住に関する取組 

高齢者が住み慣れた自宅でできる限り長く居住できるように、高齢者の居住の

ニーズを踏まえ、バリアフリー化や住宅改修、断熱化など住宅の良質化の支援を行

うとともに、自宅・地域での生活継続に向けたサービスや支援の充実を図ります。 

 

① 住宅のバリアフリー化等の環境整備の支援 

 住宅の良質化の促進 

将来のバリアフリー改修に対応できる長期優良住宅の普及を図ります。また、

共同住宅の共用廊下等に必要なスペースが確保されているなど、在宅介護をし

やすい住まいづくりについて普及を図ります。 
 

 断熱化の促進 

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」等に基づき、住宅の省

エネルギー化や断熱化を誘導します。また、ヒートショック対策等の健康寿命

の延伸に資する取組について、市民への情報提供等を行います。 
 

 住宅改修費の支給 

介護保険適用となる住宅のバリアフリー改修に対し、20 万円を上限として、

介護保険の自己負担割合に応じた金額を支給します。主に軽度の要介護高齢者

が早い段階で自宅のバリアフリー化をすることの支援策として設けられてお

り、手すりやスロープ設置等の簡易な改修が対象となります。 
 

 高齢者住宅改造費助成事業（再掲） 

身体機能の低下により、支援・介護を必要とする高齢者が、浴室等の住宅の

改造を行うことにより、在宅で安全な生活が続けられるよう支援するとともに、

介護者の身体的・精神的負担を軽減することを目的として、その改造費用の助

成を行います。 

なお、介護保険の適用となる住宅改修とは対象工事が異なります（詳細は、

本章の取組Ⅲ「利用者本位のサービスの提供」を参照）。 
 

 福祉用具の貸与・購入費の支給 

一定の条件下で、車いす、特殊寝台（介護用ベッド）等の貸与を受けること

や、入浴・排泄等に要する福祉用具を購入した場合にその費用の一部を支給し

ます。 
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 高齢者等緊急通報システム事業（再掲） 

ひとり暮らしの高齢者等に対して、発作が起きたときなどに備え、緊急時の

連絡体制を確保します。「携帯型」と「自宅設置型」の２種類があります（詳

細は、本章の取組Ⅱ「地域のネットワークづくりの強化」を参照）。 
 

 川崎市マンション段差解消工事等費用助成制度 

誰もが使いやすい良質なマンションストックの形成を図るため、既存分譲マ

ンションの敷地内通路、外部出入口、廊下、階段において、傾斜路、手すり等

の段差解消工事等を実施する場合に、その工事等に要する費用の一部について

助成を行います。 
 

 住まいアドバイザー派遣制度 

住宅のリフォームや耐震化などに関する無料の相談窓口であるハウジングサ

ロンにおいて、相談者からの依頼や必要に応じて現地に一級建築士等の専門家

アドバイザーを無料で派遣し、住宅のバリアフリー化の進め方や工事内容など

の相談に対応することにより、良質な住宅ストックと住環境の形成に取り組み

ます。 

 

② 自宅・地域での生活継続に向けたサービス・支援 

 地域密着型サービスの取組強化（再掲） 

状態が重くなった方の自宅での生活を支える取組として、介護保険サービス

の中でも、高齢者の状態に応じて柔軟なサービス提供が可能な「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護」、「（看護）小規模多機能型居宅介護」等の地域密着

型サービスの取組強化を図ります（詳細は、本章の取組Ⅲ「利用者本位のサー

ビスの提供」を参照）。 
 

 緊急利用が可能なショートステイの確保 

介護者の負担を軽くするために必要なサービスとしてニーズが高いショート

ステイ（短期入所生活介護）の拡充のため、新設の特別養護老人ホームへの併

設（施設本体の入居定員の 10%以上のショートステイ定員を確保）を求める

従来の整備手法のほか、介護付有料老人ホームや認知症高齢者グループホーム

の空床を活用したサービス供給量の拡大を図ります。 

  



第５章 取組Ⅴ 高齢者の多様な居住環境の実現 

 233 かわさきいきいき長寿プラン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

第
５
章 

 
 

取
組 

 

高
齢
者
の
多
様
な
居
住
環
境
の
実
現 

Ⅴ

（２）高齢者向け住宅・施設に関する取組 

地域包括ケアシステムの構築に向けては、生活基盤としての住まい（住宅・施設）

の確保が重要となることを踏まえ、高齢者が安心して暮らせる住まいの確保と住み

替えの円滑化に向けた取組を進めます。そして、介護が必要になったときでも、必

要な介護サービスなどを選択して、住み慣れた地域で暮らせるよう支援します。 

また、効果的かつ総合的な相談窓口体制を構築するとともに、住まいや住まい方

の選択や決定を支援するツールの作成や情報発信を行います。 
 

【高齢者の住まいのイメージ図】 

 
 

※川崎市「高齢期の住まいガイド」をもとに作成 

※この図は、費用負担や身体状況の視点から、各住まいがどの辺りに位置しているかをイメージするための

おおまかな目安であり、厳密には図のとおりではない部分もあります。 

※費用負担や身体状況の視点で表示するため、重ねて表示しています。 

  

（ 

費用 

（万円／月） 

20 

15 

10 

5 

・住宅型有料老人ホーム 

0 

（自立） （要支援） （要介護） 

１ ２ １ ２ ３ ４ ５ 

・サービス付き高齢者向け住宅 
（有料老人ホームの一部を含む） 

・介護老人  ・介護医療院 
 保健施設 

・特別養護老人ホーム 
 （個室ユニット型） 

・認知症高齢者 
グループホーム 

・介護老人保健施設（多床室） 

・特別養護老人ホーム 
（多床室） 

・高齢者向け優良賃貸住宅 
・養護老人ホーム 
・軽費老人ホーム（ケアハウス） 

・福祉住宅 
・シルバーハウジング 
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① 高齢者向け住まい・重度者向け住まいの種類 

 サービス付き高齢者向け住宅 

バリアフリー構造で、介護福祉士等のケアの専門家による生活相談や、24 時

間の安否確認が提供される住宅です。原則住戸の床面積は 25 ㎡以上で、住戸

内に洗面所、水洗トイレ、キッチン、浴室などを設置しています。 

サービス付き高齢者向け住宅の課題やニーズを踏まえ、地域特性に応じた

サービス付き高齢者向け住宅の供給誘導を図ります。 
 

【サービス付き高齢者向け住宅のイメージ図】 

 
 

【本市のサービス付き高齢者向け住宅に併設している事業所とその件数】 

 

※サービス付き高齢者向け住宅情報提供システムから作成（令和５年６月末時点） 

※本市のサービス付き高齢者向け住宅（全 48 件）に併設している事業所 

 

 

  

9

20

8

6

1

1

4

3

0件 5件 10件 15件 20件

通所介護事業所

訪問介護事業所

居宅介護支援事業所

小規模多機能型居宅介護事業所

訪問看護事業所

認知症対応型共同生活介護事業所

食事サービス施設

診療所

【主な登録基準】 

○入居は原則 60 歳以上 
○居室の床面積は 25 ㎡以上 
（浴室やキッチンなどを共用する 

場合は 18 ㎡以上） 
○バリアフリー構造、キッチンや 

水洗トイレなどの設置 
○安否確認、生活相談サービスを 

提供 
○長期入院などを理由に、一方的な

変更や契約解除をされない 
○入居者が払うのは敷金、家賃、サー

ビス対価に限定 

  

診療所や小規模多機能型居宅介護等を 

併設する場合もあります。 

訪問介護事業所 デイサービス 併設 

【本市のサービス付き高齢者向け住宅を取り巻く主な課題・ニーズ】 

・適正な立地への建設や医療・介護サービスの提供等がより一層求められています。 

・狭い住宅や入居者の費用負担の大きい住宅の供給実績が多くなっていることから、 

高齢者の居住ニーズを踏まえた多様な住宅供給の誘導が必要です。 
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本市のサービス付き高齢者向け住宅は、次の方向性で取り組みます。 

・高齢者の居住の安定確保のため、一定の質が確保された賃貸住宅に医療・

介護や生活支援サービス等が適切に供給される「サービス付き高齢者向け

住宅」の供給を引き続き適正に誘導します。 

・高齢者向け住宅の交通利便性や需給バランス、地域環境等を考慮した立地

誘導を図るとともに、健康な高齢者の住み替え促進に向けた広めの住宅や、

地域福祉拠点となる医療や介護サービスとの連携を強化した住宅の供給

を誘導します。 

・住み慣れた地域で住み続けたいというニーズに対応可能な、地域の介護・

医療サービスと連携した、数戸単位でも展開可能な既存の制度の枠組みに

とらわれない高齢者向け住宅のあり方について、国の動向等も踏まえ、検

討します。 

・公有地の活用等のまちづくりの機会を捉え、地域の居住ニーズに対応した

住宅が適切に供給されるよう誘導します。 

・適正な運営が維持されるように、事業者に対して定期報告の徹底や、立入

検査を行い、提供するサービス内容や人員配置等の状況を定期的に把握し、

適正な運営がなされていない場合は、是正指導等により改善を図ります。 

〔実績・計画〕（累計。戸数は登録ベース） 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

サービス付き 
高齢者向け住宅 1,944 戸 1,999 戸 1,999 戸 事業継続   

令和３年度、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みまたは計画値です。 
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 高齢者向け優良賃貸住宅 

家賃補助を受けられる公的賃貸住宅で、土地所有者などが建設した高齢者向

けの良質な住宅を、川崎市住宅供給公社等が受託管理し、一定期間、公的賃貸

住宅とするものです。ひとり暮らし・夫婦世帯の高齢者が安全に安心して居住

できるように、バリアフリー化し、緊急通報システムや生活相談サービスを備

えた賃貸住宅です。 

なお、民間賃貸住宅を活用した高齢者向け住宅やサービス付き高齢者向け住

宅の供給動向を勘案し、当面は新規供給を休止します。既存住宅については、

引き続き、適正な運営を支援するとともに、集会所を活用して地域コミュニ

ティの形成などを図ります。 

家賃補助を受けられる期間は、管理開始から原則 20 年間であり、順次終了

を迎えます。終了後も、良質な高齢者向け住宅の提供を引き続き行うよう、所

有者と協議・調整を図ります。また、管理期間終了後に住み替えを希望される

居住者に対して、「すまいの相談窓口」における住み替えサポートを実施する

など、支援していきます。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

高齢者向け 
優良賃貸住宅 244 戸 244 戸 214 戸 190 戸 135 戸 135 戸 

令和３年度、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みです。 
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 シルバーハウジング 

高齢者向け市営住宅で、高齢者が安心して生活が送れるよう、段差の解消、

手すり、エレベーターの設置など、入居者の利便性や安全性に配慮したバリア

フリーの高齢者用住宅です。入居者のふれあいを深めるため団らん室を設けた

り、生活援助員や生活相談員等を派遣し、入居者へ日常の生活支援や安否確認

サービス等の提供を行います。 

シルバーハウジング以外の市営住宅でも入居者の高齢化が進んでいること、

市内全体でも高齢者が増加していること等を鑑み、引き続き、地域包括ケアシ

ステムの推進に向け、制度のあり方について検討を進めます。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

シルバー 
ハウジング 1,193 戸 1,193 戸 1,193 戸 事業継続   

令和３年度、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みです。 

 

【シルバーハウジング・プロジェクトの概念図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 29 年版高齢社会白書をもとに作成 

 

  

 （ 

公的賃貸住宅 
（公営住宅、ＵＲ賃貸住宅等） 

【設計】 

・バリアフリー（手すり設置、段差解消） 

・緊急通報システムの設置 

【生活支援サービス】 

・安否の確認    ・緊急時の対応 

・一時的な家事援助       等 

ＬＳＡ（ライフサポート 

アドバイザー）による 

サービス提供 

【附帯施設】 

 ・高齢者生活相談所 

住宅行政 福祉行政 行政間の連携 

福祉・介護事業

所 

【
介
護
サ
ー
ビ
ス
】 

・
訪
問
介
護 

 

・
訪
問
看
護 

・
デ
イ
サ
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（
通
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護
） 

等 



第５章第５章 川崎らしい都市型の地域居住の実現 

かわさきいきいき長寿プラン 238 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

第
５
章 

 
 

川
崎
ら
し
い
都
市
型
の
地
域
居
住
の
実
現 

 福祉住宅 

民間アパートの取り壊し、建替え等により、立ち退き要求を受け、住宅確保

に困窮しているひとり暮らし高齢者に、本市で借り上げているバリアフリーの

単身高齢者用住宅を提供します。また、入居者のふれあいを深めるための団ら

ん室を設けたり、生活相談員等を派遣し、入居者の日常の生活支援や相談に応

じます。 

なお、福祉住宅は、運営開始から 30 年以上が経過していますが、この間、

介護保険制度における入所・入居系サービスの創設や高齢者向けの住宅の整備

が進み、高齢者の住まいの選択肢が多様化するなど、社会情勢や利用状況等が

変化していることを踏まえ、制度の長期的なあり方について検討を進めます。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

福祉住宅 108 戸 108 戸 108 戸 事業継続   

令和３年度、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みです。 

 

 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）（後述） 

比較的安定している認知症の要支援２・要介護者の方が、共同生活の中で入

浴、排泄、食事等の介護や日常生活上の世話、機能訓練を受けられます（整備

計画は、後述の「ⅱ在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備」を参

照）。 
 

 軽費老人ホーム 

家庭環境や住宅事情等の理由により自宅で生活することが困難な方が低額な

料金で利用できる施設です。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

軽費老人ホーム 264 人 264 人 264 人 事業継続   

令和３年度、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みです。 
 

ア ケアハウス 

比較的低額な料金で高齢者に住まいを提供し、食事等の日常生活上必要な

サービスを提供する軽費老人ホームの一つです。 

家族と同居できない事情がある方を対象に食事や生活相談等のサービスを提

供し、自立した生活が確保できるよう、原則個室で必要な支援を行う施設です。 

  



第５章 取組Ⅴ 高齢者の多様な居住環境の実現 

 239 かわさきいきいき長寿プラン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

第
５
章 

 
 

取
組 

 

高
齢
者
の
多
様
な
居
住
環
境
の
実
現 

Ⅴ

イ 都市型軽費老人ホーム 

従来の軽費老人ホームの居室面積や職員配置基準を緩和することにより、利

用料を低く抑えたケアハウスの一形態で、要介護度は低いものの、身体機能の

低下等により、自宅での生活が困難な高齢者を対象とする施設です。平成 22

（2010）年度に創設された制度ですが、本市には対象施設はありません。 

 

 養護老人ホーム 

原則として 65 歳以上で、環境上及び経済的な理由により、自宅で養護を受

けながら生活することが難しい方を対象に、適切な生活支援を行い、自立した

生活を送っていただくための公的な福祉施設です。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

養護老人ホーム 190 人 190 人 190 人 事業継続   

令和３年度、４年度は実績値、令和５年度以降は見込みです。 

 

 有料老人ホーム 

ア 介護付有料老人ホーム（後述） 

入居者に介護、食事の提供、洗濯、掃除等の家事及び健康管理等のサービス

が提供される有料老人ホームのうち、介護保険が使用できる住まいです。要介

護状態となった方は、上記のサービスに加え、入浴・排泄・食事等の介護、日

常生活上のサポート、機能訓練・療養上のケア等の介護保険サービスが受けら

れます（整備計画は、後述の「ⅱ在宅生活が困難な方のための介護サービス基

盤の整備」を参照）。 

 

イ 住宅型有料老人ホーム（後述） 

生活支援等のサービスが付いた高齢者向けの住まいで、介護が必要になった

場合、入居者自身の選択により、地域の訪問介護等の介護サービスを利用しな

がら生活を継続することができます（整備計画は、後述の「ⅱ在宅生活が困難

な方のための介護サービス基盤の整備」を参照）。 
 

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）（後述） 

常時介護を必要とし、家族等の生活環境により、自宅で生活することが困難

になった寝たきりや認知症の重度者を受け入れる施設であり、入浴、食事等の

介護や日常生活上の世話、機能訓練、健康管理が受けられます（整備計画は、

後述の「ⅱ在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備」を参照）。 
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 介護老人保健施設（後述） 

医療と生活の場を結びつけ、病状が安定した状態にある要介護者が、在宅復

帰のためのリハビリに重点をおいた施設であり、看護、医学的管理のもと介護、

機能訓練その他の医療が受けられます（整備計画は、後述の「ⅱ在宅生活が困

難な方のための介護サービス基盤の整備」を参照）。 
 

 介護医療院（後述） 

介護療養型医療施設の転換先の一つとして創設され、介護だけでなく、医療

面のサービスが受けられます（詳細は、後述の「ⅱ在宅生活が困難な方のため

の介護サービス基盤の整備」を参照）。 
 

 その他 

10 名程度の少人数で共同生活する住まいの「グループリビング」がありま

す。 

 

② 円滑な住み替え支援 

 居住支援協議会による入居と生活支援の促進 

  不動産関係団体や各種支援団体等と連携して、居住支援協議会を適切に運営

し、既存の民間賃貸住宅と住宅確保要配慮者をマッチングする仕組みの構築や、

住宅確保要配慮者の居住の安定確保に向けて、借主・貸主双方を支援する取組

を推進します。 

 

 高齢者の住み替えや空き家等に関する総合的な相談窓口の運営 

居住支援協議会や民間事業者等と連携し、住み替え等を検討している高齢者

をはじめとした市民に対して、相談者の経済・身体状況等に応じた各種住宅・

施設等の制度説明や情報提供等を行うとともに、住宅改修や住まいに関する法

律等にも対応した総合的な窓口の運営を行います。 

この相談窓口においては、空き家の維持管理や利活用に関する相談、相続等

の法律に関する相談など、空き家に係る各種相談についても対応します。 
 

 「高齢期の住まいガイド」による周知 

介護が必要となった場合の「住まい」や「住まい方」の選択等について、高

齢者の自己決定を支援するため、「今の自宅で暮らす」、「住み替えについて

相談する」、「介護が必要になったとき」に大別するとともに、新たな住まい

に関する情報を追加した冊子としてわかりやすくまとめ、各区役所等の窓口で

高齢者やその家族等に配布することで周知を行っています。 
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 住宅資産の活用に関する高齢者世帯への普及啓発 

住宅資産を活かした高齢期の豊かな生活等、多様な住み替えニーズの実現や、

子育て世帯のゆとりある住まいの確保に向け、住宅ストックの活用・世代間循

環を促進するため、地域と接点を持つ民間事業者等（川崎市すまい・いかすサ

ポーター）と連携し、セミナーの開催等、普及啓発を行います。 
 

【住宅資産の活用に向けた民間事業者等と連携した取組（イメージ）】 

 

 

  

賃
貸
住
宅 

等 

子育て世帯 既存戸建住宅等 

良質化された住宅ストック 子育てしやすいゆとり 

ある住まいを取得・賃借 

高齢者世帯 

住まいを活かした 

豊かな高齢期の実現 

駅
近
マ
ン
シ
ョ
ン 

サ
高
住 

等 

住宅ストックの活用・世代間循環 

子育て世帯へのプロモーション 高齢者世帯への普及啓発 

 

住宅ストックの活用・世代間循環の促進等に取組む住宅・まちづくり関連の法人・団体等を 

「川崎市すまい・いかすサポーター」として位置付け、市との連携を強化し、取組を促進 

川崎市すまい・いかすサポーター 

川崎市 
すまい・いかす 

SUPPORTER 

【鉄道事業者】 【金融機関】 【非営利団体等】 

川 

崎 

市 

民間事業者等との連携強化 

連
携 
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ⅱ）在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備 

（１）介護保険施設等の整備 

中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉え、地域バランス

を考慮しながら、多様な手法により、特別養護老人ホームや認知症高齢者グループ

ホーム等の整備を行い、地域居住の実現に向けた介護サービス基盤の整備を進めま

す。 

また、地域医療構想による追加的需要（療養病床からの地域移行分。地域医療構

想の詳細は、本章の取組Ⅳ「医療介護連携・認知症施策等の推進」を参照）や「精

神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築★」、介護離職防止に向けた取組

を踏まえた介護サービス基盤の整備を行います。 
 

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

ア 整備の方向性 

特別養護老人ホームは、これまでは、地域包括ケアシステムの構築による「施

設・病院」から「地域・在宅」へのケアの場の移行という基本的な方向性を踏

まえつつ、真に施設入居を必要とする方が優先的に入居できるよう、一定の水

準で整備を行ってきました。 

また、これまでの取組等に加え、引き続き、医療的ケアが必要な高齢者や、

高齢障害者（65 歳以上の障害者）の受け入れを推進します。 

〔実績・計画〕（開所ベース）                     単位：床 

 第８期 第９期 第 10 期  

 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 令和 10  令和 11 令和 22  

 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 (2027)年度 (2028)年度 (2029)年度 (2040)年度

総累計 5,281 5,361 5,577 5,577 5,577 5,577 5,577 6,350 

大
規
模 

累計 5,031        
（新規）  (146)      
（増床） (73) ※１(80) ※２(70)      
（減床）         

小
規
模 

累計 250        
（新規）         
（減床）         

令和６年度以降は見込みまたは計画値です。 

（新規）（増床）は内数で、新規開設数です。また、令和６年度以降の（ ）は内数で、新規開設数です。 

※１ 短期入所生活介護の本入所への転換を予定しています。 

※２ 既存施設のその他手法による増床を予定しています。 

※３ 【 】は内数で、地域医療構想の追加的需要（療養病床からの地域移行分）を踏まえた必要見込量です。 

※４ 【 】は内数で、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を踏まえた必要見込量です。 

 

 

  

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

認知症やうつ病等で長期入院中の精神障害者が地域の一員として、安心して自分らし

い暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、

地域の助け合い、教育が包括的に確保された地域包括ケアシステムを構築し、保健・医

療・福祉の重層的な連携による支援体制をめざすものです。 

※４【25】 

※３【33】 
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イ 整備の形態 

特別養護老人ホームの居室形態は、個室利用の希望がある一方で、多床室利

用の希望も割合が高かったことから、本市では多床室と個室を組み合わせた整

備を進めてきました。高齢者実態調査の結果では、「個室を利用したい」人よ

り、「多床室を利用したい」人の割合が高いことから、今後もニーズを考慮し

た整備を進めます。 

【希望する居室形態】 

問 あなたは、将来特別養護老人ホームに入居した場合、どのような部屋を希望しますか（単一

回答）。 

  入居希望者のうち、「個室を利用したい」人の割合が前回調査より微増し、約３割となっ

ている。 

※高齢者実態調査（特別養護老人ホーム入居希望者） 

ウ 制度等の変遷 

特別養護老人ホームは、老人福祉法に定められており、平成 12（2000）年

に介護保険法の施行に伴い、同法に基づき運営が行われています。 

また、平成 27（2015）年の介護保険制度改正に伴い、特別養護老人ホーム

への入居は、原則要介護３以上となりましたが、一定の要件に該当する場合は、

要介護１・２であっても特例で入居することを可能としています。 

【本市の特別養護老人ホームの整備状況（各年度末時点）】  

  
※健康福祉局調べ。平成 26 年度以前は、川崎市健康福祉年報から抜粋しています。 

【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

特別養護老人ホームの 
整備数 

5,281 床 
（令和５（2023）年度） 

5,577 床 
（令和８（2026）年度） 

累計数。 

健康福祉局調べ 

29.1

27.2

33.1

33.4

40.2

36.3

21.8

22.3

20.3

10.1

6.4

8.8

5.6

3.8

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度 n=346

令和元年度 n=547

平成28年度 n=477

個室を

利用したい

複数の人と一緒

の部屋（多床室）

を利用したい

どちらでもよい わからない 無回答

1,508 1,654 
2,182 

2,578 

3,202 

4,108 
4,541 

4,901 
5,281 5,361 5,577 5,577 5,577 5,577 5,577 

6,350 

22 24
28 

33
40

50
54

57 59 59 60 60 60 60 60

0

10

20

30

40

50

60

70

1,000床

2,000床

3,000床

4,000床

5,000床

6,000床

7,000床

8,000床

平成12

(2000)

平成14

(2002)

平成17

(2005)

平成20

(2008)

平成23

(2011)

平成26

(2014)

平成29

(2017)

令和２

(2020)

令和５

(2023)

令和６

(2024)

令和７

(2025)

令和８

(2026)

令和９

(2027)

令和10

(2028)

令和11

(2029)

令和22

(2040)

（施設数）

定員

施設数

年度
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エ 特別養護老人ホームの取組等 

・中重度の要介護高齢者を支える施設としての役割強化 

自宅での生活が困難な中重度の要介護高齢者を支える施設としての機能に重

点化を図ることを目的とした介護保険制度改正（平成 27 年度）により、特別

養護老人ホームへの新規入居は、原則要介護３以上の方が対象となりました。 

しかし、特例として、一定の要件に該当する要介護１・２の方については、

入居が可能とされていることから、本市では、平成 30（2018）年８月に「川

崎市特別養護老人ホーム入退居指針」を改定し、必要性が高い方が優先的に入

居することができる仕組みを作りました。 

【要介護１・２の方の特例入居の要件】 

・認知症や知的障害・精神障害である方であって、日常生活に支障を来すような

症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られること 

・家族等による深刻な虐待が疑われることなどにより、心身の安全・安心の確保

が困難であること 

・介護者がいない、介護者が高齢または病弱であるなどにより支援が期待できず、

かつ、やむを得ない理由により必要な介護サービスや生活支援を十分に利用で

きない状態であること 

 

・中重度の要介護高齢者の在宅生活継続に向けた取組 

中重度の要介護高齢者の在宅生活を支える地域密着型サービス等の併設を進

めます。 

 

・医療的ケアが必要な要介護高齢者への対応 

胃ろう、経管栄養、喀たん吸引等の医療的ケアが必要な要介護高齢者を受け

入れることを要件とするなど、居住環境の整備を進めます。 

【特別養護老人ホーム入居申込者に必要な医療的ケア】 

 
※令和４年度特別養護老人ホーム入居申込者における統計結果 

 

 ・高齢障害者の受け入れ 

障害者入所施設や共同生活援助（グループホーム）に入所している方の高齢

化を踏まえ、高齢障害者（65 歳以上の障害者）のうち、特別養護老人ホームで

の支援がふさわしく、かつ、移行を希望される方を受け入れるため、公有地を

活用した特別養護老人ホームにおいて受け入れるための体制を整備します。 

・地域交流スペースの積極的な設置 

ストーマ

5.6

酸素吸入

6.7

気管切開

0.2

点滴

2.9

胃ろう

14.5

インスリン

16.7

喀たん吸引

9.4

尿道

22.1

その他の医療的ケア

21.9

0% 25% 50% 75% 100%

特別養護

老人ホーム

入居申込者
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これまでは、主に中重度の状態の高齢者を受け入れる「終の棲家」としての

役割を担ってきましたが、それらの役割に加え、地域における在宅生活者や介

護者への支援など、地域における介護・福祉拠点の一つとして、地域に積極的

に展開していくことが期待されています。 

特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホーム等については、地域開放

を目的とした地域交流スペースの設置に関する指針を定め、スペースを用いた

地域住民の交流やコミュニティ形成のための取組の提案について、運営法人の

選考時の加点項目により評価し、運営法人からの積極的な提案を促します。 

 

・地域医療介護総合確保基金の活用 

介護施設等の量的拡充を図るため、引き続き、介護付有料老人ホーム等の整

備や、介護サービスの質の向上を目的とした特別養護老人ホームの多床室にお

けるプライバシー保護のための改修等について取組を進めます。 

【希望する居室形態】 

問 特別養護老人ホームに入居した場合、「複数の人と一緒の部屋（多床室）を利用したい」と

答えた方にうかがいます。なぜ多床室が良いですか（複数回答）。 

  「金額が安いから」が最も多いが、約３割の人が「プライバシーに配慮されている」こ

とを理由に挙げています。 

 

※令和４年度高齢者実態調査（特別養護老人ホーム入居希望者） 

  

79.3 

40.8 

39.7 

29.3 

0.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金額が安いから

寂しくないから

多床室のほうが他の人

と一緒で安心だから

多床室でもプライバシーに

配慮されていると思うから

その他

無回答 n=114
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 介護老人保健施設 

ア 整備の方向性 

介護老人保健施設は、充足している状態にありますが、近年の稼働状況や、

今後の在宅復帰・在宅療養支援のニーズの増加と、地域医療構想による追加的

需要（療養病床からの地域移行分）を踏まえ、一定の整備を進めます。 

〔実績・計画〕（開所ベース、累計）                     単位：床 

 第８期 第９期 第 10 期  

 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 令和 10  令和 11 令和 22  

 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 (2027)年度 (2028)年度 (2029)年度 (2040)年度 

累計 
（新設） 

2,281 
（0）

2,281 
（0）

2,431 
（150）

 

2,531 
（100）

2,531 
（0）

2,531 
（0）

2,531 
（0）

2,981 
（450）

令和６年度以降は見込みまたは計画値です。 

（新設）は内数で、新規開設数です。 

【 】内は内数で、地域医療構想（療養病床からの地域移行分）の追加的需要等を踏まえた必要見込量です。 

 

イ 制度等の変遷 

介護老人保健施設は、老人保健法の改正により創設され、平成 12（2000）

年に介護保険法の施行に伴い、同法に基づき運営が行われています。 

また、平成 24（2012）年度の介護報酬改定において、介護老人保健施設の

在宅復帰や在宅療養支援機能を強化する観点から、在宅復帰率等の一定の要件

を指標とした基本報酬（在宅復帰型）や加算（加算型）が導入されました。 

 

【本市の介護老人保健施設の整備状況（各年度末時点）】 

 
※健康福祉局調べ。平成 26 年度以前は、川崎市高齢者施策状況表から抜粋しています。 

  

782 
978 

1,513 

1,821 
2,001 

2,281 2,281 2,281 2,281 2,281 
2,431 

2,531 2,531 2,531 2,531 

2,981 

8
10 

14
16

17
19 19 19 19 19

20
21 21 21 21

0

5

10

15

20

25

0床

1,000床

2,000床

3,000床

4,000床

平成12

(2000)

平成14

(2002)

平成17

(2005)

平成20

(2008)

平成23

(2011)

平成26

(2014)

平成29

(2017)

令和２

(2020)

令和５

(2023)

令和６

(2024)

令和７

(2025)

令和８

(2026)

令和９

(2027)

令和10

(2028)

令和11

(2029)

令和22

(2040)

（施設数）
定員

施設数

年度

【89】 
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ウ 介護老人保健施設の役割 

介護老人保健施設は、要介護者であって、主としてその心身の機能の維持回

復を図り、居宅における生活を営むことができるようにするための支援が必要

である方に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理下における

介護及び機能訓練、その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目

的とする施設です。 

また、平成 24（2012）年度の介護報酬改定に加え、平成 30（2018）年

の制度改正で、介護老人保健施設の役割が在宅復帰・在宅療養支援であること

がより明確にされたことを踏まえ、この機能をさらに推進する観点から、本市

では、介護老人保健施設の役割の方向性を次のように考え、取り組んでいきま

す。 

・在宅復帰、在宅療養支援のための地域拠点となる施設 

・リハビリテーションを提供する機能維持・改善の役割を担う施設 

 

【市内の介護老人保健施設入所者の退所先の割合】   【市内の介護老人保健施設入所者の退所平均人数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※いずれも高齢者実態調査をもとに作成 

 

  

在宅

20.8%

特別養護老人

ホーム

14.3%

別の介護老人

保健施設

5.2%

介護療養型

医療施設

0.8%

グループ

ホーム

1.2%

特定施設

入居者

生活介護

3.0%

病院

46.8%

死亡

7.0%

その他

0.7%

令和４年度

28.1

19.3

7.0

1.1

1.6

4.1

63.1

9.5

1.0

35.4

18.9

4.3

1.6

0.6

5.0

49.4

7.0

3.0

0人 10人 20人 30人 40人 50人 60人 70人

在宅

特別養護老人ホーム

別の介護老人保健施設

介護療養型医療施設

グループホーム

特定施設入居者

生活介護

病院

死亡

その他

令和４年度

令和元年度
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 介護医療院 

平成 29（2017）年に成立した「地域包括ケアシステムの強化のための介

護保険法等の一部を改正する法律」により新たに「介護医療院」が創設されま

した。 

今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズに対応するため、「日常

的な医学管理が必要な重介護者の受け入れ」や「看取り・ターミナル」等の機

能と、「生活施設」としての機能を兼ね備えた新しい類型の介護保険施設です。 

主に令和５（2023）年度末に廃止期限を迎えた介護療養型医療施設の転換

先の一つとされていました。今後は、慢性期の医療・介護ニーズへの対応のた

め、一定の整備を進めます。 

〔実績・計画〕（累計）                     単位：床 

 第８期 第９期 第 10 期  

 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 令和 10  令和 11 令和 22  

 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 (2027)年度 (2028)年度 (2029)年度 (2040)年度 

定員 
（新設） 

0 
（0）

0 
（0）

0 
（0）

100 
（100）

100 
(0)

100 
(0)

100 
(0)

200 
(100) 

令和６年度以降は見込みまたは計画値です。 

 

 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

ア 整備の方向性 

認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）は、地域バラン

スを考慮した整備の検討を進めながら、高齢者の在宅生活を支える「（看護）

小規模多機能型居宅介護」、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」等の併設

を条件とした市有地を活用した整備や、空床を活用したショートステイの実施

等を公募要件とするなど、地域の在宅介護サービスの拠点としての機能を付加

します。 

引き続き、事業者の積極的な参入や効率的な運営の観点から、２ユニットか

ら３ユニットへの緩和措置を行い、整備を促進します。 

〔実績・計画〕（開所ベース、累計）                 単位：ユニット、人 

 第８期 第９期 第 10 期  

 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 令和 10  令和 11 令和 22  

 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 (2027)年度 (2028)年度 (2029)年度 (2040)年度 

ユニット数 
（新規） 

265 
（5）

276 
（11）

278 
    (2)

278 
（0）

285 
（7）

292 
（7）

299 
（7）

360 
   (61)

定員数 2,379 2,478 2,496 2,496 2,559 2,622 2,685 3,234 

令和６年度以降は見込みまたは計画値です。 

１ユニットの定員は概ね９人です。 
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イ 制度等の変遷 

認知症高齢者グループホームは、新ゴールドプランで整備目標が掲げられ、

平成 12（2000）年の介護保険法の施行に伴い、認知症対応型共同生活介護

として給付対象となり、さらに、平成 18（2006）年の介護保険法の改正で、

地域密着型サービスとして扱われるようになりました。 

 

【本市の認知症高齢者グループホームの整備状況（各年度末時点）】 

 

※健康福祉局調べ。平成 26 年度以前は、川崎市高齢者施策状況表から抜粋しています。 

【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

認知症高齢者 
グループホームの整備数 

265 ユニット 
（令和５（2023）年度） 

278 ユニット 
（令和８（2026）年度） 

累計数。 

健康福祉局調べ 

 

 介護付有料老人ホーム 

ア 整備の方向性 

介護付有料老人ホームは、既に本市内で定員 7,500 人分を超える整備が進

んでいることから、介護付有料老人ホームの選定において、医療的ケアの充実

を要件に加えるなど、医療的ケアが必要な方であっても住み慣れた地域で暮ら

し続けられるよう居住環境の整備を図ります。 

〔実績・計画〕（開所ベース、累計）                     単位：床 

 第８期 第９期 第 10 期  

 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 令和 10  令和 11 令和 22  

 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 (2027)年度 (2028)年度 (2029)年度 (2040)年度 

累計 
（新設） 

7,915 
（156） 

8,175 
（260） 

8,175 
（0） 

8,255
（80） 

8,335
（80） 

8,415 
（80） 

8,495
（80） 

9,145 
（650） 

令和６年度以降は見込みまたは計画値です。 
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イ 制度等の変遷 

有料老人ホームは、老人ホームとして老人福祉法に定められており、介護付

有料老人ホームは、平成 12（2000）年の介護保険法の施行後、特定施設入居

者生活介護の指定を受けることで介護保険の給付対象となりました。 

また、平成 18（2006）年の老人福祉法の改正に伴い、入居者に介護、食事

の提供、洗濯や掃除等の家事の提供、健康管理のいずれかのサービスを行えば、

有料老人ホームに該当することになりました。 

 

【本市の介護付有料老人ホームの整備状況（各年度末時点）】 

 
※平成 14 年度以前は、神奈川県有料老人ホーム一覧から算出。平成 17～26 年度は、川崎市介護保険執行状況 

から抜粋しています。 

※平成 17 年度は、川崎市高齢者施策状況表の 10 月１日時点集計のデータを使用しています。 

 

 住宅型有料老人ホーム 

ア 整備の方向性 

住宅型有料老人ホームは、既に本市内で定員 3,５00 人分を超える整備が進

んでいます。今後も事業参入による一定の整備が見込まれていることから、引

き続き、設置運営に関する必要な指導等を行い、事業の安定と入居者の居住環

境の向上を図ります。 

〔実績・計画〕（累計）                     単位：人 

 第８期 第９期 

 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

 (2021)年度 (2022)年度 (2023)年度 (2024)年度 (2025)年度 (2026)年度 

住宅型有料老人ホーム 3,388 3,438 3,555 3,678 3,801 3,924 

令和６年度以降は見込みまたは目標値です。 

 

イ 制度等の変遷 

有料老人ホームは、老人ホームとして老人福祉法に定められており、住宅型

有料老人ホームは、介護サービスが必要なときは、訪問介護や通所介護などの

外部サービスを利用して介護サービスを受けることができます。 
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（２）介護離職防止に向けた取組 

国は、仕事と介護が両立できる環境の整備は大きな課題として、「介護離職ゼロ」

の実現に向けて、介護の受け皿整備、介護人材確保対策等の総合的な対策が行われ

てきました。また、働く方が離職せずに仕事と介護を両立できるよう、介護休業等

の職場環境の整備とともに、介護サービス基盤についても、介護施設等の整備と併

せて在宅サービスの充実を図り、在宅生活の限界点を高めていくことが必要とされ

ています。 

本市においては、認知症高齢者等を介護している家族への支援に加え、現時点で

介護サービス等を利用しない人でも、行政（地域みまもり支援センター等）が調整

役となって、地域包括支援センターが分野を超えて地域生活課題について相談に応

じ、関係機関と連絡調整等を行う体制づくりを進めています（詳細は、本章の取組

Ⅱ「地域のネットワークづくりの強化」を参照）。 

また、施設や在宅生活の継続など、ニーズに応じた介護基盤の整備に向けて、特

別養護老人ホームや地域密着型サービスの見込量を推計しています（地域密着型

サービスの詳細は、本章の取組Ⅲ「利用者本位のサービス提供」、特別養護老人ホー

ムの詳細は、本章の取組Ⅴ「高齢者の多様な居住環境の実現」を参照）。 

職場環境の改善については、介護離職に限らず、テレワークの導入など、企業に

とって新しい働き方の導入が求められています。 

 

（３）災害及び感染症に対する備えに向けた取組 

社会福祉施設等においては、災害等にあっても、最低限のサービス提供を維持し

ていくことが求められており、社会福祉施設等の事業継続に必要な事項を定める

「事業継続計画（ＢＣＰ）」を作成しておくことが有効であるとされています。 

また、新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症発生時にも対応したＢＣ

Ｐを作成しておくことも重要です。 

本市では、令和６（2024）年度から介護事業者におけるＢＣＰの策定が義務化

されることに伴い、運営指導等により、計画の作成状況を確認していきます。 

併せて、災害時の早期避難が着実に行われるよう避難経路の確認や、避難確保計

画の作成及び避難訓練実施状況を確認するとともに、川崎市災害時高齢者・障害者

施設等情報共有システム（通称「E-Welfiss」）を用いた訓練への参加を呼びかけて

いきます。 

また、感染症に対する研修を集団指導講習会等にて実施していきます。 
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（４）既存施設の老朽化への対応 

民設施設においては、施設の老朽化に伴う大規模修繕等による長寿命化★や、将

来的な建替え等の対応が必要となる施設が多数あり、喫緊の課題となっています。 

本市では、平成 30（2018）年３月に策定した「川崎市高齢者・障害児者福祉施

設再編整備基本計画・第１次実施計画」に基づき、大規模修繕補助制度を創設しま

した。  

今後は、施設建替えに対して一定の支援を検討します。 
 

 長寿命化の取組推進 

老朽化が進む民間特別養護老人ホームにおいて、入居者が安心して施設を利

用できる環境の整備に取り組むことができるよう、引き続き、運営法人に対し

て、大規模修繕補助制度の活用を促します。 
 

 老朽化施設の建替え支援 

施設の建替えにあたっては、既存施設の建築状況を踏まえ、別の場所に代替

施設を整備することが主となると想定されますが、一方で、代替地を確保する

ことが困難な場合については、現在地における建替えが想定され、既存の施設

入居者等に影響が生じることが想定されることから、これらのリスクを最小限

に抑えられるよう取り組みます。 

 

 

 

 

  

長寿命化 

日頃からの適正な点検等によって建築物の機能や性能の劣化の有無や兆候、状態を常

に把握し、現状では異常が見当たらなくても、時間の経過とともに劣化の状態を予測し

た上で、計画的に適切な処置を行い、機能停止などを未然に防ぐことにより、建築物を

より長く活用する手法のことをいいます。 
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ⅲ）居住の安定確保に向けた住宅セーフティネットの構築 

高齢者の所得の状況、心身の状況、世帯構成などの事情により居住の安定を損なう

ことがないよう、公営住宅の適切な供給・管理とともに、民間賃貸住宅の活用の強化

を図り、重層的な住宅セーフティネットを構築します。 
 

（１）住宅セーフティネットの充実 

 川崎市居住支援協議会 

不動産関係団体や各種支援団体等と連携して、居住支援協議会を適切に運営

し、既存の民間賃貸住宅と住宅確保要配慮者★をマッチングする仕組みの構築

や、住宅確保要配慮者の居住の安定確保に向けて、借主・貸主双方を支援する

取組を進めます。現在までの取組や検討内容は次のとおりです。 

・効率的な住まい探しや、福祉サービスなど入居者に必要な支援等のコーディ

ネートを実現する体制（入居支援体制）の構築 

・住宅確保要配慮者への物件提供に対する家主の理解を深めるための情報発

信（「家主・不動産事業者向けガイドブック」の作成、「不動産事業者向け講

演会」の開催） 

・入居者に異変があった際などの、家主、不動産店、福祉事業者、行政機関等

による相互連携等に関する検討（「入居者情報 共有シート」の活用・周知） 

・退去時（賃貸借契約解除や残置家財処分等）の手続きの整理や、民間サービ

ス活用等に関する検討（福祉部局と連携した予防的支援策の検討・体制構築） 
 

 川崎市居住支援制度 

連帯保証人の確保等の問題により民間賃貸住宅への入居に困窮している住宅

確保要配慮者に対して、「川崎市居住支援制度」等を活用し、協力不動産店や

各種団体等の協働により、入居機会の確保と居住継続を支援します。 
 

 生活にお困りの方の相談・支援 

失業等により家賃を滞納しているなど、生活にお困りの方を対象とした相談

窓口として、「川崎市生活自立・仕事相談センター（だいＪＯＢセンター）」

があります。支援員が相談を受け、相談者の状況によって、就労支援や、必要

な支援制度の利用手続きのサポートを行うほか、より適切な窓口を紹介するな

ど、自立に向けた支援を行います。 
 

 

 

 

 

  

住宅確保要配慮者 

低額所得者、高齢者、障害者、子育て世帯、外国人市民、被災者の方などをいいます。

ひとり暮らし高齢者世帯を中心に、住宅確保要配慮者は今後も増加する見込みであるこ

とから、本市では、公営住宅の適切な供給・管理とともに、民間賃貸住宅の活用強化によ

り、重層的なセーフティネットを構築します。 
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 民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者向け住まいの確保 

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セー

フティネット法）」に基づく住宅確保要配慮者の入居を受け入れる民間賃貸住

宅の登録を行い、住宅確保要配慮者向けの民間賃貸住宅の確保を図ります。 

【新たな住宅セーフティネット制度のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市営住宅における高齢者に関する取組 

 市営住宅の建替えに伴うユニバーサルデザイン仕様への変更 

市営住宅の建替えにあたっては、ユニバーサルデザイン★仕様による入居者

に配慮した住戸や車いす使用者向け住宅の供給を進めます。 
 

 市営住宅の建替えに伴う社会福祉施設等の併設 

大規模な市営住宅の建替えに際しては、余剰地を活用するなどして地域の

ニーズに応じた社会福祉施設等の導入やオープンスペースの確保等を図り、地

域のまちづくりに寄与する住宅整備を推進します。 
 

 市営住宅ストックの活用による見守り拠点等の整備 

地域ニーズ等に応じて、市営住宅の建物の一部を、多様な世帯が交流できる

場として提供するなど、地域貢献に資する取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

居住支援協議会 

国と地方公共団体等による支援 

・改修費補助（立上り期に国の直接補助あり） 

・家賃低廉化・家賃債務保証料補助 

・改修費融資（（独）住宅金融支援機構） 

都道府県・政令市等 

賃
貸
人 

要
配
慮
者 

入居 

登録 情報提供 

住宅確保要配慮者の 

入居を拒まない一定 

基準以上の住宅 

不動産関係団体 

居住支援団体 

地方公共団体 

入居支援等 

ユニバーサルデザイン 

高齢者や障害者にとって個別にバリアとなっているものを取り除くバリアフリーの考

え方を発展させ、誰もが使いやすいデザイン（仕様）をあらかじめ整備する考え方や概

念のことをいいます。 
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１ 介護保険サービスの見込量について 

第９期の介護保険サービス見込量については、計画期間における第１号被保険者数、

要介護・要支援認定者数、サービス利用者数等を基に推計しています。 
 

【第８期、第９期のサービス利用者数等の比較】 

 

第８期 

(令和４年度) 

（Ａ） 

第９期 

(令和７年度) 

（Ｂ） 

増減 

（Ｃ=Ｂ―Ａ） 

増減率 

（Ｄ=Ｃ／Ａ） 

第１号被保険者数 306,987 人 313,652 人 6,665 人 2.17％ 

要介護・要支援認定者数 62,365 人 66,002 人 3,637 人 5.83％ 

サービス利用者数 46,182 人 50,360 人 4,178 人 9.05％ 

 

居宅サービス 33,190 人 36,234 人 3,044 人 9.17％ 

居住系サービス 

（介護付き有料老人ホーム、 

認知症高齢者グループホーム等） 

6,115 人 6,675 人 560 人 9.16％ 

施設サービス 6,877 人 7,451 人 574 人 8.35％ 

 

特別養護老人ホーム 4,595 人 5,033 人 438 人 9.53％ 

介護老人保健施設 2,016 人 2,302 人 286 人 14.19％ 

介護医療院 105 人 116 人 11 人 10.13％ 

介護療養型医療施設 159 人 -人 -人 -％ 

給付費等 999 億円 1,127 億円 128 億円 12.81％ 

【参考】計画期間給付費等合計 3,185 億円 3,390 億円 205 億円 6.4％ 

 

２ 保険料の試算 

  

 

 

         

 

  

 

 

 

 

 

３ 保険料及び利用料の負担軽減 

 保険料及び利用料の負担軽減は、引き続き実施する予定です。 

第８期では、介護保険給付費準備基金等を約４０

億円活用することにより、計画上算定された基準

月額６，７７２円から４５７円を引き下げていま

す。 

第９期の保険料基準月額は、介護保険給付費等の

推計に基づき令和５年10月時点で試算した 

７，０７０円から、介護保険給付費準備基金等を

約５５億円活用することにより４６０円を引き

下げた概算額です。最終的には、介護報酬の改定

等を踏まえて算定します。 

第８期（令和３年度 令和５年度） 
保険料基準⽉額 
６，３１５円 

第９期（令和６年度 令和８年度） 
保険料基準⽉額 

６，６１０円程度 
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